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第１章 総論（新しい資本主義における「成⻑」と「分配」の好循環を⽀える科学技術・イノベーション） 
 
１．基本的考え⽅ 

統合イノベーション戦略2022（以下「統合戦略2022」という。）は、2021年３⽉26⽇に閣議決定された第６
期科学技術・イノベーション基本計画（以下「第６期基本計画」という。）の実⾏計画として位置付けられる
２年⽬の年次戦略である。第６期基本計画は、我が国が⽬指す社会（Society 5.0）の実現に向けた科学技術・
イノベーション政策について、2030年を⾒据えた2025年までの中⻑期的な⽅向性を⽰し、⼤⽬標から中⽬標、
更にその達成を⽬指すプログラム群で構成されている。そして、達成状況を評価するため、それぞれの⽬標に
紐付く指標を掲げている。 

統合戦略2022では、第６期基本計画の策定からほとんど間を置くことなく策定することとなった「統合イノ
ベーション戦略20211」とは異なり、直近の国内外における情勢変化はもとより、指標の推移をはじめとする
第６期基本計画の初年度の進捗状況も踏まえ、政策を機動的に⾒直し、実⾏することが求められる。このため、
統合戦略の年次戦略としての役割をより際⽴たせるとともに、策定プロセスを含め、第６期基本計画期間中の
効果的・効率的な政策推進モデルの確⽴につなげることを視野に⼊れ、引き続き、恒常的に科学技術・イノベ
ーション政策の質の向上を図っていく。 
 
（１）現状認識 

科学技術・イノベーションは、経済成⻑の原動⼒を⽣み出すだけでなく、気候変動に代表される社会課題を
解決するとともに、感染症や⾃然災害、サイバーテロ等の脅威に対し、国⺠の安全・安⼼を確保する観点から
も、国家の命運を握る⽣命線となりつつある。とりわけ、ロシアによるウクライナ侵略が突き付けたように、
安全保障を巡る環境が⼀層厳しさを増す中で、確かな国⼒を裏付け、国際社会におけるプレゼンスの向上と総
合的な安全保障の実現を図る⼿段の要として、科学技術・イノベーションの射程は急速に拡⼤している。これ
は、コロナ禍を前に強く認識されるようになった、効率⼀辺倒で構築された国際的なサプライチェーンのもろ
さと危うさや、地球規模で起こる資源・⾷料等の供給制約とも無縁ではない。さらには、ＡＩ・量⼦等の新興
技術を中⼼とした、従来の延⻑線上にはない急速な発展と相まって、技術動向は⽬まぐるしい変化を⾒せてい
る。こうした背景から、科学技術・イノベーションを中核とする国家間の覇権争いの激化に拍⾞がかかってお
り、諸外国では、変化の激しい時代に対応するため、科学技術・イノベーションへの投資を拡⼤し、産業構造
の転換に取り組んできた。 

実際、⽶国では、中国との技術競争を念頭に、バイデン⼤統領が科学技術関係投資をＧＤＰの２％程度に引
き上げるという⼤胆な⽅針を⽰した上で、医療、インフラ等の分野での国防⾼等研究計画局（ＤＡＲＰＡ）型
機関の新設を提案するなど、研究開発予算全般の増額を図っている。同様の動きは、英国においても⾒られ、
明確な科学技術ミッションの下、課題設定から予算執⾏まで⼀貫した体制を構築し、⾼リスク・⾼収益ファン
ディングを⾏う⾼等研究発明局（ＡＲＩＡ）の創設に向けた法案が2022年２⽉に成⽴した。欧州では、2021
年から７か年の研究・イノベーション枠組みプログラムである「Horizon Europe」が動き出し、前期の２割以
上増となる955億ユーロに上る全体予算の最低35％を気候変動対策に充てるグリーン投資を梃⼦に、新型コロ
ナウイルス感染症からの経済回復を加速させている。また、2021年５⽉に発表された国際協⼒戦略である「研
究・イノベーションへのグローバルアプローチ」では、欧州連合（ＥＵ）としての開かれた戦略的⾃律性の確
保を重視する⽅針を打ち出した。さらに、安全保障・防衛政策のあらゆる側⾯から、ＥＵの利益を確保し、欧

                                                       
1 2021年６⽉18⽇閣議決定 
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州市⺠を保護するための⾸尾⼀貫した⾏動を定義する今後10年間の戦略的指針として、「戦略的コンパス」が
2022年３⽉の欧州理事会で了承された。その中では、防衛技術・産業基盤への投資を強化するだけでなく、Ａ
Ｉ、量⼦、バイオ、マテリアルといった新興技術の戦略上の依存をなくすことが挙げられている。中国では、
2021年からの「第14次５カ年計画」の下、同年の研究開発費は前年⽐14.2％増となり、計画中の数値⽬標であ
る年平均７％以上の増加を達成したとされる。そして、これらの動向に加え、ロシアによるウクライナ侵略の
影響により、欧⽶とロシアとの科学技術協⼒に⾒直しが⽣じつつあるなど、予断を許さない状況が続いている。 

その⼀⽅で、我が国の研究⼒とイノベーション⼒は、相対的な低下傾向にある。例えば研究⼒については、
定量的に把握しやすい指標のみをもって⼀⾯的に判断すべきではないが、近年、注⽬度の⾼い論⽂数（被引⽤
数Top10％補正論⽂数）における我が国の順位が顕著に低下している2。イノベーション⼒に⽬を転じると、世
界各国の競争⼒を分析するレポートにおける我が国の順位は⻑らく停滞している3。この危機的状況を打開し、
科学技術・イノベーション政策を強⼒に推進するため、政府としては、第６期基本計画において、2021年度か
ら５年間の研究開発投資について、政府全体で約30兆円、官⺠で総額約120兆円という、第5期までの基本計画
を⼤きく上回る規模の⽬標を定めた。そして、「直⾯する脅威や先の⾒えない不確実な状況に対し、持続可能
性と強靱性を備え、国⺠の安全と安⼼を確保するとともに、⼀⼈ひとりが多様な幸せ（well-being）を実現で
きる社会」であるSociety 5.0を⽬指している。 

第６期基本計画期間中の科学技術関係予算は、2022年度当初予算までを含めると、合計約12.4兆円に達して
おり、政府⽬標の達成に向けて着実に進捗している。また、10兆円規模の⼤学ファンドや経済安全保障重要技
術育成プログラム等、第６期基本計画策定時には存在しなかった新規のファンディングを活⽤できる⼟壌が
整ってきている。欧州における新型コロナウイルス感染症対策の規制緩和をはじめ、各国がポストコロナへと
舵を切る動きを⾒せる中、これらを駆使し、引き続き、先⾒性を持って、基礎研究や⼈材育成、社会実装等へ
の投資を⾏うとともに、⺠間投資を誘発し、官⺠が連携・協⼒して科学技術・イノベーションにより国家的重
要課題に対応していかなければならない。 
 
（２）政権のアジェンダ 

2021年10⽉に発⾜した岸⽥内閣は、現在、世界各国において、持続可能性や「⼈」を重視し、新たな投資や
成⻑につなげる、新しい資本主義の構築を⽬指す動きが進んでいることに鑑み、成⻑と分配の好循環による
「新しい資本主義」の実現を我が国が先導するビジョンを打ち出した。そして、科学技術⽴国の実現を成⻑戦
略の第⼀の柱に挙げ、世界と伍する研究⼤学の形成に取り組むとともに、我が国として諸外国との熾烈な国家
間競争を勝ち抜くため、先端科学技術の研究開発に⼤胆な投資を⾏っていくこととしている。 

また、戦後の創業期に次ぐ「第⼆創業期」を実現するためのスタートアップの徹底⽀援や、デジタルを活⽤
した地⽅の活性化を図るデジタル⽥園都市国家構想の推進、先端的な重要技術の育成・⽀援等の要となる経済
安全保障の確保についても、新しい資本主義の重要な柱として位置付けている。 

さらに、創意⼯夫や新しいアイディアを通じて付加価値を創出し、経済的豊かさや⼒強さをもたらす原動⼒
は「⼈」であることから、⼈への投資の抜本強化を分配戦略の柱に据えている。イノベーションの源泉となる
科学技術分野の⼈材育成は、まさに未来への投資であり、次世代への分配にほかならない。 

                                                       
2 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2021」（2021年８⽉）によれば、⽇本の被引⽤数Top10％補正論⽂数の順位は、10年前

と⽐較すると、５位（2007年〜2009年）から10位（2017年〜2019年）に低下。分数カウントにより算出。 
3 例えばスイスのビジネススクールであるＩＭＤが2021年６⽉に発表した「世界競争⼒ランキング」では、⽇本は主要64か国中31位であり、

2019年以降、30位台にとどまっている。雇⽤や科学的インフラ等の個別に評価が⾼い項⽬はあるものの、政府・ビジネスの効率性の⾯での評
価が全体的に低い。 
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新しい資本主義の実現に向けたこれらのアジェンダは、持続的な経済成⻑と社会課題の解決なくして達成し
得ないものであり、その意味で、これらを両⽴する⼈間中⼼の社会であるSociety 5.0の実現とも軌を⼀にする
ものである。同時に、それに向けて第６期基本計画が⽰した『「総合知による社会変⾰」と「知・⼈への投資」
の好循環』という⽅向性は、科学技術・イノベーション政策における成⻑と分配の好循環を体現していると⾔
っても過⾔ではない。今や、科学技術・イノベーションが経済社会のあらゆる領域と密接に関わり合う時代に
あって、総合知を最⼤限活⽤しつつ、社会課題を「成⻑」のエンジンへと押し上げていく起爆剤として、また、
社会実装を通じて成⻑に実感をもたらし、次なる挑戦のための投資の形で「分配」につなげる切り札として、
その貢献を抜本強化していくことは急務である。 

そのためには、我が国の先端科学技術の優位性や不可⽋性を⾒極め、それに基づき、国際連携・協⼒を発展
させながら、地球規模課題の解決や持続的な経済成⻑を図るとともに、国際社会への貢献を拡⼤していく、
Society 5.0の実現に向けた戦略的なプロセスを明確に描くことが重要である。そして、これを未来の勝ち筋と
して官⺠で共有し、組織・分野の垣根にとらわれず、⼒を結集できるよう、第６期基本計画の下、政策の⽅向
性と実現構想の更なる具体化を機動的に図ることが不可⽋である。かかる観点から、この１年での重点施策の
明確化を通じ、予⾒可能性の向上に資する統合戦略2022が果たすべき役割は⼤きい。そして、研究開発による
果実を国⺠や社会、地域に届け、科学技術・イノベーションによる「成⻑」と「分配」の好循環を実現してい
くことが求められている。 

 
２．科学技術・イノベーション政策の３本の柱 

直近の国内外における情勢変化を勘案すると、国⺠の安全・安⼼や⼀⼈ひとりの多様な幸せ（well-being）
を満たす重要性はかつてないほどに⾼まっている。その意味では、我が国が⽬指す社会はSociety 5.0からいく
ばくも揺らぐことはなく、むしろ⼀層のスピード感と危機感を持って、これを現実のものとしていかなければ
ならない。そして、その実現に向けて、特に早急に講ずべき重要な施策に焦点を合わせる観点から、科学技術・
イノベーション政策を俯瞰すると、これは３本の柱に⼤別できる。 

基礎となる柱の⼀つは、知の基盤と⼈材育成を両輪で強化し、科学技術・イノベーションと価値創造の源泉
となる「知」を持続的に創出することである。10兆円規模の⼤学ファンドの創設を契機として、国際的に卓越
した研究⼤学を形成するだけでなく、地域の中核⼤学や特定分野の強みを持つ⼤学の機能強化を図ることで、
多様で卓越した知を⽣み出す基礎研究・学術研究を振興するとともに、⽇本全国に⾯的・多層的な知の基盤を
構築する。さらに、全ての⼤学を対象に、硬直的な⽂理の枠組みや分野間の垣根にとらわれず、創造的な研究
をリードする博⼠等の多様な⼈材の育成を強化すると同時に、時代にとともに移り変わる社会ニーズを捉え、
学び続ける姿勢に応えるリカレント教育を促進することにより、⼤学等が⽣み出す知的資産を社会に還流さ
せる。 

もう⼀つの基礎となる柱は、分野別戦略やシンクタンク機能の強化を通じ、我が国の経済構造の⾃律性の向
上、技術の優位性ひいては不可⽋性の確保も念頭に、研究開発を戦略的に推進し、我が国の勝ち筋となる技術
を育てることである。技術で勝って実装で負けるという状況から抜け出せていないことを踏まえ、ＡＩ・量⼦
における新戦略の策定や、先端的な重要技術に関する調査分析を⾏うシンクタンクの進化により、社会ニーズ
に沿った勝ち筋を⾒定めた上で、経済安全保障重要技術育成プログラムや次期戦略的イノベーション創造プ
ログラム（ＳＩＰ）等の着実な推進により、社会実装につながる取組を加速させる。その際、先の柱からの知
と⼈材を活⽤し、各種施策の推進に強⼒な弾みをつける。加えて、デジタル庁を司令塔とする社会のデジタル
化や、グリーンイノベーション基⾦による⽀援の拡充、半導体の産業基盤の強靱化等、官⺠が⼒を合わせて国
家的重要課題への対応を進め、本来、我が国が世界をリードすべき分野で反転攻勢を本格化させる。 
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そのとき、中⼼に来る柱は、イノベーション・エコシステムを形成し、新たな経済成⻑の軌道を描くととも
に、既存の発想では対応が困難な社会課題を克服し、科学技術・イノベーションがもたらす恩恵を国⺠や社会、
地域に還元することである。イノベーションの担い⼿として、スタートアップを前⾯に押し出し、新たな業を
起こしていくことで、デジタル実装を通じた地⽅と都市の差の縮⼩を含め、経済社会の活性化を図る。このた
め、我が国の優秀な⼈材、特に「Ｚ世代」をはじめとする若い世代のポテンシャルを解放し、我が国が世界を
リードできる強みを持つディープテックやデジタル分野のスタートアップが次々と⽣まれ成⻑するスタート
アップ・エコシステムを抜本強化する。さらに、ＶＣマーケットの発展に向けた取組に加え、研究開発税制や
ＳＢＩＲ制度、研究成果の公共調達の促進等、政策ツールを総動員して⺠間資⾦を誘発し、官⺠の研究開発投
資の拡⼤に取り組む。 

特に第６期基本計画の策定後、10兆円規模の⼤学ファンドの創設を⽪切りに、「世界と伍する研究⼤学の在
り⽅について 最終まとめ4」や「地域中核・特⾊ある研究⼤学総合振興パッケージ5」、「Society 5.0の実現に
向けた教育・⼈材育成に関する政策パッケージ6」の策定といった進捗があった。他⽅、従来とは視点が異な
る研究開発・実証を指向した経済安全保障重要技術育成プログラムの創設を契機として、経済安全保障の強化
を含め、国家的重要課題に対応するＡＩ・量⼦等の先端科学技術の研究開発の推進⼒が⾼まっている。こうし
た環境変化を前提に、基礎となる２本の柱が拓く知的資産と技術シーズを未来社会に向けたゲームチェンジ
の両翼として、中⼼に来る柱の主軸をなすスタートアップ・エコシステムを⾶躍的に発展させ、新産業の創出
や既存の産業の新陳代謝を通じ、第６期基本計画が前⾯に掲げた社会変⾰を現実のものとしていく。その道筋
をつけることが、統合戦略2022の根幹をなすコンセプトである。 

このように、科学技術・イノベーション政策には、（１）知の基盤（研究⼒）と⼈材育成の強化、（２）イノ
ベーション・エコシステムの形成、（３）先端科学技術の戦略的な推進、についての⼀体的な取組を通じ、科
学技術⽴国の推進、スタートアップの徹底⽀援、デジタル⽥園都市国家構想、経済安全保障の確保といった政
権のアジェンダを具現化し、ひいては新しい資本主義の実現に貢献することが期待されている。 

以下では、第６期基本計画の策定から約１年が経過することに鑑み、その間の注⽬すべき動向を振り返りな
がら、これらの３本の柱に即した重点施策を抽出する。さらに、第２章では、第６期基本計画の⽬次構成に沿
って整理した施策の実施状況・現状分析や今後の取組⽅針のほか、具体的な年次施策を列挙する。これらを総
合することにより、３本の柱を核とした施策の重点化と、第６期基本計画の網羅的な推進を同時に図り、
Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策を強⼒に推進する。 
 
（１）知の基盤（研究⼒）と⼈材育成の強化 
① 10兆円規模の⼤学ファンドがけん引する異次元の研究基盤の強化と⼤学改⾰ 
（⼤学ファンドによる研究基盤の強化） 

今後、イノベーション・エコシステムの中核となるべき⼤学が、社会をけん引する⼈材の輩出、世界レベル
の研究成果の創出、社会変⾰を先導する⼤学発スタートアップの創出といった役割をより⼀層果たし、我が国
の⼤学の国際競争⼒の低下や財政基盤の脆弱化といった現状を打破していく必要がある。そのためには、我が
国の⼤学に優秀な⼈材と豊富な資⾦が集まり、世界最⾼⽔準の研究⼤学となることが求められ、この実現に向
けて10兆円規模の⼤学ファンドを創設し、その運⽤益を活⽤し、研究基盤への⻑期的・安定的な⽀援を⾏うこ
とにより、我が国の研究⼤学における研究⼒を抜本的に強化する。また、世界と伍する研究⼤学の実現に向け
                                                       
4 2022年２⽉１⽇総合科学技術・イノベーション会議決定 
5 2022年２⽉１⽇総合科学技術・イノベーション会議決定 
6 2022年６⽉２⽇総合科学技術・イノベーション会議決定 
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て、①国際的に卓越した研究成果の創出、②実効性⾼く意欲的な事業・財務戦略、③⾃律と責任あるガバナン
ス体制等の要件を満たす⼤学を、「国際卓越研究⼤学」として国が認定する新たな枠組みを早期に構築し、国
による対象⼤学の選定プロセスを、2022年度中の可能な限り早い段階で開始する。さらに、合議体によるガバ
ナンスを可能とする国⽴⼤学法⼈法の改正案の次期通常国会への提出を⽬指す。2024年度以降、国際卓越研究
⼤学に対して、⼤学ファンドからの助成を含め、総合的な⽀援を実施する。 
 
（博⼠後期課程学⽣への⽀援） 

修⼠課程修了者の進学率の減少（18.7％（1981年）→16.7％（2000年）→9.7％（2021年））、若⼿研究者の
不安定な雇⽤、研究者の研究時間の減少等、若⼿をはじめとした研究者の置かれている環境の改善という⼤き
な課題に対して、「研究⼒強化・若⼿研究者⽀援総合パッケージ7」及び第６期基本計画に基づき、研究者の処
遇向上等に向けた対策の取組を進めてきている。特に博⼠後期課程学⽣に対しては、次世代研究者挑戦的研究
プログラム、⼤学フェローシップ創設事業等により、8,800⼈規模の⽀援（全体で従来の２倍以上の⽀援規模
に達する。）を実施しており、これらの⽣活費相当額及び研究費の⽀援を着実に進めていく。また、若⼿研究
者がアカデミアのみならず産業界等の広い領域で活躍できるキャリアパスの展望を描けるよう、2021年度か
ら開始した⻑期有給インターンシップを本格的に実施する。あわせて、企業と⼤学による優秀な若⼿研究者の
発掘（マッチング）の仕組みを継続していく。さらに、国家公務員における博⼠号取得者の待遇改善について
も検討を⾏い、博⼠号取得者のキャリアパスの多様化を進めるとともに、「研究⼒強化・若⼿研究者⽀援総合
パッケージ」のフォローアップを順次⾏う。 
 
（若⼿研究者の研究環境の改善） 

我が国の研究⼒向上のためには、若⼿を中⼼とした優秀な研究者を確保し、腰を据えて研究に打ち込める環
境を作り出すことが重要である。しかしながら、⼤学本務教員全体に占める40歳未満の割合は約２割まで減少
（29.5％（2001年度）→22.1％（2019年度））し、40歳未満国⽴⼤学教員の任期付き割合も約７割近くまで上
昇（38.7％（2007年度）→68.2％（2021年度））するなど、若⼿研究者の不安定な雇⽤に伴う課題が顕在化し
ていることから、若⼿をはじめとした研究者の研究環境の改善が急務である。そこで、優秀な若⼿研究者が、
研究に打ち込む時間を⼗分に確保しながら、独⽴した研究者となるための挑戦に踏み出せる環境の構築に向
けて、2021年12⽉に策定した⼈事給与マネジメント改⾰ガイドラインの追補版を⼤学に周知し、組織全体で
若⼿研究者のポストの確保と、若⼿の育成・活躍を後押しし、持続可能な研究体制を構築する。このため、国
⽴⼤学に対する予算による⽀援の⾯でも、中⻑期的な⼈事計画の策定や外部資⾦の⼈件費への活⽤等を含め
た⼈事給与マネジメント改⾰の実施状況を評価し、国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦の配分に反映する取組を継続
していく。また、⾃由で挑戦的・融合的な構想にリスクを恐れず挑戦し続ける独⽴前後の多様な研究者を対象
に、最⻑10年間の安定した研究資⾦と研究に専念できる環境の確保を⼀体的に⽀援する創発的研究⽀援事業
について、当該事業での研究環境改善に係る仕組みの効果検証及び他の研究費事業の⾒直しを踏まえ、定常化
も⾒据えた事業の充実を図りつつ、研究者に対する安定的な⽀援を推進する。 
 
（研究に打ち込める研究環境の実現） 

研究時間の減少は、研究⼒の低下はもとより、研究者の職業としての魅⼒の低下にもつながる問題であり、
研究⼒強化を担う博⼠号取得者の減少の原因の⼀つとなっていると考えられる。そのため、⼤学ファンドや

                                                       
7 2020年１⽉23⽇総合科学技術・イノベーション会議決定 
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「地域中核・特⾊ある研究⼤学総合振興パッケージ」をはじめとする⼤学等に対する⽀援策との連携も⾒据え、
研究設備・機器の共⽤、研究データの管理・利活⽤の推進、ＵＲＡや⽀援職員の活⽤促進等、研究者が⼀層⾃
由に最先端の研究に打ち込める研究環境を実現する⽅策について2022年度中に検討を進める。 
 
（⼥性研究者の活躍促進） 

研究の多様性向上の観点からも、ジェンダーギャップ解消等を通じた⼥性研究者の活躍を⼀層加速していく
ことが必要である。しかしながら、⼤学本務教員に占める⼥性の割合は、年々増加しているものの３割を下回
り（26.4%（2021年度））、⼤学教員のうち教授等（学⻑、副学⻑、教授）に占める割合においても年々増加し
ているものの２割に届かない状況（18.2%（2021年度））である。このため、引き続き、出産・育児等のライ
フイベントと研究との両⽴や⼥性研究者の活躍促進等、研究環境のダイバーシティ実現に向けた⼤学等の取
組の⽀援のほか、公的研究費の若⼿研究者向け⽀援事業の公募要領上の年齢制限等においてライフイベント
の期間を考慮する取組の促進、⼥⼦中⾼⽣の理⼯系への進路選択を促進する取組の強化を図るなど、第６期基
本計画や「第５次男⼥共同参画基本計画8」に基づき、指導的⽴場も含めた⼥性研究者の更なる活躍を促進す
る取組を着実に実施する。 
 
（国際化の推進） 

我が国が卓越性の⾼い研究を⽣み出すためには、海外の異なる研究⽂化・環境の下で研さん・経験を積み、
研究者同⼠が多様な主体と活発な知的交流を図ることができるよう、海外研さん・海外経験の機会を増やすこ
とが重要である。しかしながら、中・⻑期の海外への研究者の派遣者数は近年減少傾向（7,674⼈（2000年度）
→4,178⼈（2019年度））にある上、中・⻑期の海外からの研究者の受⼊れ者数は横ばい（13,878⼈（2000年度）
→13,280⼈（2019年度））であるなど、我が国は世界の研究ネットワークの中で国際頭脳循環の流れに出遅れ
ている。この状況から脱却するため、⼤学等の国際化により国際頭脳循環を活性化していくことが喫緊の課題
である。そこで、科学技術の国際展開に関する検討結果を踏まえ、国際的に活発に⾏われている国際共同公募
による先端研究⽀援に我が国が積極的に参画し戦略的に推進するため、各種研究開発事業において国際共同
研究を強⼒に推進するとともに、2022年度に整備する「世界トップレベル研究拠点プログラム（ＷＰＩ）」新
規拠点を含めた国際頭脳循環のハブ拠点形成の計画的・継続的な推進等により、魅⼒ある研究拠点の形成や、
学⽣・研究者等の国際研究ネットワークを構築する。 
 
（公的資⾦による研究データの管理・利活⽤の推進） 

世界的に加速する研究活動のＤＸ（研究ＤＸ）の潮流を捉え、オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研
究データの管理・利活⽤を推進するために策定した「公的資⾦による研究データの管理・利活⽤に関する基本
的な考え⽅9」の中で、研究者は管理対象とする研究データを特定し、研究データに関する情報（メタデータ）
を付与することとしている。そのメタデータを、中核的な基盤である研究データ基盤システム（NII Research 
Data Cloud）上で検索可能とすることにより、産学官のユーザーが迅速かつ簡易に研究データに到達できるよ
うにする。このため、公募型の研究資⾦の全ての新規公募分において、メタデータ付与を⾏う仕組みを2023年
度までに導⼊する。先⾏的な取組として、ムーンショット型研究開発制度では先進的データマネジメントを導
⼊しており、そこで得られた知⾒やユースケースを踏まえ、次期ＳＩＰでも同様の仕組みを導⼊する。あわせ

                                                       
8 2020年12⽉25⽇閣議決定 
9 2021年４⽉27⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 



9 
 

て、関係機関や各研究分野におけるメタデータの付与、研究開発を⾏う機関側のデータポリシーの策定と機関
リポジトリへの研究データの収載、研究者がメタデータ付与を⾏うための⽀援体制の整備や⼈材の充実につ
いて検討を進める。 
 
（研究ＤＸを⽀えるインフラ整備や研究施設・設備の共⽤化とデータ駆動型研究の推進） 

2022年４⽉から超⾼速・⼤容量のネットワーク基盤（ＳＩＮＥＴ）と研究データ基盤の⼀体的整備・運⽤を
開始しており、引き続き、その⾼度化や必要な技術の研究開発を推進する。同時に、学術情報基盤のみならず、
⼤学等の知を⽣かせる社会基盤インフラとして、⺠間と連携しつつ利活⽤できる環境整備の⽅策を検討する。
スパコン計算資源については、「富岳」の着実な運⽤と学術界・産業界における幅広い活⽤を促進し、我が国
が直⾯する課題に機動的に対応できるよう、成果創出を加速する研究開発、利⽤環境整備を促進する。さらに、
次世代計算資源について、2022年３⽉に取りまとめた⽅向性を踏まえ、2022年度中に具体的性能・機能の検
討や要素技術開発等の調査研究を開始する。こうした研究インフラや先端共⽤設備群、⼤型研究施設の整備・
⾼度化に加え、「研究設備・機器の共⽤推進に向けたガイドライン」を周知し、⼤学等における研究設備・機
器の組織内外への共⽤⽅針の策定・公表を促進することで、2025年度までに共⽤体制を確⽴する。 

また、データ駆動型研究の推進に当たっては、マテリアルＤＸプラットフォームにおけるマテリアルデータ
の創出、統合・管理、利活⽤を強化しつつ、その知⾒を他分野へ横展開していく。ゲノム解析を含むバイオ・
ライフサイエンス、地球環境、海洋・防災、数理科学、⼈⽂・社会科学等の各分野においても、データ駆動型
の研究開発とそれを⽀える基盤・環境整備を推進し、分野・機関を越えて研究データを管理・利活⽤するため
の全国的研究データ基盤の構築に取り組む。 
 
② 地域中核・特⾊ある研究⼤学の振興 

意欲のある多様な⼤学が、それぞれの強みや特⾊を⼗分に発揮し、地域の経済社会の発展や国内外における
課題の解決、また、特⾊ある研究の国際展開を図っていくことができるよう、2022年２⽉に「地域中核・特⾊
ある研究⼤学総合振興パッケージ」を策定した。以降、当該パッケージの改定を順次図りつつ、地域の特性・
ニーズを踏まえた⼈材育成や、特定分野における世界レベルの研究を⾏う⼤学づくり、産学官連携による「共
創の場」等の魅⼒ある拠点形成や連携推進、各府省間の事業連携を通じた地域の課題解決に貢献する⼤学への
⽀援を強化し、最新のデジタル技術も活⽤しながら、強みや特⾊を伸ばす戦略的経営を後押しするなど、必要
な⽀援を順次実施する。 
 
③ 探究・ＳＴＥＡＭ教育とリカレント教育の推進 
（「Society 5.0の実現に向けた教育・⼈材育成に関する政策パッケージ」の策定） 

総合科学技術・イノベーション会議（ＣＳＴＩ）の下に、中央教育審議会、産業構造審議会の委員の参画を
得て、教育・⼈材育成ワーキンググループが設置され、①⼦供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の
多様化、②探究・ＳＴＥＡＭ教育を社会全体で⽀えるエコシステムの確⽴、③⽂理分断からの脱却・理数系の
学びに関するジェンダーギャップの解消という３本の政策からなる「Society 5.0の実現に向けた教育・⼈材育
成に関する政策パッケージ」を2022年６⽉に策定した。今後５年程度を⾒据え、関係府省が取り組むべき施策
のロードマップを定め、これに基づき各施策を推進する。今後は、府省を超えた協働の中で、イノベーション
の観点からも実践・実証に取り組みながら、政策をアジャイルに組み⽴て、ＣＳＴＩ等において専⾨的に議論
し、施策を深化させながら、本ロードマップについてフォローアップを実施する。 
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（探究・STEAM教育の抜本強化） 
初等中等教育段階における探究・ＳＴＥＡＭ・アントレプレナーシップ教育の強化を図るため、「Society 5.0

の実現に向けた教育・⼈材育成に関する政策パッケージ」を踏まえ、2023年度から、⾼等専⾨学校を⼩中学⽣
のＳＴＥＡＭ教育の拠点とすることや⼤学等でのハイレベルな探究に触れる機会の場の提供、⾼校普通科改
⾰、探究・ＳＴＥＡＭ・アントレプレナーシップ教育を⽀える企業や⼤学、研究機関と学校・⼦供をつなぐプ
ラットフォームの構築、⾼校段階からの海外留学を社会全体で後押しする官⺠協働の下での取組の発展的推
進、科学館や対話・協働の場を活⽤した地域展開等を⾏う。また、ＳＳＨ指定校の取組強化のため、新たにＳ
ＳＨ指定校と域内の学校や⼤学等との連携を促進するコーディネーターや専⾨⼈材の配置を⽀援する。 

特定分野において特異な才能のある⼦供に対する教育課程・学習指導上の取扱いについて、2022年中に学校
外プログラムへの参加を含めてその⽅向性の結論を得るとともに、可能なものから実施する。 
 
（理数系の学びに対するジェンダーギャップの解消） 

研究の多様性向上に資する潜在的な知の担い⼿を増やすのみならず、⼀⼈ひとりの多様な幸せ（well-being）
の実現を⽬指す上では、⼥性研究者の活躍促進に加え、⼦供の主体的な進路選択を促し、⼥⼦の理系離れを解
消することが重要である。そこで、保護者や学校、社会による理数系の学びや性別役割分担に係るジェンダー
バイアスの排除に向けて、⼥⼦中⾼⽣の理⼯系への進学を促進する取組を引き続き実施するとともに、2023年
度から産業界と⼀体となった社会的ムーブメントの醸成のための情報発信やイベントの開催、理数系等の学
びを活かして活躍しているロールモデルの提⽰、⼥性が理系を選択しない要因の⼤規模調査及び要因分析等
を⾏う。 
 
（リカレント教育の充実）  

社会全体で学び直し、学び続けることが報われる仕組みを構築し、経済社会構造の変化に対応し、希望する
者が、多様で質の⾼いリカレント教育を受けられる環境を実現することが必要である。また、仕事関連の成⼈
学習への参加率が⾼い国ほど、時間当たりの労働⽣産性が⾼くなる傾向にあり10、リカレント教育は産業構造
も変⾰し得る可能性を秘めている。このため、個⼈の学び直しが適切に評価されるようにするため、学修歴や
必要とされる能⼒・学びの可視化、企業における学び直しの評価等を進める。また、３年間で4,000億円規模
の施策パッケージに含まれている⼈材開発⽀援助成⾦の新たなメニューの活⽤等により、学ぶ意欲がある⼈
への⽀援の充実や環境整備を進める。さらに、リカレント教育について産学官で対話・連携を促進するための
場の設置や、企業や⼤学等におけるリカレント教育の強化により、学び直しの場を創出する。 
 
（２）イノベーション・エコシステムの形成 
① スタートアップの徹底⽀援と⺠間資⾦を巻き込む資⾦循環の促進 
（世界に伍するスタートアップ・エコシステムの形成） 

⼤学等で⽣み出される優れた技術や能⼒を有する若者のポテンシャルを開放して、新たな産業や社会変⾰に
つながるイノベーションを次々と起こしていくためには、世界に伍するスタートアップ・エコシステムの形成
が不可⽋である。 

社会ニーズに基づくスタートアップの創出・成⻑を⽀援し、世界へ⽻ばたくユニコーンを我が国から⽣み出
していくため、⽇本版ＳＢＩＲ制度（以下「ＳＢＩＲ制度」という。）の改正と効果的な運⽤、スタートアッ

                                                       
10 ＯＥＣＤ「Programme for the International Assessment of Adult Competencies」(2012年, 2015年, 2019年) 
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プ・エコシステム拠点都市の指定と拠点間連携や⼤学等との連携強化、ギャップファンドの強化、「スタート
アップ⽀援機関連携協定（Ｐｌｕｓ）」の創設と起業⽀援体制の構築等に積極的に取り組んできたところであ
る。 

これらのスタートアップに係る施策の実施や、ベンチャーキャピタル（以下「ＶＣ」という。）による投資
の拡⼤等により、我が国スタートアップの資⾦調達額は2020年5,334億円であったのに対して2021年7,801億
円まで⼤幅に増加し、スタートアップ創出数やユニコーン数も増加している。しかしながら、諸外国のスター
トアップ・エコシステムは我が国をはるかに超えるスピードで成⻑し、その差はむしろ拡⼤している。また、
我が国のスタートアップの多くは、国内市場志向かつ⼩規模なものにとどまり、国⼒に⾒合うエコシステムが
形成されているとは⾔い難い状況である。 

このため、イノベーションの源泉となる⼤学等を中核とするイノベーション・エコシステムを形成し、ディ
ープテック分野や⼤きな成⻑ポテンシャルを有するWeb 3.0を含むデジタル分野を中⼼とする⼤規模なスター
トアップを創出するため、拠点都市の機能強化やＳＢＩＲ制度の強化に加え、成⻑志向の資⾦循環形成や⼈材
等の基盤強化を進める。 

 
（成⻑志向の資⾦循環形成） 
 エンジェル投資家等の個⼈や年⾦・保険等の⻑期運⽤資⾦、過去最⾼を更新する企業の内部留保・現預⾦等、
成⻑資⾦としてのポテンシャルを持つ世界有数の規模の我が国の資⾦が、スタートアップへの⻑期投資に循
環する流れを構築し、社会にイノベーションを創出するとともに、⽣み出した社会・経済的価値が成功した起
業家等のエンジェル投資等として更なる投資に向かう好循環を⽣み出していくことが必要である。 

そのため、機関投資家においてＶＣ投資が促進されるようなＶＣファンド等における公正価値評価の導⼊や
当該評価に係る監査実務の共有等の環境整備の推進、呼び⽔としての公的資⾦による国内リスクマネーの抜
本強化、我が国と海外ＶＣとの関係強化に取り組む。さらに、リスクを取って挑戦する起業家の⽣活の安定化
等の観点から必要な仕組みの検討、国内外の優れた⼈材獲得の観点からストックオプション制度の必要な⾒
直し、諸外国で導⼊されている未上場株式の取引を⽬的とした市場等の創設に向けた環境整備、国内外のＶＣ
との協調を通じたディープテック分野のスタートアップへの研究開発⽀援を含めたプレシード、シード段階
のファンディング強化等にも取り組む。 

 
（⼈材等の基盤強化） 
 成⻑の原動⼒となるスタートアップを創出する起業家・従業員へのインセンティブ付与としてストックオ
プション制度の必要な⾒直し等に取り組むとともに、初等中等教育段階における探究・ＳＴＥＡＭ・アントレ
プレナーシップ教育の抜本強化や、希望する全ての⼤学⽣等に対して、質の⾼いアントレプレナーシップ教育
やメンター・アクセラレータ等から起業に向けた⽀援を受ける機会の提供に取り組む。 
 
（都市や⼤学等の強化） 
 我が国のスタートアップ・エコシステム拠点都市では、地⽅を中⼼に、成⻑資⾦の不⾜や、⼈材・情報、グ
ローバル展開を⽀援するメニューの不⾜等の課題が存在しており、スタートアップのグローバル展開を加速
するため、グローバルアクセラレーションプログラムの充実を図るとともに、⾃治体や⼤学等が連携してスタ
ートアップ・エコシステムの機能を強化する取組を推進する。また、グローバルに展開するスタートアップの
創出を促進するには、優れた起業家等を呼び込むことが必須であり、ベビーシッターの利⽤⽀援事業等育児期
でも活躍できる環境整備のほか、国際的な競争⼒を有する制度の整備に向けて、スタートアップビザ制度に関
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し、諸外国を参考に、国から認定を受けたＶＣ、インキュベータ、アクセラレータ等から投資・採択を受けた
創業者・スタートアップへ発給できるようにするなどの取組を検討する。 

⼤学強化とスタートアップ強化はイノベーションの両輪であり、質の⾼い基礎研究から⽣まれた新しい技術
の潜在⼒を、世界を席巻し得るビジネスにつなげていく必要がある。そのため、ディープテック分野に特化し
た研究機能とスタートアップ・インキュベーション機能を兼ね備えた、⺠間資⾦を基盤として運営されるスタ
ートアップ・キャンパス構想の推進に向けて、海外のトップ⼤学やＶＣ等とも連携しながら、世界標準のビジ
ネスを⽣み出すエコシステムの形成を⽬指す。 

さらに、スタートアップにおいてビジネスの成否を分ける知財戦略の重要性に対する認識が格段に⾼まる
中、スタートアップを中⼼とする知財エコシステムを構築し、持続的なイノベーションが⽣まれる環境整備を
⾏う。 
 
（ＳＢＩＲ制度の強化と政府調達の活⽤） 

ＳＢＩＲ制度については、2021年４⽉、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律に根拠規定を
移管し、イノベーションの創出に主眼を置き、内閣府を司令塔として、府省横断の取組を段階的に選抜しなが
ら連続的⽀援を強化する新たな制度とし、本格的に始動させているところであるが、⽶国に⽐してスタートア
ップに⽀出されるＳＢＩＲ補助⾦の⽀出規模が不⼗分であるなどの課題が存在している。このため、同制度の
「指定補助⾦等」の対象・規模を抜本的に拡充するとともに、近年予算措置され今後の⽀出が⾒込まれる研究
開発基⾦等についてもスタートアップの参画促進を図ることを検討する。また、スタートアップ側から⾒た制
度の「使いやすさ」を抜本的に改善する。 

また、スタートアップを育成する際、政府調達の活⽤が重要である。スタートアップの参加を容易にする観
点から、⼊札参加資格など政府調達⼿続等を⾒直すとともに、政府調達において、ＳＢＩＲ制度における研究
開発成果の調達⼿法と同様の仕組みでの随意契約を⾼度な新技術を持ったJ-Startup選定企業等との間でも可
能とすることを検討する。 
 
（産学官連携の強化とイノベーションの推進） 

産学官が連携して新たな価値共創を促進するため、産学官共同研究の推進や若⼿研究者と産業界とのマッチ
ングの強化や持続的な産学官連携プロジェクトの組成や事業の⾼度化の⽀援等に取り組んできたところであ
る。これにより、⼤学等における⺠間企業からの共同研究の受⼊額は、2013年度の452億円が、2019年度には
961億円、2020年度には1,062億円へと２倍以上になるなど、近年順調に推移している。しかしながら、新型コ
ロナウイルス感染症の拡⼤による影響を受け、当⾯は厳しい状況となることが想定されるため、多様なセクタ
ー間の連携・融合を更に強固なものとするべく、⼤学や国⽴研究開発法⼈が有する知と社会ニーズとのマッチ
ングの加速化やオープンイノベーション拠点の整備を強⼒に進める。 

また、イノベーション経営に求められる要件整理や優良企業の選定に向けた取組も進めてきた。引き続き、
企業のイノベーション活動を更に促進していくため、イノベーション経営に挑戦する企業が資本市場から⾼
く評価されるための環境整備や、企業におけるダイバーシティを⾼めるなどの企業がグローバルな競争で勝
ち抜いていくとともに新たに⽣じた社会課題等に応じるための環境整備等に取り組む。 
 
（資⾦循環の活性化による研究開発投資の拡⼤） 

諸外国において科学技術・イノベーションに対する投資が⼤幅に伸びている中、我が国が、諸外国との熾烈
な国家間競争を勝ち抜くためには、⼤胆な規模の政府研究開発投資を確保し、これを呼び⽔としつつ官⺠の研
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究開発投資を拡⼤していくことが重要である。2021年10⽉の第205回国会での総理所信表明の中では、科学技
術⽴国の実現に向けて「デジタル、グリーン、⼈⼯知能、量⼦、バイオ、宇宙など先端科学技術の研究開発に
⼤胆な投資を⾏います。⺠間企業が⾏う未来への投資を全⼒で応援する税制を実現していきます。」とされて
いる。 

第６期基本計画期間中においては、科学技術・イノベーション政策の恒常的な質の向上及び財政の持続可能
性に⼗分に留意しつつ、政府の研究開発投資約30兆円、官⺠の研究開発投資約120兆円の投資⽬標の達成に向
けて、政府の科学技術関係予算を着実に拡充させ、国際的な研究開発競争をリードする。あわせて、研究開発
税制やＳＢＩＲ制度、政府事業等のイノベーション化、研究成果の公共調達の促進等の政策ツールを総動員し、
⺠間投資の誘発を図るための必要な措置を講じていく。 
 
② デジタル⽥園都市国家構想の加速  

スマートシティは、2021年度に議論が開始された「デジタル⽥園都市国家構想」において、スーパーシティ
やデジタル⽥園健康特区の取組とあわせて強⼒に推進していくこととされている。このため、地域の資源を活
かした多様な取組の好事例を創出し、地⽅に提⽰することなどにより、地⽅の⾃主的な取組を⼀層促し、その
展開を図っていく必要がある。 

現在、スマートシティ事業は、実証から実装の段階へと進みつつあり、スマートシティ官⺠連携プラットフ
ォームの活動を通じた情報発信に加え、2021年８⽉には合同審査会による事業選定等を⾏い関係府省のスマ
ートシティ事業の⼀体的実施を進めるなど、地域の官⺠による実装に向けた取組を府省連携により⽀援して
いるところである。中⻑期ロードマップの策定、ロードマップの取組を裏付ける官⺠による施策・取組の具体
化、持続的な活動のための課題検討、推進拠点づくり・⼈材育成等に関して重点的に取り組み、社会実装に向
けた標準活⽤、研究開発等について更に検討していく。 

また、研究デジタルインフラの活⽤を通じた研究データの利活⽤を促進するとともに、「地域中核・特⾊あ
る研究⼤学総合振興パッケージ」を踏まえ、様々な分野のスマート化を通じ地域の課題解決への貢献を⽬指す、
地⽅⼤学を核とした産学官連携や、オープンイノベーションを促進する。さらに、⼤学やスタートアップ等を
中核とする各分野での地域の拠点形成の取組の連携を通じ、地域の取組をけん引する経営⼈材の育成・活動の
場づくりや、地域の課題解決の体制・エコシステムづくりを推進する。 
 
（３）先端科学技術の戦略的な推進 
① 重要技術の国家戦略の推進と国家的重要課題への対応 
（戦略的に取り組むべき基盤技術） 
ＡＩ技術  

「ＡＩ戦略201911」のフォローアップを経て更新された「ＡＩ戦略202112」に基づき、関係府省が連携し、
教育改⾰、研究体制の再構築、社会実装、データ関連基盤整備、倫理等に関する各施策を着実に推進してきた。
その成果の上に⽴ち、より良い社会経済や国⺠⽣活を早期に実現・実感できるよう、ＡＩの社会実装の推進強
化に加え、⾸都直下地震、南海トラフ地震等の⼤規模地震や富⼠⼭も含む⼤規模⽕⼭噴⽕、気候変動等の影響
により激甚化・頻発化する⼤⾬といった⼤規模災害等、差し迫った危機への対処に重きを置いた「ＡＩ戦略
202213」を2022年４⽉に策定した。同戦略に基づき、以下の⽅針に沿った取組を重点的に推進する。なお、Ａ
                                                       
11 2019年６⽉11⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
12 2021年６⽉11⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
13 2022年４⽉22⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
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Ｉに関しては、経済安全保障の観点からの取組も始まることを踏まえ、政府全体として効果的な重点化が図ら
れるよう、関係施策の調整を⾏っていく。 
• ＡＩの社会実装の更なる推進のため、画像認識、⾃然⾔語処理等での広範かつ効果的な活⽤が期待される

ディープラーニングを重要分野として位置付け、企業による実装を念頭に置きつつ、ＡＩの信頼性向上、
ＡＩ利活⽤を⽀えるデータの充実、ＡＩを巡る⼈材や技術情報、データ取扱いルール等の追加的な環境整
備、政府におけるＡＩ利活⽤の推進、我が国が強みを有する分野とＡＩとの融合に⼒点を置いて取り組む。 

• 差し迫った危機へ対処するため、ＡＩによる利活⽤の基礎となるデジタルツインの構築、地球環境問題等
のサステナビリティ（持続可能性）領域におけるＡＩの応⽤、「説明可能なＡＩ」（Explainable AI）など
「責任あるＡＩ」（Responsible AI）の実現に向けた取組等を実施する。 

 
バイオテクノロジー  

2030年に世界最先端のバイオエコノミーを実現するため、「バイオ戦略201914」及び「バイオ戦略202015」
をブラッシュアップして策定した「バイオ戦略フォローアップ16」に基づき、関係府省が連携して各施策を着
実に推進してきた。さらに、2022年４⽉には東京圏と関⻄圏のグローバルバイオコミュニティを認定してお
り、これを契機として、市場領域の拡⼤に向けて、戦略の実⾏段階を確実に軌道に乗せていくことが必要とな
っている。このため、バイオ戦略フォローアップに基づき、特に以下の取組を強⼒に推進する。 
• 2022年度末までに「バイオコミュニティ成⻑施策パッケージ（仮称）」を取りまとめ、各種政策資源のバ

イオコミュニティへの集中投⼊を促進するほか、バイオコミュニティの中核となるバイオ製造実証拠点の
整備・利活⽤を加速することで、既存産業のバイオ化や新産業の創出を通じた市場領域の拡⼤を加速させ
る。 

• 「クリーンエネルギー戦略」の策定とも連動し、地球温暖化対策の切り札となる、バイオ技術により機能
強化された⽔素細菌等のＣＯ２を吸収する微⽣物の活⽤に加え、⾰新的な素材や燃料をはじめ、幅広い分
野でバイオ技術の研究開発や社会実装を強化し、経済成⻑と社会課題の解決の⼆兎を追えるイノベーショ
ンとして、経済産業全般にわたるバイオものづくり⾰命を加速させる。 

• 幅広い領域をカバーするバイオ分野の特徴を⽣かし、バイオものづくりの中核を担う微⽣物設計プラット
フォーム事業者の育成も念頭に合成⽣物学を活⽤した異分野事業者との共同開発や、その基盤技術の開
発、拠点形成及び⼈材育成の加速、「全ゲノム解析等実⾏計画」の推進、３⼤バイオバンクの成果の連携・
発展、⽣物遺伝資源関連ビッグデータ利活⽤プラットフォームや「みどりの⾷料システム戦略」に基づく
スマート育種基盤の充実・強化を図るなど、バイオ起点の異分野融合を加速させる。 

 
量⼦技術  

「量⼦技術イノベーション戦略17」に基づき、基礎研究から社会実装まで産学官連携により⼀気通貫で実施
する「量⼦技術イノベーション拠点」が2021年２⽉に発⾜したほか、2021年９⽉には、国内主要企業が主体
となり、「量⼦技術による新産業創出協議会」が設⽴されるなど、戦略を踏まえた産学官の動きが本格化して
いる。 

                                                       
14 2019年６⽉11⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
15 基盤的施策：2020年６⽉26⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 

市場領域施策確定版：2021年１⽉19⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
16 2021年６⽉11⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
17 2020年１⽉21⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
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他⽅、戦略策定以降、海外の⺠間企業を中⼼とした量⼦産業の国際競争の激化、コロナ禍を契機としたＤＸ
の急速な進展、カーボンニュートラル社会の実現に向けた取組の本格化等、量⼦技術を取り巻く環境が⼤きく
変化している。今後のデータ量・通信量の爆発的な増⼤や我が国の⽣産年齢⼈⼝の減少等を踏まえると、我が
国産業の成⻑機会創出や社会課題解決等のためには、膨⼤な量のデータの⾼速・リアルタイム処理や⽣産性⾰
命が不可⽋となり、計算量・秘匿性に優れる量⼦コンピュータ・量⼦暗号通信をはじめとする量⼦技術に期待
される役割が増⼤している。また、量⼦技術は経済安全保障上も極めて重要な技術であり、⾼度な技術の⾃国
保有や将来にわたってそれを可能にする⼈材の育成、重要な基盤部品・材料等のサプライチェーンの確保、サ
イバー攻撃等への対応が求められている。 

こうした中、量⼦技術を活⽤し、未来社会を⾒据えて社会全体のトランスフォーメーションを実現していく
ため、2022年４⽉に新たな戦略として「量⼦未来社会ビジョン18」を策定した。本ビジョンにおいては、 
• 量⼦技術を社会経済システム全体に取り込み、ＡＩや⾼度なシミュレーション等の計算機科学、５Ｇ／

Beyond 5G19等の情報通信技術、半導体、計測・センシング技術等の従来型（古典）技術システムとの融
合により（ハイブリッド）、我が国の産業の成⻑機会の創出・社会課題の解決 

• 最先端の量⼦技術の利活⽤促進（量⼦コンピュータ・通信等のテストベッド整備等） 
• 量⼦技術を活⽤した新産業・スタートアップ企業の創出・活性化 
という三つの基本的考え⽅を掲げ、2030年に⽬指すべき状況として 
• 国内の量⼦技術の利⽤者を1,000万⼈に 
• 量⼦技術による⽣産額を50兆円規模に 
• 未来市場を切り拓く量⼦ユニコーンベンチャー企業を創出 
を⽬指し、取組を推進することとしている。このため、量⼦技術と従来型（古典）技術システムの融合・⼀体
化によるサービス提供までを⾒据えた各技術領域（量⼦コンピュータ、量⼦ソフトウェア、量⼦セキュリティ・
ネットワーク、量⼦計測・センシング／量⼦マテリアル等）の研究開発の抜本的な強化及び利⽤環境の整備等
を推進するとともに、スタートアップ創出・活性化、量⼦技術イノベーション拠点の体制強化、⼈材の育成・
確保、量⼦技術の知財・標準化、国際連携／産学官連携、アウトリーチ活動の推進、経済安全保障やビジネス
環境整備等のイノベーション創出に向けた基盤的取組を強化する。 
 
マテリアル  

マテリアルは、我が国の産学の強みであり、新しい資本主義の成⻑戦略の鍵である「科学技術・イノベーシ
ョン」、「デジタル⽥園都市国家構想」、「カーボンニュートラル」、「経済安全保障」の全てに貢献する重要基盤
技術である。世界的なＥＳＧ、ＳＤＧｓへの意識の⾼まりや、新興国メーカーの参⼊による素材産業の競争激
化を踏まえ、我が国の強みに⽴脚したデータやＡＩを活⽤した研究開発の効率化・⾼速化・⾼度化が急務とな
っている。このため、「マテリアル⾰新⼒強化戦略20」を踏まえ、特に重点的に取り組むべきテーマに基づき、
以下の取組を強⼒に推進する。 
• マテリアル分野のデータ駆動型研究の推進に向けて、良質なデータを取得可能な共⽤施設・設備の更なる

整備や、データ収集・管理体制の強化、ＡＩ解析基盤の強化等を進める。 
• 我が国研究開発⼒と産業競争⼒強化の観点から、データやＡＩを⽤いた予測ツールの活⽤及びデータマネ

                                                       
18 2022年４⽉22⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
19 ５Ｇの次の世代の超⾼速・⼤容量、超低遅延、超多数同時接続、超低消費電⼒、超安全・信頼性等の特徴を備えるSociety 5.0時代の重要イン

フラであり、2030年代のあらゆる産業・社会⽣活の基盤として、2030年頃のサービス開始が⾒込まれている。 
20 2021年４⽉27⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
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ジメントの知⾒の展開を府省横断で図るとともに、脱炭素や資源制約克服等に資するデータ駆動型等の研
究開発を本格的に推進する。 

• マテリアル分野の競争⼒の源泉である製造プロセスについて、⾼信頼性ファインセラミックスや機能性化
学品等のデータ取得基盤技術の開発・整備に取り組むとともに、プロセスデータベースの構築・活⽤を進
める。 

 
（戦略的に取り組むべき応⽤分野）21 
健康・医療  

「健康・医療戦略22」及び「医療分野研究開発推進計画23」に基づき、以下の取組を強⼒に推進する。 
• 医療分野の研究開発の推進として、他の資⾦配分機関、インハウス研究機関、⺠間企業とも連携しつつ、

ＡＭＥＤによる⽀援を中核として、医療分野の基礎から実⽤化まで⼀貫した研究開発を⼀体的に推進する
とともに、ムーンショット型研究開発制度において、挑戦的な研究開発を推進し、先端技術の速やかな社
会実装を加速する。 

• 再⽣・細胞医療・遺伝⼦治療について、これまでの基礎研究の成果をベースに、次世代の医療として、治
療法の開発や創薬など実⽤化開発を進める。具体的には、再⽣・細胞医療・遺伝⼦治療に関する新たな医
療技術の臨床研究・治験の強⼒な推進、これら医療技術の製品化に向けた研究開発、ベンチャー企業等の
新規市場開拓⽀援、治療に⽤いる細胞・ベクター（ウイルスなど細胞へ遺伝⼦を導⼊するための媒介）の
製造基盤強化、⼈材育成等を進め、有効な技術をしっかりと実⽤化につなげる。さらに、その先を⾒据え
て、ゲノム編集技術に加え、分化効率が⾼い⼜は拒絶反応が低い次世代ｉＰＳ細胞、それぞれの⼈の特性
に合った薬効等を試験できるオルガノイド（試験管内で⼈⼯的に作られるミニ臓器）、細胞から分泌され
るエクソソームの病気の診断や治療への活⽤に向けた研究開発など、⾰新的な研究開発・基盤整備を進め
る。 

• 医療分野の研究開発の環境整備として、臨床研究中核病院における体制や仕組みの整備、⽣物統計家等の
専⾨⼈材及びレギュラトリーサイエンスの専⾨家の育成・確保、研究開発におけるレギュラトリーサイエ
ンスの普及・充実等を推進する。 

• 「ワクチン開発・⽣産体制強化戦略24」に基づき、今後のパンデミックに備えて、感染症の有事にいち早
く、安全で有効なワクチンを研究・開発するため、ＡＭＥＤに措置された基⾦等により、新たな創薬⼿法
による産学官の出⼝を⾒据えた研究開発の⽀援、世界トップレベルの研究開発拠点形成、創薬ベンチャー
の育成、デュアルユースのワクチン製造拠点の整備等の取組を2022年秋までに順次開始する。 

• 感染症有事対応の抜本的な強化として、ＡＭＥＤにおいて新型コロナウイルス感染症や新興・再興感染症
に対する有効な治療薬等に関する研究開発を⽀援する。 

• ＡＭＥＤが⽀援した研究開発から得られたデータの利活⽤プラットフォームとして、産学の研究開発にお
いて品質管理されたデータを安全・安⼼かつ効率的に利活⽤するための仕組みについて検討し、早期の運
⽤開始を⽬指す。 

• 新産業創出として、公的保険外のヘルスケア産業の促進等のための健康経営の推進、地域・職域連携の推

                                                       
21 環境・エネルギー分野については、後段（地球規模課題の克服に向けた社会変⾰と⾮連続なイノベーションの推進）に記載。安全・安⼼分野

については、後段（レジリエントで安全・安⼼な社会の構築）及び第１章２（３）②に記載。 
22 2020年３⽉27⽇閣議決定 
23 2020年３⽉27⽇健康・医療戦略推進本部決定 
24 2021年６⽉１⽇閣議決定 
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進、個⼈の健康づくりへの取組促進等を⾏う。 
• 「全ゲノム解析等実⾏計画」を速やかに改定し、がん・難病に関して、2022年度から集中的に全ゲノム解

析等を⾏い、英国等での10万ゲノム規模の取組を⽬指し、蓄積されたデータを⽤いた研究・創薬等を推進
する。 

 
宇宙  

「宇宙基本計画25」及び⼯程表に基づき、以下の取組を着実に推進する。 
• ⼤規模災害等があった際に、昼夜や天候を問わず、宇宙から被災状況を迅速に把握できるよう、多数の⼩

型衛星が連携するコンステレーションを官⺠連携の下、2025年までに構築する。今後の重要技術と考えら
れる⼩型衛星コンステレーションを活⽤した光通信等について実証を進めるとともに、量⼦暗号技術等、
宇宙通信の⾼度化に必要な宇宙ネットワーク基盤技術の研究開発を進める。また、災害対策・国⼟強靱化
や地球規模課題の解決に貢献する衛星の研究開発を推進する。 

• 今後拡⼤する⺠間衛星等の打上げを国内で実施できるよう、Ｈ３ロケット等の基幹ロケットの国際競争⼒
強化に向けた取組を進めるとともに、⺠間の⼩型ロケットの事業化や宇宙港整備の促進及びこれらを⽀え
る⼈材育成を進める。 

• 宇宙輸送の抜本的な低コスト化等の実現に向け、⾰新的将来宇宙輸送システムロードマップに基づき、機
体の再使⽤化を含む将来宇宙輸送システムの研究開発を官⺠連携で進めるとともに、必要な開発環境を整
備する。 

• 持続測位を可能とするため、準天頂衛星システム７機体制を実現する。あわせて、線状降⽔帯等の予測精
度向上に向け、⼤気の３次元観測機能など最新の観測技術を導⼊した次期静⽌気象衛星を、2023年度を⽬
途に製造に着⼿し、2029年度の運⽤開始を⽬指す。 

• ⽕星衛星探査計画及び⽉での有⼈活動等を⾏うアルテミス計画を推進し、⽉⾯での移動⼿段（有⼈与圧ロ
ーバ）の開発の推進及び2020年代後半の⽇本⼈宇宙⾶⾏⼠の⽉⾯着陸の実現を図るほか、世界初の⽕星圏
からのサンプル採取等の新たな知の創造を⽣む宇宙科学・探査の推進を図る。また、アルテミス計画の実
証の場として期待される国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）について、⺠間事業者の参画拡⼤等の観点も含
め、その延⻑について検討を進める。 

• ⽶国、オーストラリア、インドとの４か国で、宇宙分野での協⼒を進める。 
 
海洋  

「海洋基本計画26」に基づき、以下の取組を強⼒に推進する。 
• 海洋環境の保全、海洋産業利⽤の促進やカーボンニュートラルへの貢献に資する取組として、海洋プラス

チックごみ対策、レアアース泥等の海洋資源調査技術の開発・実証、2020年12⽉に策定された「洋上⾵⼒
産業ビジョン（第１次）」等も踏まえた洋上⾵⼒発電の導⼊促進、海洋エネルギーの⼀つである潮流発電
の実⽤化・普及に向けた検討、⼆酸化炭素の回収・貯留（ＣＣＳ）に係る技術開発及び実証、国際海運分
野における気候変動対策への貢献として船舶における低・脱炭素化技術の開発・実⽤化の推進や環境性能
の⾼い新造船の普及を促進するための国際ルール策定等に取り組む。 

• 北極政策に係る取組として、2026年度の就航に向けて北極域研究船を着実に建造するとともに、2021年

                                                       
25 2020年６⽉30⽇閣議決定 
26 第３期海洋基本計画は2018年５⽉15⽇閣議決定。海洋基本法は、おおむね５年ごとに、海洋基本計画の⾒直しを⾏うこととしている。 
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５⽉に第３回北極科学⼤⾂会合で採択された共同声明を踏まえ、各国との国際連携・協⼒等を通じた観
測・研究や研究⼈材の育成、先住⺠との連携に取り組み、観測データの空⽩域となっている北極域の観測・
研究を進め、我が国の強みである科学的知⾒とエビデンスを北極評議会での議論や北極におけるルールメ
イキングにつなげることで、我が国のプレゼンス向上を図る。 

• 海洋状況把握（ＭＤＡ）の能⼒強化の⼀環として、我が国の広⼤な排他的経済⽔域を最⼤限利⽤するため
の海洋観測技術の⾼度化・効率化に向けて、⾃律型無⼈探査機（ＡＵＶ）やスマートセンシングケーブル
等による無⼈海洋観測システムの構築等に取り組む。また、海洋データの共有・活⽤に向けて、先進的な
情報共有システムの更なる活⽤を⾒据えた機能強化を実施し、「海洋状況表⽰システム」については、2022
年度までに海のデータ連携を着実に進める環境整備を⾏う。 

 
⾷料・農林⽔産業  

世界の⾷料需給等を巡るリスクの顕在化を踏まえ、⾷料や⽣産資材の多くを海外からの輸⼊に依存している
我が国においては、⾷料安全保障の確保を図ることが重要である。将来にわたり、農林⽔産業の発展と⾷料の
安定供給を図るためには、⽣産⼒向上と持続性を両⽴した⾷料システムの確⽴が不可⽋であり、その実現は⾷
料安全保障の確保にも資する。このため、「みどりの⾷料システム戦略」に基づき、中⻑期的な観点から、⾷
料、農林⽔産業における資材等の調達、⽣産、加⼯・流通、消費までの各段階について、地域資源の最⼤活⽤、
脱炭素化、労⼒軽減・⽣産性向上等のイノベーションを推進し、豊かな⾷⽣活の実現を⽬指す。特に、最近の
我が国を取り巻く社会・経済や政策の情勢、研究開発の動向を踏まえて策定した「農林⽔産研究イノベーショ
ン戦略2022」に位置付けられた、スマート農林⽔産業の早期実装、2050年カーボンニュートラル達成への貢
献と資源循環の追求、持続可能で健康な⾷の実現の３点に重点を置いて、取組を強化する。 
 
（サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出） 

ＡＩ等を含む先端技術を活⽤したデジタルツインの構築等によるデジタル社会の形成は、Society 5.0実現の
ための根幹をなすものである。デジタル社会の形成に向けては、政府の司令塔として2021年９⽉にデジタル庁
が設置され、「包括的データ戦略27」の下、デジタル庁を中⼼とした関係府省の連携により、ベース・レジスト
リの整備、教育・医療・防災等の準公共分野におけるデジタル化、トラストを確保するための枠組みの実現等
の促進等、データ利活⽤環境の構築を推進している。引き続き、デジタル庁を中⼼に、政府や関係機関が⼀丸
となって、デジタル社会の構築に取り組む。 
 
包括的データ戦略 

データを活⽤した新たなビジネスや⾏政サービスを創出するため、「包括的データ戦略」を踏まえ、更に具
体的な取組を進めていく。この中で、ベース・レジストリの具体のデータ指定、デジタルインフラの整備・拡
充、プラットフォームの在り⽅、トラスト基盤の構築、データに係る⼈材育成等については、議論が進展しつ
つある。 

世界各国においても、データが国の豊かさや国際競争⼒の基盤であると捉え、データ戦略を策定・推進して
いる。しかしながら、我が国における⾃治体のデジタル化、ベース・レジストリの整備、ＡＩやデータ連携に
必要なプラットフォームの社会実装は、欧州の⼀部のＩＴ先進国や⽶国巨⼤ＩＴ企業ＧＡＦＡの取組等と⽐
較すると遅れている。 

                                                       
27 2021年６⽉18⽇閣議決定 
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このため、データ活⽤サービスの根幹となるベース・レジストリについて、⽬指すべき姿の明確化やユース
ケースの特定を⾏い、その実現に向けたＩＤ体系の整理、整備すべきデータの特定、その他課題の整理を2022
年度末までに実施し、2025年までの実装を⽬指す。また、官⺠によるデータ活⽤サービスを活性化するため、
データ連携基盤の技術となるコネクタの本格稼働や、データ流通を促進し阻害要因を払拭するために考慮す
べきルールに関する議論を加速し、プラットフォームを実装し、基盤として確⽴する。さらに、データ取引市
場創設に向けた検討や情報銀⾏等の社会実装の着実な推進を図る。あわせて、データ戦略の社会実装における
ＡＩの利活⽤、AI Readyな⼈材の育成については、ＡＩ戦略との連携を図っていくことが重要である。 
 
デジタルツインの構築 

デジタルツインを構築するためには、フィジカル空間を構成する様々な事物等に関する情報をデータとして
取り込むことが必要である。また、データの標準化等により参照を容易にするほか、分散しているデータ基盤
を互いに連携させるなどの取組を通じ、ＡＩ等で利活⽤できるデータを充実させることが重要である。このた
め、これまでに、⾃動運転の分野ではＳＩＰにおいてダイナミックマップのコンセプトを確⽴し交通環境情報
の構築と配信に取り組むなど、モビリティ等の多様な利⽤を念頭に置いた三次元地図基盤の構築やそのため
の計測・測位技術等の⾼度化の取組が進められている。しかしながら、特にその活⽤が期待される防災等の分
野では、なお⼀層の努⼒が必要となっていることに鑑み、関係府省の連携の下、「ＡＩ戦略2022」に基づきデ
ジタルツインの効率的な構築とその運⽤体制の確⽴に取り組む。 
 
データ連携プラットフォームの構築 

様々な分野ごとに構築されているデータ基盤を適切に連携することで、ＡＩ等によるデータの活⽤を促進す
ることが望まれる。このため、分野間データ連携基盤に必要となる関係技術の開発等の取組を進めてきたほか、
今後の実⽤化に向けて、プラットフォームにデータ取扱いルールを実装する際の検討⼿順を⽰した「プラット
フォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイダンス ver1.0」を取りまとめた。引き続き、ルールの実装や
運⽤の過程で判明する課題への対応を通して得られた知⾒を必要に応じて実装ガイダンスに反映するととも
に、内閣府が実施する研究開発課題等において、データ連携基盤（ツール）、利活⽤環境とデータ連携に必要
なルールを提供するデータ連携プラットフォームについて、これを構築する技術の確⽴はもちろん、ルールの
実装や、適切なトラストの確保に向けた取組等、国際的なデータの流通をも視野に⼊れつつ、各種の関連事項
を検討する。さらに、府省に横断的な取組として、施策や事業により⽣み出されたデータの有効活⽤を⼀層推
進する。 

 
ＡＩ活⽤に適した次世代社会インフラの開発整備 

データやＡＩを活⽤する通信インフラの⾼度化を進めるため、次世代の情報通信インフラであるBeyond 5G
の2025年以降順次の社会実装を⽬指し、研究開発と国際標準化を推進する。また、ＡＩの活⽤の環境づくりの
⼀環として、データ基盤の整備・⾼度化、計算資源の増強等のほか、ＡＩ戦略に基づく中核研究開発を着実に
推進する。 
 
（地球規模課題の克服に向けた社会変⾰と⾮連続なイノベーションの推進） 
気候変動問題への対応 

2021年６⽉の「統合イノベーション戦略2021」策定以降も、地球温暖化問題への対応に関し、国内外で様々
な動きが⾒られている。2021年10⽉〜11⽉に英国で開催された国連気候変動枠組条約第26回締約国会議（Ｃ
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ＯＰ26）においては、全体決定⽂書に、最新の科学的知⾒に依拠しつつ、今世紀半ばのカーボンニュートラル
及び2030年に向けて、野⼼的な気候変動対策を締約国に求める内容が盛り込まれるなど、世界全体での脱炭素
化への動きが加速している。我が国においては、2021年４⽉の2030年度削減⽬標の公表や、同年５⽉の地球
温暖化対策の推進に関する法律28の改正の流れを引き継ぎ、同年10⽉には、新たに発⾜した岸⽥政権の下で「第
６次エネルギー基本計画」、「地球温暖化対策計画」、及び「パリ協定に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略」が
閣議決定された29。さらに、2021年10⽉には、岸⽥総理から「クリーンエネルギー戦略」策定の⽅針が⽰され、
関係府省が協⼒し検討を⾏っている。2022年５⽉に⽰された「中間整理」においては、エネルギー安全保障の
確保とそれを前提とした脱炭素化に向けた施策や、炭素中⽴型社会に向けた経済・社会、産業構造変⾰に係る
施策等について整理されたところであり、今後、更に関係府省が協⼒して検討を続けていく。 

なお、「⾰新的環境イノベーション戦略30」及び「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略」
については、関係府省が連携し実施した⼀体的フォローアップの結果も踏まえ、引き続き着実に推進していく。
また、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略」とあわせ、⾰新的な技術の研究開発から社会
実装までの継続的⽀援を⾏うため創設されたグリーンイノベーション基⾦については、⽀援対象プロジェク
トを順次事業開始する。 

環境エネルギー分野の技術開発における国際協⼒の推進も重要であり、引き続き国際社会と協働しつつ、関
連する研究拠点31の機能を強化し、国内外の⼈材や知の交流の活性化を今後も図るとともに、⽇⽶気候パート
ナーシップ及び⽇ＥＵグリーン・アライアンスの下、エネルギー移⾏やグリーン成⻑のためのイノベーション
に関する技術開発協⼒等も進める。 

そのほか、農林漁業者による環境負荷低減の取組や事業者による技術開発・実証等の取組を⽀援する新たな
法制度として、「環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法
律（みどりの⾷料システム法）」が 2022 年４⽉に成⽴しており、本法に位置づけられる技術開発関連施策を推
進する。 
 
多様なエネルギー源の活⽤ 

前述の「第６次エネルギー基本計画」は、①2050年カーボンニュートラルや2030年度の温室効果ガス排出
削減⽬標の実現に向けたエネルギー政策の道筋を⽰すこと、②気候変動対策を進めながら、我が国のエネルギ
ー需給構造の抱える課題の克服に向け、安全性の確保を⼤前提に安定供給の確保やエネルギーコストの低減
に向けた取組を⽰すことなどを重要なテーマとして策定された。さらに、前述の「クリーンエネルギー戦略 
中間整理」においては、エネルギー安全保障の確保について、ウクライナ危機や電⼒需給のひっ迫を踏まえ、
エネルギー安定供給確保に万全を期し、その上で脱炭素を加速させることとしている。 

エネルギー基本計画に基づき、エネルギーに関するイノベーション、技術開発にも取り組む。具体的には、
多様なエネルギー源の活⽤のため、エネルギー基本計画等を踏まえ、省エネルギー、再⽣可能エネルギー、原
⼦⼒、核融合等に関する必要な研究開発や実証、国際協⼒を進める。その際、省エネルギーについては、更な
る省エネポテンシャルの開拓に向け、分野横断的に⾰新的な省エネルギー技術の開発・実⽤化・実証を⾏うと
ともに、住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化や、サプライチェーン全体の輸送効率化に向けた実証を

                                                       
28 2050年までの脱炭素社会（2050年カーボンニュートラル）の実現を基本理念として法定化した。 
29 2021年10⽉22⽇閣議決定 
30 2020年１⽉21⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
31 産総研ゼロエミッション国際共同研究センター、次世代エネルギー基盤研究拠点、東京湾岸ゼロエミッションイノベーション協議会等の⾰新

的グローバル研究拠点。 
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⾏う。再⽣可能エネルギーについては、最⼤限の導⼊に向けて、次世代型太陽電池の開発や、「洋上⾵⼒の産
業競争⼒強化に向けた技術開発ロードマップ」を踏まえた浮体式洋上⾵⼒等に関する要素技術の開発等をグ
リーンイノベーション基⾦も活⽤しつつ推進する。実⽤段階にある脱炭素化の選択肢である原⼦⼒について
は、カーボンニュートラルをはじめとする原⼦⼒を取り巻く内外の情勢等を踏まえ、安全性の⼀層の向上に加
え、再⽣可能エネルギーとの共存や⽔素製造、熱利⽤といった多様なニーズに応えるイノベーションを促進す
る観点から、着実に研究開発・⼈材育成を推進する。 
 
「脱炭素社会」、「循環経済」、「分散型社会」への三つの移⾏による経済社会の再設計 

2050年カーボンニュートラルの実現を念頭に、「脱炭素社会」、「循環経済」、「分散型社会」への三つの移⾏
を加速させ、持続可能で強靱な経済社会へのリデザイン（再設計）を強⼒に進めるに当たり、2021年10⽉の地
球温暖化対策計画・パリ協定に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略の改訂や、2022年４⽉のプラスチックに係る
資源循環の促進等に関する法律の施⾏等を踏まえ、各種施策を推進する。具体的には、例えば「地域脱炭素ロ
ードマップ32」に基づき、地域における脱炭素への取組を今後５年間で集中的に後押しすべく、脱炭素先⾏地
域づくりを推進するとともに、脱炭素の基盤となる重点対策を加速化し、これらを交付⾦等により⽀援する。
また、プラスチックの分野においても、使⽤済製品の選別効率化等の⾼度リサイクル基盤技術開発、海洋⽣分
解性プラスチック等環境負荷の低い⾰新素材の研究開発やイノベーション推進のための投資等を推進する。
さらに、現在、⽣物多様性条約第15回締約国会議（ＣＯＰ15）第⼆部に向けて議論されているポスト2020⽣
物多様性枠組の⽬標案の⼀つとなっている、2030年までに世界の陸地と海洋の30％の保全を⽬指す「30by30
⽬標」を達成できるよう、保護地域の拡張と管理の質の向上や、保護地域以外で⽣物多様性保全に資する地域
（ＯＥＣＭ）の設定・管理、⽣物多様性の重要性や保全活動の効果の「⾒える化」等に取り組み、更には「⽣
物多様性国家戦略」の⾒直しを進める。これらの取組を通じて、2022年第３四半期に開催される⽣物多様性条
約ＣＯＰ15第⼆部及び11⽉にエジプトで開催される国連気候変動枠組条約第27回締約国会議（ＣＯＰ27）を
はじめとする⼀連の国際会議に向け、国内外における気候変動・環境分野の取組を加速し、国際的な議論や協
⼒をリードしていく。 

 
（レジリエントで安全・安⼼な社会の構築） 
⾃然災害等への対応 

巨⼤地震のリスク（南海トラフ巨⼤地震・津波、⾸都直下地震等）や、気候変動の影響による⾵⽔害の頻発
化・激甚化及び我が国の⼈⼿不⾜の進⾏と防災⼒の低下が課題となっている。これらに対しては、観測・予測
能⼒の向上や効率的な情報共有・発信、ＤＸの活⽤による迅速かつ効果的な対応の実施という観点からの対応
が必要であり、2022年度までのＳＩＰ第２期における国家レジリエンスの強化では、衛星による観測、線状降
⽔帯・スーパー台⾵の予測、⾃治体への情報共有（ＳＩＰ４Ｄの連接）と意思決定⽀援（ＣＰＳ４D33、ＩＤ
Ｒ４Ｍ34、防災チャットボット開発等）を進めている。開発が完了した線状降⽔帯の検出技術については、2021
年６⽉から気象庁による運⽤が開始された「顕著な⼤⾬に関する気象情報」の発表にも利⽤されている。また、
効果的な情報共有基盤であるＳＩＰ４Ｄについては、2021年度から都道府県災害情報システムとの連接を順
次実施し、18県において運⽤段階、ほか８県において試⾏中となっている。さらに、防災チャットボットにつ

                                                       
32 2021年６⽉９⽇国・地⽅脱炭素実現会議決定 
33 収集したフィジカル空間の災害・被害のデータを使い、サイバー空間でその推移を予測し、災害対応の最適化のための情報を⽣成・発信する

防災版サイバーフィジカルシステム。 
34ＡＩ技術を活⽤し、災害時の市町村の適切なタイミング・範囲での避難指⽰等の発令判断を⽀援するシステム。 
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いては、情報収集機能の開発を⾏い、引き続き避難⽀援機能の開発を進めている。このほか、⾃然災害発⽣時
の電源確保のため、⾃⽴的電気供給機能を有する⽔素燃料電池バスを⽤いた防災・感染症対策システムの開発
を⾏い、2021年度に実証実験を実施した。 

加えて、ＡＩ戦略2022における戦略⽬標の⼀つとして「差し迫った危機への対処」について、パンデミック
や⼤規模災害に対し、⼈々の⽣命と財産を最⼤限に守る体制と技術基盤（デジタルツイン）を構築し、適正か
つ持続的に運⽤していくこと」が位置付けられている。 

以上を踏まえ、逃げ遅れゼロ、迅速かつ適切な救助・物資⽀援、災害に強い⾃治体・企業・街づくりを推進
していくため、より迅速かつ詳細な災害情報の収集に向けた⼩型ＳＡＲ衛星等をはじめとするリアルタイム
観測やデータ統合基盤、防災ＩｏＴの開発、気候変動の影響も踏まえた災害の激甚化を想定したリスク予測の
ための被災予測シミュレーション技術等により効果的な災害対応の実施を可能とするデジタルツインの構築
や情報提供基盤の開発に取り組む。加えて、我が国でこれまで培われた防災の知⾒を活⽤し、防災先進国とし
て、レジリエンスの概念を標準化することで迅速な回復能⼒を向上させるため国際標準化（ＩＳＯ化）にも取
り組む。 

さらに、東⽇本⼤震災によって引き起こされた原⼦⼒災害に⾒舞われた福島が抱える中⻑期かつ困難な課題
を、科学技術・イノベーションにより解決し、持続可能な新たな地域社会モデルを実現することを⽬指し、「福
島国際研究教育機構」の2023年４⽉設⽴に向けて取り組む。 
 
インフラ分野の強靱化 

インフラ⽼朽化の加速と⼈⼿不⾜の進⾏による都市・地⽅の荒廃、巨⼤地震のリスクといった課題に対し、
国⼟強靱化に向けた効率的なインフラマネジメントを実現するため、公共⼯事における先端技術の実装を進
めるとともに、各管理者におけるインフラデータのデジタル化・３Ｄ化を順次実施し、それらを利活⽤するた
めのルール及びプラットフォームの整備を進めている。また、官⺠研究開発投資拡⼤プログラム（ＰＲＩＳＭ）
の⾰新的建設・インフラ維持管理技術／⾰新的防災・減災技術領域において、橋梁等のインフラに関する５年
ごとの定期点検結果のデータベース化、点検・更新技術の開発、ＩＣＴ施⼯技術の開発、国⼟交通データプラ
ットフォームの構築等に取り組んでいる。今後、先端技術の現場試⾏を踏まえ、試⾏技術集の公表や、全国的
な試⾏のための要領策定、各種基準改定を実施する。また、国⼟交通データプラットフォーム整備については、
国・⾃治体・⺠間が保有する国⼟・経済活動・⾃然現象に関するデータとの連携を図る。さらに、デジタル化・
３Ｄ化されたインフラデータを活⽤したデジタルツインの構築や将来予測・全体最適化のシミュレーション
技術の開発、インフラ⻑寿命化・技術者不⾜対策としての建設インフラのユニット化・建設機械施⼯の⾃動化・
⾃律化の普及、各種インフラ等のモニタリング、その他（⾃動運転、物流、医療、観光等）の様々な⽤途に活
⽤するセンサー等によるネットワーク形成技術や持続可能で魅⼒ある国⼟・都市・地域づくりに資するグリー
ンインフラ技術の開発を進めていく。 
 
（エビデンスシステム（e-CSTI）の活⽤による分析機能強化） 

2020年３⽉のe-CSTI利⽤開始以降、ＥＢＰＭ及びEBMgtに資する分析機能の構築を進め、関係府省や国⽴
⼤学・研究開発法⼈等に対する分析機能の共有を推進してきた。今後は、エビデンスの活⽤による世界の研究
開発の動向や国際ネットワーク、我が国の強み・弱み、資源配分状況を踏まえた重要科学技術領域や我が国の
勝ち筋に関する分析のほか、国の⽀援による研究費と論⽂等の研究アウトプットとの関係性分析の⾼度化に
より、効果的な資⾦配分の検討に貢献することが重要となる。 

このため、研究費と研究アウトプットに関する分析について、2022年度中に特許等の論⽂以外のアウトプッ
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トも捕捉できるようデータを拡充するとともに、国別・分野別の被引⽤数Top10％補正論⽂数等の推移や特許
への引⽤状況等を⽤いた重要科学技術領域の検討に資する分析を進める。 
 
② シンクタンク機能と経済安全保障重要技術育成プログラムをはじめとする安全・安⼼に関する取組の推進 

近年、科学技術・イノベーションが激化する国家間の覇権争いの中核を占めている中、安全・安⼼な社会の
構築の観点から、昨今の情勢変化によるリスクの拡⼤も含め攻撃が多様化・⾼度化するサイバー空間における
セキュリティの確保、新たな⽣物学的な脅威への対応、宇宙・海洋分野等の安全・安⼼への脅威への対応、ま
た、これらの領域を横断するリスク・脅威・危機への対応としても先端技術への期待が極めて⾼まっている。 

これらの様々な脅威等に対し、国及び国⺠の安全・安⼼を確保するには、先端技術の利活⽤が極めて重要で
あり、国内外で様々な取組が⾏われている。我が国においては、科学技術の多義性を踏まえつつ、総合的な安
全保障の基盤となる科学技術⼒を強化する観点から、これまで、脅威等に対応する技術を「知る」、技術を「育
てる」、育てた技術を社会実装し「⽣かす」、技術の流出を防ぎ「守る」ための様々な取組を⾏ってきたところ。
引き続き、主な緊急を要する諸課題について、必要な取組を進める。 

「知る」については、先端的な重要技術に関する調査分析を⾏うシンクタンクについては試⾏事業を継続し、
その成果も踏まえ、2023年度⽬途の本格的な⽴上げのための検討を実施する。 

「育てる」、「⽣かす」については、技術の多義性を有することを踏まえて⺠⽣利⽤や公的利⽤への幅広い活
⽤を⽬指し、シンクタンクの成果等も活⽤しながら重要技術の実⽤化に向けた強⼒な⽀援を⾏う「経済安全保
障重要技術育成プログラム」を着実に実施する。特に2022年度は、政府として重要性を認識している先端的な
重要技術について議論し、公募対象となる我が国が獲得すべき技術等により構成される「研究開発ビジョン」
を⽰し、公募を開始する。また、本プログラムについては経済安全保障の強化に向けて新たな枠組み・取組を
進展させる中で速やかに5,000億円の規模を⽬指す。 

「守る」については、研究活動の国際化・オープン化に伴う新たなリスクに対し、⼤学や研究機関における
研究の健全性・公正性（研究インテグリティ）の⾃律的確保に向けた取組を⾏う35。また、適切な技術流出対
策のため、投資審査・事後モニタリングの体制強化、留学⽣・研究者等の受⼊れ審査強化、⼤学・研究機関・
企業等における機微な技術情報管理の強化、政府研究開発事業における安全保障貿易管理の要件化等の各種
取組を推進する。 

経済安全保障推進法の下で、官⺠技術協⼒や特許出願の⾮公開に関する施策を着実に実施していくととも
に、関係府省による経済安全保障の推進体制、情報の収集・分析等に必要な体制を強化する。 
 
③ 社会課題解決のための研究開発・社会実装の推進と総合知の活⽤ 
（総合知を活⽤する機能の強化） 

我が国の科学技術やイノベーションが様々な課題に適切に対応し、世界と伍していくためには、多様な「知」
が集い、新たな価値を創出する「知の活⼒」を⽣むことが不可⽋である。ここで、多様な「知」が集うとは、
属する組織の「矩」を超え、専⾨領域の枠にとらわれない多様な「知」が集うことであり、新たな価値を創出
するとは、安全・安⼼の確保とwell-beingの最⼤化に向けた未来像を描くだけでなく、社会実装に向けた具体
的な⼿段も⾒出し、社会の変⾰をもたらすことである。これらによって「知の活⼒」を⽣むことこそが「総合
知」であり、これを推し進めることが、科学技術・イノベーションの⼒を⾼めることにつながる。 

Society 5.0 の実現に当たっては、その社会像からのバックキャスト的アプローチで政策の体系化を図ると

                                                       
35 詳細については、後段（科学技術外交の戦略的な推進）に記載。 
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ともに、現状を把握・分析し、未来に向けた新たな政策をフォーキャスト的なアプローチで⽴案すること、更
にその成果を社会実装していくことが必要である。その際、総合知の活⽤のイメージを我が国社会全体で共有
することで、こうした⼀連の重要なプロセスが「総合知による社会変⾰」へと通ずるものとなる。 

総合知について、基本的考え⽅のほか、戦略的に推進する⽅策を「場」、「⼈材育成」、「⼈材活⽤（評価）」、
「問」の観点から整理し、先⾏的な活⽤事例や相乗効果の期待される施策例等を加え、2022年３⽉に取りまと
めた。今後は、総合知の基本的な考え⽅や活⽤事例の周知等の社会への発信を強化するとともに、相乗効果の
期待される施策における総合知の活⽤を進める。 
 
（ＳＩＰ第２期の推進と次期ＳＩＰに向けた準備） 

ＳＩＰは、ＣＳＴＩの司令塔機能を⽣かし、府省横断的な研究開発に取り組むプログラムである。ＳＩＰ第
１期では、ＳＩＰ４D、鍛造シミュレータ、ダイナミックマップ、スマートフォンによる路⾯性状把握システ
ム等の研究開発成果の社会実装を実現してきた。ＳＩＰ第２期においても、⾃動運転、光量⼦技術、国家レジ
リエンスの強化、ＡＩホスピタルによる⾼度診断・治療システム等、我が国が抱える社会課題の解決や産業競
争⼒の強化のための12課題に取り組んでおり、最終年度となる2022年度の成果を踏まえ、関係府省等におい
て社会実装に向けた取組を⾏う。 

また、2023年度からの次期ＳＩＰにおいて取り組むべき課題について、我が国が⽬指す将来像（Society 5.0）
からのバックキャストにより検討を進め、2021年12⽉末に15の課題候補（ターゲット領域）を決定した。2022
年度は、プログラムディレクター（ＰＤ）候補の下で、関係府省等が連携して研究開発テーマのフィージビリ
ティスタディ（ＦＳ）を実施し、エビデンスを活⽤しつつ、技術・事業の両⾯からインパクトが⼤きいテーマ
に絞り込むとともに、技術開発のみならず、それに係る社会システム改⾰も含め社会実装につなげる計画や体
制を整備する。これらを基に、ミッション志向により、次期ＳＩＰを2023年度から開始する。 
 
（ムーンショット型研究開発制度の推進） 

ムーンショット型研究開発制度については、新型コロナウイルス感染症や気候変動等による社会経済情勢の
変化に対応するため、若⼿研究者等の発案を活かして2021年９⽉に設定した⼆つの新⽬標（気象、こころ）に
関し、2022年５⽉末以降に研究開発に着⼿する。また、環境、農業、ＡＩ、ロボット、量⼦、健康・医療等の
分野において、研究開発プロジェクトの強化・加速を図る。環境及び農業関連の⽬標に関し、研究資⾦の効果
的・効率的な活⽤のため、研究開発を開始後３年⽬の2022年度に外部評価に基づきステージゲートを実施し、
プロジェクトの⽅向性を⾒直すなど、研究開発の充実を図る。加えて、総合知を⽣かして研究開発を⼀層効果
的に推進するための分野横断的な⽀援（ＥＬＳＩ対応／数理科学等）の充実や、欧⽶等との国際連携の強化を
図るとともに、研究成果のアウトリーチ・広報活動（ＳＮＳ情報発信やアンバサダーの活⽤等）や、⽬標達成
に向けた社会実装の担い⼿となる産業界との連携の充実も図る。 
 
（国際標準戦略の強化） 

企業や産業の発展を左右する重要な要素として、国際標準戦略の重要性に対する認識が世界的にますます⾼
まり、国際標準形成の主導権を巡って、諸外国でグローバル企業の活動や政府の産業政策の動きが活発化して
いる。例えばＥＵは、2022年２⽉にＥＵ標準化戦略を公表し、中国は2021年10⽉に国家標準化発展綱要を公
表した。その⼀⽅で、我が国においては、近年の国際動向を踏まえた国家としての国際標準戦略を策定するに
⾄っておらず、こうした諸外国における取組が進展する中、科学技術・イノベーションの社会実装を推進・強
化するためにも、我が国における国際標準の戦略的な形成・活⽤について、より⼀層、官⺠の意識を⾼め、そ
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の能⼒を向上させるよう、取組を促進する必要がある。 
そこで、科学技術・イノベーション政策等の重要分野における政府の研究開発事業において、社会実装と国

際競争⼒強化を確保するため、社会実装戦略、国際競争戦略、国際標準戦略の明確な提⽰と、その達成に向け
た取組への企業経営層のコミットメントを求める事業運営やフォローアップ等の仕組みを導⼊し、企業によ
る国際標準の戦略的な活⽤を担保する仕組みの浸透を図る。これにより、国際標準の戦略的な活⽤に関して、
⺠間企業において経営層の意識改⾰を伴う経営上の位置付け及び⼈材基盤の強化（社内⼈材の地位・キャリア
パスの向上、外部⼈材の活⽤等）が図られ、産業界全体で推進されるよう、官⺠連携体制の構築を進めること
とし、まずは、カーボンニュートラル、通信（Beyond 5G）等の特定の分野における取組に注⼒する。さらに、
政府において、経済安全保障の観点も踏まえ、関係府省が連携して我が国として国際標準の戦略的な活⽤を推
進すべき重要な産業・技術分野等として、量⼦技術、通信、半導体等を全体的に⽰し、関係府省が分担して対
応する体制の整備を図る。 
 
（科学技術外交の戦略的な推進） 

近年、科学技術・イノベーションが国家間の覇権争いの中核に位置付けられる⼀⽅で、気候変動やパンデミ
ック等のグローバル・アジェンダの解決に当たっては、科学技術の適切な活⽤と国際連携が不可⽋である。我
が国の経済構造の⾃律性の向上、技術の優位性ひいては不可⽋性の確保も念頭に、様々な価値観を持つ国・地
域との間で最適な国際連携を展開するための⾼度な舵取りを迫られている。そのような中、我が国と価値観を
同じくする国と科学技術・イノベーション分野における強固なパートナーシップを構築するため、2021年４⽉
「⽇⽶競争⼒・強靱性（コア）パートナーシップ」の⽴上げをはじめ、国際連携を多層的に深化させる好機が
訪れている。Ｇ７においては、可能な限り開かれた、安全かつ効果的な国際連携を⽀える原則のために協働す
ることが確認されており、2023年には我が国が議⻑国となることを⾒据え、研究データインフラの相互運⽤性
の向上や研究データの共有を促す「オープンサイエンス」と、安全な国際連携につながる「研究セキュリティ・
インテグリティ」の両⾯の重要性を考慮し、今後の国際連携の在り⽅に関する議論に積極的に貢献していく必
要がある。 

我が国では、これまで府省ごとの様々な国際共同研究、研究者交流事業、外交機会や国際機関への拠出事業
等も活⽤しながら、科学技術外交を推進してきた。昨今の地政学的な環境変化を踏まえれば、国際的な協調と
競争の視点をより強く意識しながら、国全体として科学技術外交の戦略的な展開を⽀える基盤を強化するこ
とが課題である。そのため、外務⼤⾂科学技術顧問や「科学技術外交推進会議」等と関係府省・機関等との間
での戦略的連携を強化し、主要国在外公館の科学技術担当の情報収集・発信体制の強化並びにその活⽤を通じ
た連携も含め、オールジャパンでの科学技術外交を推進する。さらに、国際機関への拠出等を通じて開発途上
国等の社会課題解決に資する我が国の科学技術・イノベーションの知⾒の活⽤及び普及・展開を図る。 

また、国際情勢の変化を受け、欧⽶等先進国を含め、科学技術協⼒における我が国への引き合いが更に強く
なっている状況の中、各種研究開発事業における国際共同公募による共同研究の強⼒な推進や、魅⼒ある国際
研究拠点の形成、学⽣・研究者等の国際研究ネットワークの構築を進める。 

あわせて、国内での研究活動の国際化・オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの⾃律
的確保に向けては、2021年４⽉に決定した政府⽅針について、これを国際的に調和しつつ、より実効性あるも
のとするため、アカデミアと政府の連携を強化するとともに、研究者、⼤学・研究機関、研究資⾦配分機関等
の取組状況を調査し、フォローアップを実施した上で、更に必要な措置を検討する。 
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３．科学技術・イノベーション政策の⼀体的な展開 
Society 5.0の実現に向けて、科学技術・イノベーション政策の３本の柱を束ね、相互に連携させながら、効

果的・効率的に推進するためには、国内外における情勢変化を含む最新動向と、それに照らした取組の妥当性
を絶えず把握・分析し、その結果を反映することで、政策を機動的に⾒直し、実⾏していくことが重要である。
第６期基本計画の開始から約１年が経過し、エビデンスシステム（e-CSTI）の機能拡張や評価専⾨調査会での
評価に加え、分野別戦略の⾒直し・更新が進んできていることを契機として、政策プロセスをブラッシュアッ
プする試みが求められる。 

特に、新型コロナウイルス感染症の拡⼤に象徴される、昨今の予測不能で混沌とした時代を背景に、もはや
個々の分野別の技術だけで複雑な社会課題を克服していくことは困難であり、異分野融合と多彩な施策の相
補的連携により、新たな価値を創出し続ける必要性が増⼤している。このため、これまで分野別戦略で設定し
てきた重点的に取り組むべき技術領域や市場領域等を起点に我が国の勝ち筋を描くに当たっては、個別技術
の研究開発にとどまらず、世界に先駆けた社会実装も⾒据え、多様な分野間の連携の下、科学技術・イノベー
ション政策の⼀体性の向上を図ることが急務である。 

そこで、我が国の勝ち筋に直結する重要技術の研究開発等をより戦略的に進めていく観点から、まずは、経
済安全保障重要技術育成プログラムや次期ＳＩＰといった新規の研究開発・実証プログラムについて、各分野
別戦略における経済安全保障や社会実装の視点を抜本強化するのみならず、全体を俯瞰して分野別戦略同⼠
をつなぐ⼿段として機能させることで、戦略間の連動性を⾼める。さらに、国家的重要課題の達成に向けて、
科学技術・イノベーション政策を総動員し、勝ち筋をより確かなものとできるよう、３本の柱に掲げる主要施
策や分野別戦略の間の有機的な連携を⾼度化する。あわせて、研究開発から社会実装までを⾒通した上で、時
宜を得た政策を展開すべく、分野別戦略のフォローアップの仕組みを確⽴する。 

このような、政策プロセスの改善・充実を着実に実⾏し、科学技術・イノベーション政策の⼀体的な展開を
可能とする観点から、主要施策や分野別戦略の間の具体的な連携⽅策について、今後検討に着⼿する。それに
は、第６期基本計画の全体像を念頭に置きつつ、俯瞰的な視点で横串を通していく必要があることから、科学
技術・イノベーション政策の司令塔であるＣＳＴＩが中⼼となり、評価専⾨調査会を活⽤しながら、関係司令
塔会議や関係府省とともに取り組む。そして、『「総合知による社会変⾰」と「知・⼈への投資」の好循環』と
いう第６期基本計画で⽰した科学技術・イノベーション政策の⽅向性に沿って、国を挙げて未来の勝ち筋に挑
戦し、国際社会への更なる貢献を果たすとともに、Society 5.0の実現に向けた歩みを⼒強く進めていかなけれ
ばならない。 
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第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 
 
１．国⺠の安全と安⼼を確保する持続可能で強靱な社会への変⾰ 
【⼤⽬標】 
・ 我が国の社会を再設計し、地球規模課題の解決を世界に先駆けて達成し、国⺠の安全・安⼼を確保する

ことで、国⺠⼀⼈ひとりが多様な幸せを得られるようにする 
 
【現状データ】（参考指標） 

・ The Sustainable Development Goals Report：ＳＤＧｓ達成度・スコア 79.8（2021年）、 
SDG Global rank 18位（2021年）36 

・ より良い暮らし指標（Better Life Index）：家計所得 29,300.22 USD／⼈（2017年）、 
家計資産 185,655.56 USD／⼈（2016年）、S80／S20所得⽐率 6.22（2017年）37 

・ 健康寿命：男性 72.14歳（2016年）、⼥性 74.79歳（2016年）38 
・ ＧＤＰ：実質ＧＤＰ 552.9兆円（2019年）、実質ＧＤＰ成⻑率 −0.3%（前年度⽐）（2019年）39 
・ 国際競争⼒：ＩＭＤ世界競争⼒ランキング 31位／64か国（2021年）40 

 
（１）サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

Society 5.0の実現に向け、サイバー空間とフィジカル空間を融合し、新たな価値を創出することが可能と
なるよう、質の⾼い多種多様なデータによるデジタルツインをサイバー空間に構築し、それを基にＡＩを積
極的に⽤いながらフィジカル空間を変化させ、その結果をサイバー空間へ再現するという、常に変化し続け
るダイナミックな好循環を⽣み出す社会へと変⾰することを⽬指す。 

このため、デジタル社会を実現する司令塔と国家戦略の下、必要な規制の⾒直しを図りつつ、この新たな
社会システム基盤を構築、徹底的に活⽤し、グローバルな課題と国内のシステム改⾰に挑むことで、国⺠の
安全と安⼼を確保する持続可能で強靱な社会を実現する。また、戦略からインフラや⼈材に⾄る全体的なア
ーキテクチャに基づく合理的なサイバー空間の構築と、その活⽤を前提としたフィジカル空間における業
務改⾰や産業構造の不断の変⾰が必要である。 

このような社会を⽀えるのは、⼈材と社会インフラである。「数理・データサイエンス・ＡＩ」に関する
素養を備え、社会のあらゆる分野で活躍する⼈材を⼤量に育成する。また、全国津々浦々まで次世代のイン
フラが整備された環境において、データやＡＩを活⽤する技術を実装する。これらを通じて、いつでも、ど
こでも、誰でも、データやＡＩを活⽤し、これまで実現できなかったようなサービスを次々と創出できる基
盤を構築する。 

また、⾏政機関が「データホルダー・プラットフォーム」としての役割を担い、ベース・レジストリの整
備や、⾏政サービスに関連したデータの標準化と⺠間への開放を進めるとともに、教育、医療、防災等の分
野に関しては、国が整備する安全・安⼼で信頼できるデータプラットフォームを官・⺠が⼀体となって活⽤

                                                       
36 Sustainable Development Solutions Network「Sustainable Development Report 2021」（2021年６⽉公表） 
37 OECD Better Life Index 
38 内閣府「令和３年版 ⾼齢社会⽩書」（2021年６⽉公表） 
39 内閣府経済社会総合研究所「国⺠経済計算（GDP統計）」 
40 IMD World Competitiveness Ranking 2021 
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することで、あらゆるモノやサービスに関する多種多様なデータを基にしたデジタルツインをサイバー空
間に構築する。 

さらに、信頼性のあるデータ流通環境の整備、セキュリティやプライバシーの確保、公正なルール等の整
備を図ることで、企業によるデータの相互提供・活⽤、様々な分野で開発・提供される国⺠の利便性と安全
な暮らしを⽀える利便性の⾼いサービスを活性化するとともに、データやＡＩの社会実装に伴う負の⾯や
倫理的課題等にも対応し、多様な⼈々の社会参画が促され、国内外の社会の発展が加速する。 

こうした変化に呼応し、あらゆる分野のあらゆる業務でデータ活⽤を前提とした業務変⾰・デジタル化の
徹底が進み、産業構造の変⾰と国際産業競争⼒が向上し、データ活⽤に関する国⺠の社会受容、企業の協調
意識が⾼まり、国境を越えてデータの活⽤がより⼀層進むといった好循環が⽣まれる。 

このような社会を実現することで、持続可能で安全・安⼼な社会の構築や、様々な社会課題の解決に向け
た取組を⽀援するとともに、世界に先駆けてSociety 5.0を実現する我が国の姿を世界へ発信する。 
 
【⽬標】 
・ 「データ戦略」を完遂し、サイバー空間とフィジカル空間とがダイナミックな好循環を⽣み出す社会へ

と変⾰させ、いつでも、どこでも、誰でも、安⼼してデータやＡＩを活⽤して新たな価値を創出できる
ようになる。 

 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ スタートアップや研究者を含めた誰もが、分野間でデータを連携・接続できる環境を整備 

防災：全都道府県 
スマートシティ：100程度の地⽅公共団体・地域（スタートアップ・エコシステム拠点都市を含む） 

 
【現状データ】（参考指標） 
・ ⾏政サービス関連データのオープン化状況（オープンデータ種類）：24,291件41 
・ ＤＸに取り組む企業の割合：事業会社 55.6%、ＩＴ企業 48.2%（2021年）42  
・ ＩＣＴ市場規模：名⽬国内⽣産額 108.4兆円（2019年）43 
・ ＩＭＤデジタル競争⼒ランキング：28位／64か国中（2021年）44 
・ 分野間データ連携基盤で検索可能なカタログセット数：134,768件45 
・ 上記カタログセットを提供するサイト数：学術データ 74サイト、公共系オープンデータ 47サイト46 
・ 研究データ基盤システム上で検索可能な研究データの公開メタデータ47：336,143件（2022年３⽉時点） 
・ 通信網の整備状況48：５Ｇ基盤展開率49 16.5%（2021年３⽉末時点）、光ファイバ未整備世帯数 39万世帯

                                                       
41 Data.go.jpより。2022年４⽉22⽇時点。 
42 ＩＰＡ「デジタル時代のスキル変⾰等に関する調査（2021年度）」 
43 総務省「令和３年版 情報通信⽩書」（2021年７⽉公表） 
44 IMD World Digital Competitiveness Ranking 2021 
45 2021年10⽉時点 
46 2021年10⽉時点 
47 第２章２.(２)において、公的資⾦により得られた研究データについて、2023年度までに体系的なメタデータの付与を進め、同年度以降、研

究データ基盤システム上でこれらのメタデータを検索可能な体制を構築することとされている。 
48 総務省「デジタル⽥園都市国家インフラ整備計画」（2022年３⽉） 
49 全国を10km四⽅のメッシュに区切り、メッシュ総数約4,500に占める５G⾼度特定基地局（親局）が開設されたメッシュ数の割合。 
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（2021年３⽉末時点） 
・ Society 5.0の認知度、サービスへの期待・不安：認知度 23.2%（2021年）50 
・ 数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度の認定教育プログラム数：78件51  
・ 情報通信分野の研究開発費：25,375億円（2020年度）52 
 
① サイバー空間を構築するための戦略、組織 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○「デジタル社会の実現に向けた改⾰の

基本⽅針」の下、デジタル社会の形成
に関する司令塔として、強⼒な総合調
整機能（勧告権等）を有するとともに、
企画⽴案や、国、地⽅公共団体、準公
共部⾨等の情報システム53の統括・監
理を⾏い、重要なシステムについては
⾃ら整備するデジタル庁を、2021年中
に発⾜させる。【ＩＴ54】 

・2021年９⽉１⽇、デジタル庁設置法に
基づき、内閣にデジタル庁を設置。 

― 

〇デジタル社会の形成を促進する観点
からの規制の⾒直しを図る。【ＩＴ、
規制、関係府省】 

・押印・書⾯に係る制度を⾒直すための
48法律の⼀括改正を含んだ「デジタル
社会の形成を図るための関係法律の
整備に関する法律」が第204回国会で
成⽴。 

・⾏政の⼿続における⼿数料等につい
て、キャッシュレス納付を可能とす
る、「情報通信技術を利⽤する⽅法に
よる国の歳⼊等の納付に関する法律」
が第208回国会で成⽴。 

・デジタル臨時⾏政調査会で⽰した規制
の⼀括⾒直しプランを踏まえ、2024年
度末までの約３年間の集中改⾰期間に
おいて、累次の法律の⼀括的な⾒直し
等に取り組み、デジタル原則への適合
を⽬指す。具体的には、約４万の法令
と２万の⼿続について、まずは法律や
政省令で規定している⽬視規制や常駐
専任規制等の約5,000の条項の点検・⾒
直し作業を⾏い、法律の⼀括的な⾒直
しが可能なものについては速やかに改
正に着⼿し、⼈の介在が必要な規制等
をデジタル技術で合理化することで、
⼈⼿不⾜の解消といった国⺠の暮らし
の改善に⼤きく寄与する⾒直しを推
進。【規制、デジ、関係府省】 

○データに関する⾏政機関や⺠間など
の各プレーヤーの⾏動理念を明確化
するとともに、サイバー空間を構築
し、データを活⽤した新たなビジネス
や⾏政サービスを創出するためのデ
ータ戦略について、2020年末の「第1
次とりまとめ」の策定をはじめとし
て、2021年度から関係府省の取組進捗
状況を確認し、不断の⾒直し、具体化
を⾏う。【ＩＴ、科技】 

・2021年６⽉に包括的データ戦略を策
定。 

・同年10⽉にデータ戦略推進ＷＧを開催
し、データ戦略の推進⽅策を検討中。 

・2022年年央⽬途に改訂予定の「デジタ
ル社会の実現に向けた重点計画」に向
けて、データ戦略の推進⽅策を取りま
とめ。【科技、デジ】 

 
② データプラットフォームの整備と利便性の⾼いデータ活⽤サービスの提供 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○データ活⽤サービスの根幹となるベ

ース・レジストリ（個⼈、法⼈、住所、
・2021年６⽉に包括的データ戦略を策

定。 
・2022年年央⽬途に改訂予定の「デジタ

ル社会の実現に向けた重点計画」に向

                                                       
50 第６期科学技術・イノベーション基本計画に関する調査・分析等の委託（2021年度） 
51 2021年８⽉時点 
52 総務省「2021年科学技術研究調査結果」（2021年12⽉） 
53 地⽅公共団体及び準公共部⾨等については国の補助⾦が交付されるシステムに限る。 
54 2021年のデジタル庁発⾜以降は、デジタル庁が業務を担当する。以下同じ。 
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⼟地、事業所等）について、そのデー
タホルダーの関係府省とＩＴ本部が
連携し、2021年6⽉までに整備等の⽅
向性の検討を⾏い、2021年度内に⼀部
先⾏プロジェクトについて運⽤を開
始するとともに、データ標準の整備を
順次実施する。【ＩＴ、関係府省】 

・同年10⽉にはデータ戦略推進ＷＧを開
催し、ベース・レジストリを含むデー
タ戦略の推進⽅策を検討中。 

けて、ベース・レジストリを含むデー
タ戦略の推進⽅策を取りまとめ。【デ
ジ、関係府省】 

〇地⽅においても都市においても、国⺠
⼀⼈ひとりが同じレベルの細やかな
⾏政サービスを享受し、また、オンラ
インで⼿続を⾏うことを可能とする。
このため、政府情報システムについ
て、標準化や統⼀化により相互の連携
を確保しながら統合・⼀体化を促進
し、⺠間システムとの連携を容易にし
つつ、ユーザー視点での⾏政サービス
の改⾰と業務システムの改⾰を⼀体
的に進めることで、国⺠・事業者の更
な る 利 便 性 向 上 と 運 ⽤ 経 費 等 削 減
（2025年度までに3割削減（対2020年
度））を図る。また、地⽅公共団体の17
業務に係る情報システム55を対象に、
標準化・共通化を進め、2025年度まで
に基準（標準仕様）に適合した情報シ
ステムへの移⾏を⽬指す。標準化・ク
ラウド化の効果を踏まえ、地⽅公共団
体の情報システムの運⽤経費等につ
いては、標準準拠システムへの移⾏完
了予定後の2026年度までに2018年度
⽐で少なくとも3割の削減を⽬指すこ
ととする。【ＩＴ、総】 

・国・地⽅公共団体・独⽴⾏政法⼈等の
関係者が効果的に協働できるように、
特に情報システムの観点から重要な
⽅針である「情報システムの整備及び
管理の基本的な⽅針（整備⽅針）」を
2021年12⽉に策定。 

・年間を通じて、予算要求前、要求時、
執⾏時のプロジェクトの各段階にお
いてレビューを⾏い、レビューの結果
等を予算要求や執⾏に適切に反映さ
せていくこととしており、2020年度時
点での政府情報システムの運⽤等経
費及び整備経費のうちのシステム改
修に係る経費計約5,400億円を、2025
年度までに３割削減することを⽬指
す。 

・地⽅公共団体の基幹業務システムにつ
いて、ガバメントクラウド上に標準化
基準に適合したシステムの構築が可
能となるよう、各種取組を推進中。 

・標準化対象事務である20業務の標準仕
様書のうち、住⺠記録については2.0
版、介護保険及び障害者福祉は1.1版、
地⽅税及び学齢簿及び就学援助につ
いては1.0版を策定。 

・地⽅公共団体によるガバメントクラウ
ドの利⽤に係る先⾏的な実証事業を
実施中。 

・整備⽅針等を受け、引き続き情報シス
テムの整備等に関する標準ガイドラ
イン群の策定・改定等を実施。【デジ、
総】 

・引き続き、年間を通じたレビューを⾏
い、政府情報システムの運⽤等経費及
び整備経費のうちのシステム改修に
係る経費を削減し、コスト構造の最適
化を図る。【デジ、総】 

・標準化対象事務である20業務に係る全
ての標準仕様書について、2022年夏を
⽬途に策定予定。【デジ、総】 

・標準準拠システムにおけるデータ要
件・連携要件の標準について、2022年
夏を⽬途に1.0版を策定予定。【デジ、
総】 

・地⽅公共団体によるガバメントクラウ
ドの利⽤に係る先⾏的な実証事業を
2022年度も引き続き実施。【デジ、総】 

〇教育、医療、防災等の分野において、
官⺠が⼀体となって活⽤でき、⺠間サ
ービス創出の促進に資するデータプ
ラットフォームを、データ戦略のタイ
ムラインに従い、2025年までに構築
し、運⽤を開始するとともに、その際、
データプラットフォームの整備及び
利活⽤状況について測定可能な指標
が策定・運⽤されている状態となるこ
とを⽬指す。【ＩＴ、科技、防災、⽂、
厚、国、関係府省】 

・データ戦略推進ワーキンググループで
の議論に基づき教育、医療、防災等の
分野におけるデータ連携環境に係る
アーキテクチャの検討に着⼿。 

・教育、医療、防災等の準公共分野にお
けるデータの利活⽤を推進し、ユーザ
ーに個別化したサービスを提供する
ため、分野ごとにデジタル化・データ
連携に係る実証等を実施。【防災、科
技、デジ、⽂、厚、国、関係府省】 

〇⺠間サービスについて、協調領域にお
けるデータ共有プラットフォームを
早期に構築するため、2021年度までに
モデルケース創出に取り組むととも
に、⽇本の産業競争⼒の強化及び安
全・安⼼なデータ流通を実現するた
め、異なる事業・分野間で個別に整備
されたシステムやデータをつなぐた

・2021年度中に、⺠間の協調領域におけ
るデータ共有プラットフォームに関
するモデルケースを創出。 

・2022年度までの結論を⽬途に、異なる
事業・分野間のシステムやデータをつ
なぐためのアーキテクチャについて、
検討を⾏い、複数分野におけるアーキ
テクチャの⽅向性を具体化する⾒込

・2023年度までに、３以上の領域で、そ
の領域のアーキテクチャを実装した
システムのプロトタイプを作成し実
証。また、アーキテクチャの実装に際
し、新たに作成あるいは改良が必要な
標準について、研究開発等を実施。
【経】 

・2024年度までに、３以上の領域で、そ

                                                       
55 国⺠⽣活に直接関係する事務に係る情報システムで、相互に連携が必要なシステム（住⺠基本台帳、選挙⼈名簿管理、固定資産税、個⼈住

⺠税、法⼈住⺠税、軽⾃動⾞税、国⺠健康保険、国⺠年⾦、障害者福祉、後期⾼齢者医療、介護保険、児童⼿当、⽣活保護、健康管理、就
学、児童扶養⼿当、⼦ども・⼦育て⽀援の17業務）。 
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めの標準を含むアーキテクチャにつ
いて、2022年度までにＩＰＡにおいて
整備・検討し、複数の分野での結論を
得る。【経】 

み。 の領域でのシステム構築の際に参照
すべきアーキテクチャを策定し、制度
化⼜は標準化を実施。【経】 

○分野を越えたデータ流通・利活⽤に関
する課題や、関係機関が抱える共通的
な課題に対し、技術⾯、制度⾯、⼈材
⾯から産学官の英知を結集して解決
に取り組み、持続可能な「データ・エ
コシステム」を構築するため、ＤＳＡ
56を中核とした、分野間データ連携の
仕組みを2023年中に構築し、内閣府が
実施する研究開発課題（ＳＩＰ等）で
構築する分野ごとのデータ基盤、スマ
ートシティ及びスーパーシティのデ
ータ連携基盤並びに研究データ基盤
システムの相互接続を進め、ＤＳＡや
スマートシティ官⺠連携プラットフ
ォーム57を通じて周知啓発などに取り
組む。さらに、⾏政機関の「データホ
ルダー・プラットフォーム」としての
役割の拡⼤やデータの国際的流通の
増⼤、データやＡＩを使⽤したサービ
スの進展等に合わせ、より⾼度なデー
タ利活⽤を実現する⽅策について検
討する。【ＩＴ、科技、防災、警、⾦
融、総、⽂、厚、農、経、国、環】  

・取引できるデータ種別をオープンデー
タから契約が必要なデータに広げる
ため、分野間データ連携基盤コネクタ
に来歴管理、契約管理機能を付加する
バージョンアップを実施。また、ＳＩ
Ｐ４Ｄ等のデータベースにコネクタ
を実装。ＳＩＰ以外では、神奈川県、
会津若松市に対して分野間データ連
携基盤への接続試⾏環境を提供し、デ
ータ連携の試⾏に着⼿するとともに、
国⼟交通データプラットフォーム、Ｇ
空間センターへのコネクタ実装⽀援
を実施。 

・2021年９⽉のデジタル庁発⾜に伴い、
相互連携分野にスマートシティ分野
を位置付け、2021年12⽉に横断的なデ
ータ連携基盤整備等に向けた取組を
盛り込んだ「デジタル社会の実現に向
けた重点計画」を策定し取組を推進
中。 

・スーパーシティ構想等の早期実現に向
けて、先端的サービスの開発・構築や
データ連携等に関する調査事業を実
施。 

・「スマートシティ合同審査会」において
スマートシティ関連事業の実施地域
を関係府省合同で選定するなど、スマ
ートシティの実装・普及に向けて各府
省の事業を⼀体的に実施。 

・スマートシティ・ガイドブック（2021
年４⽉公開）を活⽤した先⾏事例の横
展開・普及展開活動を、スマートシテ
ィ官⺠連携プラットフォームや関係
団体等の協⼒を得て実施。 

・引き続き、コネクタのバージョンアッ
プ及びコネクタのＳＩＰ内外のデー
タ基盤における実装に向けた取組の
着実な実施。【科技】 

・引き続き、「デジタル社会の実現に向け
た重点計画」に基づき、関係府省と連
携し、取組を推進。【防災、科技、警、
⾦融、デジ、総、⽂、厚、農、経、国、
環】 

・スーパーシティ型国家戦略特区及びデ
ジタル⽥園健康特区の指定を契機と
して、データ連携等を通じた先端的サ
ービスの実装を更に推進。【地創、関係
府省】 

・引き続き、関係府省合同でスマートシ
ティ関連事業の実施地域を選定する
など、スマートシティの実装・普及を
促進。また、スマートシティ実装に向
けた課題検討を⾏い、スマートシテ
ィ・ガイドブックを改訂するととも
に、スマートシティ官⺠連携プラット
フォーム等を通じ、取組の全国への横
展開を図る。【科技、関係府省】 

 
③ データガバナンスルールなどの信頼性のあるデータ流通環境の構築 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇データ流通を促進するための環境整

備（情報銀⾏、データ取引市場等）の
現状・課題やそのルール等について、
2021年度内に検討を⾏い、結論を得
る。【ＩＴ、知財、科技、個⼈、総、経】 

・「包括的データ戦略」を2021年６⽉に策
定。 

・「包括的データ戦略」で⽰した「データ
取引市場のコンセプト」に基づき成⽴
要件を検討。 

・準公共分野のプラットフォームと情報
銀⾏の連携を⾒据え、情報銀⾏におけ
る地⽅公共団体の保有データの活⽤
等につき検討。 

・引き続き、データ取引市場の成⽴要件
の実装に向けた検討を推進。【知財、科
技、個⼈、デジ、総、経】 

・準公共分野のプラットフォームとの連
携のため、情報銀⾏が果たすべき役割
や持つべき機能等について検討を実
施。【個⼈、デジ、総、経】 

〇⺠間保有データの活⽤推進のため、デ
ータを提供する側の国⺠や企業の不
安解消、データを提供する先の組織・

・プラットフォームにデータ取扱いルー
ルを実装する際の検討の視点と⼿順
を⽰した「プラットフォームにおける

・DATA-EXや準公共等のプラットフォ
ームにおいて、「ルール実装ガイダン
ス」に則った適切なデータ取扱いルー

                                                       
56 2020年12⽉に設⽴。「DATA-EX」という名称でデータ連携に係る機能等を提供している。 
57 「統合イノベーション戦略2019」（2019年６⽉閣議決定）に基づき、スマートシティの取組を官⺠連携で加速することを⽬的に2019年８⽉

設⽴。 



32 
 

団体の信頼性向上等、⺠間保有データ
の取扱ルールの在り⽅を2021年度内
に検討する。【ＩＴ、知財、個⼈、関
係府省】 

データ取扱いルールの実装ガイダン
スver1.0」（以下「ルール実装ガイダン
ス」という。）を策定し公表。 

ル策定・運⽤をどのように担保してい
くのか検討するとともに、ルール実装
や運⽤の過程で判明する課題への対
応を通して得られる知⾒に基づき必
要に応じて「ルール実装ガイダンス」
を更新。【知財、個⼈、デジ、関係府省】 

○データ社会全体を⽀える本⼈認証や
データの真正性確保など、各種トラス
トサービスの検討について、2021年度
中に解決の⽅向性を⽰し、2025年度ま
でに可能なものから順次、整備してい
く。【ＩＴ、総、経】 

・データ戦略推進ワーキンググループの
下に、「トラストを確保したＤＸ推進
サブワーキンググループ」を設置し、
トラスト基盤の確保に向けて、トラス
トニーズの把握、トラストに関わるア
シュアランスレベルの整理を実施。 

・今後、トラストポリシーの基本⽅針の
取りまとめを⾏った上で、⾏政でのト
ラストサービスの活⽤を推進すると
ともに、⺠間の⼿続・取引に関するマ
ルチステークホルダーでの議論等を
進め、2020年代早期のトラスト基盤の
実装を⽬指す。【デジ、総、経】 

 
④ デジタル社会に対応した次世代インフラやデータ・ＡＩ利活⽤技術の整備・研究開発 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○国⼟全体に網の⽬のように張り巡ら

された、省電⼒、⾼信頼、低遅延など
の⾯でデータやＡＩの活⽤に適した
次世代社会インフラを実現する。この
ため、５Ｇ/光ファイバの整備を進め、
５Ｇについては、2023年度末には98％
の地域をカバーし、光ファイバについ
ては、2021年度末には未整備世帯数が
約17万世帯に減少すると⾒込まれる。
さらに、宇宙システム（測位・通信・
観測等）、地理空間（Ｇ空間）情報、Ｓ
ＩＮＥＴ、ＨＰＣ（High-Performance 
Computing）を含む次世代コンピュー
ティング技術のソフト・ハード⾯での
開発・整備、量⼦技術、半導体、ポス
ト５GやBeyond 5Gの研究開発に取り
組む。【地理空間、宇宙、総、⽂、経】 

・５Ｇ基盤展開率は、2023年度末98％を
達成に向けて順調に推移。安全・安⼼
な５Ｇシステムの普及促進を⽬的と
した５Ｇ促進法・５Ｇ導⼊促進税制に
ついては、2020年８⽉より開発供給計
画及び導⼊計画の認定申請の受付を
開始し、認定を推進。 

・光ファイバは、2021年度末に未整備世
帯数が約17万世帯に減少⾒込み。 

・Beyond 5Gについては、ＮＩＣＴへの
基⾦の設置及び共⽤の研究施設・設備
の整備を通じ、企業、⼤学等における
研究開発を⽀援。 

・Beyond 5Gに向けて我が国の国際競争
⼒の強化等を図るため、情報通信審議
会において、我が国が注⼒すべき研究
開発課題やその推進⽅策を含む新た
な情報通信技術戦略を検討中。 

・第３期地理空間情報活⽤推進基本計画
(2017年３⽉24⽇閣議決定)に基づき、
各施策を推進。また、第４期地理空間
情報活⽤推進基本計画(2022年３⽉18
⽇閣議決定)において、第６期基本計画
との連携を図り、研究開発を戦略的に
推進する旨を明記。 

・ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化
研究開発事業については、これまで57
件・採択し、研究開発を推進。 

・ＧａＮ等の次世代パワー半導体を⽤い
た、パワエレ機器等の実⽤化に向けた
トータルシステムとしての⼀体的な
研究開発を推進。また、2035年〜2040
年頃の社会で求められる全く新しい
半導体集積回路をアカデミアにおい
て創⽣することを⽬指し、新しい原理
や材料を活⽤した挑戦的な研究開発
及び⼈材育成を⾏う拠点形成を推進。 

・「デジタル⽥園都市国家構想」の実現に
向けて、５Ｇ整備を全国で⼀体的に加
速できるように取り組む。また、ロー
カル５Ｇは社会課題解決や事業⾰新
等に向け導⼊を後押しする観点から
⾒直す。さらに、５Ｇ⼈⼝カバー率を
2023年度末までに全国95％まで⾼め
る。【総】 

・光ファイバの世帯カバー率を2027年度
末までに99.9％（未整備世帯約５万世
帯）とすることを⽬指す。【総】 

・Beyond 5Gの実現に必要な要素技術を
確⽴するため、引き続き、ＮＩＣＴに
設置した基⾦及び共⽤研究施設・設備
を活⽤し、企業、⼤学等における研究
開発を⽀援。また、上記基⾦を活⽤し
た取組と密接な連携を図りつつ、企
業、⼤学等への公募型研究開発を実
施。【総】 

・Beyond 5Gの技術開発を我が国がリー
ドし、通信インフラの超⾼速化・省電
⼒化、陸海空の通信カバレッジ拡張等
を実現するため、新たな情報通信技術
戦略を2022年度中に取りまとめ、同戦
略に基づき、光ネットワーク技術、光
電融合技術、衛星・ＨＡＰＳネットワ
ーク技術等の研究開発及びその成果
の2025年以降順次の社会実装、国際共
同研究及び国際標準化を強⼒に推進。
【総】 

・第４期地理空間情報活⽤推進基本計画
（2022年３⽉18⽇閣議決定）に基づき
事業を着実に実施。【地理空間】 

・ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化
研究開発事業においては、ポスト５Ｇ
情報通信システムや、同システムで⽤
いられる半導体等の関連技術、先端的
なロジック半導体の製造技術等の開
発を推進。【科技、⽂、経】 

・産総研の次世代コンピューティング基
盤開発拠点において技術開発戦略を
策定し、拠点としての試作機能を活⽤
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しつつ産学官連携の下に開発を推進。
【科技、総、経】 

・引き続き、「半導体・デジタル産業戦略」
等を踏まえつつ、超省エネ・⾼性能な
パワーエレクトロニクス機器の創出
の実現を⽬指した⼀体的な研究開発
や、次世代の半導体集積回路の創⽣に
向けたアカデミアにおける中核的な
拠点の形成を推進。【科技、総、⽂、経】 

〇ポスト５Ｇシステムや当該システム
で⽤いられる半導体の開発とともに、
Beyond 5Gの実現に向け、2025年頃か
ら順次要素技術を確⽴するため、研究
開発基⾦の活⽤などにより、官⺠の英
知を結集した研究開発を促進する。
【総、経】 

・Beyond 5Gについては、ＮＩＣＴへの
基⾦の設置及び共⽤の研究施設・設備
の整備を通じ、企業、⼤学等における
研究開発を⽀援。 

・Beyond 5Gに向けて我が国の国際競争
⼒の強化等を図るため、情報通信審議
会において、我が国が注⼒すべき研究
開発課題やその推進⽅策を含む新た
な情報通信技術戦略を検討中。 

・「Beyond 5G新経営戦略センター」の活
動に対する提案公募を踏まえ、セミナ
ー等を通じた情報発信、デジタル分野
の⾼等教育機関を対象とするハッカ
ソンイベントの実施、知財・標準化戦
略を含めた企業経営戦略を担う⼈材
を育成するためのワークショップの
開催等を実施。 

・⽶国と連携した国際共同研究に関し
て、新規課題を採択し、研究開発を実
施中。 

・ＥＵと連携した国際共同研究に関して
は、研究開発を継続実施中。 

・Beyond 5Gの実現に必要な要素技術を
確⽴するため、引き続き、ＮＩＣＴに
設置した基⾦及び共⽤研究施設・設備
を活⽤し、企業、⼤学等における研究
開発を⽀援。また、Beyond 5G研究開
発を加速させるため、上記基⾦を活⽤
した取組と密接な連携を図りつつ、企
業、⼤学等への公募型研究開発を実
施。（再掲）【総】 

・Beyond 5Gの技術開発を我が国がリー
ドし、通信インフラの超⾼速化・省電
⼒化、陸海空の通信カバレッジ拡張等
を実現するため、新たな情報通信技術
戦略を2022年度中に取りまとめ、同戦
略に基づき、光ネットワーク技術、光
電融合技術、衛星・ＨＡＰＳネットワ
ーク技術等の研究開発及びその成果
の2025年以降順次の社会実装、国際共
同研究及び国際標準化を強⼒に推進。
（再掲）【総】 

・ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化
研究開発事業においては、ポスト５Ｇ
情報通信システムや、同システムで⽤
いられる半導体等の関連技術、先端的
なロジック半導体の製造技術等の開
発を推進。（再掲）【経】 

・「Beyond 5G新経営戦略センター」を核
として、提案公募の結果を踏まえたセ
ミナーの開催や各種情報提供の強化
等の知的財産権の取得や国際標準化
に向けた取組を推進。【総】 

・国際標準化活動を研究開発の初期段階
から推進するため、戦略的パートナー
である国・地域との国際共同研究を実
施。【総】 

〇次世代インフラやデータ、ＡＩを徹底
的に活⽤し、⼀⼈ひとりに寄り添った
サービスを提供するため、「ＡＩ戦略 
2019」に定める中核基盤研究開発に取
り組む。【科技、総、⽂、経】 

・「ＡＩ戦略2021」にて更新した中核基盤
研究開発の計画に基づき、基盤的・総
合的な研究開発を実施し、以下のよう
な成果を創出。 
- 部分的に解明が進んでいる深層学習

の理論を融合し、統合的な理論解明
に着⼿するとともに、現在の学習技
術の限界を打破する新しいアルゴリ
ズム構築を実施。 

- ⽂より短い翻訳単位や省略補完を表
現した同時通訳特有のＡＩ学習⽤⾔
語情報データの⼩規模なプロトタイ
プに基づき、連続的な⼊⼒を⽂より
短い翻訳単位に分割するアルゴリズ
ムを開発して実験システムに実装

・「ＡＩ戦略2022」に基づき、中核研究開
発の更なる推進。【科技、総、⽂、経】 
- 機械学習技術の信頼性向上に向け

て、深層学習の汎化、最適化の原理
の理論的解明を更に推進。 

- 2025年の⼤阪・関⻄万博を⾒据えて、
ＡＩにより会話の⽂脈や話者の意
図を補完した実⽤レベルの多⾔語
同時通訳を実現するための研究開
発を実施。 

- 産業構造を⾰新する挑戦的な知識
融合型ＡＩ技術の開発を推進する
とともに、企業内の実問題解決を通
じ次世代ＡＩ技術の企業への橋渡
しを担う⾼度ＡＩ⼈材の育成に向
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し、有効性を確認。 
- ＡＩの特徴抽出能⼒と医師が持つ⾼

度な専⾨知識を組み合わせ、診断根
拠を説明可能とするとともに、医師
がＡＩの再学習を⽀えるヒューマン
インザループにより精度の向上を図
る病理診断⽤ＡＩモデルを開発。 

- ＡＩ関連中核センター群が連携し、
①３センターの研究者が⼀堂に会す
る議論を複数回設け、共通の興味分
野として「データ駆動型ＡＩ研究」及
び「エッジＡＩ」を特定。②⼈⼯知能
ＥＸＰＯ秋展にて中核センター群が
最先端のＡＩ研究の取組状況、及び
今後強化していくべき領域を⽰すこ
とで我が国のＡＩ研究開発を積極的
に牽引。③「脳情報を活⽤し知覚情報
を推定するＡＩ技術等の社会受容性
確保に向けた調査研究検討会」を設
置し、脳情報解読技術のＥＬＳＩ に
関するガイドラインの作成検討を開
始。 

けた取組を検討。 
- ＡＩ関連中核センター群が連携し

て我が国のＡＩ研究開発を牽引す
ると同時に、脳情報解読技術のＥＬ
ＳＩに関するガイドラインを作成
するなどの倫理的な検討を推進。 

 
⑤ デジタル社会を担う⼈材育成 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇デジタル社会を担う⼈材が輩出・採⽤

され、社会で活躍できるよう、産学官
が連携し、デジタル社会の基盤となる
ような知識・能⼒を教育する体制を更
に充実させるため、2021年度より、⼤
学と政府や産業界等との対話を加速
し、統計学の専⾨教員の早期育成体制
整備、数理・データサイエンス・ＡＩ
教育プログラム認定制度の普及⽅策
や、インターンシップ、ＰＢＬ等も活
⽤した学修成果を重視する教育の推
進を通じて、雇⽤・採⽤の在り⽅と⾼
等教育が提供する学びのマッチング
について、共通認識を醸成する。【Ｉ
Ｔ、内閣⼈事局、⼈、⽂、経】 

・「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プ
ログラム認定制度」において⼤学等で
実施するリテラシーレベルの教育プ
ログラム78件を認定。説明会等を通
じ、認定した教育プログラムの取組紹
介や、本制度の周知を実施。 

・統計学に関する専⾨教員の早期育成体
制の整備に関して、統計エキスパート
⼈材育成プロジェクトの公募を実施
し、⼤学共同利⽤機関法⼈情報・シス
テム研究機構統計数理研究所を中核
機関としたコンソーシアムを選定し
て事業を開始。 

・ジョブ型研究インターンシップを推進
するための⼤学と企業から構成され
る「ジョブ型研究インターンシップ推
進協議会」を設⽴し、博⼠後期課程学
⽣ の ⻑ 期 有 給 イ ン タ ー ン シ ッ プ を
2022年１⽉から実施。 

・リテラシーレベル及び応⽤基礎レベル
の数理・データサイエンス・ＡＩ教育
の普及・展開や、当該教育分野を牽引
するエキスパート層の育成において、
中⼼的役割を担う拠点⼤学を選定。 

・政府職員を対象としたＡＩ教育プログ
ラムコンテンツを作成し、デジタル庁
の情報システム統⼀研修の中に「ＡＩ
リテラシー」コースとして新設し、
2022年１⽉より受講運⽤を開始。 

・「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プ
ログラム認定制度」の着実な運⽤を通
じ、⼤学等における優れた教育プログ
ラムの認定を毎年実施するとともに、
本制度の周知・普及を推進。【内閣⼈事
局、デジ、⽂、経、⼈】 

・「統計エキスパート⼈材育成プロジェ
クト」を継続的かつ着実に実施。【⽂】 

・ジョブ型研究インターンシップに参加
する学⽣の増加に向けた取組を実施。
【⽂】 

・全国の⼤学・⾼等専⾨学校における数
理・データサイエンス・ＡＩ教育の普
及・展開の更なる推進とともに、我が
国の当該教育分野を牽引するエキス
パート層の育成に向けた国際競争⼒
のある博⼠課程教育改⾰や、⼤学院教
育におけるダブルメジャーを推進。ま
た、各地域の地元企業や地⽅公共団体
と⼤学等が協働し、地域におけるデジ
タル⼈材育成を促進。【⽂、経】 

・国の⾏政機関の全職員を対象とした研
修実施に向け検討。【科技】 
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⑥ デジタル社会の在り⽅に関する国際社会への貢献 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇データ流通に関するグローバルな枠

組みを構築するため、データ品質、プ
ライバシー、セキュリティ、インフラ
等の相互信頼やルール、標準等、国際
的なデータ流通を促進する上での課
題について、2021年度までに⽅向性を
⽰し、解決に向けた⽅策を実⾏する。
【内閣官房、ＩＴ、知財、個⼈、総、
外、経】 

・2021年６⽉に包括的データ戦略を策
定。 

・データ流通に関連する国際的なルー
ル、相互運⽤性を確保する枠組み作り
や討議等を通じ、提唱国として「信頼
性のある⾃由なデータ流通（ＤＦＦ
Ｔ）」の具体的な枠組み作りを検討す
るため、引き続き関係府省と連携し、
検討を推進。【デジタル市場、知財、個
⼈、デジ、総、外、経】 

〇デジタル社会の在り⽅等に関する国
際的な対話を促進するため、上記の取
組を通じて得られたグッドプラクテ
ィス等の成果をＯＥＣＤ等の国際場
裡に提供するとともに、2023年に⽇本
が開催国を務めるＧ７58やＩＧＦ59等
における成果に反映することを通じ
て、国際的な議論を牽引する。【ＩＴ、
科技、総、外、経】 

・内閣府は、データ連携基盤の構築に関
する取組を通じて得られた技術的成
果等を踏まえつつ、関係府省との連携
の下、デジタル社会の在り⽅に関する
国際的な議論への対応等について検
討。 

・デジタル庁及び前⾝の内閣官房ＩＴ総
合戦略室は、2021年中に以下の会議に
出席し、ＤＦＦＴの具体化を推進。 
-2021年４⽉：WEF主催第１回グロー
バル技術ガバナンス・サミット 

-2021年５⽉：エストニア・e-ガバナン
ス会議 

-2021年７⽉：エストニア・フレンズ国
際会合 

-2021年７⽉：シンガポール・アジアテ
ック・サミット 

-2021年７⽉：サイバーセキュリティ
に関するナリッジ・サミット 

-2021年９⽉：タリン・デジタルサミッ
ト2021  

-2021年９⽉：デジタル政府交流2021
年次総会 

-2021年９⽉：オープン・ペポル交流サ
ミット2021 

-2021年９⽉：ＩＣＡ（⾏政における情
報技術の利⽤に関する国際会議）年
次総会 

-2021年10⽉：ＯＥＣＤ公共ガバナン
ス委員会E-Leaders（上級デジタル政
府官吏作業部会） 

-2021年11⽉：Ｇ７Future Tech Forum 

・2023年のＧ７⽇本議⻑年を⾒据え、信
頼性のある情報の⾃由かつ安全な流
通の確保を検討するため、引き続き関
係府省やデータに対する基本的考え
⽅、理念を共有する国々と連携し、検
討を推進。【科技、デジ、総、外、経】 

〇2025年に開催される⼤阪・関⻄万博に
おいて、「2025年に開催される国際博
覧会（⼤阪・関⻄万博）の準備及び運
営に関する施策の推進を図るための
基本⽅針60」を踏まえ、データやＡＩを
活⽤してSociety 5.0を体現する。これ
により、広く国内外に我が国の実装⼒
をアピールし、海外からの投資を呼び
込む。【万博、科技、総、経】 

・2021年12⽉に決定した「2025年⼤阪・
関⻄万博アクションプランVer.1」にお
いて、ＳＩＰ、ムーンショット型研究
開発制度等の科学技術分野の取組を
掲載。 

・基本⽅針に位置付けられた取組の実現
に向け、2025年にはＡＩによる同時通
訳等を実現するため、対応⾔語の拡⼤
や更なる翻訳精度の向上等の研究開
発を2020年から継続中。同研究開発の

・基本⽅針、アクションプラン等を踏ま
えた取組の具体化について引き続き
検討を推進。【万博、科技、総、経】 

・基本⽅針に位置付けられた取組の実現
に向け、2025年にはＡＩによる同時通
訳等を実現するため、対応⾔語の拡⼤
や更なる翻訳精度の向上等の研究開
発、万博を⾒据えたフィールド実証を
2022年度も継続。【総】 

                                                       
58 2023年に⽇本で開催予定のＧ７サミット。 
59 2023年に⽇本で開催予定の国連インターネットガバナンスフォーラム。 
60 「2025年に開催される国際博覧会（⼤阪・関⻄万博）の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本⽅針について」2020年12⽉21⽇

閣議決定 
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⼀環として、万博を⾒据えたフィール
ド実証等を2021年度に実施。 

 
⑦ 新たな政策的課題 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇デジタル化を巡る社会状況の変化が

激しい中、国境を越えたデータ活⽤促
進⽅策、官⺠におけるデジタルツイン
構築の促進⽅策、世界の⾼度⼈材を⽇
本へ引き付ける⽅策や社会受容を政
策へ反映する⽅策などについて、エビ
デンスを⽤いながら常に状況に応じ
て計画を⾒直すため、2023年度までを
⽬途に、政策の評価、⾒直しを⾏い、
新たに講ずべき政策を検討する。【Ｉ
Ｔ、科技】 

・2022年４⽉に「ＡＩ戦略2022」を策定。 
・2021年６⽉に「包括的データ戦略」を

策定。 

・ＤＦＦＴへの対応等、関係府省の議論
の動向を踏まえつつ、ＡＩ戦略、包括
的データ戦略等に基づく各種の取組
を通じて実施を⽬指す。【科技】 

・引き続き、包括的データ戦略に基づく
各種施策を推進。【デジ】 
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（２）地球規模課題の克服に向けた社会変⾰と⾮連続なイノベーションの推進 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、2050年カーボンニュートラルを実現する。
また、健全で効率的な廃棄物処理及び資源の⾼度な循環利⽤による循環経済を実現する。これらの実現に向
けた対応が、グリーン産業の発展を通じた経済成⻑へとつながることで、世界をリードし、経済と環境の好
循環が⽣み出されるような社会を⽬指す。 

そのためには、国⺠のライフスタイル、産業構造や経済社会全般の変⾰及び社会的な課題の解決を⽬指す
ための「脱炭素社会」、「循環経済」、「分散型社会」への三つの移⾏による経済社会の再設計（リデザイン）
とともに、⾮連続なイノベーションが不可⽋であり、⾼い⽬標とビジョンを掲げ、それに向かって産学官が
⼀体となって、まずは2030年に向けて総⼒を挙げて幅広く取り組むことが必要である。 

こうした観点から、カーボンニュートラルの実現に向けては、グリーンイノベーション戦略推進会議など
の議論をもとに、省エネルギーの徹底、電化の促進と電⼒の脱炭素化（再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊
に向けた技術の加速度的普及、安全最優先での原⼦⼒利⽤）を進めるとともに、次世代型太陽電池、ＣＣＵ
Ｓ/カーボンリサイクル、⽔素等の⾰新的イノベーションを強⼒に推進する。その際、技術導⼊、社会実装
を促すべく、国⺠のライフスタイルの脱炭素化の促進、ゼロカーボンシティの実現・拡⼤と国⺠理解の醸成
を図るとともに、必要な制度・基準などの仕組みも検討する。 

加えて、こうした我が国の取組について、積極的な国際発信を⾏い、⽇本のプレゼンス向上を図ること
で、世界各国の研究機関の英知を結集し、国際共同研究の推進、サプライチェーン等の構築を⽬指すととも
に、エネルギー・環境関連事業への投資の国内への取り込みや企業活動の積極的な⾒える化を促進する。 

また、循環経済の実現に向けて、廃棄物の処理・適正管理に加え、代替素材の開発などのイノベーション
を促進していくべく、製品の⻑寿命化や資源の⻑期的保全・維持、廃棄物の発⽣の最⼩化などを進める。ま
た、各地域が⾃然資源や⽣態系サービス等の地域資源を⽣かして⾃⽴・分散型の社会を形成し、地域の特性
に応じて補完し、⽀え合う「地域循環共⽣圏」を創造しつつ、持続可能な地域づくりや国⺠のライフスタイ
ルの転換を促進する。 
 
【⽬標】 
・ 地球規模課題が深刻化する中で、我が国の温室効果ガス排出量を2050年までに実質ゼロとし、世界の

カーボンニュートラルを牽引するとともに、循環経済への移⾏を進めることで、気候変動をはじめとす
る環境問題の克服に貢献し、ＳＤＧｓを踏まえた持続可能性が確保される。 

 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ 我が国の温室効果ガス排出量：実質ゼロ（2050年） 
・ 資源⽣産性：約49万円/トン（2025年度） 
・ 循環型社会ビジネスの市場規模： 2000年度の約2倍（2025年度）61 62 

 
 

                                                       
61 循環型社会ビジネスの市場規模：約40兆円（2000年度） 
62 なお、2021年度成⻑戦略フォローアップ⼯程表においては、サーキュラーエコノミー関連ビジネスの市場規模を2030年度までに80兆円以上

を⽬指すこととしている。 
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【現状データ】（参考指標）  
・ ⾰新的環境イノベーション戦略（イノベーション・アクションプラン、アクセラレーションプラン、 

ゼロエミッション・イニシアティブズ）63の進捗状況 
・ ゼロカーボンシティ数：696地⽅公共団体（2022年４⽉28⽇） 
・ 環境分野の研究開発費：10,525億円（2020年度）64 
・ エネルギー分野の研究開発費：9,955億円（2020年度）65 
・ RE100加盟企業数66（⽇本）：66社 （2022年３⽉31⽇）67 
・ 温室効果ガス排出量：11億5,000万トン（2020年度（確報値））68 
・ ⽇本における平均気温上昇度：100年当たり1.28℃（1898年から2021年の間）69 
・ 資源⽣産性：約43.6万円／トン（2019年度）70 71 72 
・ 循環型社会ビジネスの市場規模：約53.7兆円（2019年度）73 
 
① ⾰新的環境イノベーション技術の研究開発・低コスト化の促進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇「⾰新的環境イノベーション戦略」に

ついて、グローバルな状況を踏まえ、
イノベーション・ダッシュボード、ア
クセラレーションプラン、東京ビヨン
ド・ゼロ・ウィークを適時適切に⾒直
し、産学官が⼀体となって着実に推進
する。また、カーボンニュートラルを
⽬指す上で不可⽋な分野について、①
年限を明確化した⽬標、②研究開発・
実証、③規制改⾰や標準化などの制度
整備、④国際連携などを盛り込んだ
「2050年カーボンニュートラルに伴
うグリーン成⻑戦略74」を踏まえて、⾰
新的な技術開発に対する継続的な⽀
援を⾏う基⾦事業等を活⽤し、⾰新的
技術の社会実装を推進する。【科技、

・「⾰新的環境イノベーション戦略」及び
「2050年カーボンニュートラルに伴
うグリーン成⻑戦略」について、関係
府省と連携を図りながら、グリーンイ
ノベーション戦略推進会議において、
⼀体的にフォローアップを実施。 

・「グリーンイノベーション基⾦」につい
ては、⽀援対象とするプロジェクトに
ついて、産構審のワーキンググループ
での議論等を経て組成し、ＮＥＤＯに
おける実施者の公募を経て、順次事業
を開始。 

・カーボンニュートラル達成に向けた技
術⾰新を⽀える基礎・基盤的な研究開
発を推進。 

・ＣＯＰ26、エネルギー憲章会議第32回

・グリーンイノベーション戦略推進会議
等において、グリーン成⻑戦略や⾰新
的環境イノベーション戦略を着実に
推進。【科技、総、⽂、農、経、国、環】 

・グリーンイノベーション基⾦で実施中
のプロジェクトについて、定期的にモ
ニタリングを⾏うとともに、既存プロ
ジェクトの加速・拡充や新規プロジェ
クトの組成等についても推進。【科技、
総、⽂、農、経、国、環】 

・カーボンニュートラル達成に向け、我
が国が強みをもつ研究開発領域のポ
テンシャルを最⼤限活⽤し、貢献する
ため、次世代の半導体、蓄電池や、⽔
素技術等の重要技術に係るアカデミ
アの拠点形成や幅広い新規技術の掘

                                                       
63 ⾰新的環境イノベーション戦略（2020年１⽉21⽇統合イノベーション戦略推進会議決定）は、①16の技術課題について、具体的なコスト⽬

標等を明記した「イノベーション・アクションプラン」、②これらを実現するための、研究体制や投資促進策を⽰した「アクセラレーション
プラン」、③社会実装に向けて、グローバルリーダーとともに発信し共創していく「ゼロエミッション・イニシアティブズ(東京ビヨンド・
ゼロ・ウィーク)」から構成。「イノベーション・アクションプラン」の検討は「イノベーション・ダッシュボード」として随時公表。 

64 総務省「2021年科学技術研究調査結果」（2021年12⽉） 
65 総務省「2021年科学技術研究調査結果」（2021年12⽉） 
66 使⽤電⼒を100%再⽣可能エネルギーにする事を⽬標に掲げて取り組んでいる企業。 
67 RE100ホームページ（http://there100.org/）より作成。 
68 2020年度の温室効果ガス排出量（確報値）について（2022年４⽉15⽇環境省発表） 
69 気象庁「気候変動監視レポート2021」（2022年）https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/index.html 
70 資源⽣産性＝ＧＤＰ / 天然資源等投⼊量。 

天然資源等投⼊量とは国産・輸⼊天然資源及び輸⼊製品の合計量（ＤＭＩ:Direct Material Input）を指し、資源⽣産性は⼀定量当たりの天然
資源等投⼊量から⽣み出される実質国内総⽣産（実質ＧＤＰ）を算出することによって、各産業がより少ない天然資源で⽣産活動を向上さ
せているかや⼈々の⽣活がいかに物を有効に使っているかなどより少ない天然資源でどれだけ⼤きな豊かさを⽣み出しているかを総合的に
表す指標。なお、国際⽐較の際には、産業構造の違い等にも留意が必要。 

71 ⾦属のリサイクル原料の処理量：倍増（2030年度） 
72 １年間の⾷品ロス量：400万トン以下（2030年度） 
73 環境省「令和２年度 環境産業の市場規模・雇⽤規模等に関する報告書」（2021年６⽉24⽇公表） 
74 2020年12⽉25⽇成⻑戦略会議にて公表。 
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総、⽂、農、経、国、環】 会合、ＩＲＥＮＡ第12回総会等の国際
会議で、脱炭素化に向けた我が国の取
組を発信。 

・エネルギー移⾏やグリーン成⻑のため
のイノベーションに関する技術開発
協⼒等を⽬的として、2021年４⽉の⽇
⽶⾸脳会談において「⽇⽶気候パート
ナーシップ」に、2021年５⽉の⽇ＥＵ
定期⾸脳協議において「⽇ＥＵグリー
ン・アライアンス」の⽴上げに合意。 

り起こしを⾏うなど、基礎研究及び⼈
材育成に係るアカデミアの取組をよ
り⼀層促進。【⽂】 

・2030年度46%削減⽬標、2050年カーボ
ンニュートラルの⽬標実現に向けた
我が国の取組の発信を継続。【外、環】 

・⽇⽶気候パートナーシップ及び⽇ＥＵ
グリーン・アライアンスの下、エネル
ギー移⾏やグリーン成⻑のためのイ
ノベーションに関する技術開発協⼒
等を推進。【外、経、環】 

〇都市間・分野間のデータの相互接続性
やシステムの拡張性が保たれるよう
「スマートシティリファレンスアー
キテクチャ」を参照しつつ各地域にお
ける都市ＯＳ（データ連携基盤）の実
装を加速化する。また、ゼロカーボン
シティを表明した地⽅公共団体等に
おいて、多種多様なビッグデータを⽤
いた気候変動対策が⾏われるよう、ゼ
ロカーボンシティの取組の進展に資
する⽀援を2021年度から開始する。
【科技、総、⽂、農、経、国、環】 

・全国の地⽅公共団体や地域における都
市ＯＳ実装、スマートシティ化を推
進。スマートシティの実装数（技術の
実装や分野間でデータを連携・接続す
る地⽅公共団体・地域団体数）：33地域
（2021年３⽉） 

・ゼロカーボンシティの取組の進展に資
する⽀援を実施。ゼロカーボンシティ
数：696地⽅公共団体（2022年４⽉28
⽇） 

・2050年⼆酸化炭素排出実質ゼロを⽬標
として設定している地⽅公共団体実
⾏計画（区域施策編）を策定した地⽅
公共団体数：36団体75 

・スーパーシティ／スマートシティにお
けるデータ連携基盤の在り⽅等に関
する検討等を踏まえつつ、「スマート
シティ・ガイドブック」を活⽤し、全
国の地⽅公共団体や地域における都
市ＯＳ実装、スマートシティ化を推
進。【科技、総、⽂、農、経、国、環】 

・ゼロカーボンシティを表明した地⽅公
共団体等において、再エネや省エネ設
備導⼊といった気候変動対策が⾏わ
れるよう、多種多様なデータを⽤いた
地域の脱炭素化に向けた計画策定⽀
援等のゼロカーボンシティの取組の
進展に資する⽀援を実施。【環】 

〇ムーン ショ ット型研 究開 発制度の
2050年⽬標（「地球環境再⽣に向けた
持続可能な資源循環を実現」及び「未
利⽤の⽣物機能等のフル活⽤により、
地球規模でムリ・ムダのない持続的な
⾷料供給産業を創出」）の達成に向け、
必要な研究開発を加速するとともに、
社会実装に向けた道筋を明確化する。
【科技、農、経】 

・環境、農業関連の⽬標達成に向け、2021
年度補正予算により、既存プロジェク
トを強化・加速。 

・環境関連の新規プロジェクトを2022年
秋頃に採択予定。 

・農業関連のＦＳプロジェクトのうち有
望なものを本格実施に移⾏。 

・研究開発開始後３年⽬の2022年度にス
テージゲートを外部評価に基づき実
施し、プロジェクト⽅向性を⾒直す予
定。【科技、農、経】 

・既存のプロジェクトの推進に加え、
2021年度補正予算により措置した既
存プロジェクトの強化・加速及び新規
プロジェクトを着実に推進。【科技、
農、経】 

〇国際社会と協働しつつ、産総研ゼロエ
ミッション国際共同研究センター、次
世代エネルギー基盤研究拠点、東京湾
岸イノベーションエリア等の「⾰新的
グローバル研究拠点」の機能を強化
し、国内外の⼈材や知の交流を活性化
する。【⽂、経】     

・2020年１⽉に設置した産総研ゼロエミ
ッション国際共同開発センターにお
いて、2022年１⽉時点で61件の国際連
携体制を構築。 

・2021年10⽉に３回⽬となるＲＤ20リ
ーダーズ会合を開催。 

・我が国の研究機関等が、先進的な技術・
研究資源を有する諸外国の研究機関
等と連携することによる、⾰新的なク
リーンエネルギー技術の国際的な共
同研究開発を2021年度も実施。 

・産総研ゼロエミッション国際共同研究
センターを中核として、具体的な国際
共同研究を推進。【経】 

・2022年10⽉に４回⽬となるＲＤ20を
開催予定。【経】 

・クリーンエネルギー分野における⾰新
的 技 術 の 国 際 共 同 研 究 開 発 事 業 を
2022年度も継続。【経】 

○2050年カーボンニュートラルの実現
や、国際的なルールメイキングへの積
極的関与も含めた「みどりの⾷料シス
テム戦略」を2021年５⽉までに策定す
る。同戦略において、新たな農林⽔産
政策の展開を検討し、2050年に⽬指す
姿を⽰した上で、⾷料・農林⽔産業の
⽣産⼒向上と持続性の両⽴をイノベ
ーションで実現する。【農、関係府省】 

・2021年５⽉に「みどりの⾷料システム
戦略」を策定。同戦略で掲げられた14
のＫＰＩについて、2021年12⽉の同戦
略本部において、フォローアップを実
施。 

・「環境と調和のとれた⾷料システムの
確⽴のための環境負荷低減事業活動
の促進等に関する法律（みどりの⾷料
システム法）」が第208回国会で成⽴
（2022年４⽉22⽇）。 

・2022年度予算では、「みどりの⾷料シス

・「みどりの⾷料システム戦略」に基づ
き、調達から消費のサプライチェーン
全体について、①温室効果ガスの削
減、②化学農薬・化学肥料の使⽤量の
低減、③労⼒軽減・⽣産性向上、④地
域資源の最⼤活⽤の観点から⽬指す
姿とした、14のＫＰＩについて、同戦
略本部において、毎年フォローアップ
を実施。【農、関係府省】 

・みどりの⾷料システム法に基づき、サ
プライチェーンの各段階における⽣

                                                       
75 地⽅公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施⾏状況調査より（2021年10⽉１⽇時点） 
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テム戦略推進総合対策」、「みどりの⾷
料システム戦略実現技術開発・実証事
業」等の各種取組を後押しするための
予算を新たに確保。 

・近年（直近10年程度）開発された技術
で、みどりの⾷料システム戦略で掲げ
た各⽬標の達成に貢献し得る、現場へ
の普及が期待される技術をまとめ、
2022年１⽉に『「みどりの⾷料システ
ム戦略」技術カタログ〜現在普及可能
な新技術〜』として公表。 

・2021年９⽉に開催された国連⾷料シス
テムサミットの⼀連の会合において
同戦略の取組や考えを積極的に発信。 

・サミットの成果物である、国連事務総
⻑の⾏動宣⾔に、イノベーションの重
要性等、我が国の主張を反映。 

・同年12⽉の東京栄養サミットでは、
2030年までに栄養不良を終わらせる
ために今後取り組むべき具体的な⽅
向性を提⽰。 

産⼒と持続性の⼤幅な向上をイノベ
ーションにより実現するための関係
施策を推進。【農、関係府省】 

・同戦略について、アジアモンスーン地
域の持続的な⾷料システムの取組モ
デルとして、国際会議等において、引
き続き我が国から打ち出し、国際ルー
ルメイキングに参画。【農、関係府省】 

・同戦略に資する国際連携の体制整備と
して、国際農林⽔産業研究センターに
「国際科学諮問委員会」等を設置。
【農、関係府省】 

・同戦略の取組や考えに基づき、東南ア
ジア各国等と連携を強化し、イノベー
ション等、同地域の持続可能な農業・
⾷料システム構築の取組を推進。【農、
関係府省】 

 

○循環経済への移⾏に向けて、環境配慮
型の設計推進、使⽤済製品の選別効率
化等の⾼度リサイクル基盤技術開発、
海洋⽣分解性プラスチック等環境負
荷の低い⾰新素材の研究開発やイノ
ベーション推進のための投資等を推
進する。【⽂、経、環】  

・海洋⽣分解性プラスチック開発・導⼊
普及のため、将来的に求められる⽤途
や需要に応えるための新たな技術・素
材の開発に向けて、研究開発の追加公
募を実施。既に実施中の研究開発案件
については、実⽤化の⾒込みが⽴った
ことから、ステージゲート審査を実施
し、補助事業へ移⾏。また、ＪＳＡと
ともに海洋⽣分解性プラスチックに
係る国際標準化について新規提案を
実施。 

・プラスチックの資源効率や資源価値を
⾼めるための技術の実⽤化に向け、Ａ
Ｉを⽤いたプラスチック⾼度選別、⾼
度材料再⽣プロセス技術、⾼い資源化
率を実現する基礎化学品化技術及び
⾼効率エネルギー循環システムの開
発を⾏い、順調に進捗。特に⾼い資源
化率を実現する基礎化学品化技術に
おいては追加公募を実施し、⽬標達成
に向けた体制を強化。 

・科学的知⾒を集積する為、海洋プラス
チックごみによる⽣物・⽣態系影響や
海洋プラスチックごみの発⽣源・発⽣
量・流出経路等の実態把握に向けた調
査研究を実施。 

・ＵＮＥＰ及びＵＮＥＰ／ＩＥＴＣへの
任意拠出⾦（補正案件）等を通じ、途
上国における海洋へのプラスチック
の流出調査・実証の⽀援事業等を実
施。 

・引き続き、海洋⽣分解性プラスチック
開発・導⼊普及に向けて、将来的に求
められる⽤途や需要に応えるための
新たな技術・素材の開発及び海洋⽣分
解性プラスチックの国際標準化提案
に向けた研究開発を推進。【経】 

・引き続き、プラスチックの資源効率や
資源価値を⾼めるための技術の実⽤
化に係る研究開発を推進。【経】 

・海洋プラスチックごみによる⽣物・⽣
態系影響や海洋プラスチックごみの
発⽣源・発⽣量・流出経路等の実態把
握については、国際的にまだ⼿法が確
⽴されていないため、我が国が⼿法の
構築に向けた各種検討や調査研究を
⾏い、科学的知⾒の集積を推進。【環】 

・「⼤阪ブルー・オーシャン・ビジョン」
の実現のための「マリーン・イニシア
ティブ」の着実な実施のため、途上国
における我が国の技術の更なる展開
等、⽀援を推進。【外】 

○気候変動は⽣物多様性劣化の要因で
ある⼀⽅、⽣物多様性の基盤となる森
林⽣態系等はＣＯ2吸収源となるなど、
相互に緊密に関係・関連していること
から、⽣物多様性保全と気候変動対策
のシナジーによるカーボンニュート
ラルの実現に向けての研究開発を⾏

・湿地等の⽣態系の保全・再⽣による流
域全体での遊⽔機能等の強化に向け
た「⽣態系機能ポテンシャルマップ」
の作成⽅法の検討を進め、作成⽅法や
活⽤⽅策等の技術的な情報をまとめ
た⾃治体職員向けの⼿引きの⾻⼦を
作成。 

・衛星データや⽣息適地モデル等を⽤い
た「⽣態系機能ポテンシャルマップ」
の作成⽅法や活⽤⽅策等の技術的な
情報をまとめた⾃治体職員向けの⼿
引きを策定し、その情報を発信。【環】 

・ＮｂＳを地域において実装するための
基本的考え⽅や施策の構築・実施に係
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い、吸収源や気候変動への適応におけ
る⽣態系機能の活⽤等を図る。【農、
国、環】  

・⾃然環境を保全・再⽣し、それによっ
て気候変動等の他の社会課題の解決
に活⽤する「⾃然を活⽤した解決策
（ＮｂＳ）」という考え⽅が近年普及
し、Ｇ７やＧ20、国連環境総会等で議
論。 

・我が国においても、⽣物多様性保全と
気候変動対策のシナジーをもたらす
取組として、地球温暖化対策計画やパ
リ協定に基づく成⻑戦略としての⻑
期戦略、気候変動適応計画にＮｂＳの
推進を位置付けており、現在検討を進
めている次期⽣物多様性国家戦略に
おいても柱として位置付け、社会実装
を推進。 

る計画⼿法の検討、⽣物多様性や⽣態
系サービスの予測・評価のためのモデ
ル構築等に関する調査検討、⽣態系の
管理⽅策に係る技術的検討等を⾏い、
国及び地域レベルでＮｂＳを実装す
るための⼿引き等となる情報を整理・
発信。【農、国、環】 

〇社会インフラ設備の省エネ化・ゼロエ
ミッション化に向けた取組や建設現
場における省エネ化に向けた⾰新的
な技術開発を推進するとともに、⾃然
環境が有する多様な機能を活⽤し、Ｃ
Ｏ2吸収源対策にも資する「グリーンイ
ンフラ」の社会実装を推進する。【国、
環】 

・グリーン社会の実現に向けた「国⼟交
通グリーンチャレンジ」を2021年７⽉
に策定。 

・産学官の多様な主体が参画する「グリ
ーンインフラ官⺠連携プラットフォ
ーム」（2020年３⽉設⽴）において、グ
リーンインフラの社会的な普及、技術
に関する調査・研究、資⾦調達⼿法の
検討等を進めるとともに、プラットフ
ォーム会員間のニーズ・シーズのマッ
チング等を通じて社会実装を推進す
る「パートナーシップ構築⽀援」を
2021年11⽉に開始。 

・「国⼟交通グリーンチャレンジ」に基づ
き、⺠間事業者と連携した技術イノベ
ーションやその実装の加速化を通じ、
脱炭素等の取組を戦略的に推進。【国】 

・グリーンインフラ技術の地域実証・実
装や、グリーンボンド等のグリーンフ
ァイナンスの導⼊促進等を通じて、地
⽅⾃治体や多様な分野の⺠間事業者
等の官⺠連携・分野横断による取組の
全国展開を計画。【国】 

・建設現場における遠隔臨場等による施
⼯の合理化を推進。【国】 

・ＣＯ2削減に資する材料については、グ
リーンイノベーション基⾦事業等と
連携し、開発した材料の現場への導⼊
を推進。【国】 

・動⼒源を抜本的に⾒直した⾰新的な建
設機械（電動、⽔素、バイオ等）の認
定制度を創設し、導⼊・普及を促進。
【国】 

・建設現場の⽣産性を向上させてＣＯ2

排出量を削減するＩＣＴ施⼯の関連
機器の技術開発の促進を図るため、⼩
規模現場への適⽤を拡⼤。【国】 

○⾼精度な気候変動予測情報の創出や、
気候変動課題の解決に貢献するため
温室効果ガス等の観測データや予測
情報などの地球環境ビッグデータの
蓄積・利活⽤を推進する。【⽂、環】 

・全ての気候変動対策の基盤となる気候
モデルの開発等を通じ、気候変動メカ
ニズムの解明やニーズを踏まえた気
候変動予測データの創出を実施。 

・パリ協定に基づくグローバルストック
テイクへの提出も⾒据え、⼤気観測と
モデル解析により、温室効果ガス動
態・収⽀をマルチスケール（都市・国・
地域・グローバル）で観測する体制の
構築に着⼿。 

・パリ協定に基づくグローバルストック
テイクへの提出も⾒据え、温暖化の現
象解明と予測精度の向上に向けて、⼤
気観測とモデル解析により、温室効果
ガス動態・収⽀をマルチスケール（都
市・国・地域・グローバル）で観測す
る体制の構築に着⼿。 

・地球観測データ等を共有し、気候変動
課題等の解決に貢献することを⽬指
す国際枠組みであるＧＥＯに積極的

・気候変動対策の基盤となる気候モデル
の開発等を通じ、気候変動メカニズム
の解明、気候変動対策、気候変動財務
リスク評価、サステナブルファイナン
ス等に向けた科学的知⾒（気候変動予
測データ、ハザード予測データ）の創
出及びその利活⽤までを想定した研
究開発を⼀体的に実施。【⽂、環】 

・気候変動対策、気候変動財務リスク評
価、サステナブルファイナンス等に向
けた気候変動予測・ハザード予測の利
活⽤に関するガイドライン策定に向
けた検討を実施。【⽂、環】 

・パリ協定に基づき実施されていくグロ
ーバルストックテイク等への貢献を
⽬指して、引き続きマルチスケールで
の温室効果ガス観測システムの構築
を推進。【環】 

・引き続き、ＧＥＯに積極的に参加し、
地球観測データの利活⽤に関する知
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に参加。 
・ＤＩＡＳの⻑期的・安定的運⽤を確⽴

し、地球環境ビッグデータの利⽤拡⼤
等を推進。 

⾒を蓄積し、我が国における気候変動
課題の解決に貢献。【⽂、関係府省】 

・気候変動対策のインキュベーション機
能を担うデータプラットフォームで
あるＤＩＡＳの⻑期的・安定的な運⽤
を通じて、気候変動対策の基盤となる
地球環境ビッグデータの蓄積・統合・
提供や、ＤＩＡＳの解析環境を活⽤し
た産学官による共同研究を促進し、デ
ータ駆動による気候変動対策に向け
た研究開発を推進。【⽂】 

 
② 多様なエネルギー源の活⽤等のための研究開発・実証等の推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇現在⾒直しに向けた議論が進められ

ている「エネルギー基本計画」等を踏
まえ、省エネルギー、再⽣可能エネル
ギー、原⼦⼒、核融合等に関する必要
な研究開発や実証、国際協⼒を進める。
【⽂、経】 

・第６次エネルギー基本計画について
は、脱炭素化に向けた世界的な潮流、
国際的なエネルギー安全保障におけ
る緊張感の⾼まりなど、2018年に閣議
決定した第５次エネルギー基本計画
策定時からのエネルギーをめぐる情
勢変化や我が国のエネルギー需給構
造が抱える様々な課題を踏まえ、総合
資源エネルギー調査会において検討
を深め、2021年10⽉に閣議決定。 

・省エネルギーについては、更なる省エ
ネポテンシャルの開拓に向け、分野横
断的に⾰新的な省エネルギー技術の
開発・実⽤化・実証を実施。また、住
宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギ
ー化や、ＡＩ・ＩｏＴを活⽤した輸送
効率化等の実証を実施中。 

・再⽣可能エネルギーについては、グリ
ーンイノベーション基⾦を活⽤した
次世代型太陽電池の開発を開始。 

・グリーンイノベーション基⾦を活⽤し
た浮体式を中⼼とした洋上⾵⼒発電
の低コスト化に向けた技術開発⽀援
を開始。 

・原⼦⼒については、2022年１⽉26⽇に
⽶国のテラパワー社（会⻑：ビル・ゲ
イツ⽒）と原⼦⼒機構・国内⺠間企業
の間で、ナトリウム冷却⾼速炉技術に
係る開発協⼒を協議する旨の覚書を
締結。 

・2030年以降に、ＪＡＥＡの保有するＨ
ＴＴＲ（2021年７⽉運転再開）を⽤い
たカーボンフリー⽔素製造実証を⾏
うべく、⺠間企業も参画して必要な技
術開発を実施。 

・研究開発及び⼈材育成の基盤となる、
もんじゅサイトに新たに設置する試
験研究炉について、概念設計に取組
中。 

・原⼦⼒については、国際連携や⺠間の
イノベーションも活⽤しつつ、軽⽔炉
の安全性向上技術に加え、⾼速炉、⼩
型モジュール炉、⾼温ガス炉等の⾰新
的原⼦⼒技術等に係る研究開発の⽀

・2021年10⽉に閣議決定した第６次エ
ネルギー基本計画に基づき、エネルギ
ー政策に関連する技術開発、実証施策
を推進。【経】 

・省エネルギーについては、カーボンニ
ュートラルの実現に向け、引き続き分
野横断的な省エネルギー技術の開発
等を⾏うとともに、住宅・建築物のネ
ット・ゼロ・エネルギー化や、輸送効
率化に向けた実証を実施。【経】 

・再⽣可能エネルギーについては、グリ
ーンイノベーション基⾦を活⽤した
次世代型太陽電池の開発を進め、2030
年を⽬途に社会実装を⽬指す。【経】 

・アジア展開を⾒据えて、グリーンイノ
ベーション基⾦を活⽤した浮体式を
中⼼とした洋上⾵⼒発電の低コスト
化に向けた技術開発を進め、最速2023
年度を⽬途に実証を実施。【経】 

・原⼦⼒については、脱炭素化等の観点
から世界的に加速する⾰新炉の開発
に、⽇本企業も参画し、⾼速実験炉「常
陽」等の我が国が誇る技術基盤を活⽤
した国際連携による⾼速炉開発を推
進。また、ＨＴＴＲを活⽤し、⾼温ガ
ス炉によるカーボンフリー⽔素製造
に係る要素技術の確⽴に向けた研究
開発を推進。加えて、「もんじゅ」サイ
トに新たに設置する試験研究炉の設
計に係る検討に関係⾃治体や⼤学等
と連携。【⽂、経】 

・原⼦⼒については、国際連携や⺠間の
イノベーションも活⽤しつつ、軽⽔炉
の安全性向上技術に加え、⾼速炉、⼩
型モジュール炉、⾼温ガス炉等の⾰新
的原⼦⼒技術等に係る研究開発の⽀
援や原⼦⼒分野における⼈材育成を
推進。【⽂、経】 

・核融合については、2025年運転開始を
⽬指すＩＴＥＲ計画の中で、引き続き
核融合発電実現のための鍵となる我
が国担当の主要機器の開発を⾏うと
ともに、幅広いアプローチ（ＢＡ）活
動において、先進超伝導トカマク装置
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援や原⼦⼒分野における⼈材育成を
実施。 

・核融合については、2025年運転開始を
⽬指すＩＴＥＲ計画の中で、2021年12
⽉末時点で運転開始まで全⼯程の約
76%の組⽴・据付が完了。核融合発電
実現のための鍵となる我が国担当の
主要機器の製作も着実に進展。また、
幅広いアプローチ（ＢＡ）活動におい
ては、先進超伝導トカマク装置JT-
60SAの実験運転開始に向けた調整や
炉材料・機能材料開発等が着実に進展
しており、これらを通じ核融合発電
（原型炉）に向けた研究開発を推進。 

JT-60SAや炉材料・機能材料開発等を
通じ、核融合発電に向けた研究開発を
推進。【⽂】 

 
③ 経済社会の再設計（リデザイン）の推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇産業創造や経済社会の変⾰、社会的な

課題の解決を⽬指して、「脱炭素社会」、
「循環経済」、「分散型社会」への三つ
の移⾏による経済社会の再設計（リデ
ザイン）に向けた具体的な取組を進め
る。その際、グローバルな視点ととも
に社会実装を意識した「地域」の視点
も重要であることから、地域の脱炭素
化に向けた取組を⽀える分野横断的な
研究開発を推進するとともに、三つの
移⾏を統合的に具現化する「地域循環
共⽣圏（ローカルＳＤＧｓ）」の創造を
⽬指す。【⽂、経、環】 

 

・2050年カーボンニュートラル宣⾔を踏
まえ、「脱炭素社会」、「循環経済」、「分
散型社会」への「３つの移⾏」を加速
させ、持続可能で強靱な経済社会への
「リデザイン（再設計）」を強⼒に進め
るにあたり必要となる、イノベーショ
ンの推進の⽅向性を⽰した「パリ協定
に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略」
の策定、代替素材の開発にも資するプ
ラスチック資源循環法の施⾏等の各
種施策を実施。 

・地域循環共⽣圏づくりに取り組む地域
として36地域を選定し、各地域でのビ
ジョンづくり、地域でのプラットフォ
ームづくり、ローカルＳＤＧｓ事業の
創造について、予算⾯、技術⾯で⽀援
を⾏い、地域での新技術の導⼊にあた
っての基盤づくりを実施。 

・各地域で地域循環共⽣圏づくりに取り
組む⾃治体や企業等の多様な主体が、
学び出会うためのフォーラムやセミ
ナーを開催。この中で、2050年カーボ
ンニュートラル宣⾔を踏まえ、地域裨
益型の再エネ事業に関する学びの場
や、地域脱炭素をテーマとした⾃治体
と企業のマッチングを⾏い、地域での
新技術の導⼊にあたっての基盤づく
りを実施。 

・2021年６⽉に「国地⽅脱炭素実現会議」
において地域脱炭素ロードマップを
決定。脱炭素先⾏地域の第⼀弾の募集
を2022年１⽉25⽇〜２⽉21⽇の期間
で⾏い、2022年４⽉に26地域を選定。 

・地⽅⾃治体等による意欲的な脱炭素の
取組を複数年度にわたり、継続的かつ
包括的に⽀援するため、「地域脱炭素
移⾏・再エネ推進交付⾦（交付⾦）」を
創設。 

・⺠間企業等による意欲的な脱炭素事業
に対する資⾦供給を⾏い、技術の本格
的な社会実装を⽀援する新たな出資

・地域の脱炭素化及び「地域循環共⽣圏
（ローカルＳＤＧｓ）」を推進するこ
とによりニーズオリエンテッドな技
術の普及を促し、イノベーションの社
会実装を図っていくために（１）〜
（４）の取組を実施。【経、環】 

（１）持続可能な社会の構築のため、「脱
炭素」、「循環経済」、「分散・⾃然共
⽣」という多⾓的な切り⼝で、経済
社会全体を変⾰。また、この変⾰を
具現化する「地域循環共⽣圏 (ロ
ーカルＳＤＧｓ)」の創造を、社会
の変化やニーズを梃⼦に進化。
【経、環】 

（２）2025年度までを⽬途に毎年度２回
程度の脱炭素先⾏地域の選定を予
定。【環】 

（３）交付⾦を活⽤し、脱炭素先⾏地域
にて、脱炭素に向かう地域特性等
に応じた先⾏的な取組を実施する
とともに、脱炭素の基盤となる重
点対策を全国で実施し、各地の創
意⼯夫を広く展開。【地創、総、農、
経、国、環】 

（４）⺠間企業等による意欲的な脱炭素
事業に対する資⾦供給を⾏う新た
な出資制度を創設。【地創、総、農、
経、国、環】 

・引き続き、脱炭素社会の実現に資する
技術の社会実装に向け、分野やステー
クホルダーの垣根を越えて技術開発・
実証事業を実施。【地創、総、農、経、
国、環】 

・引き続き、カーボンニュートラルに向
けた国・地域における社会変⾰を⽀え
るための知⾒創出及び⼤学等間ネッ
トワークを活⽤した横展開を計画。
【⽂、経、環】 
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制度を盛り込んだ、改正地球温暖化対
策推進法が第208回国会で成⽴。 

・各地域の特性を活かした脱炭素かつ持
続可能で強靱な活⼒ある地域社会の
構築に向け、分野横断的な技術開発・
実証事業を実施。 

・炭素中⽴型の経済社会に向けた地域に
おける将来⽬標設定や計画策定等に
必要な科学的知⾒創出に係る分野横
断的な研究開発を推進するとともに、
⼤学が、国、⾃治体、企業、国内外の
⼤学等との連携等を通じて成果展開、
プロジェクト創出等を⽬指す「カーボ
ンニュートラル達成に貢献する⼤学
等コアリション」を設⽴。 

○2021年11⽉のＣＯＰ26に向け、⾒直し
の議論が進められている「地球温暖化
対策計画」を踏まえ、技術開発の⼀層
の加速化や社会実装、ライフスタイル・
ワークスタイルの変⾰等の地球温暖化
対策を⼤胆に実⾏する。【経、環】   

・2050年カーボンニュートラル、2030年
46％削減等の実現に向け、2021年10⽉
に地球温暖化対策計画を改定し、地球
温暖化対策技術の開発・実証として次
世代型太陽電池、ＣＣＵＳ／カーボン
リサイクル、メタネーション、⽔素等
の⾰新的イノベーションを強⼒に推
進。 

・燃料・化学品・鉱物分野のカーボンリ
サイクル技術開発に関し、低コスト化
や低エネルギー化するための技術開
発を実施。 

・広島県⼤崎上島にカーボンリサイクル
実証研究拠点を整備すべく着⼯。 

・苫⼩牧ＣＣＳ実証センターでの30万ト
ンの貯留を達成後、安全性を担保する
ため、モニタリングを継続して実施。
また、ＣＯ2の輸送技術を確⽴するた
め、液化ＣＯ2船舶輸送の研究開発を開
始。 

・福岡県⼤牟⽥市の発電所の排ガスから
ＣＯ2を分離・回収する実証を実施し、
分離・回収のコスト、発電効率の影響、
環境影響等の評価等を実施。また、輸
送・圧⼊船の基本設計を実施。 

・エネルギー基本計画で掲げられたＣＣ
Ｓ⻑期ロードマップの策定に向けた
検討会を開始。 

・2021年度末までの貯留適地調査におい
て、累計約160億トンのポテンシャル
を推定。 

・廃棄物発電から出るＣＯ2の回収・利⽤
による循環モデルの検討・実証事業、
⼈⼯光合成技術を利⽤したＣＯ2の資
源化による循環モデルの検討・実証事
業について取組を実施中。 

・ＧａＮ等の次世代パワー半導体を⽤い
た、パワエレ機器等の実⽤化に向けた
トータルシステムとしての⼀体的な
研究開発を推進。 

・2035年〜2040年頃の社会で求められ
る全く新しい半導体集積回路をアカ
デミアにおいて創⽣することを⽬指
し、新しい原理や材料を活⽤した挑戦
的な研究開発及び⼈材育成を⾏う拠

・ＣＣＵＳ／カーボンリサイクルの社会
実装に向けて、引き続き、技術開発・
実証を実施するとともに、広島県⼤崎
上島及び北海道苫⼩牧を実証研究拠
点として整備し、その成果を国内外に
広く発信。【経】 

・ＣＣＳの技術的確⽴・コスト低減に向
け、貯留技術や、モニタリングの精緻
化・⾃動化、掘削・貯留・モニタリン
グコストの低減等の研究開発を推進。
【経】 

・福岡県⼤牟⽥市等の実証拠点でのＣ 
Ｏ2の分離・回収施設の⻑期運転等の技
術確⽴及び輸送・圧⼊船の詳細設計等
を実施。【環】 

・低コストかつ効率的で柔軟性のあるＣ
ＣＳの社会実装に向けて、液化ＣＯ2船
舶輸送の実証試験を実施。【経】 

・ＣＣＳについては、2030年までのＣＣ
Ｓ事業化に向け、コスト低減や適地開
発、事業環境整備といった課題解決の
ため、⻑期のロードマップを策定し、
関係者と共有した上で推進。【経、環】 

・ＣＣＳの社会実装に不可⽋な適地の開
発については、国内のＣＯ2貯留適地選
定のため、経済性や社会的受容性を考
慮しつつ、貯留層のポテンシャル評価
等の調査を推進。【経、環】 

・引き続き2023年までに最初の商⽤化規
模のＣＣＵ技術の確⽴に向けて、岩⼿
県久慈市や神奈川県⼩⽥原市等にお
いて、技術の開発及び実証を推進。
【環】 

・引き続き、「半導体・デジタル産業戦略」
等を踏まえつつ、超省エネ・⾼性能な
パワーエレクトロニクス機器の創出
の実現を⽬指した⼀体的な研究開発
や、次世代の半導体集積回路の創⽣に
向けたアカデミアにおける中核的な
拠点形成を通じた研究開発及び⼈材
育成を推進。【総、⽂、経、環】 

・ポストコロナ時代の新しいライフスタ
イルやデジタル分野の脱炭素化のた
め、ＡＩ技術等の活⽤によるＤＸによ
る社会最適化（Green By デジタル）、
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点形成を推進。 
・COVID-19等の世界的な流⾏や衛⽣環

境への関⼼の⾼まり、ライフスタイル
のデジタル化の加速化を受け、ウイル
スを不活化させるために有効と考え
られる深紫外線ＬＥＤの⾼効率化等
の開発や⽔や空気に対する細菌・ウイ
ルス不活化効果、省ＣＯ2型ソリューシ
ョンの形成⽀援等を実証中。 

・⾼品質ＧａＮ基板の製造・量産から⼤
電流・⾼耐圧ＧａＮパワーデバイスを
活⽤した超省エネ・省ＣＯ2製品の実⽤
化・低コスト化に向けた要素技術の開
発及び実証を推進。 

・2050年カーボンニュートラルの実現に
向けては、⽔素等の脱炭素燃料の導⼊
を加速させるとともに、廃プラスチッ
クや農業系バイオマス残渣等の未利
⽤資源の活⽤をはじめとした循環経
済への移⾏を進め、ＣＯ2等の温室効果
ガスの排出量の削減が急務。 

・海洋エネルギーの⼀つである潮流発電
について、我が国において潮流発電機
を実際に設置し、気象の影響を受けな
い発電実績を確認。 

グリーンデータセンターの形成促進、
多種多様な電気機器（サーバー、電気
⾃動⾞、ＬＥＤ等）に組み込まれてい
る各種デバイスを⾼品質窒化ガリウ
ム（ＧａＮ）等の次世代半導体により
⾼効率化し、徹底したエネルギー消費
量の削減を実現するなどの省エネ技
術に関する技術開発・実証及び社会実
装を推進。【総、⽂、環】 

・2050年カーボンニュートラルの実現に
向けて、化⽯燃料依存から脱却し、地
域資源（廃プラスチック、未利⽤の農
業系バイオマス等）の活⽤・循環を可
能とし、⼤幅なＣＯ2削減やＣＥを実現
すべく、量⼦技術やＡＩ等のデジタル
技術により、地域に最適化した⾰新的
で⽐較的安価な触媒技術等に係る技
術開発・実証を⽀援し、社会実装を推
進。【⽂、環】 

・潮流発電の実⽤化・普及に向けて、⻑
期運転や低コスト化に向けた技術課
題解消やビジネスモデルの構築に向
けた実証事業を推進。【環】 

○ライフスタイルを脱炭素化するため
の技術の普及を促すため、「国・地⽅
脱炭素実現会議」等における議論を踏
まえつつ、住まい・移動のトータルマ
ネジメント（ＺＥＨ・ＺＥＢ、需要側
の機器（家電、給湯等）、地域の再⽣
可能エネルギー、動く蓄電池となるＥ
Ｖ・ＦＣＶ等の組み合わせを実⽤化）、
ナッジ76やシェアリングを通じた⾏動
変容、デジタル技術を⽤いたＣＯ2削減
のクレジット化等を促す技術開発・実
証、導⼊⽀援、制度構築等に取り組む
ことで、ライフスタイルの転換を促
し、脱炭素のプロシューマー77を拡⼤
する。【環、関係府省】 

        

・ オンサイトＰＰＡモデル等による屋
根や駐⾞場を活⽤した太陽光発設備・
蓄電池の導⼊や、変動性再エネを需要
側の施設で効果的に活⽤する取組等
を⽀援することで、地域の再エネ導⼊
の拡⼤と、地域の防災性の向上を推
進。 

・ 再エネ由来等⽔素のコスト低減・環境
価値の顕在化に向け、地域の未利⽤資
源から⽔素を作り、貯蔵・輸送・使⽤
まで⼀貫した地域⽔素サプライチェ
ーンを形成する実証事業をこれまで
全国10箇所で実施。 

・ナッジ等の⾏動科学の知⾒を活⽤した
インセンティブ付けにより⽇常⽣活
の様々な場⾯での⾃発的な脱炭素型
アクションを後押しする⾏動変容モ
デルを作成し、ランダム化⽐較試験等
の頑健な効果検証を実施。 

・住宅・建築物におけるＺＥＨ・ＺＥＢ
の普及や省エネ改修を進めるため、各
種⽀援を実施。 

・2021年４⽉から国⼟交通省、経済産業
省、環境省の３省合同で「脱炭素社会
に向けた住宅・建築物の省エネ対策等
のあり⽅検討会」を開催し、⽬指すべ
き住宅・建築物の2050年の姿（ストッ
ク平均でＺＥＨ・ＺＥＢ基準の⽔準の
省エネ性能確保、導⼊が合理的な住
宅・建築物における太陽光発電設備等

・⺠間企業による、オンサイトＰＰＡモ
デル等による⾃家消費型太陽光発電・
蓄電池の導⼊や、地域の新たなポテン
シャルを有効活⽤した地産地消型の
再エネの導⼊、変動性再エネを効果的
に活⽤する需要側での需給調整⼒（デ
マンド・サイド・フレキシビリティ）
の向上に係る取組等を⽀援すること
で、初期費⽤を低減した地域の再エネ
主⼒化のビジネスモデルを確⽴する
イノベーションを推進。【環】 

・既存インフラを活⽤し、⽔素利⽤側の
予測システムから効率的な配送を⾏
うＥＭＳの構築等の技術課題解決に
向けた実証を⾏うとともに、再エネ等
由来⽔素のコスト低減及び環境価値
の顕在化に向けた取組を進めつつ、全
国各地で地域脱炭素化⽔素サプライ
チェーンの普及を推進。【環】 

・脱炭素型のライフスタイルへの転換に
向けて、国⺠⼀⼈ひとりに合った快適
でエコなライフスタイルを提案する
ことで気付きを与えて「⾃分ごと化」
してもらうとともに、環境配慮⾏動に
対してポイント（グリーンライフ・ポ
イント）を付与する仕組みと連動して
インセンティブを付与するなど、ナッ
ジの活⽤を促進。【環】 

・「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省
エネ対策等のあり⽅検討会」で取りま

                                                       
76 nudge：そっと後押しする 
77 未来学者アルビン・トフラーが1980年に発表した著書「第三の波」の中で⽰した概念で、⽣産者 (producer) と消費者 (consumer) とを組

み合わせた造語で、⽣産活動を⾏う消費者。 
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の再エネ導⼊が⼀般的）、2030年の姿
（新築住宅・建築物についてＺＥＨ・
ＺＥＢ基準の⽔準の省エネ性能の確
保、新築⼾建住宅の６割に太陽光発電
設備の導⼊）やその実現に向けた「取
組の進め⽅」を公表。 

・公共施設の多数を占める学校施設にお
いて、カーボンニュートラルの実現に
向けた積極的な取組が求められるこ
とを踏まえ、新しい時代の学びを実現
するための学校施設の在り⽅につい
て有識者会議において検討。 

・当該会議の中間報告も踏まえ、2022年
度当初予算において、公⽴学校施設整
備に係る財政⽀援制度を改正し、学校
施設のＺＥＢ化に向けた単価加算制
度を創設。 

とめられた今後の「取組の進め⽅」や
地球温暖化対策計画等に基づいて、住
宅・建築物への⾼効率設備の導⼊や⾼
断熱化改修等によるＺＥＨ・ＺＥＢ
化・省エネ改修⽀援を⾏い、この中で
ＨＥＭＳやＢＥＭＳの導⼊による太
陽光発電と家電等の需要側設備のエ
ネルギー管理や、Ｖ２Ｈ等の充放電設
備の導⼊によるＥＶ・ＰＨＥＶとの組
み合わせ利⽤といった先進技術の普
及を促進することで、住まい・移動の
トータルマネジメントを推進。【環】 

・2050年カーボンニュートラルの実現に
向け、2022年度当初予算において新た
に創設した財政⽀援制度等を通じ取
組を促進し、学校施設のＺＥＢ化を積
極的に推進。また、⼤学キャンパスに
おいてもＺＥＢの先導モデルの構築
等を進めるとともに、他⼤学や地域へ
の横展開を図る。これらを通じ、地域
における脱炭素の先導的役割を果た
し、地域にイノベーションを創出。
【⽂】 

○廃棄物の排出削減やリサイクル処理
に係るプロセスの⾼度化・効率化、製
品のバイオマス化等を通じた資源循環
を⾏うとともに、焼却せざるを得ない
廃棄物のエネルギー回収、処理によっ
て発⽣した温室効果ガスの分離・貯留・
有効利⽤を⽬指すことにより、「循環経
済」への移⾏を加速化する。【経、環】 

           

・資源循環の効率化やそれに伴う省Ｃ 
Ｏ2化を進めるため、情報活⽤によるト
レーサビリティ付与やコミュニケー
ション促進機能に着眼した資源循環
の促進に関するデジタル技術の適⽤
可能性に関する予算３億円を計上。 

・プラスチック代替素材への転換等に係
る省ＣＯ2型設備の導⼊を⽀援し、「脱
炭素社会構築のための資源循環⾼度
化設備導⼊促進事業」として2021年度
補正予算とあわせ計100億円を計上。
また、プラスチック代替素材への転換
及びリサイクルプロセスの構築・省Ｃ
Ｏ2化を⽀援し、「脱炭素社会を⽀える
プラスチック等資源循環システム構
築実証事業」として予算36億円を計
上。 

・地⽅公共団体の指定ごみ袋へのバイオ
マスプラスチック等の導⼊に向けた
ガイドラインを作成。 

・地⽅公共団体へガイドライン説明会を
実施。 

・世界各地で⾏われている海洋表層⽔中
のマイクロプラスチックのモニタリ
ングのデータを収集・⼀元化するため
のデータベースシステムの在り⽅検
討、要件定義を実施。 

・海洋プラスチックごみのリスク評価に
向けて⼿法等を検討。 

・資源循環の促進及びＣＯ2削減に関す
るデジタル技術の適⽤可能性につい
て実証を実施し、業種を超えた複数企
業が参画する情報連携プラットフォ
ーム等の⾰新的なビジネスの創⽣に
向けた取組を推進。【環】 

・「脱炭素社会を⽀えるプラスチック等
資源循環システム構築実証事業」、「脱
炭素社会構築のための資源循環⾼度
化設備導⼊促進事業」等により、技術
的障壁により社会実装が困難であっ
たプラスチック代替素材（再⽣可能資
源）への転換・社会実装や、従来リサ
イクルが困難であった複合素材プラ
スチック等のリサイクル等に関する
⾼度な省ＣＯ2型設備の導⼊⽀援を推
進。【環】 

・世界各地で⾏われている海洋表層⽔中
のマイクロプラスチックのモニタリ
ングのデータを収集・⼀元化するため
のデータベースシステムの設計・開発
を実施。【環】 

・海洋プラスチックごみによる⽣物・⽣
態系影響の評価については、国際的に
まだ⼿法が確⽴されていないため、我
が国が評価⼿法の構築に向けた各種
検討や調査研究を⾏い、科学的知⾒の
集積を推進。【環】 

○「分散型社会」を構成する⽣物多様性
への対応については、絶滅危惧種の保
護や侵略的外来種の防除に関する技
術、⼆次的⾃然を含む⽣態系のモニタ
リングや維持・回復技術、遺伝資源を
含む⽣態系サービスと⾃然資本の経
済・社会的価値の評価技術及び持続可

・各分類群の国内希少野⽣動植物種等を
対象として、⽣息域内保全及び⽣息域
外保全の⼿法、野⽣復帰技術等の検
討・開発を実施。 

・第５次レッドリストの公表に向けて、
絶滅危惧種の⽣息・⽣育状況の調査等
を実施するとともに、順次レッドリス

・年々増加する国内希少野⽣動植物種の
保護増殖技術等の検討・開発を継続。
【環】 

・第５次レッドリストの公表に向けて科
学的知⾒を集積し、種の絶滅リスクの
評価を⾏い、関連施策実施等の基礎と
なる情報を集積、発信。【環】 
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能な管理・利⽤技術等の研究開発を推
進し、「⾃然との共⽣」を実現する。
【環】 

トの評価を実施。 
・効率的にヒアリを確認できるＡＩによ

る画像診断の実証試験及びヒアリの
営巣場所となるコンテナヤード舗装
の⻲裂を、新開発のシリコン充填技術
を⽤いて補修を⾏うなどの新規技術
の開発や活⽤等も⾏い、ヒアリの定着
防⽌を実施。 

・国際連携については、⾮意図的に侵⼊
する外来⽣物対策として、海上コンテ
ナの清浄化や国際連携強化の必要性
に関して⽣物多様性条約ＣＯＰ15関
連会合で提案するとともに、⽇本政府
主催の外来種に係る国際ウェビナー
において、参加国とその必要性の認識
を共有するなど、強化促進を推進。 

・関連施策実施等の基礎となる科学的知
⾒の集積を推進するため、モニタリン
グサイト1000（重要⽣態系監視地域モ
ニタリング推進事業）において、全国
に約1,000か所の調査サイトを設置
し、全国の様々な⽣態系タイプで、そ
の状態を定量的かつ⻑期的に把握す
るためのモニタリングを実施。第３期
（15年間）の取りまとめ結果を公表
し、現在、第４期調査を実施中。 

・企業活動における⾃然資本への影響の
定量評価⼿法の調査及び分析を⾏い、
⾃然資本の持続的な管理・利⽤技術の
在り⽅について引き続き検討。 

・沖合海底⾃然環境保全地域の⽣物学
的・⽣態学的ベースラインデータ調査
を継続して実施。 

・国⽴公園の循環型保全に対する共創型
管理モデルを構築し、提⽰。 

・⾃然環境保全基礎調査は、⾃然環境保
全法に基づき、全国的な⾃然環境の現
状及び改変状況を把握し、各種施策に
資する科学的な基礎資料の提供を⽬
的に実施。2023年に開始50年を迎え、
ＯＥＣＭ、再エネ⽴地、⿃獣被害防⽌
対策等の様々な施策ニーズに対応し、
効率的・効果的な調査の実施、活⽤し
やすいデータ提供と情報基盤の強化
が必要。 

・ポスト2020⽣物多様性枠組達成のた
め、2030年までに世界の陸地と海洋の
30％を保護地域やＯＥＣＭで保全し、
⾃然に負荷をかけ過ぎたことで深刻
化した気候変動等の問題に対するＮ
ｂＳの基盤を構築することが必要。Ｏ
ＥＣＭを進めていくための取組の⼀
つとして、企業や団体によって持続的
な⾃然資源管理がなされているエリ
アを⽣物多様性保全に貢献する区域
として認定する仕組みを検討。2022年
度内に認定の仕組みを試⾏、2023年度
から正式認定を開始し、2023年内には
100地域以上を認定予定。 

・ヒアリ等の侵略的外来種の⾮意図的侵
⼊や⽣物多様性の確保上重要な地域
における⽣態系被害の防⽌に関して、
ヒアリ侵⼊リスクを⾶躍的に下げる
忌避殺⾍剤開発等の新規技術の開発
や輸出国側で当該忌避殺⾍剤をコン
テナに⼊れるといった活⽤等により、
国内の⽔際対策や防除を強化すると
ともに、2022年開催の⽣物多様性条約
ＣＯＰ15において国際連携強化を促
進。【環】 

・2022年度に策定予定の次期⽣物多様性
国家戦略の内容も⾒据え、ＡＩ画像解
析やドローン等の新規技術も活⽤し
ながら、定量的かつ⻑期的に全国を対
象とした⽣態系を把握する調査モニ
タリングを引き続き着実に実施し、関
連施策実施等の基礎となる科学的知
⾒の集積を推進。【環】 

・衛星画像やＡＩ、ブロックチェーン等
のデジタル技術を活⽤した企業活動
におけるサプライチェーン全体での
⾃然資本への影響に係るデータを効
果的に把握する⼿法を開発し、当該デ
ータを踏まえて⾃然資本の持続的な
管理・利⽤技術に関する研究開発を推
進し、更にＡＰＩ等を活⽤した脱炭素
等の他のＥＳＧ分野と連携したサプ
ライチェーン管理の在り⽅を検討。
【環】 

・沖合海底⾃然環境保全地域を適切に指
定・管理するため、これまで詳細な調
査がされていなかった海⼭・熱⽔噴出
域・海溝等に存在する特異な⽣態系に
関する基礎調査を継続するとともに、
保護区内の環境変化を把握するため
のモニタリング調査を最新のモニタ
リング⼿法も活⽤しながら継続的に
実施。それらを通して、関連施策実施
等の基礎となる科学的知⾒の集積を
推進するとともに、調査技術の開発に
貢献。【環】 

・①国⽴公園の保全管理に対する共創型
資源管理基⾦活⽤のモデルの構築（基
⾦の設⽴を想定した、基⾦規模、徴収
⽅法、使途の検討等の各種調査実施）、
②国⽴公園の利⽤に伴う⾃然資源へ
の影響把握⼿法の研究開発（モニタリ
ング調査、有識者ヒアリング等を通じ
たモニタリング⼿法の開発）、③国⽴
公園の資源性の再評価と計画展開に
向けた⽅法論の研究開発（ゾーニング
を⽤いた利⽤計画策定⼿法の開発を
企図した⽂献調査、アンケート調査）、
④利⽤に伴う経済効果と地元への効
果把握⼿法の研究開発（ヒアリングや
アンケートによる経営実態調査実施）
に取り組み、国⽴公園の保全管理モデ
ルの構築を⾏い、その運⽤について検
討。【環】 
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・2023年から2025年に⾃然環境保全基
礎調査の総合解析として、50年に及ぶ
基礎調査の成果をベースに、モニタリ
ングサイト1000や他府省、⾃治体、研
究機関、⺠間等の各主体が有する⾃然
環境データを収集。収集した⾮デジタ
ルデータは、AI-OCR技術の適⽤⼿法
の開発を通じモーバライズ（デジタル
化して使えるよう可動化）するととも
に、ＡＩ深層学習を利⽤した開発技術
等を⽤いた統計モデル分析⼿法を活
⽤し、総合的な解析を実施。その結果
から、我が国の⾃然環境の現状と変化
や、抱える環境課題とその対策に係る
諸情報を、地図や図表等での表⽰や開
発した解析⽀援ツールにより、⼀般に
わかりやすく⽰し、かつ、政策決定者
に使いやすく提供（⾃治体の地域計画
策定等）。【環】 

・企業活動や地域活動を⽀援するため
に、これまでに蓄積された膨⼤な⾃然
環境データや最新の衛星画像データ
を数理的に解析する技術と現場にお
ける保全管理の技術を組み合わせた
新規システムを開発し、⽣物多様性に
関する科学的知⾒を集積するととも
に、⽣物多様性保全の重要度を地図上
に⽰すことにより保全対象とすべき
エリアを可視化し、エリアに応じた適
切な保全管理⼿法を提⽰し、更に保全
活動効果の評価まで⾏うことを可能
とする。この⽣物多様性の「⾒える化」
できる仕組みを2024年度から提供す
ることで、ＯＥＣＭに関する取組を推
進し、保護地域を核とした⽣態系ネッ
トワークの構築を図り、⽣物多様性の
保全を推進。【環】 

 
④ 国⺠の⾏動変容の喚起 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇⼈⽂・社会科学と⾃然科学の融合によ

る「総合知」を活⽤して、カーボンニ
ュートラルの実現に向けた国⺠⼀⼈ひ
とりの取組の重要性に係る国⺠理解の
醸成や脱炭素型への⾏動変容の促進を
図る。とりわけ、BI-Tech（⾏動科学の
知⾒と先端技術の融合）78を活⽤した
製品・サービス・ライフスタイルのマ
ーケット拡⼤を2022年度末までに⽬
指すとともに、個⼈のＣＯ2削減のクレ
ジットを低コストで⾃由に取引できる
ブロックチェーン技術を⽤いたプラッ
トフォームの構築を図る。あわせて、
こうした我が国の取組等について国内

・これまでのナッジ事業の成果を順次取
りまとめ、⽇本版ナッジ・ユニット連
絡会議や国内及び国際会議等におい
て報告・公表。国内及び国際会議にお
いて、諸外国のナッジ・ユニットとと
もに基調講演やパネルディスカッシ
ョンを実施し、⼀般も含めた情報共有
や連携を企画。 

・省エネナッジ等に関する2020年度の予
備実験の結果を踏まえて2021年度に
おいても引き続き実証を実施。電気使
⽤量の抑制等省エネ・省ＣＯ2効果の検
証を実施中。 

・Ｊ−クレジット制度における各種申請

・引き続き、ナッジ事業の成果を順次取
りまとめ、⽇本版ナッジ・ユニット連
絡会議等において報告・公表するとと
もに、諸外国のナッジ・ユニット等と
も情報共有や連携を図り、国際協調の
下、⾏動に起因する社会課題の解決に
向けた我が国の国⺠の意識変⾰や⾏
動変容を推進。【環】 

・ナッジやブースト等の⾏動科学の知⾒
とＡＩ／ＩｏＴ等の先端技術の組合
せ（BI-Tech）により、効果的で⾼度な
⾏動変容を促進させ、脱炭素型のライ
フスタイルへの転換を推進。【環】 

・次期登録簿システムを2022年度より稼

                                                       
78 ナッジ等の⾏動科学の知⾒（⾏動インサイト）に基づき、個⼈／世帯のエネルギー使⽤実態や属性情報等のビッグデータをＩｏＴ技術で収

集し、ＡＩ技術で解析してパーソナライズしたメッセージにより⾏動変容を促す。 
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外への発信を精⼒的に実施する。【科
技、経、環】 

⼿続を電⼦化した次期登録簿システ
ムの構築を完了。 

働。引き続きＪ−クレジット制度の電
⼦化に向けた取組を継続し、クレジッ
ト認証⼯程の簡素化やブロックチェ
ーン技術を⽤いたプラットフォーム
の構築を検討。【環】 
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（３）レジリエントで安全・安⼼な社会の構築 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

頻発化・激甚化する⾃然災害に対し、先端ＩＣＴに加え、⼈⽂・社会科学の知⾒も活⽤した総合的な防災
⼒の発揮により、適切な避難⾏動等による逃げ遅れ被害の最⼩化、市⺠⽣活や経済の早期の復旧・復興が図
られるレジリエントな社会を構築する。これに加えて、必要なインフラの建設・維持管理・更新改良等を効
率的に実施することにより、機能や健全性を確保し、事故や災害のリスクを低減するなど、国⼟強靱化に係
る科学技術・イノベーションを活⽤した総合的な取組を推進する。 

さらに、多様化・⾼度化しつつ刻々と変化を続けるサイバー空間等の新たな領域における攻撃や、新たな
⽣物学的な脅威から、国⺠⽣活及び経済社会の安全・安⼼を確保する。 

世界的規模での地政学的な環境変化が起き、覇権争いの中核が科学技術・イノベーションとなっている現
況下にあって、科学技術・イノベーションが国家の在り様に与える影響はますます増⼤するとの認識の下、
産学官が連携し、分野横断的に先端技術の研究開発を推進し、安全・安⼼で強靱な社会の構築に貢献すると
ともに、国⼒の根源である重要な情報を守り切る。 

このような、レジリエントで安全・安⼼な社会を⽬指すため、様々な脅威に対する総合的な安全保障の実
現を通して、我が国の平和を保ち、国及び国⺠の安全・安⼼を確保するために、関係府省庁、産学官が連携
して我が国の⾼い技術⼒を結集するとともに、「知る」「育てる」「⽣かす」「守る」の視点が重要である。す
なわち、「『安全・安⼼』の実現に向けた科学技術・イノベーションの⽅向性」79に基づき、いかなる脅威
があるのか、あるいは脅威に対応できる技術を「知る」とともに、必要な技術をどのように「育てる」のか、
育てた技術をどのように社会実装し「⽣かす」のかを検討し、また、それらの技術について流出を防ぐ「守
る」取組を進める。具体的には、我が国が育てるべき重要技術分野の明確化及び重要技術への重点的な資源
配分を実施するとともに、我が国の技術的優越を確保・維持する観点や、研究開発成果の⼤量破壊兵器等へ
の転⽤防⽌といった観点から、適切な技術流出対策等を着実に実施する。これらにより、我が国にとっての
重要技術を守るとともに、我が国の研究セキュリティを確保し、総合的な安全保障を実現する。 

 
【⽬標】 
・ 頻発化・激甚化する⾃然災害、新たな⽣物学的脅威などの国⺠⽣活及び経済社会への様々な脅威に関す

る社会的な不安を低減・払拭し、国⺠の安全・安⼼を確保する。 
 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ 基盤的防災情報流通ネットワークＳＩＰ４D（Shared Information Platform for Disaster Management）

を活⽤した災害対応が可能な都道府県数：全都道府県（2023年）80 
・ 防災チャットボット81の運⽤地⽅公共団体数：100以上（2023年）82 
・ 2025年度⽬途に府省庁及び主要な地⽅公共団体・⺠間企業のインフラデータプラットフォーム間の連

                                                       
79 2020年１⽉21⽇統合イノベーション戦略推進会議決定 
80 SIP4Dと18県が連接済み、8県が連接に向けた開発、試験を実施中（2021年度末） 
81 災害時に、ＳＮＳ上で、ＡＩを活⽤して⼈間に代わって⾃動的に被災者と対話するシステム。ＳＩＰ（第２期）研究開発課題「国家レジリ

エンス（防災・減災）の強化」（2018年度〜2022年度）において研究開発を実施。 
82 57市町村（2021年度末） 
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携及び主要他分野とのデータ連携を完了83 
・ 2021年度にサイバーセキュリティ情報を国内で収集・⽣成・提供するためのシステム基盤を構築、産学

への開放を実施 
・ ⽣物学的脅威に対する対応⼒強化：2021年度より感染症に係る情報集約・分析・提供のためのシステム

を強化し、随時情報集約を実施。2022年度より、研究者の分析に基づくリスクコミュニケーションのた
めの情報を提供 

・ 新たなシンクタンク機能：2021年度より⽴ち上げ、2023年度を⽬途に組織設⽴84 
 
【現状データ】（参考指標） 
・ ⾃然災害による死者・⾏⽅不明者数：107⼈（2020年）85 
・ ⾃然災害による施設関係等被害額：約0.9兆円（2019年）86 
・ 短時間強⾬（50mm/h以上）の年間発⽣回数：約327回／年（2012年〜2021年平均）87 
・ 建設後50年以上経過するインフラの割合 （例）道路橋：約63％（2033年）88 
・ サイバー攻撃件数 （例）ランサムウェア：約6,113万件（2019年）89 
・ 感染症発⽣動向調査における感染症患者の報告件数 （例）結核：21,672件（2019年）90 
 
① 頻発化、激甚化する⾃然災害への対応 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇国際的な枠組みを踏まえた地震・津波

等に係る取組も含め、⾃然災害に対す
る予防、観測・予測、応急対応、復旧・
復興の各プロセスにおいて、気候変動
も考慮した対策⽔準の⾼度化に向け
た研究開発や、それに必要な観測体制
の強化や研究施設の整備等を進め、特
に先端ＩＣＴ等を活⽤したレジリエ
ンスの強化を重点的に実施する。組織
を越えた防災情報の相互流通を担う
ＳＩＰ４Ｄを核とした情報共有シス
テムの都道府県・市町村への展開を図
るとともに、地域の防災⼒の強化に取
り組むほか、データ統合・解析システ
ム（ＤＩＡＳ）を活⽤した地球環境ビ
ッグデータの利⽤による災害対応に
関する様々な場⾯での意思決定の⽀
援や、地理空間情報を⾼度に活⽤した
取組を関係府省間で連携させる統合
型G空間防災・減災システムの構築を
推進する。さらに、産官学⺠による災
害対応の更なる最適化⽀援及び⾃助・
共助・公助の取組に資する国⺠⼀⼈ひ

・災害情報の広域連携のため、全国の都
道府県防災情報担当者とのオンライ
ン会議を実施。ＳＩＰ４Ｄと各都道府
県の災害情報システムとの⾃動連接
は、18県において運⽤段階となってお
り、更に８県とは連接試験を実施⼜は
都道府県の災害情報システムをＳＩ
Ｐ４Ｄと連接可能になるよう開発中。 

・防災チャットボットについてはシステ
ムの機能向上を図るとともに、市町村
等で実証実験を実施。2021年度は57の
⾃治体で導⼊。 

・防災対策の科学的根拠となる気候変動
予測データの創出を実施するととも
に、ＤＩＡＳの⻑期的・安定的運⽤を
確⽴し、地球環境ビッグデータの利⽤
拡⼤等を推進。 

・第４期地理空間情報活⽤推進基本計画
(2022年３⽉18⽇閣議決定)において、
統合型G空間防災・減災システムの構
築の推進を重点的に取り組むべき施
策（シンボルプロジェクト）として位
置付け、府省間及び産学官⺠連携の上

・ＳＩＰ４Ｄと各都道府県の災害情報シ
ステムとの⾃動連接について、引き続
き、都道府県への働きかけを⾏うとと
もに、⽀援施策メニューに係る情報提
供等の取組を推進。【防災、科技、デジ】 

・防災チャットボットについては、引き
続き、システムの機能向上を図り、市
町村等での実証実験において検証を
⾏い、導⼊⾃治体の拡⼤を⽬指す。【防
災、科技、デジ、総】 

・改正後の福島復興再⽣特別措置法に基
づき、2022年夏を⽬途に福島国際研究
教育機構が中核的な役割を担う新産
業創出等研究開発基本計画を策定す
るとともに、2023年４⽉の機構の設⽴
に向けて、2022年度に設⽴準備を推
進。【復、関係府省】 

・気候変動下での防災・減災対策に向け
て、気候変動対策のインキュベーショ
ン機能を担うデータプラットフォー
ムであるＤＩＡＳの⻑期的・安定的な
運⽤、治⽔対策、サステナブルファイ
ナンス等に向けた科学的知⾒（気候変

                                                       
83 ４箇所のデータベース・プラットフォーム間の連携を完了（2021年度末） 
84 2021年度より試⾏事業を開始しており、2023年度より本格的なシンクタンクを⽴ち上げることを⽬指している。 
85 内閣府「令和３年版 防災⽩書」（2021年６⽉公表） 
86 内閣府「令和３年版 防災⽩書」（2021年６⽉公表） 
87 気象庁「気候変動監視レポート2021」（2022年） https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/index.html 
88 国⼟交通省「令和２年版 国⼟交通⽩書」（2021年６⽉公表） 
89ＩＰＡ「情報セキュリティ⽩書2020」（2020年９⽉公表） 
90 国⽴感染症研究所「感染症発⽣動向調査」（2019年）https://www.niid.go.jp/niid/ja/ydata/10064-ydata2019.html 
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とりとのリスクコミュニケーション
のための情報システムを充実するな
ど、災害対応のＤＸ化を推進する。そ
のため、ＳＩＰ４Ｄについて、2021年
度より都道府県災害情報システムと
の連接を順次実施する。また、防災チ
ャットボットについて、2023年度より
市町村及び住⺠との情報共有のため
のシステムの⼀部を稼働するととも
に、更なるシステムの充実に取り組
む。【科技、防災、関係府省、関係地
⽅公共団体】 

取り組む。 
・⾼密度観測等の最新技術を取り⼊れた

次期気象衛星（2023年度を⽬途に製造
に着⼿）を核とした観測網について検
討着⼿。 

・宇宙開発利⽤加速化戦略プログラムに
より、総務省との連携の下、次期気象
衛星を活⽤した宇宙環境モニタリン
グの技術開発を開始。 

・レジリエントな社会の実現に向け、例
えば災害の観測・予測に係る知⾒と災
害現場における対応に係る知⾒を組
み合わせることにより、複合・広域・
⼤規模災害等にも対応可能な災害対
応⽀援に資する総合知を活⽤した研
究開発の実施について検討中。 

・線状降⽔帯の早期把握や予測分析に資
する三次元降⾬状況を瞬時に観測可
能なマルチパラメーターフェーズド
アレイ気象レーダーをはじめ、⾼精
度・⾼密度なリモートセンシング技術
によって観測された多様な分析に資
する膨⼤なデータを、災害時のみなら
ず平時においても円滑にデータ伝送
するための研究開発に着⼿。 

・防災・減災、国⼟強靱化のための５か
年加速化対策（2020年12⽉11⽇閣議決
定）に基づき、地震・津波の観測体制
を強化するため、南海トラフ海底地震
津波観測網の構築を推進。 

動予測データ、ハザード予測データ）
の創出及びその利活⽤までを想定し
た研究開発を⼀体的に実施。また、治
⽔対策、サステナブルファイナンス等
に向けた気候変動予測・ハザード予測
の利活⽤に関するガイドライン策定
に向けた検討を実施。【⽂、国】 

・第４期地理空間情報活⽤推進基本計画
（2022年３⽉18⽇閣議決定）に基づ
き、統合型Ｇ空間防災・減災システム
の構築を推進し、激甚化・頻発化する
災害からの被害を軽減するため、地理
空間情報を⾼度に活⽤した「Ｇ空間防
災技術」の社会実装を推進。【地理空
間、関係府省】 

・⾼密度観測等の最新技術を取り⼊れた
次期気象衛星（2023年度を⽬途に製造
に着⼿）を核とした観測網について、
引き続き検討。宇宙開発利⽤加速化戦
略プログラムにより、総務省との連携
の下、引き続き、次期気象衛星を活⽤
した宇宙環境モニタリングの技術開
発を実施。【国】 

・⾃然現象と社会現象の両⾯に対する防
災科学技術の特性に鑑み、レジリエン
トな社会の実現に向け、産学共創の
下、昨年度の研究開発内容に加え、新
たな情報プロダクツの⽣成や、デジタ
ルツイン等の先端技術に係る研究開
発等、災害対応ＤＸに関する研究開発
も含め、総合知を活⽤した研究開発を
実施。【⽂】 

・近年、激甚化する集中豪⾬等による⾃
然災害の被害低減に資するべく、過去
に観測した膨⼤なリモートセンシン
グデータの傾向分析に基づくＡＩ等
を活⽤したデータ圧縮・復元技術を開
発するとともに、気象予測や情報公開
を⾏う幅広いユーザーニーズに基づ
いた適切なデータ提供技術の確⽴に
向けた研究開発を実施。【総】 

・切迫する南海トラフ地震の解明と防災
対策への活⽤のため、想定震源域のう
ち、まだ観測網を設置していない⾼知
県沖〜⽇向灘において、南海トラフ海
底地震津波観測網の整備を引き続き
推進。【⽂】 

〇情報共有システムに係る研究基盤を
構築するとともに、⼈⽂・社会科学の
知⾒も活⽤した防災対策⽔準の評価
や避難者の⾏動⼼理分析、防災におけ
る社会的要請や課題の分析、防災技術
のベンチマーキングなどを踏まえた、
防災研究の全体俯瞰に基づく効率的・
効果的な研究開発投資及び社会実装
の取組を実施する。【科技、防災、関係
府省、関係地⽅公共団体】 

・政府関係部局及び有識者による検討会
を開催し、今後の防災研究の⽅向性
や、新たな防災分野の研究開発課題の
検討を実施。 

・次期ＳＩＰのターゲット領域「スマー
ト防災ネットワークの構築」のＦＳに
おいて、引き続き、新たな防災分野の
研究開発課題を具体的に検討。また、
中⻑期視点から、計画的、戦略的な研
究開発投資のための効果分析⼿法の
開発及び防災研究におけるニーズと
シーズの把握を実施。【防災、科技、関
係府省、関係地⽅公共団体】 
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② デジタル化等による効率的なインフラマネジメント 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇国⼟強靱化に向けた効率的なインフ

ラマネジメントを実現するため、公共
⼯事における先端技術の実装を進め
るとともに、各管理者におけるインフ
ラデータのデジタル化・３Ｄ化を順次
実施し、それらのデータを利活⽤する
ためのルール及びプラットフォーム
を整備する。【科技、国、関係府省】 

 

・ＰＲＩＳＭ公募により、公共事業にお
ける先端技術について2020年度計38
件、2021年度計29件を試⾏中。 

・国⼟交通データプラットフォームにつ
いて、直轄⼯事のＢＩＭ／ＣＩＭデー
タの⼀部や３D地形図・３D都市モデ
ル等との連携を新たに実施。 

・現場試⾏を踏まえ、試⾏技術集として
取りまとめて公表するとともに、全国
的な試⾏のための要領策定、各種基準
改定を実施。【国】 

・2022年度までに国・⾃治体・⺠間が保
有する国⼟・経済活動・⾃然現象に関
するデータと連携したプラットフォ
ームを構築。【国】 

・マスプロダクツを活⽤した排⽔ポンプ
など異分野融合による先進技術の現
場実証の実施。【国】 

・ ＩｏＴ等を活⽤した⽔⾨・排⽔機場等
の管理・監視の⾼度化やデジタル技術
を活⽤した設備台帳の３次元データ
化へ向け、技術基準を整備。【国】 

・ＩＣＴ施⼯について、中⼩建設業への
普及拡⼤を⾏うとともに、機械からの
データの活⽤についても検討。【国】 

〇インフラ分野での連携型データプラ
ットフォームの構築に向け、2021年度
までに府省庁及び主要な地⽅公共団
体・⺠間企業のデータプラットフォー
ム間の連携のための環境を整備し、以
降、インフラ管理者間の連携を進める
とともに、国⼟強靱化その他の付加価
値創出に向け、防災分野、都市分野、
産業分野等とのデータ連携を実施す
る。【科技、関係府省】 

・2020年度までにデータ連携検討会を６
回実施し、連携型インフラデータプラ
ットフォームの構築に向け、基本コン
セプト・連携の枠組み・⼯程表につい
て整理。 

・モデル事業においてコネクタを実装
し、基本的枠組みの検証を実施。 

・各インフラ管理主体のプラットフォー
ム間のデータ連携における研究開発
課題について検討。【科技、関係府省】 

 
③ 攻撃が多様化・⾼度化するサイバー空間におけるセキュリティの確保 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇サイバー攻撃が多様化・⾼度化するな

ど、⾮連続な情勢変化が⽣じる中にあ
って、そのような変化に追従・適応す
る能⼒が必要となる。その観点を踏ま
え、攻撃に対する観測・予測・分析・
対処・情報共有等のための研究開発や
体制構築を実施する。具体的には、サ
イバーセキュリティ情報を国内で収
集・⽣成・提供するためのシステム基
盤を2021年度までに構築し、産学への
開放を進める。加えて、量⼦コンピュ
ータ時代に対応した⾼度な暗号技術
等の開発、サプライチェーンリスクへ
対応するための脆弱性や不正機能の
検知といった技術検証等を推進する。
【内閣官房、科技、総、経、関係府省】 

・試⾏的検証を含め、技術検証体制の構
築に向けた技術⾯での検討調査を実
施。 

・ＳＩＰの下では、サイバー・フィジカ
ル・セキュリティ対策基盤の構築に向
けて実証実験を実施中。 

・ＣＹＮＥＸの構築及び試験運⽤と安全
な無線通信サービスのための新世代
暗号技術に関する研究開発を開始。 

・我が国の企業がセキュリティ製品やセ
キュリティ検証サービスを安⼼して
利⽤できるよう、セキュリティ製品・
サービスの有効性や信頼性の確認に
向けた取組を実施。 

・サプライチェーンリスクに対応するた
めの技術検証体制を整え、検証の技術
動向や諸外国の検証体制・制度も踏ま
え、不正機能や当該機能につながり得
る未知の脆弱性が存在しないかどう
かの技術的検証を実施。【ＮＩＳＣ】 

・ＳＩＰの実証実験の成果を2022年度に
取りまとめ。【科技】 

・ＣＹＮＥＸについて、引き続き試験運
⽤を実施するとともに、その結果も踏
まえ、構築したシステム等を順次拡
張。【総】 

・安全な無線通信サービスのための新世
代暗号技術に関する研究開発を引き
続き実施。【総】 

・セキュリティ検証基盤の社会実装を進
めていくために、情報セキュリティサ
ービス審査登録制度に新たなサービ
ス区分を追加するなど、セキュリティ
事業者の信頼性を確保するための取
組や、ユーザーとのマッチング促進等
による検証ニーズの創出に向けた取
組を実施。【経】 
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④ 新たな⽣物学的な脅威への対応 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇新たな⽣物学的な脅威に対して、発⽣

の早期探知、流⾏状況の把握と予測、
予防・制御や国⺠とのリスクコミュニ
ケーション等に係る研究開発を推進
する。具体的には、2021年度より感染
症に係る情報集約・分析・提供のため
のシステムを強化し、随時情報集約を
実施する。また、2022年度より、研究
者の分析に基づくリスクコミュニケ
ーションのための情報を提供する。
【内閣官房、科技、厚、関係府省】 

・国⽴感染症研究所内にＥＯＣを設置
し、感染症に係る情報集約・分析・提
供及びリスクコミュニケーションに
係る以下の取組を実施。 

・東京オリンピック・パラリンピック期
間中（前後期間を含む）、毎⽇関連情報
を取りまとめて⽇報として提供。 

・オミクロン株への対応として関連情報
の集約・分析を⾏い、感染研リスク評
価として公表。 

・2021年度から開始した取組において、
⼤規模イベント及び健康危機発⽣時
（現在進⾏中）における情報提供等を
継続的に実施しているところであり、
今後についても同取組を維持・継続。
【厚】 

 
⑤ 宇宙・海洋分野等の安全・安⼼への脅威への対応 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇宇宙分野や海洋分野を含むその他の

安全・安⼼への脅威に対し、国際的な
連携体制を確保しつつ、先端的な基盤
技術の研究開発や、それぞれの課題に
対応した研究開発と社会実装を実施
する。【内閣官房、科技、宇宙、海洋、
外、⽂、経、防、関係府省】 

・ＭＤＡの能⼒を強化し、我が国の広⼤
な排他的経済⽔域を最⼤限利⽤する
ために不可⽋な海洋観測技術の⾼度
化・効率化に向けて、有⼈観測に加え、
無⼈観測技術の⾼度化については、基
礎的な研究開発を実施。 

・準天頂衛星初号機後継機を打ち上げる
など、準天頂衛星システム、情報収集
衛星、ＳＳＡ衛星、通信衛星等の宇宙
システムの開発、整備を着実に実施。 

・衛星コンステレーションを活⽤したＨ
ＧＶ探知・追尾システムの調査研究を
実施中。 

・軌道利⽤に関するルール整備につい
て、デブリ除去等の軌道上サービスを
⾏うにあたって共通に従うべき我が
国としてのガイドラインを制定。 

・宇宙システムのサイバーセキュリティ
対策のための⺠間企業向けガイドラ
インを開発。 

・宇宙システムに機能低下が発⽣した際
にどのように対応するかの模擬的な
訓練（机上演習）を関係府省等にて実
施。 

・多頻度での情報収集を⾏うため、⺠間
の⼩型衛星コンステレーションの利
⽤を開始。 

・広⼤な海域における無⼈観測技術の⾼
度化に向け、7,000m以深ＡＵＶ・ＲＯ
Ｖ等の個別の機器開発を進めるとと
もに、海及び空の無⼈機の連携や、海
底光ファイバケーブル等を活⽤する
ことにより、次世代の観測体制システ
ムを構築。【⽂】 

・準天頂衛星システム、情報収集衛星、
ＳＳＡ衛星等の宇宙システムの着実
な整備を推進するとともに、多頻度で
の情報収集を可能とする⺠間の⼩型
衛星コンステレーション等の利活⽤
の推進、ミサイル防衛のための衛星コ
ンステレーションについての検討、軌
道利⽤に関するルール整備、サイバー
セキュリティ対策を含めた宇宙シス
テム全体の機能保証の強化等に取り
組む。【宇宙、関係府省】 

 
⑥ 安全・安⼼確保のための「知る」「育てる」「⽣かす」「守る」取組 

安全・安⼼の実現のための重要な諸課題に対応し、科学技術の多義性を踏まえつつ、総合的な安全保障の基
盤となる科学技術⼒を強化するため、分野横断的な取組を実施する。緊急を要する課題については、順次、対
応⽅針を固め、既存事業との整理等を⾏いつつ、必要な取組を進める。 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇国⺠⽣活、社会経済に対する脅威の動

向の監視・観測・予測・分析、国内外
の研究開発動向把握や⼈⽂・社会科学
の知⾒も踏まえた課題分析を⾏う取
組を充実するため、安全・安⼼に関す
る新たなシンクタンク機能の体制を

・2021年秋に、本格的なシンクタンクの
⽴上げに向けた試⾏事業を政策研究
⼤学院⼤学において開始（「幅広調査
分析」及び「深掘調査分析」、政府との
密接な連携、厳格な情報管理等）。 

・2023年度を⽬途に本格的なシンクタン

・2022年度も引き続き、本格的なシンク
タンクの⽴上げに向けた試⾏事業に
おいて、「幅広調査分析」及び「深掘調
査分析」を試⾏的に実施予定。さらに、
将来の専⾨⼈材育成活動に必要なプ
ログラムやカリキュラム等も検討予
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構築し、今後の安全・安⼼に係る科学
技術戦略や重点的に開発すべき重要
技術等の政策提⾔を⾏う。そのため、
2021年度より新たなシンクタンク機
能を⽴ち上げ、2023年度を⽬途に組織
を設⽴し、政策提⾔を実施する。【内閣
官房、科技、関係府省】 

クを⽴ち上げるべく検討を実施。 定。【内閣官房、科技、関係府省】 
・2021年度から着⼿している試⾏事業の

結果も踏まえつつ、引き続き2023年度
⽬途に本格的なシンクタンクを⽴ち
上げるための検討を実施予定。【内閣
官房、科技、関係府省】 

〇新たなシンクタンク機能からの政策
提⾔を踏まえながら、必要に応じ研究
開発プログラムやファンディング等
と連動させて重点的な研究開発につ
なげる仕組みを構築する。明確な社会
実装の⽬標設定を含む研究開発プロ
グラムのマネジメントを実施する。
【内閣官房、科技、関係府省】 

・2021年度補正予算において、基⾦を活
⽤して重要技術の実⽤化に向けた強
⼒な⽀援を⾏う「経済安全保障重要技
術育成プログラム」を新たに創出する
ため、2,500億円を計上。ＪＳＴとＮＥ
ＤＯそれぞれ1,250億円の基⾦を造
成。 

・⽬利き⼈材による技術ニーズと技術シ
ーズのマッチングを推進。 

・関係府省と連携し、公募に必要な⽂書
の作成や、研究開発のビジョンや、テ
ーマを取りまとめて、2022年度中に最
初の公募を開始予定。また、先端的な
重要技術の育成を進めるプロジェク
トを早急に強化し、5,000億円規模と
することを⽬指して、実⽤化に向けた
強⼒な⽀援を実施。【内閣官房、科技、
関係府省】 

・関係府省と国研等の間で⼈と情報の交
流を増やし、⼈的ネットワークの拡⼤
を図り、科学技術の⽬利きができる⼈
材の育成に努める。【内閣官房、科技、
関係府省】 

〇研究活動の国際化、オープン化に伴
い、利益相反、責務相反、科学技術情
報等の流出等の懸念が顕在化しつつ
ある状況を踏まえ、基礎研究と応⽤開
発の違いに配慮しつつ、また、国際共
同研究の重要性も考慮に⼊れながら、
政府としての対応⽅針を検討し、2021
年に競争的研究費の公募や外国企業
との連携に係る指針等必要となるガ
イドライン等の整備を進める。特に研
究者が有すべき研究の健全性・公正性
（研究インテグリティ）の⾃律的確保
を⽀援すべく、国内外の研究コミュニ
ティとも連携して、2021年早期に、政
府としての対応の⽅向性を定める。こ
れらのガイドライン等については、各
研究機関や研究資⾦配分機関等の取
組状況を踏まえ、必要に応じて⾒直
す。【科技、⽂、経、関係府省】 

・各⼤学・研究機関等に「研究インテグ
リティの確保に係る対応⽅針」の周
知・連絡を実施。 

・研究者、所属機関等へ研究インテグリ
ティの確保に係る対応に関する説明
会を実施。 

・競争的研究費の適正な執⾏に関する共
通的なガイドラインを改定し、周知・
連絡を実施。 

・関連機関に対しガイドライン改定に関
する説明会を実施。 

・研究インテグリティに係る調査・分析
を実施。 

・研究インテグリティ確保のためのモデ
ルとなる体制・規程等の調査研究を実
施。 

・2021年度に決定した政府⽅針に基づ
き、研究者、⼤学・研究機関等、研究
資⾦配分機関等で進められている取
組状況を調査し、フォローアップを実
施するとともに、アカデミアと政府の
連携を強化。また、2023年に我が国が
Ｇ７議⻑国となることを⾒据え、安全
な国際研究協⼒を促すための研究セ
キュリティ・インテグリティの原則の
作成等について、Ｇ７での議論に我が
国が積極的に貢献。【科技、⽂、経、関
係府省】 

・研究者、所属機関等へ研究インテグリ
ティの確保に係る対応に関する説明
会・セミナーを引き続き開催。【科技、
⽂、経、関係府省】 

・2021年度の調査研究の結果を踏まえ、
モデルとなる体制・規程等を⼤学・研
究機関等へ周知・連絡。【⽂】 

〇我が国の技術的優越を確保・維持する
ため、重要技術の明確化、重視する技
術分野への重点的な資源配分、適切な
技術流出対策等を実施する。国際的な
技術流出問題の顕在化といった状況
を踏まえ、グローバルに知の交流促進
を図り、研究⼒、イノベーション⼒の
強化を進めることと、総合的な安全保
障を確保することを両⽴しつつ、多様
な技術流出の実態に応じて段階的か
つ適切な技術流出対策を講ずべく、情
報収集を進めるとともに、制度⾯も含
めた枠組み・体制の構築について検討
を進める。【内閣官房、科技、関係府省】 

・2021年補正予算において、基⾦を活⽤
して重要技術の実⽤化に向けた強⼒
な⽀援を⾏う「経済安全保障重要技術
育成プログラム」を新たに創出するた
め、2,500億円を計上。ＪＳＴとＮＥＤ
Ｏそれぞれ1,250億円の基⾦を造成。 

・経済安全保障推進法が成⽴し、官⺠技
術協⼒・特許出願の⾮公開等に関する
制度を創設。 

・留学⽣・研究者等の受⼊れ審査強化の
観点から、引き続き、在留資格認定証
明書交付申請及びビザ発給について、
必要に応じて過去の実績や具体的な
研究内容等に関する資料等を求める
取扱いを実施中。 

・2022年度予算において、留学⽣・研究
者等の受⼊れ審査強化に係る体制を
整備するため、出⼊国在留管理及びビ
ザ発給に係るシステムの改修経費を

・我が国の技術的優越を確保・維持する
ため、重要技術の明確化、重視する技
術分野への重点的な資源配分、適切な
技術流出対策等を実施する観点から、
以下の施策を早急に講ずる。【内閣官
房、科技、関係府省】 
- 関係府省と連携し、公募に必要な⽂

書の作成や、研究開発のビジョン
や、テーマを取りまとめて、2022年
度中に最初の公募を開始予定。ま
た、先端的な重要技術の育成を進め
るプロジェクトを早急に強化し、
5,000億円規模とすることを⽬指し
て、実⽤化に向けた強⼒な⽀援を実
施。（再掲） 

- 官⺠技術協⼒の制度について、基本
指針の策定をはじめ円滑な実施に
向けた準備を進める。 

- 特許出願の⾮公開制度について、必



56 
 

計上したほか、出⼊国在留管理庁、外
務省及び経済産業省で計40⼈の定員
増を計上。 

・⼤学・研究機関・企業等の内部管理体
制の強化を図るため、外為法、不競法、
技術情報管理認証制度を含む機微な
技術の管理等に関する説明会を開催
するとともに、専⾨⼈材の派遣による
個別相談等を通じて、内部管理体制の
構築・強化を⽀援。 

・2021年６⽉、ＦＡが実施する研究開発
事業に関する安全保障貿易管理の要
件化の実施⽅針に係る関係府省課⻑
級会議を内閣府主催で開催し、５ＦＡ
（ＪＳＰＳ、ＪＳＴ、ＡＭＥＤ、ＮＡ
ＲＯ、ＮＥＤＯ）事業の安全保障貿易
管理の要件化に向けた実施⽅針を決
定。実施に当たっては、⼿続の効率化
のため、府省共通研究開発管理システ
ム（e-Rad）の活⽤を検討。2021年８
⽉、内閣府のe-Rad運営委員会におい
て、安全保障貿易管理の要件化に係る
改修⽅針を決定し、現在改修に向け作
業中。 

・外為法上の投資審査・事後モニタリン
グについて、関係府省の連携を強化す
るとともに、執⾏体制を強化し、審査
能⼒の底上げを実施。指定業種の在り
⽅に係る検討を含め、関係府省間での
議論を継続。 

・既存の国際輸出管理レジームを補完す
るため、機微技術の輸出管理につい
て、当該レジーム参加国等との間で議
論を実施。 

・外為法上の「みなし輸出」管理の運⽤
明確化のための制度改正を2021年11
⽉18⽇に公布し、2022年５⽉１⽇に施
⾏。 

・2022年度予算で、経済インテリジェン
スに係る⼈員について約130⼈の定員
増を計上。 

要なシステム整備を含め円滑な施
⾏に向けた取組を進める。 

- 引き続き、関係府省と連携を図りな
がら、留学⽣・研究者等の受⼊れの
審査強化に取り組む。 

- ⼤学・研究機関・企業等における機
微な技術情報へのアクセス管理、管
理部⾨の充実や内部管理規程の策
定など内部管理体制が⼀層強化さ
れるよう、引き続き説明会の開催や
専⾨⼈材の派遣による個別相談等
を実施するとともに、各地域の⼤学
等で形成されている⾃律的なネッ
トワークの取組も活⽤しつつ、産学
官による取組を推進。政府として、
当該実現に向けて必要な意識啓発
と制度⾯を含めた対応を⼀層充実
させ、実効性を向上させつつ、⼤学・
研究機関・企業等の負担軽減のため
の取組を実施。 

- 事業者における技術情報の適切な
管理体制の構築・強化を後押しする
ため、技術情報管理認証制度の普及
啓発や制度・運⽤改善に係る取組を
推進。 

- 政府研究開発事業から安全保障貿
易管理の要件化の対象事業を選定
し、資⾦配分先の安全保障貿易管理
体制の構築を要求。要件化に係る⼿
続の効率化に向けてe-Radの改修に
取り組む。また、⼀層の技術流出防
⽌に向けて対象事業を継続的に拡
⼤。 

- 引き続き、外為法上の投資審査・事
後モニタリングについて、政府全体
として審査能⼒の向上等を図る。 

- 引き続き、既存の国際輸出管理レジ
ームを補完する安全保障貿易管理
上の取組を進める。 

- 2022年５⽉１⽇に施⾏される外為法
上の「みなし輸出」管理の運⽤明確
化について、⼤学・研究機関・企業
等に対して周知及び啓発を図り、適
切な運⽤を実施。 

- 引き続き、経済安全保障に係る情報
の収集・分析・集約・共有に必要な
体制を強化。 
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（４）価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

社会のニーズを原動⼒として課題の解決に挑むスタートアップを次々と⽣み出し、企業、⼤学、公的研究
機関等が多様性を確保しつつ相互に連携して価値を共創する新たな産業基盤が構築された社会を⽬指す。 

このため、都市や地域、社会のニーズを踏まえた⼤学・国⽴研究開発法⼈等の研究開発成果が、スタート
アップや事業会社等とのオープンイノベーションを通して事業化され、新たな付加価値を継続的に創出す
るサイクル（好循環）を形成する。このサイクルが、社会ニーズを駆動⼒として活発に機能することにより、
世界で通⽤する製品・サービスを創出する。さらに、事業の成功を通じて得られた資⾦や、経験を通じて得
られた知⾒が、⼈材の育成や事業会社・⼤学・国⽴研究開発法⼈等の共同研究を加速させる。こうして、⼤
学や国⽴研究開発法⼈、事業会社、地⽅公共団体等が密接につながり、イノベーションを創出するスタート
アップが次々と⽣まれ、⼤きく育つエコシステムが形成される。 

このような流れが切れ⽬なくつながるシステムが都市や地域を核に形成されることによって、社会課題
の解決・社会変⾰を導くイノベーションが連続的、相互連鎖的に創出される。加えて、スタートアップの世
界展開、世界からの投資の呼び込みの拡⼤につながる。 

こうしたエコシステムの実現に向け、ニーズプル型のイノベーションの創出を強⼒に進めるとともに、ス
タートアップ及び事業会社のイノベーション活動が促進されるよう、制度⾯、政策⾯での環境整備を進め
る。さらに、⼤学・国⽴研究開発法⼈等の「知」が社会ニーズに⽣かされるよう、産学官連携による新たな
価値共創の推進やスタートアップ・エコシステム拠点都市の形成を進めるとともに、エコシステムを⽀える
⼈材育成に取り組む。 
 
【⽬標】 
・ ⼤学や研究開発法⼈、事業会社、地⽅公共団体等が密接につながり、社会課題の解決や社会変⾰へ挑戦

するスタートアップが次々と⽣まれるエコシステムが形成され、新たな価値が連続的に創出される。 
 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ ＳＢＩＲ制度91に基づくスタートアップ等への⽀出⽬標：570億円（2025年度）92 
・ 官公需法に基づく創業10年未満の新規事業者向け契約⽬標：３％（2025年度）93 
・ 実践的なアントレプレナーシップ教育プログラムの受講者数：1,200名（2025年度）94 
・ ⼤学等及び国⽴研究開発法⼈における⺠間企業からの共同研究の受⼊額：2025年度までに、対2018年

度⽐で約７割増加（2025年度）95 
・ 分野間でデータを連携・接続する事例を有するスタートアップ・エコシステム拠点都市数の割合：100%

（2025年） 
・ 企業価値⼜は時価総額が10億ドル以上となる、未上場ベンチャー企業（ユニコーン）⼜は上場ベンチャ

                                                       
91 中⼩企業等に対する研究開発補助⾦等の⽀出機会の増⼤を図り、その成果の事業化を⽀援する省庁横断的な制度。 
92 2022年度⽬標、約546億円 
93 2020年度実績、0.83％ 
94 2021年⾒込み、約1,800名 
95 2020年⾒込み、約1,062億円。共同研究の受⼊額の第６期基本計画期間の前半における状況（新型コロナウイルス感染症の影響からの回復

の状況等）を踏まえつつ、必要に応じ数値⽬標の⾒直しも検討する。 
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ー企業96創出数：50社（2025年度）97 
 
【現状データ】（参考指標） 
・ ⼤学等スタートアップ創業数：⼤学等発 233社(2020年度設⽴)、研究開発型法⼈発 13社（2018年度設⽴）

98 
・ ＶＣ等による投資額・投資件数：年間ＶＣ等投資額 2,243億円／1,448件（2020年度）99 
・ 国境を越えた商標出願と特許出願：主要国のうち、⼈⼝100万⼈当たりで商標出願数よりも特許出願数が

相対的に多い国は⽇本のみ100 
・ 研究者の部⾨間の流動性：企業から⼤学等へ転⼊した研究者数 1,137⼈、⼤学等から企業へ転⼊した研究

者数 156⼈（2020年度）101 
 
① 社会ニーズに基づくスタートアップ創出・成⻑の⽀援 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇政府による、ニーズプル型のイノベー

ションの創出を進めるため、2021年4
⽉に施⾏される新たな⽇本版ＳＢＩ
Ｒ制度を、関係府省が連携して推進す
る。本制度に基づく研究開発制度を
2021年度から導⼊し、政府の⽀出⽬標
を設定するとともに、本制度を活⽤し
て開発された製品等を調達し、初期需
要を創出することにより、スタートア
ップの創出、成⻑を強⼒に⽀援する。
【科技、関係府省】  

・2022年度の⽀出⽬標（約546億円）の
設定等に係る「令和４年度特定新技術
補助⾦等の⽀出の⽬標等に関する⽅
針」を2022年６⽉に閣議決定（2021年
度の⽀出⽬標は約537億円）。 

・指定補助⾦等の実施について必要な事
項を定める「指定補助⾦等の交付等に
関する指針」を2022年６⽉に閣議決定
し、スタートアップ側から⾒た制度の
「使いやすさ」を改善。 

・関係府省と連携して、スタートアップ・
エコシステム拠点都市への集中⽀援
を実施。 

・岸⽥政権の柱である「スタートアップ
５か年計画」の策定に貢献すべく、イ
ノベーション・エコシステム専⾨調査
会で必要な施策を検討。 

・2022年度の⽀出⽬標の達成に向けて、
関係府省と連携。その際、旧制度につ
いて挙げられた課題を踏まえた新制
度の適切なＫＰＩを設定し、内閣府を
中⼼に、関連事業の実施状況の的確な
把握や評価を実施。【科技、関係府省】 

・「指定補助⾦等の交付等に関する指針」
に基づき実施する指定補助⾦等にお
いて、政策課題や公共調達ニーズを踏
まえた具体的な研究開発課題を提⽰
し、関係する研究開発を⽀援するとと
もに、研究開発が成功した際には、試
験的な導⼊や政府調達等につなげる
仕組みを各省連携により構築すると
ともに、政府調達を促進するための措
置を実施。【科技、関係府省】 

・ＳＢＩＲ制度に基づく「指定補助⾦等」
の対象・規模を抜本的に拡充するとと
もに、近年予算措置され今後の⽀出が
⾒込まれる研究開発基⾦等について
もスタートアップの参画促進を図る
ことを検討。【科技、関係府省】 

・スタートアップの参加を容易にする観
点から、⼊札参加資格など政府調達⼿
続等を⾒直すとともに、政府調達にお
いて、ＳＢＩＲ制度における研究開発
成果の調達⼿法と同様の仕組みでの
随意契約を⾼度な新技術を持ったJ-
Startup選定企業等との間でも可能と
することを検討。【科技、経】 

・ＳＢＩＲ制度について、スタートアッ

                                                       
96 2018年度当初時点で、創業していない⼜は創業10年未満の企業を対象。 
97 2018年度から2025年度までの⽬標として、「令和２年度⾰新的事業活動に関する実⾏計画（2020年７⽉17⽇）」において設定。2021年度末

時点、35社。 
98 ⽂部科学省、内閣府による調査 
99 ⼀般財団法⼈ベンチャーエンタープライズセンター（ＶＥＣ）「ベンチャー⽩書2021」 
100 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2021」（2021年８⽉） 
101 総務省「2021年科学技術研究調査結果」（2021年12⽉） 
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プ側から⾒た制度の「使いやすさ」を
抜本的に改善。【科技】 

・リスクを取って挑戦する起業家の⽣活
の安定化やスタートアップの⻑期的
な成⻑及び次の起業家やエンジェル
投資家になるとともに雇⽤創出など
社会・経済全体に活⼒をもたらすとい
う好循環を極⼒早く回すことを後押
しする観点から、諸外国の経験も参考
に、必要な仕組みの在り⽅を検討。【科
技、経】 

・初等中等教育段階における探究・ＳＴ
ＥＡＭ・アントレプレナーシップ教育
の抜本強化や、希望する全ての⼤学⽣
等に対して、質の⾼いアントレプレナ
ーシップ教育やメンター・アクセラレ
ータ等から起業に向けた⽀援を受け
る機会の提供に取り組む。【科技、⽂、
経】 

・スタートアップビザ制度に関し、諸外
国を参考に、国から認定を受けたＶ
Ｃ、インキュベータ、アクセラレータ
等から投資・採択を受けた創業者・ス
タートアップへ発給できるようにす
るなどの取組を検討。【法、経】 

・国内外のスタートアップに開かれたデ
ィープテック分野のスタートアップ
向けのグランド・チャレンジや公的部
⾨が保有するデータを活⽤したコン
テスト等の取組を強化。その際、国や
地⽅公共団体の規制がスタートアッ
プの挑戦の障害となっていることが
判明した場合、規制改⾰会議等と連携
して、規制緩和を積極的に検討。【科
技、関係府省】 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市を中⼼に、スタートアップのグロー
バル展開を加速するため、海外アクセ
ラレータの⽇本誘致も念頭に置きつ
つ、グローバルアクセラレーションプ
ログラムの充実を図る。【科技、経】 

・ディープテック分野に特化した研究機
能とスタートアップ・インキュベーシ
ョン機能を兼ね備えた、⺠間資⾦を基
盤として運営されるスタートアップ・
キャンパス構想の推進に向けて、海外
のトップ⼤学やＶＣ等とも連携しな
がら、世界標準のビジネスを⽣み出す
エコシステムの形成を⽬指す。【科技、
関係府省】 

・次期ＳＩＰ（戦略的イノベーション創
造プログラム）等の研究開発プロジェ
クトにおけるスタートアップ特枠の
創設を検討。【科技】 

〇社会課題の解決や市場のゲームチェ
ンジをもたらすスタートアップの創
出及び効果的な⽀援を実現するため、
⼤学・国⽴研究開発法⼈等発ベンチャ
ー創出を促進する環境整備、ベンチャ
ーキャピタルのファンド組成の下⽀

・ＮＥＤＯを通じて、急成⻑の可能性を
秘めた研究開発型スタートアップに
対し、事業段階に応じた⽀援を実施。
具体的には、ＮＥＤＯが認定したＶＣ
からの出資を受けた研究開発型スタ
ートアップに対して、実⽤化開発等に

・スタートアップの資⾦調達額は、近年
増加しているものの、諸外国と⽐較す
ると⼤きな差がある。今後、世界で戦
える研究開発型スタートアップを創
出するため、ＮＥＤＯを通じた⽀援に
ついて、海外ＶＣの参画や⼤型化、技
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えや、研究資⾦配分機関等による⼤規
模な資⾦⽀援（Gap Fund供給）を実施
する。【⽂、経】 

係る資⾦⽀援等を実施。 
・ＳＴＡＲＴにおいて、 

①成⻑性のある⼤学等発スタートア
ップ創出⼒の強化に向けて、⺠間の
事業化ノウハウを活⽤しつつ、ポテ
ンシャルの⾼い⼤学等の⾰新的技
術の研究開発⽀援と事業化の⼀体
的な実施に向け、計13課題を採択
し、⽀援を実施。 

②スタートアップ・エコシステム拠点
都市において⾃治体・産業界と連携
し、⼤学等における実践的なアント
レプレナーシップ教育とギャップ
ファンド及び起業⽀援体制構築等
に向け、2021年11⽉に３拠点を採択
し、⽀援を開始。 

・スタートアップ・エコシステム形成に
向けた⽀援パッケージに基づき、⽇本
政策⾦融公庫、⽇本政策投資銀⾏、中
⼩企業基盤整備機構、産業⾰新投資機
構等の政府系機関から、スタートアッ
プ向けに制度融資や資本性ローン、出
資の供給を実施。さらに、ＶＣ向けの
ファンド資⾦供給も強化。 

術実証等、抜本的な⾒直しを検討し、
更なるリスクマネーの供給を実施し
ていく必要がある。加えて、経営⼈材
のマッチング等、⼤学等に眠る技術シ
ーズを掘り起こし、ビジネスにつなげ
るための取組も強化する必要がある。
また、福島浜通りをスタートアップ創
出の先進地とすべく、実証の場を整備
する必要がある。【⽂、経】 

・ＳＴＡＲＴにおいて、 
①成⻑性のある⼤学等発スタートア

ップ創出⼒の強化に向けて、⺠間の
事業化ノウハウを活⽤しつつ、ポテ
ンシャルの⾼い⼤学等の⾰新的技
術の研究開発⽀援と事業化に向け
た⽀援を引き続き実施。【⽂】 

②スタートアップ・エコシステム拠点
都市において、⾃治体・産業界と連
携し、⼤学等における実践的なアン
トレプレナーシップ教育とギャッ
プファンド及び起業⽀援体制構築
等に向けた⽀援を引き続き実施。ま
た、⼩中⾼校段階への裾野拡⼤のた
め、学校内外のアントレプレナーシ
ップ醸成に向けた活動を⼤学・⾃治
体・企業等が⽀える取組を⽀援。【科
技、⽂、経】 

・イスラエル、韓国等の諸外国の経験も
参考にしつつ、公的機関からの海外Ｖ
ＣへのＬＰ投資を実施する枠組みを
推進。この際、海外ＶＣとの関係性強
化を通じて、海外ＶＣによる我が国の
スタートアップへの投資機会を拡⼤
することにより、海外のＶＣのスター
トアップ成⻑に係るノウハウや我が
国のスタートアップの国際展開に必
要なグローバル・ネットワークの強化
につなげる。また、この枠組みを活⽤
しつつ、我が国のベンチャー・キャピ
タリストの育成を図ることも推進す
るべきである。さらに、公的機関の海
外拠点の強化等を通じて、ネットワー
ク⼒の強化を進める。【関係府省】 

・プレシード、シード段階やディープテ
ック分野等のリスクの⼤きい投資及
びレイタ―等のスタートアップが⼤
規模に成⻑する段階を中⼼として、呼
び⽔としての公的資⾦によるリスク
マネーを抜本強化することが必要で
ある。この際、公的機関から⺠間ＶＣ
へのＬＰ投資を通じて国内ＶＣ市場
及び専⾨性を有する⺠間ＶＣを育成
するという観点を踏まえ、政府は極⼒
投資判断に介⼊しないようにしつつ、
ＶＣを含めた⺠間のインセンティブ
を引き出す仕組みを構築。【関係府省】 

・⼀定の資産や知識・経験を有する特定
投資家等による未上場株式への投資
促進に向けた環境整備を進めるとと
もに、適切な投資家保護の枠組みの
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下、⼀定のリスクを許容できる⼀般の
個⼈投資家による国内ファンドを通
じたスタートアップへの投資を促進
する⽅策を検討。【関係府省】 

・リスクを取って挑戦する起業家の⽣活
の安定化やスタートアップの⻑期的
な成⻑及び次の起業家やエンジェル
投資家になるとともに雇⽤創出など
社会・経済全体に活⼒をもたらすとい
う好循環を極⼒早く回すことを後押
しする観点から、諸外国の経験も参考
に、必要な仕組みの在り⽅を検討。（再
掲）【科技、経】 

・未上場株式への機関投資家等による投
資を促すとともに、特定投資家への投
資勧誘等に係る制度整備を踏まえた
特定投資家等によるセカンダリー取
引の円滑化など、諸外国で導⼊されて
いる未上場株式の取引を⽬的とした
市場等の創設に向けた環境整備を進
める。【⾦融】 

・スタートアップの事業化に向けて⼤学
等の保有する知的財産を最⼤限活⽤
できる環境を整備するため、知的財産
の対価としての株式・新株予約権の活
⽤制限の撤廃、共有特許ルールの⾒直
し、国際特許出願⽀援の強化等につい
て検討し、速やかに結論を得る。あわ
せて、⼤学等と企業の共同研究の成果
を⼤学等が活⽤しやすくするため、⼤
学等が過度に企業側に知財関連コス
トを負担させなくても済むよう、⼤学
等の知財関連財源の充実を含め⼤学
等への⽀援の在り⽅について検討。そ
の際、⼤学の知財マネジメント能⼒の
向上や知財マネジメント⼈材を擁す
る外部組織との連携、インセンティブ
設計等についても検討。【知財、科技、
⽂、経】 

・ＶＣを通じた知財戦略専⾨家をスター
トアップにつなぐ仕組みを構築。特
に、2022年度から新たに弁理⼠・弁護
⼠等の知財専⾨家をＶＣに派遣し、ス
タートアップへの知財戦略構築⽀援
を強化。【知財、経】 

〇スタートアップが⼤企業と共同研究
等を通じて連携する際に、オープンイ
ノベーションの促進と公正かつ⾃由
な競争環境の確保の観点から適正な
契約がされるよう、各契約における問
題事例やその具体的改善の⽅向性や、
独占禁⽌法上の考え⽅を整理したガ
イドラインを策定する。【公取、経】 

・公正取引委員会は、「スタートアップと
の事業連携に関する指針」について、
経済団体等への説明会（計８回）や雑
誌への寄稿を実施。説明会の資料につ
いては、その他の関連資料をあわせて
公開102。 

・経済産業省は、「スタートアップとの事
業連携に関する指針」について、⼤企
業等へ向けてＪＯＩＣを通じたセミ
ナー及び弁護⼠等へ向けたイベント

・2022年３⽉に、スタートアップと出資
者との取引・契約に係る問題につい
て、独占禁⽌法上の考え⽅、問題とな
り得る事例、問題の背景及び解決の⽅
向性等を追加した改訂版を公表。改訂
版について、関連する団体等と連携
し、更なる周知を実施。【公取、経】 

・「スタートアップとの事業連携及びス
タートアップへの出資に関する指針」
（2022年３⽉、公正取引委員会・経済

                                                       
102 https://www.jftc.go.jp/dk/startup/index.html 
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の登壇、雑誌への寄稿を実施。 
・2021年12⽉、公正取引委員会を含む関

係府省において、「パートナーシップ
による価値創造のための転嫁円滑化
施策パッケージ」を取りまとめ103。 

産業省）に則り、新たに、下請代⾦法
の適⽤対象とならない⼤企業とスタ
ートアップとの取引について、２万社
程度の書⾯調査を実施。【公取】 

・「知財・無形資産ガバナンスガイドライ
ン」の改訂等により、⼤企業が、知財・
⼈材等の経営アセットをスタートア
ップに切り出す取組について開⽰・カ
バナンスを強化。【知財、経】 

〇⼤学等発スタートアップやその連携
先企業について、適切な協⼒関係が構
築できているか、継続的な実態把握を
⾏う。【科技、経】 

・⽇本オープンイノベーション⼤賞やス
タートアップ・エコシステム拠点都市
推進協議会ワーキンググループ等の
取組を通じ、⼤学等発スタートアップ
の実態把握を実施。 

・引き続き、⼤学等発スタートアップや
その連携先企業の協⼒関係の実態把
握を実施。【科技、経】 

〇スタートアップの経営課題を踏まえ
た経営⼈材の要件を整理すること等
を通じて、経営⼈材の不⾜により成⻑
を阻害されている有望なスタートア
ップに経営⼈材候補者が転職するこ
とが容易となる環境を創出する。【経】 

・⼤企業等が抱える経営⼈材をスタート
アップへ効率的・効果的にマッチング
さ せ る 環 境 の 創 出 を ⽬ 的 と し 、
SHIFT(x)事業を実施。モデル事業７件
を採択し、プロボノや副業、転職等の
多様な⽅法で、⼤企業⼈材がスタート
アップに挑戦する場を提供し、モデル
事業内で⽣まれた事例を情報発信。 

・2021年度のSHIFT(x)事業で採択され
た各事業者への追跡調査等を通して
得られた新たな課題や、更に深掘りす
べき課題等を抽出し、地⽅における経
営⼈材やグローバル⼈材の流動等に
ついて、必要な⼈材⽀援施策を検討。
【経】 

・2023年度までに、⼤学・⾼専・国研等
において、研究シーズの掘り起こしに
よる起業の促進や、創出された⼤学等
発ベンチャーの確実な成⻑のため、外
部から経営⼈材を確保して研究者等
とのマッチングを⽀援する取組を開
始。【経】 

〇スタートアップ⽀援を⾏う政府関係
機関が連携し、技術シーズを⽣かして
事業化等に取り組むスタートアップ
や、創業を⽬指す研究者・アントレプ
レナーなどの⼈材を継続的に⽀援す
る。【経、関係府省】 

・Ｐｌｕｓの参加機関の若⼿職員が中⼼
となり、取組別に三つのＷＧを設置。
各機関が単独で実施していたイベン
トの合同開催や、参加機関の職員が参
加する勉強会等の実施を通じて、参加
機関間での連携を実施。 

・ＷＧ等を通じて参加機関間での連携を
加速化させ、各機関の施策の⾼度化や
質の⾼いスタートアップに対する⼀
気通貫での⽀援体制を構築するとと
もに、参加機関の追加を検討。【経、関
係府省】 

 
② 企業のイノベーション活動の促進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇イノベーション経営104に挑戦する企

業が資本市場等から評価されるよう、
ISO56002:2019105や「⽇本企業におけ
る価値創造マネジメントに関する⾏
動指針106」等を踏まえた銘柄化の制度
設計を実施する。また、研究開発に係
るファンディングにおいて、当該⾏動
指針や産学官連携ガイドライン107等
を踏まえた企業の取組状況を勘案し
た審査を順次実施する。【経】 

・イノベーション経営に関する認証規格
であるISO56001の策定に向けた動向
等を踏まえつつ検討。 

・「官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業」
（2021年４⽉及び2022年１⽉）、「産学
融合先導モデル拠点創出プログラム」
（2021年２⽉）、「地域の中核⼤学の産
学融合拠点の整備（2021年度補正）」
（2022年３⽉）の採択において、「産学
官連携ガイドライン」の実⾏状況を審
査の参考とした。 

・イノベーション経営に関する認証規格
であるISO56001の策定に向けた動向
等を踏まえつつ検討。【経】 

・引き続き「官⺠による若⼿研究者発掘
⽀援事業」及び「産学融合先導モデル
拠点創出プログラム」の採択において
は、「産学官連携ガイドライン」の実⾏
状況を審査の参考とする。【経】 

○欧⽶企業での社外⼈材が活躍するダ ・産業構造審議会産業技術分科会研究開 ・経済産業省が実施する研究開発事業に

                                                       
103 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/pdf/partnership_package_set.pdf 
104 組織、プロセス、企業⽂化・⾵⼟を変⾰し、イノベーションをおこしやすくするための経営。ただし、イノベーションを創出する活動に対

して、必要なリソース（予算・⼈等）を配置し、事業化するための体制が構築されていることが前提となる。 
105 イノベーション・マネジメントシステムに関する国際規格（2019年7⽉） 
106 2019年10⽉４⽇経済産業省及びイノベーション100委員会 
107 産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】（2020年6⽉） 
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イバーシティの状況や、世界各国・企
業の取組、2020年度に実施した過去の
研究開発事業の分析結果等を踏まえ、
研究開発事業について、リニア型では
なく、新たに⽣じた社会課題等に応じ
て柔軟に研究開発を進める新たな政
策⼿法の構築を図る。【経】 

発・イノベーション⼩委員会研究開発
改⾰ＷＧにおいて議論を実施し、今後
の国の研究開発プロジェクトの在り
⽅について、最終報告書を取りまとめ
（2022年２⽉）。 

ついて、2023年度から、以下の考え⽅
を全⾯的に適⽤予定。【経】 

・様々な社会課題を解決するための研究
開発を実現すべく、将来像からバック
キャストし、事業の⽬標を設定し、関
連する施策を総動員、事業を⼤括り化
することにより研究開発事業全体の
プラットフォーム化を実施。また、価
値起点の評価を実施するとともに、Ｏ
ＯＤＡループを構築し、アジャイルに
研究開発を進めるべく、予算編成と評
価の各プロセスを連動させる仕組み
を構築。さらに、海外機関を含む他機
関との連携や⼈材の確保・育成によ
り、先端技術や研究開発の⼿法に関す
る技術インテリジェンス機能を強化。
【経】 

・研究開発事業の参加者のコミットメン
トを確保し、野⼼的な研究開発の取組
を引き出すべく、プロセス（コスト）
から成果（⽣み出される価値）に対し
て報酬（インセンティブ）を⽀払う仕
組みへ転換すべく、アワード型研究開
発事業やインセンティブ制度を導⼊。
【経】 

・多様なアイディア・知識を活かした研
究開発事業を実現すべく、研究開発事
業の初期段階から、事業・⾦融・政策
に係る幅広い関係者が参画し、先端技
術の社会実装に必要な要素を議論す
る場（テックコミュニティ）を構築・
活性化。また、実効的なステージゲー
トの実施等により、多産多死型の研究
開発モデルへと移⾏。さらに、研究開
発事業への中堅・中⼩・スタートアッ
プの参加を促進。【経】 

〇オープンでアジャイルなイノベーシ
ョンの創出に不可⽋なオープンソー
スソフトウエア（ＯＳＳ108）に関する
経営上の重要性（価値・リスク）の理
解促進と、ＯＳＳの活⽤に対する意識
向上に向けた普及啓発109を実施する。
【知財】 

・企業関係者が集う⽇本知的財産協会主
催の研修会（2021年12⽉実施）で⺠間
企業における実際の取組事例の紹介
を含むパネルディスカッションを開
催し、ＯＳＳの理解促進、普及啓発に
係る活動を実施。 

・⽇本知的財産協会等におけるＯＳＳの
活⽤に対する意識向上に向けた普及
啓発活動を把握し、必要に応じて連携
して活動を推進。【知財】 

〇企業における研究開発期間などの詳
細な研究開発動向を把握するための
統計整備の⽅法について、2024年度ま
でに検討し、結論を得る。【科技、総、
経】 

・企業における研究開発期間等の詳細な
研究開発動向を把握するための統計
整備の⽅法について、科学技術研究統
計研究会において外部有識者及び関
係府省を交えて検討。企業の詳細な研
究開発動向の把握に関する先⾏調査
の実施状況及び把握事項の定義等を
確認・検討中。 

・2024年度までに結論を得ることを⽬指
し、引き続き有識者・関係府省を交え
て検討。【科技、総、経】 

 

                                                       
108 ソフトウェアの作成者がソースコードを無償で公開し、利⽤や改変、再配布が所定の条件の下に許可されているもの。 
109 「デジタル化、ＩｏＴ化時代におけるオープンソースソフトウェアに係る知財リスク等に関する調査研究」（2020年４⽉、特許庁）取りま

とめ結果等を活⽤。 
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③ 産学官連携による新たな価値共創の推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇⼤学・国⽴研究開発法⼈等が有するイ

ノベーションの源泉である知と社会
ニーズとのマッチングを加速化する
ため、産学官共同研究の推進や、若⼿
研究者と産業界とのマッチングを強
化する。【科技、⽂、経】 

・「官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業」
第２回及び第３回公募において、共同
研究の推進、若⼿研究者と産業界との
マッチングを⽀援110。 

・A-STEPにおいて、2020年度第３次補
正予算及び2021年度予算により、ウィ
ズコロナ・ポストコロナにおける社会
変⾰や社会課題の解決に資する研究
開発課題を採択し、産学連携に取り組
む研究者を⽀援するとともに、地域に
おいて強いネットワークを持つコー
ディネーター⼈材等によるマッチン
グ⽀援を実施。 

・若⼿研究者の研究シーズの社会実装と
⾼度⼈材の創出に向け、2022年度は企
業とのマッチングとマッチング後の
事業化に向けて多⾓的に⽀援すると
ともに、若⼿研究者とスタートアップ
とのマッチングや共同研究を通じた
事業化を拡充。その際、効果的なマッ
チングの促進等のため、2022年度中
に、企業等における博⼠⼈材等の活⽤
促進のための⽅策を提⽰。【科技、⽂、
経】 

・A-STEPにおいて、引き続き産学官共
同研究の推進や、研究者と産業界との
マッチングと実⽤化・事業化を⾒据え
た専⾨⼈材によるハンズオン⽀援機
能を強化し、⼤学・国⽴研究開発法⼈
等が有するイノベーションの源泉で
ある知と社会ニーズとのマッチング
を加速。【科技、⽂、経】 

・知財権、論⽂、研究内容等の特許庁や
⺠間が保有する情報に基づく官⺠の
データの共有の在り⽅について検討。
その際、企業からスタートアップに対
するライセンス意思表⽰へのインセ
ンティブの在り⽅について検討。【知
財、経】 

〇2020年6⽉に産学官連携ガイドライン
において取りまとめた、⼤学等・産業
界における課題と処⽅箋について、⼤
学等・産業界等への周知を通して産学
官連携における新たな価値創造を推
進するとともに、⼈材、知、資⾦の好
循環をもたらす産学官連携を推進す
るための研究開発事業において、産学
官連携ガイドラインを踏まえた⼤学
等や企業の取組の状況を勘案した審
査を推進する。【科技、⽂、経】 

・「官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業」
（2021年４⽉及び2022年１⽉）、「産学
融合先導モデル拠点創出プログラム」
（2021年２⽉）、「地域の中核⼤学の産
学融合拠点の整備（2021年度補正）」
（2022年３⽉）の採択において、「産学
官連携ガイドライン」の実⾏状況を審
査の参考とした。 

・「共創の場形成⽀援プログラム」の採択
において、「産学官連携ガイドライン」
の実⾏状況を審査の参考とした。 

・引き続き、「官⺠による若⼿研究者発掘
⽀援事業」、「産学融合先導モデル拠点
創出プログラム」及び「共創の場形成
⽀援プログラム」の採択においては、
「産学官連携ガイドライン」の実⾏状
況を審査の参考とする。【科技、⽂、経】 

・スタートアップの事業化に向けて⼤学
等の保有する知的財産を最⼤限活⽤
できる環境を整備するため、知的財産
の対価としての株式・新株予約権の活
⽤制限の撤廃、共有特許ルールの⾒直
し、国際特許出願⽀援の強化等につい
て検討し、速やかに結論を得る。あわ
せて、⼤学等と企業の共同研究の成果
を⼤学等が活⽤しやすくするため、⼤
学等が過度に企業側に知財関連コス
トを負担させなくても済むよう、⼤学
等の知財関連財源の充実を含め⼤学
等への⽀援の在り⽅について検討。そ
の際、⼤学の知財マネジメント能⼒の
向上や知財マネジメント⼈材を擁す
る外部組織との連携、インセンティブ
設計等についても検討。（再掲）【知財、
科技、⽂、経】 

・強い知的財産の取得やライセンスの促
進等⼤学に知的財産マネジメントを
浸透させるため、「⼤学知財ガバナン
スガイドライン(仮称)」を策定。【知財、

                                                       
110 第２回：共同研究16件、マッチングサポート17件、第３回：共同研究36件、マッチングサポート105件 
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科技、⽂、経】 
〇持続的な産学官連携プロジェクトの

組成や事業の⾼度化を⽀援するマネ
ジメント体制の構築、多様なステーク
ホルダーによる共創の場となるオー
プンイノベーション拠点の整備等を
推進し、⼤学、国⽴研究開発法⼈、研
究機関、企業等の連携を後押しする。
【科技、⽂、経】 

・「産学融合先導モデル拠点創出プログ
ラム」において2021年３⽉に新たに採
択した案件を含め、３エリア、11のＦ
Ｓ調査事業を⽀援。 

・2020年度から開始した「共創の場形成
⽀援プログラム」において、2021年度
には、地域の課題解決に資する共創の
場の形成を開始するなど、⽀援を拡充
（2020年度採択：18拠点、2021年度採
択：17拠点）。 

・引き続き、「産学融合先導モデル拠点創
出プログラム」において、⼤学、国⽴
研究開発法⼈、研究機関、企業等の連
携を⽀援。【科技、経】 

・「地域中核・特⾊ある研究⼤学総合振興
パッケージ」（2022年２⽉１⽇ＣＳＴ
Ｉ決定）を踏まえ、関係府省との連携
強化を図りつつ、持続的な産学官連携
プロジェクトの組成や事業の⾼度化
を⽀援するマネジメント体制の構築
や、⼤学におけるスタートアップ創出
に向けたインキュベーション施設、多
様なステークホルダーによる共創の
場となるオープンイノベーション拠
点の整備等を推進し、⼤学、国⽴研究
開発法⼈、研究機関、企業、地⽅公共
団体等の連携を⽀援。【科技、⽂、経】 

 
④ 世界に⽐肩するスタートアップ・エコシステム拠点の形成 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇スタートアップ・エコシステム拠点都

市の独⾃の取組を後押しし、世界に⽐
肩する⾃律的なスタートアップ・エコ
システムを形成する。このため、拠点
都市に対し、⼤学等におけるスタート
アップ創出の活性化、海外市場への参
⼊も視野に⼊れたアクセラレータ機
能やGap Fundの強化、分野間でデータ
を連携する基盤への接続に関する周
知啓発、スマートシティ事業との連携
等の官⺠による集中的な⽀援を⾏う。
【科技、⽂、経】 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市のスタートアップを中⼼に、海外ト
ップアクセラレータによるアクセラ
レーションプログラムを実施し、グロ
ーバル市場参⼊や海外投資家・企業か
らの投資の呼び込みに係る事業戦略
策定、国際的な専⾨家とのマッチング
等を実施し、国内スタートアップの世
界市場への展開や海外ＶＣからの投
資の呼び込みを⽀援。 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市推進協議会アントレプレナーシッ
プ教育ワーキンググループを2021年
４⽉と12⽉に計２回開催し、拠点間連
携、⼤学等との連携の強化に向け、議
論を実施。 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市において⾃治体・産業界と連携し、
⼤学等における実践的なアントレプ
レナーシップ教育とギャップファン
ド及び起業⽀援体制構築に向けた⽀
援等を実施。 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市を中⼼に、スタートアップのグロー
バル展開を加速するため、海外アクセ
ラレータの⽇本誘致も念頭に置きつ
つ、グローバルアクセラレーションプ
ログラムの充実を図る。（再掲）【科技、
経】 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市推進協議会アントレプレナーシッ
プ教育ワーキンググループを引き続
き開催し、拠点間連携、⼤学等との連
携の強化に向け、議論を実施。【科技、
⽂、経】 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市において、⾃治体・産業界と連携し、
⼤学等における実践的なアントレプ
レナーシップ教育とギャップファン
ド及び起業⽀援体制構築等に向けた
⽀援を引き続き実施。また、⼩中⾼校
段階への裾野拡⼤のため、学校内外の
アントレプレナーシップ醸成に向け
た活動を⼤学・⾃治体・企業等が⽀え
る取組を⽀援。（再掲）【科技、⽂、経】 

・⼤学ファンドを活⽤した、欧⽶トップ
⼤学の⼤学基⾦からの⼈件費の⽀出
割合も参照した、世界トップレベルの
国内外の研究者の呼び込みによる世
界レベルの研究拠点形成を通じて、世
界標準の⼤学発スタートアップ創成
基盤の構築を促進。【科技、⽂】 

・「地域中核・特⾊ある研究⼤学総合振興
パッケージ」の強化により、世界トッ
プレベルの研究拠点や産学官共創拠
点の形成を促進するとともに、地域・
社会課題の解決に資するスタートア
ップ創出のための環境整備を進める。
また、⾃⼰収⼊増加に取り組む国⽴⼤
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学等が地⽅銀⾏等による地域ファン
ドへの出資を拡⼤し、ローカル・スタ
ートアップへの投資を拡⼤すること
で、その成⻑の果実が更なる⾃⼰収⼊
増加に繋がる好循環を⽣み出してい
く。【科技、⽂】 

・ディープテック分野に特化した研究機
能とスタートアップ・インキュベーシ
ョン機能を兼ね備えた、⺠間資⾦を基
盤として運営されるスタートアップ・
キャンパス構想の推進に向けて、海外
のトップ⼤学やＶＣ等とも連携しな
がら、世界標準のビジネスを⽣み出す
エコシステムの形成を⽬指す。（再掲）
【科技、関係府省】 

・プレシード、シード段階やディープテ
ック分野等のリスクの⼤きい投資及
びレイタ―等のスタートアップが⼤
規模に成⻑する段階を中⼼として、呼
び⽔としての公的資⾦によるリスク
マネーを抜本強化することが必要で
ある。この際、公的機関から⺠間ＶＣ
へのＬＰ投資を通じて国内ＶＣ市場
及び専⾨性を有する⺠間ＶＣを育成
するという観点を踏まえ、政府は極⼒
投資判断に介⼊しないようにしつつ、
ＶＣを含めた⺠間のインセンティブ
を引き出す仕組みを構築。（再掲）【関
係府省】 

・リスクを取って挑戦する起業家の⽣活
の安定化やスタートアップの⻑期的
な成⻑及び次の起業家やエンジェル
投資家になるとともに雇⽤創出など
社会・経済全体に活⼒をもたらすとい
う好循環を極⼒早く回すことを後押
しする観点から、諸外国の経験も参考
に、必要な仕組みの在り⽅を検討。（再
掲）【科技、経】 

 
⑤ 挑戦する⼈材の輩出 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇挑戦を是とする意識を持った⼈材の

育成を図るため、2025年度までに、ス
タートアップ・エコシステム拠点のコ
ンソーシアムに参画する全⼤学で、オ
ンラインを含むアントレプレナーシ
ッププログラムを実施する。また、そ
の事例を集約し、同年度までに、全国
に展開する。【⽂】 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市において⾃治体・産業界と連携し、
⼤学等における実践的なアントレプ
レナーシップ教育とギャップファン
ド及び起業⽀援体制構築に向けた⽀
援等を実施。 

・アントレプレナーシップ醸成の裾野を
国全体に拡⼤するための取組の⼀環
として、全国の⼤学⽣・⼤学院⽣を対
象とした「全国アントレプレナーシッ
プ⼈材育成プログラム」を試⾏的に実
施。 

・⾼専⽣の挑戦を後押しするため、各⾼
等専⾨学校がアントレプレナーシッ
プ教育を実施。 

・スタートアップ・エコシステム拠点都
市において⾃治体・産業界と連携し、
⼤学等における実践的なアントレプ
レナーシップ教育とギャップファン
ド及び起業⽀援体制構築に向けた⽀
援を引き続き実施するとともに、拠点
都市に参画する全⼤学でオンライン
を含むアントレプレナーシップ教育
を実施。【⽂】 

・全国及び海外で実施されているアント
レプレナーシップ教育について、実施
状況とその効果を調査し、収集した効
果的なアントレプレナーシップ教育
の事例や実施⽅法を全国の⼤学に展
開。【⽂】 

・⾼等専⾨学校において、スタートアッ
プの取組を推進し、カリキュラムと課
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外活動を有機的に組み合わせ、⾼等専
⾨学校全体としてイノベーションを
創出するアントレプレナーシップ教
育を強化。【⽂】 

〇イノベーションの創出に関わるマネ
ジメント⼈材をはじめとした多様な
イノベーション⼈材の層の厚みを増
すとともに、⼈材流動性を⾼めること
で質の向上を図るため、イノベーショ
ン⼈材の育成と活躍の場を創出する。
そのため、これまでの⼈材育成に関す
る議論の蓄積も踏まえ、2023年度まで
にイノベーション⼈材育成環境の整
備に関する実態調査やベストプラク
ティスの周知等に取り組む。【経】 

・「産業界における博⼠⼈材の活躍実態
調査」において、産業界、⼤学、博⼠
⼈材へのアンケート調査及びヒアリ
ングを実施し、産業界における博⼠⼈
材の活躍実態や活躍促進に係る課題、
それを踏まえた今後の⽅策等につい
て報告書を取りまとめ。 

・博⼠⼈材の活⽤促進に取り組む企業に
対してインセンティブが働く仕組み
の構築を検討。【経】 

・若⼿研究者の有望な研究シーズを活⽤
したイノベーション創出や若⼿研究
者の⼈材流動化の促進のため、⼤学・
⾼専等の若⼿研究者の研究シーズの
掘り起こし、スタートアップとのマッ
チングや共同研究を通じた事業化（博
⼠課程学⽣の企業へのインターンシ
ップを含む。）の⽀援を実施。【経】 

〇⼤学・国⽴研究開発法⼈等と企業の間
の⼈材交流を促し、イノベーション⼈
材が適材適所で働き、イノベーション
の創出の効率性を⾼める観点から、
「クロスアポイントメント制度の基
本的枠組みと留意点（追補版）」を2023
年度までに広く産学関係者に普及す
るとともに、「官⺠による若⼿研究者
発掘⽀援事業」などを活⽤して、産学
の⼈材マッチング等を図る。【経】 

・2022年３⽉に公開した「産学官連携に
よる共同研究強化のためのガイドラ
イン【追補版】」を補⾜するＦＡＱにお
いて、クロスアポイントメント制度を
活⽤する際の留意点に触れ、活⽤を促
すとともに「官⺠による若⼿研究者発
掘⽀援事業」を活⽤して、産学の⼈材
マッチング等を実施。 

・引き続き、クロスアポイントメント制
度の普及と「官⺠による若⼿研究者発
掘⽀援事業」による産学の⼈材マッチ
ング等を実施。【経】 

 
⑥ 国内において保持する必要性の⾼い重要技術に関する研究開発の継続・技術の承継 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇コロナ禍等の環境変化に伴い事業会

社の研究開発や技術の継続・承継が困
難になった場合に、国内において保持
する必要性の⾼い重要技術について
は、将来の橋渡しを⾒据え国⽴研究開
発法⼈で研究リソースを含め引き継
ぐ等の枠組みの構築等に向けた取組
を進める。【経】          

・国内において保持する必要性の⾼い重
要技術について、企業等での研究開発
継続が困難となった等の問題が⽣じ
た場合、将来的に国内企業等に橋渡し
されることを想定した上で、産業技術
総合研究所において、可能な範囲で、
様々な受⼊制度を活⽤し、関係研究者
の⼀時的雇⽤や当該研究の⼀定期間
の引継ぎ、継続等のサポートをする体
制を構築。 

・引き続き、産業技術総合研究所におい
て、可能な範囲で、様々な受⼊制度を
活⽤し、関係研究者の⼀時的雇⽤や当
該研究の⼀定期間引継・継続等のサポ
ートを実施。【経】 
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（５）次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開） 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

都市や地域における課題解決を図り、また、地域の可能性を発揮しつつ新たな価値を創出し続けることが
できる、多様で持続可能な都市や地域が全国各地に⽣まれることで、新しい⽇常におけるリモート・リアル
の新しい暮らし・働きの場を提供するとともに、地域間の格差を解消し、⾃然災害や感染症等の様々な脅威
への対応により安全・安⼼を実現し、住⺠や就業者、観光客等、あらゆるステークホルダーにとって、⼈間
としての活⼒を最⼤限発揮できるような持続的な⽣活基盤を有する社会を⽬指す。 

このため、スーパーシティにおけるデータ連携基盤の構築を起点とし、広域連携・多核連携の核となるス
マートシティを強⼒に展開・実装することにより、分野・企業横断のデータ連携、他都市・地域への展開・
連携を可能とする共通的なシステムの導⼊、セキュリティ確保がなされ、創業しやすい環境を創出する。政
府の取組だけでなく地域や⺠間主導の取組においても、スマートシティのリファレンスアーキテクチャの
活⽤やスマートシティ官⺠連携プラットフォームを通じた知⾒の利活⽤が⾏われ、新技術を活⽤したイン
フラ管理⼿法や次世代のモビリティサービスの導⼊が進み、様々な分野のオープンデータを活⽤した都市
活動の全体最適化が実現する。 

そこでは、市⺠が参画したまちづくりが進み、取組を先導する⼈材との協働により地域に根差した活動が
活性化することで、多くの産業が⽣まれ、成功体験が次なる挑戦を続々と誘発し、産学官連携等を通じて地
域の知が社会へと還元される取組が活性化する。また、⼈中⼼のコンパクトなまちづくりやスマートローカ
ルを⽬指す地域づくりなど、それぞれの都市・地域の持つ特⾊や活動を⽣かし育てつつ社会的・経済的・環
境的な課題の解決に取り組む多様な都市・地域像の具体化を進める。これにより、住⺠満⾜度の向上、産業
の活性化、グリーン化・資源利⽤の最適化・⾃然との共⽣の実現など社会的価値、経済的価値、環境的価値
等を⾼める多様で持続可能な都市や地域が各地に形成される。さらに、先端的サービスを提供する都市や、
⾥⼭⾥海など⾃然と共⽣する地域など、都市・地域が持つ社会的・⾃然的な資源に応じて様々な形で実現す
るスマートシティが、相互に連携し、⽀え合うネットワークを形成するとともに、相互に好循環を⽣み出す
ダイナミックなメカニズムとなって、Society 5.0の実現につながっていく。 

また、課題解決先進国としての⽇本のスマートシティの取組とそのコンセプトが、世界の規範として広く
認知されることで、世界各国のスマートシティと価値観の共有が進み、次世代に引き継ぐべき脱炭素社会・
地域循環共⽣圏等の実現や、ＳＤＧｓの達成に貢献する。 

2025年⼤阪・関⻄万博においては、新型コロナウイルス感染症克服後の社会の在り⽅を提⽰する、「いの
ち輝く未来社会のデザイン」を具現化したSociety 5.0の姿を世界に対して発信する。 
 
【⽬標】 
・ 全国で展開されるSociety 5.0を具現化したスマートシティで、市⺠をはじめとする多様なステークホル

ダーが参加して地域の課題が解決され、社会的価値、経済的価値、環境的価値等を⾼める多様で持続可
能な都市や地域が各地に形成されるとともに、⽇本のコンセプトが世界へ発信される。 

 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ スマートシティの実装数（技術の実装や分野間でデータを連携・接続する地⽅公共団体・地域団体数）：
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100程度（2025年）111 
・ スマートシティに取り組む地⽅公共団体及び⺠間企業・地域団体の数（スマートシティ官⺠連携プラッ

トフォームの会員・オブザーバ数）： 1,000団体以上（2025年）112 
・ 海外での先進的なデジタル技術・システム（スマートシティをはじめ複数分野にまたがる情報基盤、⾼

度ＩＣＴ、ＡＩ等）の獲得・活⽤に係る案件形成などに向けた⽀援件数：26件（2025年）113 114 
 
【現状データ】（参考指標） 
・ 都市ＯＳ（データ連携基盤）上で構築されたサービスの種類数：31（2022年１⽉末時点、暫定値）115 
・ 都市ＯＳ（データ連携基盤）を活⽤してサービスを提供するユーザー数：82（2022年１⽉末時点、暫定値）

116 
・ 政府スマートシティ関連事業に基づき技術の実装がされている地域：33地域（2021年３⽉末時点） 
・ スマートシティの連携事例数：４例（2022年１⽉末時点、暫定値）117 
・ ⼤学等における地域貢献・社会課題解決に関する普及促進活動数：50（2022年１⽉末時点、暫定値）118 
・ スマートシティの構築を先導する⼈材数：14（2022年１⽉末時点、暫定値）119 
 
① データの利活⽤を円滑にする基盤整備・データ連携可能な都市ＯＳの展開 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇政府の資⾦が関与するスマートシテ

ィ関係事業における、地⽅公共団体等
による都市ＯＳ（データ連携基盤）の
整備及びサービス開発に際し、スマー
トシティのリファレンスアーキテク
チャを参照したデータ連携可能な都
市ＯＳ（データ連携基盤）の導⼊及び
サービス開発を進める。また、他の地
域で構築された都市ＯＳ（データ連携
基盤）等との接続を促し、データ連携
のためのＡＰＩの公開を求める。【地
創、科技、総、経、国】 

・スマートシティの実装数（技術の実装
や分野間でデータを連携・接続する地
⽅公共団体・地域団体数）：33地域
（2021年３⽉） 

・スマートシティを構築する際における
共通の設計の枠組みである「スマート
シティリファレンスアーキテクチャ」
（ＳＩＰ第２期「ビッグデータ・ＡＩ
を活⽤したサイバー空間基盤技術」の
⼀環として作成、2020年３⽉に公表。）
について、改訂に向けた課題整理のた
めの調査に着⼿。 

・スーパーシティ／スマートシティにお
けるデータ連携基盤の在り⽅等に関
する検討等を踏まえつつ、「スマート
シティ・ガイドブック」を活⽤し、全
国の地⽅公共団体や地域における都
市ＯＳ実装、スマートシティ化を推
進。【地創、科技、総、経、国】 

〇各府省のスマートシティ関係事業の
実施を通じて、地域の横展開ができる
ような相互運⽤性を有したサービス
の開発を2025年までに⾏うとともに、
先導的地域において開発されたサー
ビスを他地域に展開できるよう、基
盤・サービスの関係性を整理する。【地
創、科技、総、経、国】 

・ＳＩＰ２期「ビッグデータ・ＡＩを活
⽤したサイバー空間基盤技術」の⼀環
として、スマートシティリファレンス
アーキテクチャーとスマートシティ・
ガイドブック改訂に伴う調査を2021
年度に開始。 

・スマートシティをはじめとするまちづ
くりＤＸのデジタルインフラである
３Ｄ都市モデルの整備・活⽤・オープ
ンデータ化プロジェクト「ＰＬＡＴＥ

・ＳＩＰ２期「ビッグデータ・ＡＩを活
⽤したサイバー空間基盤技術」の⼀環
として、スマートシティリファレンス
アーキテクチャーとスマートシティ・
ガイドブック改訂に伴う調査の成果
を踏まえ、2022年度に改訂作業を実
施。【地創、科技、総、経、国】 

・プロジェクト「ＰＬＡＴＥＡＵ」によ
り、データ標準仕様の拡張、先進的な
ユースケースの開発・横展開、地⽅公

                                                       
111 内閣府の調査によると、33地域（2021年３⽉末時点）。 
112 883団体（2022年３⽉末時点） 
113 ＡＳＣＮの下、⺠間企業・諸外国との連携を通じたプロジェクトの推進を⽬指しているＡＳＥＡＮ10か国の26都市を対象として、案件形成

等に向けた⽀援を実施することを⽬標とする。 
114 19件（2021年度に案件形成調査実施した都市・中央政府数）（出典：「令和３年度Smart JAMPの取組について」） 
115 株式会社⽇建設計総合研究所「スマートシティ評価指標の調査業務報告書」（2022年３⽉） 
116 株式会社⽇建設計総合研究所「スマートシティ評価指標の調査業務報告書」（2022年３⽉） 
117 株式会社⽇建設計総合研究所「スマートシティ評価指標の調査業務報告書」（2022年３⽉） 
118 株式会社⽇建設計総合研究所「スマートシティ評価指標の調査業務報告書」（2022年３⽉） 
119 株式会社⽇建設計総合研究所「スマートシティ評価指標の調査業務報告書」（2022年３⽉） 
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ＡＵ」により、データ標準仕様の策定、
約60都市のデータ整備、40件以上のユ
ースケース開発等を実施。（2022年３
⽉時点） 

共団体における３D都市モデルの整
備・活⽤の⽀援等を実施。【国】 

〇2020年作成のスマートシティのセキ
ュリティガイドラインの随時の改訂、
国内展開を進め、スマートシティ構築
におけるセキュリティの担保を⽀援
する。【総、経】 

・スマートシティセキュリティガイドラ
イン（第2.0版）を策定するとともに、
スマートシティ官⺠連携プラットフ
ォーム配下の「スマートシティのセキ
ュリティ・セーフティ分科会」の場等
を通じ、本ガイドラインの普及啓発を
図った。 

・総務省の「2021年度データ連携促進型
スマートシティ推進事業」において、
本ガイドラインを参考としながら適
切なセキュリティ対策を実施しても
らうことで、スマートシティのセキュ
リティの確保を促進。 

・スマートシティセキュリティガイドラ
イン（第２.0版）の随時の改定、国内
展開（スマートシティ関連事業におけ
る参照を含む）を進め、スマートシテ
ィ構築におけるセキュリティの担保
を継続的に⽀援。【総】 

・本ガイドラインを踏まえて諸外国と意
⾒交換を⾏うなどにより、スマートシ
ティのセキュリティに関する共通理
解を醸成。【総、経】 

 
② スーパーシティを連携の核とした全国へのスマートシティ創出事例の展開 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇2020年の国家戦略特別区域法の改正

及び国家戦略特区基本⽅針の⾒直し
に基づき、2021年に、区域指定を⾏う。
指定されたスーパーシティを、地域の
課題を最先端技術で解決する「まるご
と未来都市」と位置づけ、先進的なサ
ービスの実装を⾏う。【地創】  

・国家戦略特区諮問会議等の審議を経
て、スーパーシティ型国家戦略特区と
して茨城県つくば市及び⼤阪府⼤阪
市を指定し、デジタル⽥園健康特区と
して岡⼭県吉備中央町、⻑野県茅野市
及び⽯川県加賀市を指定。 

・スーパーシティ型国家戦略特区及びデ
ジタル⽥園健康特区の指定を契機と
して、データ連携等を通じた先端的サ
ービスの実装を更に推進。（再掲）【地
創、関係府省】 

〇2025年度までに、スーパーシティ、ス
マートシティの事例を集約し、スマー
トシティ官⺠連携プラットフォーム
等を通じて事例や取組の進展状況等
の把握・情報共有を図り、全国各地の
スマートシティ関連事業の連携を進
めるとともに、地域や⺠間主導の取組
を促進する。特に政令指定都市や中核
市等では、先⾏事例を参考に実装を進
め、都市どうしの多核連携や、周辺地
域との広域連携を図る。【地創、科技、
総、経、国】 

・スマートシティ官⺠連携プラットフォ
ームを通じた⾃治体と⺠間企業のマ
ッチング⽀援や、先進的なサービスの
実装に向けた地域や⺠間主導の取組
を促進。会員数：883団体（2022年３⽉
時点） 

・スマートシティ官⺠連携プラットフォ
ームを通じ、ガイドブックを活⽤した
スマートシティ実装に向けた課題解
決の取組の全国への横展開等により、
先進的なサービスの実装に向けた地
域や⺠間主導の取組を促進。【地創、科
技、総、経、国】 

〇2020年度中を⽬途に作成した地⽅公
共団体や地域においてスマートシテ
ィを進めるための⼿引書（スマートシ
ティ・ガイドブック）に基づきリファ
レンスアーキテクチャ、ＡＰＩ、サー
ビスなどの促進と、事例の共有を進
め、取組の意義や進め⽅、定義等の普
及展開を⾏う。【地創、科技、総、経、
国】 

・スマートシティ・ガイドブック（2021
年４⽉公開）を活⽤した先⾏事例の横
展開・普及展開活動を実施。 

・スマートシティ実装に向けた課題の検
討を⾏い、スマートシティ・ガイドブ
ックを改訂するとともに、ガイドブッ
クを活⽤し取組の全国への横展開を
図る。【地創、科技、総、経、国】 

○スマートシティの計画的な実装・普及
に向けて、政府内の推進体制を強化
し、共通の⽅針に基づき各府省事業を
⼀体的に実施するとともに、デジタ
ル・ガバメント実現やデータ連携基盤
整備に向けた政府全体の取組との⼀
層の連携を図る。これにより、国全体
の最⼤のプラットフォームたる⾏政
機関が、⺠間に対してもオープン化・

・スマートシティの実装数（技術の実装
や分野間でデータを連携・接続する地
⽅公共団体・地域団体数）：33地域
（2021年３⽉） 

・「スマートシティ合同審査会」において
スマートシティ関連事業の実施地域
を合同で選定するなど、スマートシテ
ィの実装・普及に向けて各府省事業を
⼀体的に実施（2021年８⽉に、62地域、

・「スマートシティ合同審査会」において
スマートシティ関連事業の実施地域
を合同で選定するなど、スマートシテ
ィの実装・普及に向けて各府省事業を
⼀体的に実施（2022年４⽉公募開始）。
【科技、関係府省】 
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標準化されたＡＰＩで連動できるオ
ープンなシステムを構築することを
前提に、データ戦略に基づき構築され
るベース・レジストリを活⽤するな
ど、国や地⽅公共団体のオープンデー
タを活⽤した地⽅発スタートアップ
の創出の促進、地域の課題の解決等の
官⺠が連携した取組につなげる。【科
技、関係省庁】 

74事業を選定）。 

〇スマートシティによる、住⺠満⾜度の
向上、産業の活性化、グリーン化・資
源利⽤の最適化・⾃然との共⽣の実現
など社会的価値、経済的価値、環境的
価値等を⾼める多様で持続可能な都
市や地域の形成について、評価指標の
追加を2021年までに検討するととも
に、随時⾒直しとその調査分析等の評
価を⾏う。また、数理応⽤による全体
最適モデルの研究開発や分析評価⼿
法の検討など様々な分野の知⾒を活
⽤し、先端的サービスを提供する都市
や、⾥⼭など⾃然と共⽣する地域な
ど、脱炭素社会・地域循環共⽣圏等や
Society 5.0の実現に向けて、今後⽬指
すべきスマートシティの将来像の具
体化につなげる。【社シス、地創、科
技、総、経、国】 

・スマートシティ評価指標について検討
を⾏い、その成果を「新経済・財政再
⽣計画改⾰⼯程表2021」の国施策のＫ
ＰＩ・ロジックモデルの⾒直しや、地
域におけるＫＰＩ設定のための指針
（2022年４⽉公開）等に反映。 

・実装に向けた課題（⼈材、拠点、資⾦
持続性等）について更なる検討を進め
る。【社シス、地創、科技、総、経、国】 

・他分野課題との同時解決の事例づく
り、well-being向上を⽬指すデジタル
⽥園都市国家構想の実現に向けた取
組を推進。【社シス、地創、科技、総、
経、国】 

 
③ 国際展開 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇G20グローバル・スマートシティ・ア

ライアンスの場において、「⾃由で開
かれたスマートシティ」とのコンセプ
トの下、普及・広報活動を⾏い、世界
の都市との協⼒を推進する。【科技、
経】 

・⽇本の「⾃由で開かれたスマートシテ
ィ」のコンセプトを、ＧＳＣＡ等の国
際的な活動を通じ発信。 

・⽇本の「⾃由で開かれたスマートシテ
ィ」のコンセプトを、引き続き、ＧＳ
ＣＡ等の国際的な活動を通じ発信。
【科技、経】 

〇2021年までに、国際的な枠組みを活⽤
しながら官⺠が連携して情報発信を
⾏う体制を構築し、⽇本のスマートシ
ティのコンセプトを発信するととも
に、⽇本の都市インフラ整備の経験や
データ管理のノウハウを、官⺠が連携
して、アジアを中⼼とした海外に展開
する。【内閣官房、科技、総、外、経、
国】 

・ＡＳＥＡＮにおけるスマートシティ案
件形成に資する調査を実施。 

・⽇ＡＳＥＡＮスマートシティ・ネット
ワークハイレベル会合において、スマ
ートシティに関する我が国の⾃治体
の取組や技術等を紹介。 

・我が国のスマートシティの具体的な事
例や技術を紹介するためのＪＡＳＣ
Ａウェブサイトを開設。 

・ＦＳ調査や実証実験など案件形成につ
ながる調査を実施。【経協インフラ、科
技、総、外、経、国】 

・⽇ＡＳＥＡＮスマートシティ・ネット
ワークハイレベル会合において、情報
発信を継続。【経協インフラ、科技、総、
外、経、国】 

・ＪＡＳＣＡウェブサイトを活⽤した情
報発信を実施。【経協インフラ、科技、
総、外、経、国】 

〇2021年度以降も引き続き、国内外の標
準の専⾨家等と連携して、リファレン
スアーキテクチャやセキュリティガ
イドラインなどを対象に、スマートシ
ティに関連する国際標準の活⽤を推
進する。【内閣官房、地創、知財、科技、
総、外、経、国】 

・スマートシティに関連する国際標準の
活⽤と海外展開に向けて、国内外の標
準の専⾨家等と連携して、リファレン
スアーキテクチャ等を対象に、国際標
準提案及び国内外の体制構築等につ
いて検討を実施。 

・スマートシティに関連する国際標準の
活⽤と海外展開に向けて、国内外の標
準の専⾨家等と連携して、リファレン
スアーキテクチャ等を対象に、国際標
準提案及び国内外の体制構築等につ
いて検討を実施。【経協インフラ、地
創、知財、科技、総、外、経、国】 

〇2025年開催の⼤阪・関⻄万博におい
て、「2025年に開催される国際博覧会
（⼤阪・関⻄万博）の準備及び運営に
関する施策の推進を図るための基本

・アクションプラン策定等の動向につい
て収集・関係府省と共有。 

・アクションプラン策定等の動向につい
て収集・関係府省と共有し、発信の取
組について検討。【万博、科技、関係府
省】 
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⽅針」等を踏まえてスマートシティに
も資するプロジェクトを実施するこ
と等により、「いのち輝く未来社会の
デザイン」を具現化したSociety 5.0の
姿を積極的に発信する。【万博、科技、
関係府省】 

 
④ 持続的活動を担う次世代⼈材の育成 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇スマートシティの実現に必要な基礎

知識・専⾨知識を集約し、2021年度中
に、企画、構築、運⽤に携わる⼈材の
要件を整理し、役割、レベルに応じた
⼈材育成体系を整備する。これに基づ
き、⼈材に関する情報提供を進め、技
術に対する不安・不信感を和らげる。
あわせて、⼤学等を核とした産学官連
携の共創の場を形成する。【科技、⽂】 

・これまでのＣＯＩプログラムにおける
スマートシティの形成に係る取組を
推進。 

・2020年度から開始した「共創の場形成
⽀援プログラム」において、2021年度
には、地域の課題解決に資する共創の
場の形成を開始するなど、⽀援を拡充
（2020年度採択：18拠点、2021年度採
択：17拠点）。 

・「地域中核・特⾊ある研究⼤学総合振興
パッケージ」（2022年２⽉１⽇ＣＳＴ
Ｉ決定）やデジタル⽥園都市国家構想
実現会議における検討等を踏まえ、関
係府省との連携強化を図りつつ、⼤学
等を中核としたイノベーションの創
出と地域のニーズに応え社会変⾰を
⾏う⼈材の育成に資する共創の場の
形成を推進。【科技、⽂】 

〇2021年度内に、スマートシティの全体
設計をコーディネートできる先導的
⼈材（＝アーキテクト）情報を集約し、
地域での育成・配置、活動をサポート
する。【科技】    

・スマートシティの実現に必要な⼈材育
成等の課題について、先⾏する取組事
例をスマートシティ・ガイドブック
（2021年４⽉公開）に取りまとめると
ともに、これらの運営上の課題解決の
取組についての検討を実施。 

・先導的⼈材の育成とその活動を継続的
に⽀援する仕組みについて検討。【科
技】 
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（６）様々な社会課題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活⽤ 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

⼈⽂・社会科学と⾃然科学の融合による「総合知」を活⽤しつつ、我が国と価値観を共有する国・地域・
国際機関等（ＥＵ、Ｇ７、ＯＥＣＤ等）と連携して、気候変動などの地球規模で進⾏する社会課題や、少⼦
⾼齢化や経済・社会の変化に対応する社会保障制度等の国内における課題の解決に向けて、研究開発と成果
の社会実装に取り組む。これにより、経済・社会の構造転換が成し遂げられ、未来の産業創造や経済成⻑と
社会課題の解決が両⽴する社会を⽬指す。 

広範で複雑な社会課題を解決するためには、知のフロンティアを開拓する多様で卓越した研究成果を社
会実装し、イノベーションに結び付け、様々な社会制度の改善や、研究開発の初期段階からのＥＬＳＩ対応
を促進する必要がある。このため、政府としては、国、各府省レベル、実施機関等の戦略を、エビデンスに
基づき体系的・整合的に⽴案し、ミッションオリエンテッド型の研究開発プログラムや制度改⾰を進めると
ともに、必要に応じて戦略を機動的に⾒直しできる体制を整備していく。 

また、社会課題を解決するための先進的な技術の社会実装の加速化や、国際競争の下での我が国企業によ
る海外展開の促進及び国際市場の獲得の重要な⼿段として、標準の戦略的・国際的な活⽤を官⺠で徹底して
推進する。このため、官⺠の体制整備とともに、科学技術・イノベーションの社会実装やこれに伴う研究開
発等に関して、官⺠で実施する事業を活⽤しつつ、官⺠の意識改⾰を図り、政府の政策や企業の経営戦略に
おいて幅広く、標準の戦略的・国際的な活⽤がビルトインされ、展開されるようにする。 

さらに、国際的な責務と総合的な安全保障の観点も踏まえつつ、我が国と課題や価値観を共有する国・地
域との間の国際的なネットワークを戦略的に構築するなどの科学技術外交を展開する。これにより、世界の
知と多様性を取り込み発展させつつ、Society 5.0を世界へ発信し、その共通理解と我が国の国際競争⼒の維
持・強化を進める。国際的な研究活動等において核となり得る研究者を我が国から継続的に輩出し、国内外
の研究コミュニティにおいて、科学技術先進国としての存在感を発揮し、国内外の多様なバックグラウンド
を持つ優れた⼈材を我が国に引き付けるとともに、諸外国と調和した研究の健全性・公正性（研究インテグ
リティ）の⾃律的確保を⽀援する。 
 
【⽬標】 
・ 少⼦⾼齢化問題、都市と地⽅問題、⾷料などの資源問題などに関する我が国の社会課題の解決に向けた

研究開発を推進するとともに、課題解決先進国として世界へ貢献し、⼀⼈ひとりの多様な幸せ（well-
being）が向上する。 

 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ 社会課題の解決の推進：次期ＳＩＰの全ての課題で⼈⽂・社会科学系の知⾒を有する研究者や研究機関

の参画を促進する仕組みと「総合知」を有効に活⽤するための実施体制を組み込み、成果の社会実装を
進める 

・ 国益を最⼤化できるような科学技術国際協⼒ネットワークの戦略的構築：科学技術外交を戦略的に推
進し、先端重要分野における国際協⼒取決め数や被引⽤数Top１％論⽂中の国際共著論⽂数120を着実に
増やしていく 

・ 国際的な合意形成や枠組み・ルール形成等における我が国のプレゼンス：国際機関におけるガイドライ
ン等の作成における我が国の関与を⾼めるとともに、社会課題の解決や国際市場の獲得等に向けた知

                                                       
120 我が国の被引⽤数Top１％補正論⽂中の国際共著論⽂数の割合（全分野、分数カウント）は47.9％（⽂部科学省科学技術・学術政策研究所

「科学研究のベンチマーキング2021」（2021年８⽉）に基づき算出）。 
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的財産・標準の国際的・戦略的な活⽤に関する取組状況（国際標準の形成・活⽤に係る取組や⽀援の件
数等）を着実に進展させていく 

 
【現状データ】（参考指標） 
・ 戦略的な分野（ＡＩ、バイオテクノロジー、量⼦技術、マテリアル等）における研究開発費：（2021年度

実績からの計測に努める） 
・ 世界企業時価総額ランキング：上位100社に⽶国は59社、中国は13社、⽇本は３社（2021年度末時点） 
・ ＩＭＤ世界競争⼒ランキング（再掲）：31位／64か国中（2021年）121 
・ 政府事業等のイノベーション化の実施状況：転換事業数 66事業、転換⾦額 1,915億円（2018年） 
・ 総合知を活⽤した研究開発課題数の割合：（2021年度実績からの計測に努める） 
・ ⾷料⾃給率・輸出額、⾷品ロス量、⾃動⾛⾏⾞普及率・交通事故者数等の社会課題関連指標 
・ 課題・分野別の論⽂、知財、標準化 
・ 研究データ基盤システム上で検索可能な研究データの公開メタデータ（再掲）：336,143件（2022年３⽉時

点） 
・ 科学技術に関する国⺠意識調査：科学技術関⼼度（男性 73.6%、⼥性 59.9%）（2021年12⽉時点）122 
 
① 総合知を活⽤した未来社会像とエビデンスに基づく国家戦略の策定・推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇⼈⽂・社会科学の知と⾃然科学の知の

融合による⼈間や社会の総合的理解
と課題解決に貢献する「総合知」に関
して、基本的な考え⽅や、戦略的に推
進する⽅策について2021年度中に取
りまとめる。あわせて、⼈⽂・社会科
学や総合知に関連する指標について
2022年度までに検討を⾏い、2023年度
以降モニタリングを実施する。【科技、
⽂】 

・2021年度に「総合知」の基本的考え⽅
を整理し、戦略的に推進する⽅策を
「場」、「⼈材育成」、「⼈材活⽤（評
価）」、「問」の観点でまとめ、先⾏的な
活⽤事例や相乗効果の期待される施
策例等を加えて、中間取りまとめを策
定。 

・「総合知」に関する内閣府・⽂部科学省
との意⾒交換を踏まえ、第６期基本計
画中に実施するＮＩＳＴＥＰ定点調
査に、関連する質問を追加。初年度と
なる2021年度 調査を2021年 11⽉〜
2022年２⽉にかけて実施。 

・先⾏的に進められている「総合知」に
関わる取組や、活⽤事例を社会に発信
し、総合知を活⽤する「場」の構築を
推進。また、「総合知」に関連する指標
について検討。【科技】 

・「総合知」に関する調査対象者の意識の
変化をモニタリングすべく、同⼀の質
問項⽬による年に⼀度の調査を2025
年度まで継続。【⽂】 

〇ＡＩ、バイオテクノロジー、量⼦技術、
マテリアルや、宇宙、海洋、環境エネ
ルギー、健康・医療、⾷料・農林⽔産
業等の府省横断的に推進すべき分野
について、国家戦略に基づき着実に研
究開発等を推進する。さらに、我が国
が実現すべき未来社会像を⾒据えつ
つ、エビデンスに基づき、既存戦略の
⾒直しや、新たな戦略の策定を⾏い、
明確なターゲット、産学官の役割分
担、国際連携の在り⽅などを具体的に
盛り込む。特に分野横断的で社会課題
解決に直結するテーマについては、次
期ＳＩＰの課題として推進する。【健
康医療、科技、宇宙、海洋、関係府省】 

・次期ＳＩＰについて、第６期基本計画
に 基 づ き 、 我 が 国 が ⽬ 指 す 将 来 像
（Society 5.0）の実現に向けて、バッ
クキャストにより検討を進め、2021年
12⽉23⽇のガバニングボードで課題
候補（ターゲット領域）を選定。 

・各課題候補について、⼤学、研究機関、
企業、ベンチャー等から幅広く研究開
発テーマのアイディアを募るため、
2022年１⽉〜２⽉にＲＦＩを実施。 

・がん診断やがん治療への⾼い効果が期
待され、世界的に治験・臨床研究の競
争が激化している医療⽤等のラジオ
アイソトープの国内製造は経済安全
保障の観点より重要。2022年５⽉に、
原⼦⼒委員会において、「医療⽤等ラ

・2022年度、次期ＳＩＰの具体化に向け
て、ＰＤ候補を選定し、課題候補につ
いてＦＳを実施。社会システム構築に
向けて総合知も活⽤。研究開発計画の
⽴案を実施。【科技、関係府省】 

・2023年度から次期ＳＩＰを開始（期
間：2023年度〜2027年度）。【科技、関
係府省】 

・「医療⽤等ラジオアイソトープ製造・利
⽤推進アクションプラン」に基づき、
がん診断やがん治療への⾼い効果が
期待され、世界的に治験・臨床研究の
競争が激化している医療⽤等のラジ
オアイソトープについて、経済安全保
障の観点からも、JRR-3や「常陽」と
いった試験研究炉等を⽤いた製造に

                                                       
121 IMD World Competitiveness Ranking 2021 
122⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術に関する国⺠意識調査−DXについて−」（2022年３⽉） 
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ジオアイソトープ製造・利⽤推進アク
ションプラン」を取りまとめ。 

係る研究開発から実⽤化、普及に⾄る
までの取組を⼀体的に推進。【科技、健
康医療、復、外、⽂、厚、経、国、環】 

〇エビデンスに基づく戦略策定に関し
ては、e-CSTIや政策調査研究機関等の
分析結果を活⽤しながら、論⽂、研究
資⾦等の定量分析や専⾨家の知⾒（エ
キスパートジャッジ）を踏まえ、重要
科学技術領域の抽出・分析を⾏い、こ
れを統合戦略の策定、分野別戦略等の
⾒直しや新たな国家戦略の策定等に
活⽤する。2021年度の統合戦略におい
ては、分析の試⾏的活⽤を⾏い、その
結果を踏まえ、今後の活⽤⽅法を定め
る。【科技、関係府省】 

・重要科学技術領域の探索・特定に資す
る よ う 、 国 別 ・ 分 野 別 の 被 引 ⽤ 数
Top10％論⽂数等の推移や特許への引
⽤状況、分野融合度や共著ネットワー
ク等を分析できる全分野を含む論⽂
マップを作成するとともに、個別分野
（リチウム電池・量⼦）を例として研
究動向の分析を実施。分析⼿法の評価
のためのワークショップを開催し、有
識者による評価と改善の⽅向性に関
する議論を実施。 

・分析ツールの利活⽤を進めるため、次
期ＳＩＰにおける研究開発テーマの
特定のために活⽤を開始。 

・研究費の効果的・効率的な配分につな
げるため、競争的研究費等の各事業の
予算執⾏データと論⽂データ等を⽤
いた分析⼿法について検討。 

・研究開発戦略センター事業において
は、国内外の社会や科学技術・イノベ
ーションに係る研究開発の動向及び
それらに関する政策動向を把握・俯
瞰・分析。 

・有識者による分析の妥当性、新たな分
析の⽅向性等に関する議論を整理す
るとともに、特許等の論⽂以外のアウ
トプットデータを活⽤した分析や他
の分野における分析について検討。ま
た、次期ＳＩＰの検討への活⽤等、政
策検討への活⽤を推進。【科技、関係府
省】 

・競争的研究費等の事業のインプットと
アウトプットの関係性を把握するた
めの分析を実施。【科技】 

・研究費の傾向把握や効果的な配分に係
る検討に有効と考えられる分析結果
については関係府省と共有。【科技】 

・引き続き、研究開発戦略センター事業
においては、我が国の産学官の関係
者、社会のステークホルダー、海外関
係機関と積極的に連携、情報・意⾒交
換し、最新動向の調査・分析に基づく
提⾔と、その活⽤を促進。【⽂】 

〇未来社会像を具体化し、政策を⽴案・
推進する際には、⼈⽂・社会科学と⾃
然科学の融合による総合知を活⽤し、
⼀つの⽅向性に決め打ちをするので
はなく、複線シナリオや新技術の選択
肢を持ち、常に検証しながら進めてい
く必要がある。公募型研究事業の制度
設計も含む科学技術・イノベーション
政策の検討・策定の段階から検証に⾄
るまで、⼈⽂・社会科学系の知⾒を有
する研究者、研究機関等の参画を得る
体制を構築する。あわせて、各研究開
発法⼈は、それぞれのミッションや特
徴を踏まえつつ、中⻑期⽬標の改定に
おいて、総合知を積極的に活⽤する
旨、⽬標の中に位置づける。【科技、関
係府省】 

 

・公募型研究事業の制度設計を含む総合
知の戦略的な推進⽅策に関して、⼈
⽂・社会科学系を含む多様な研究者、
研究機関等が連携し、多様な知を持ち
寄り、未来社会像を具体化し、政策を
⽴案・推進する⽅策を関係府省と連携
して検討。 

・カーボンニュートラル社会の実現に向
けて、将来の社会の姿を描き、その実
現に⾄る道筋を⽰すための分野横断
的な研究開発を推進。 

・未来社会創造事業において、社会・産
業ニーズを踏まえた経済・社会的にイ
ンパクトのある技術的にチャレンジ
ングな⽬標をバックキャストで設定
し、⼈⽂・社会科学の知⾒の取込みや
⺠間投資を誘発しつつ、基礎研究段階
から実⽤化が可能かどうかを⾒極め
られる段階（ＰＯＣ）に⾄るまでの研
究開発を推進。 

・未来のありたい社会像からバックキャ
ストによるイノベーションに資する
研究開発等を推進する「共創の場形成
⽀援プログラム」において、2021年度
には、地域の課題解決に資する共創の
場の形成を開始するなどの⽀援の拡
充により、総合知の積極な活⽤を推進
（2020年度採択：18拠点、2021年度採
択：17拠点）。 

 

・総合知の要素を制度設計に含む公募型
研究事業について、総合知の活⽤の取
組内容、その後の進捗、得られた効果
を検証し、⼤学・研究開発法⼈、地⽅
公共団体や産業界も対象として広く
周知。【科技】 

・⼈⽂・社会科学を含む多様な研究者が
参画する体制・仕組みを構築し、カー
ボンニュートラル実現に⾄る道筋を
⽰す社会シナリオに係る研究ととも
に、得られた知⾒・情報を広く社会に
発信することにより、幅広い活⽤を促
進。【⽂】 

・引き続き、未来社会創造事業において、
優れた基礎研究の成果をＰＯＣまで
もっていく研究プログラムの⽀援を
充実させるとともに、テーマとする社
会像や社会課題の更なる深掘りを⾏
うなど、制度趣旨に沿った⽀援対象・
規模等の明確化・⾒直しを実⾏。【⽂】 

・「地域中核・特⾊ある研究⼤学総合振興
パッケージ」（2022年２⽉１⽇ＣＳＴ
Ｉ決定）やＣＳＴＩにおける議論等を
踏まえ、関係府省との連携強化を図り
つつ、未来のありたい社会像からのバ
ックキャスト型の研究開発等を推進
する産学官連携拠点の形成⽀援や地
域の産学官ネットワークの可視化等
を通じた連携強化により、総合知の積
極的な活⽤を推進。【⽂】 

〇デジタル社会を⽀える戦略的基盤技
術である半導体について、経済安全保
障への対応、デジタル⾰命や低消費電

・半導体産業の基盤を早急に強化するた
めの「半導体産業基盤緊急強化パッケ
ージ」を提⽰し、2021年度補正予算で

・「半導体・デジタル産業戦略」取りまと
め以降も、引き続き「半導体・デジタ
ル産業戦略検討会議」を開催し、各時
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⼒化の推進を図るため、戦略を策定
し、我が国半導体産業基盤の強靱化に
向けた国内外⼀体の各種対策を推進
する。【経】 

は、先端半導体の国内整備拠点整備や
既存の半導体⼯場の設備刷新補助等
を含む約8,000億円規模の予算を計
上。 

点での戦略の進捗状況を共有し、更な
る発展について検討を継続。【経】 

〇Society 5.0時代においてサイバー空間
とフィジカル空間とをつなぐ役割を
担うロボットについて、「ロボットに
よる社会変⾰推進計画123」などを踏ま
え、導⼊を容易にするロボットフレン
ドリーな環境の構築、⼈材育成枠組み
の構築、中⻑期的課題に対応する研究
開発体制の構築、社会実装を加速する
オープンイノベーションについて、産
官学が連携して取組を推進する。【総、
⽂、農、厚、経、国】 

・ロボットフレンドリーな環境の構築に
向けて、施設管理、⼩売、⾷品製造等
の分野での研究開発を進め、ユーザー
視点のロボット開発や、データ連携、
通信、施設設計等に係る規格化・標準
化を推進。 

・具体的な⼀例としては、施設管理の分
野において、2021年６⽉にメーカーを
問わずロボットとエレベーターが通
信連携するための規格を策定。 

・「未来ロボティクスエンジニア育成協
議会」において、教員や学⽣を対象と
する現場実習や教育カリキュラム等
の策定を⽀援。 

・中⻑期的な視点で次世代産業⽤ロボッ
トの実現に向けて、異分野の技術シー
ズの取込みも含めてサイエンスの領
域に⽴ち返った基礎・応⽤研究を実
施。 

・建設機械施⼯の⾃動化・⾃律化協議会
を設置し、ロードマップ作成に向けた
議論を開始。 

・引き続き、ロボットフレンドリーな環
境の構築に向けて、施設管理、⼩売、
⾷品製造等の分野での研究開発を進
め、ユーザー視点のロボット開発や、
データ連携、通信、施設設計等に係る
規格化・標準化を推進。【農、経】 

・引き続き、「未来ロボティクスエンジニ
ア育成協議会」において、教員や学⽣
を対象とする現場実習や教育カリキ
ュラム等の策定を⽀援。【⽂、厚、経】 

・引き続き、中⻑期的な視点で次世代産
業⽤ロボットの実現に向けて、異分野
の技術シーズの取込みも含めてサイ
エンスの領域に⽴ち返った基礎・応⽤
研究を実施。【経】 

・⼈⼿不⾜が進む建設業への⾃動施⼯技
術導⼊に向けルールを整備。【国】 

○産学官⺠が協調して⾼精度で利⽤価
値の⾼い地理空間情報を利⽤できる
環境を整備し、これらを⾼度に活⽤す
るＧ空間社会を実現するため、次期地
理空間情報活⽤推進基本計画を2021
年度末までに策定する。【地理空間】  

・準天頂衛星システムの７機体制確⽴等
に向けた取組を通じ、リアルタイムの
動的データを社会課題解決のための
次世代インフラとして展開していく
第４期地理空間情報活⽤推進基本計
画(2022年３⽉18⽇閣議決定)を策定。 

・第４期地理空間情報活⽤推進基本計画
(2022年３⽉18⽇閣議決定)に基づき、
産学官⺠が連携し、多様なサービスの
創出・提供の実現を⽬指して、地理空
間情報のポテンシャルを最⼤限に活
⽤した技術の社会実装を推進。【地理
空間】 

 
② 社会課題解決のためのミッションオリエンテッド型の研究開発の推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇我が国や世界が抱える感染症対策、少

⼦⾼齢化、地球環境問題、防災、地⽅
創⽣、⾷品ロスの削減、⾷料や資源エ
ネルギー等といった社会課題につい
て、国内外のニーズを取り込み、継続
的に観測・収集される様々なデータの
分析に基づき、市⺠をはじめとする多
様なセクターの参加を得ながら課題
解決に向けた具体的なミッションを
定め、次期ＳＩＰをはじめとする様々
な枠組みで研究開発を推進する。【科
技、関係府省庁】         

・次期ＳＩＰについて、第６期基本計画
に 基 づ き 、 我 が 国 が ⽬ 指 す 将 来 像
（Society 5.0）の実現に向けて、バッ
クキャストにより検討を進め、2021年
12⽉23⽇のガバニングボードで課題
候補（ターゲット領域）を選定。 

・各課題候補について、⼤学、研究機関、
企業、ベンチャー等から幅広く研究開
発テーマのアイディアを募るため、
2022年１⽉〜２⽉にＲＦＩを実施。 

・2022年度、次期ＳＩＰの具体化に向け
て、ＰＤ候補を選定し、課題候補につ
いてＦＳを実施。研究開発計画の⽴案
を実施。（再掲）【科技、関係府省】 

・2023年度から次期ＳＩＰを開始（期間：
2023年度〜2027年度）。（再掲）【科技、
関係府省】 

〇2018年に創設した「ムーンショット型
研究開発制度」について、未来社会を
展望し、困難だが実現すれば⼤きなイ
ンパクトが期待される社会課題等を
対象として、⼈々を魅了する野⼼的な
⽬標及び構想を掲げ、最先端研究をリ
ードするトップ研究者等の指揮の下、

・⽬標達成に向け、2021年度補正予算に
より、既存⽬標を強化・加速。 

・ＡＩ、ロボット、環境、量⼦コンピュ
ータ、健康・医療関連の新規プロジェ
クト（ＰＭ）を2022年秋頃に採択予定。 

・ＣＳＴＩ本会議（2021年９⽉28⽇）に
おいて、⼆つの⽬標（⽬標８「2050年

・環境、農業関連の⽬標において、研究
開発開始後３年⽬の2022年度にステ
ージゲートを外部評価に基づき実施
し、プロジェクト⽅向性を⾒直す予
定。【科技、農、経】 

・既存のプログラムの推進に加え、2021
年度補正予算により措置した既存プ

                                                       
123 ロボットによる社会変⾰推進会議 報告書（2019年７⽉） 
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世界中から研究者の英知を結集し、⽬
標の達成に向けて研究開発に着実に
取り組む。また、基礎研究⼒を最⼤限
に引き出す挑戦的研究開発を積極的
に推進し、失敗も許容しながら⾰新的
な研究成果の発掘・育成を図る。さら
に、マネジメントの⽅法についても、
進化する世界の研究開発動向を常に
意識しながら、関係する研究開発全体
を俯瞰して体制や内容を柔軟に⾒直
すことができる形に刷新するととも
に、将来の事業化を⾒据え、オープン・
クローズ戦略の徹底を図る。この新た
な研究⼿法により破壊的イノベーシ
ョンを実現していく。また、必要に応
じて、新たな⽬標の設定など、取組の
充実を図る。これらの取組にあたって
は、これまで取り組んできた最先端研
究開発⽀援プログラム（ＦＩＲＳＴ）
や⾰新的研究開発推進プログラム（Ｉ
ｍＰＡＣＴ）で得た知⾒を⽣かしてい
く。【健康医療、科技、⽂、厚、農、
経】 

までに、激甚化しつつある台⾵や豪⾬
を制御し極端⾵⽔害の脅威から解放
された安全安⼼な社会を実現」、⽬標
９「2050年までに、こころの安らぎや
活⼒を増⼤することで、精神的に豊か
で躍動的な社会を実現」）を決定。 

・研究推進法⼈とＰＤにより、研究開発
プロジェクト（ＰＭ）を採択。（⽬標８、
９） 

・第６回⽇ＥＵ科学技術協⼒合同委員会
において、制度概要と⼆つの新⽬標を
説明、新⽬標に関するＰＭ公募を周知
するとともに、⼟壌分野（⽬標４、５)
での連携推進を表明。環境、農業関連
の⽬標とＥＵの⼟壌ミッションとの
間でシンポジウムを実施。 

・重点的に横断的⽀援（数理、ＥＬＳＩ）
の課題を推進するプロジェクトを洗
い出し、プロジェクト参加する専⾨家
の公募を実施。 

ロジェクトの強化・加速及び新規プロ
ジェクトを着実に推進。【科技、健康医
療、⽂、厚、農、経】  

・新たな⽬標８、９に関し、2022年５⽉
末以降に、研究開発を開始予定。【科
技、⽂】 

・Horizon Europeとの連携及び欧⽶諸外
国との研究協⼒体制強化を検討。【科
技、⽂、農、関係府省】 

・公募結果をもとに横断的⽀援（数理、
ＥＬＳＩ）に係る研究⽀援体制を強化
し、研究を推進。【科技、⽂、農、経】 

 

〇我が国や世界が抱える社会問題の解
決や科学技術・イノベーションによる
新たな価値を創造するために、研究開
発の初期段階からのＥＬＳＩ対応に
おける市⺠参画など、⼈⽂・社会科学
と⾃然科学との融合による「総合知」
を⽤いた対応が必須となる課題をタ
ーゲットにした研究開発について、
2021年度より、関連のファンディング
を強化する。【⽂】 

・ＪＳＴにおいて、2021年５⽉、ＳＤＧ
ｓの達成に向けて地域の社会課題解
決を推進する研究開発プログラムに、
COVID-19等による社会変化に伴い
先鋭化する「社会的孤⽴・孤独」の予
防をテーマにアカデミアと現場が協
働して取り組む新規枠を設置するな
ど、関連のファンディングを強化、我
が国や世界が抱える社会問題の解決
に貢献。社会課題解決やＥＬＳＩ対応
に向けた社会技術研究開発のこれま
での取組事例を「総合知」の観点で事
例 と し て ま と め た Ｗ ｅ ｂ サ イ ト を
2021年９⽉に新設し、成果発信を開
始。 

・複数の学問知の活⽤やアカデミアと現
場の協働を促すための仕組みの導⼊
等、「総合知」の更なる活⽤に向けた関
連のファンディングの改善⽅策につ
いて検討。 

・複数の学問知の活⽤やアカデミアと現
場の協働など「総合知」の活⽤による
取組が必須となる社会問題やＥＬＳ
Ｉ対応をテーマに掲げた研究開発を、
ファンディングを通じて着実に運営
することで、我が国や世界が抱える社
会問題の解決に貢献。【⽂】 

・研究開発成果の発信・展開や「総合知」
の更なる活⽤等、関連のファンディン
グの改善⽅策について検討。【⽂】 

〇福島の創造的復興に不可⽋な研究開
発及び⼈材育成の中核となる国際教
育研究拠点について、国が責任を持っ
て新法⼈を設置する。既存施設との整
理等を⾏い、国⽴研究開発法⼈を軸に
組織形態を検討し、2021年度に新拠点
に関する基本構想を策定する。【復、関
係府省】 

・関係府省会議の議論を踏まえ、2021年
11⽉の復興推進会議において、法⼈形
態を法律に基づく特別の法⼈とする
こと等を決定。2022年３⽉の復興推進
会議において、福島国際研究教育機構
の基本構想を決定。新法⼈を設⽴する
ための福島復興再⽣特別措置法改正
法が、同年５⽉に成⽴。 

・改正後の福島復興再⽣特別措置法に基
づき、2022年夏を⽬途に新産業創出等
研究開発基本計画を策定するととも
に、2023年４⽉の機構の設⽴に向け
て、2022年度に設⽴準備を推進。【復、
関係府省】 

 
③ 社会課題解決のための先進的な科学技術の社会実装 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇⽇本の経済・産業競争⼒にとって重要

で、かつ複数の府省に関係する課題に
ついては、引き続き、産学官による⼤
規模な連携体制を構築し、「総合知」を

・ＳＩＰ第２期の12課題は、開始から４
年⽬となり、各課題で研究内容の成
果、社会実装に向けた体制整備の進捗
を確認。 

・ＳＩＰ第２期を引き続き推進するとと
もに、2022年度で終了することから、
その成果を踏まえ関係府省等におい
て社会実装に向けた取組を実施。【科
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活⽤しながら社会実装の実現に向け
て制度改⾰を包含した総合的な研究
開発を推進する。このため、次期ＳＩ
Ｐをはじめとする国家プロジェクト
の在り⽅、ＳＩＰ型マネジメントの他
省庁プロジェクトへの展開⽅法につ
いて、2021年中に検討を⾏い、今後の
プロジェクトに反映させる。すでに、
ＳＩＰ第2期の⾃動運転などの⼀部の
課題では、⼈⽂・社会科学分野の研究
に取り組んでおり、2021年度以降、こ
うした取組を発展させる。また、次期
ＳＩＰにおいては、社会課題解決の実
⾏可能性を向上していくために、⼈
⽂・社会科学系の知⾒を有する研究者
や研究機関の参画を促進する仕組み
と「総合知」を有効に活⽤するための
実施体制を全ての課題に組み込むこ
とを要件とし、その活動について評価
を⾏う。【科技】   

・次期ＳＩＰについて、第６期基本計画
に 基 づ き 、 我 が 国 が ⽬ 指 す 将 来 像
（Society 5.0）の実現に向けて、バッ
クキャストにより検討を進め、2021年
12⽉23⽇のガバニングボードで課題
候補（ターゲット領域）を選定。 

・各課題候補について、⼤学、研究機関、
企業、ベンチャー等から幅広く研究開
発テーマのアイディアを募るため、
2022年１⽉〜２⽉にＲＦＩを実施。 

・次期ＳＩＰターゲット領域有識者検
討会議を設置し基本的な枠組みを整
理するとともに、ガバニングボード
で次期ＳＩＰの制度設計の⽅向性を
了解。 

技】 
・2022年度、次期ＳＩＰの具体化に向け

て、ＰＤ候補を選定し、課題候補につ
いてＦＳを実施。研究開発計画の⽴案
を実施。（再掲）【科技、関係府省】 

・2023年度から次期ＳＩＰを開始（期間：
2023年度〜2027年度）。（再掲）【科技、
関係府省】 

・2022年度は、ガバニングボードで了解
のあった次期ＳＩＰの制度設計の⽅
向性の具体的検討を実施。【科技】 

〇次期ＳＩＰの課題候補については、Ｃ
ＳＴＩの司令塔機能を強化するため
2021年末に向けて検討を⾏う。具体的
には、第６期基本計画や統合戦略、統
合イノベーション戦略推進会議が策
定する各種分野別戦略等に基づき、Ｃ
ＳＴＩが中期的に取り組むべき社会
課題の⾒極めを⾏い、その社会課題の
中で府省横断的に取り組むべき技術
開発テーマについて「総合知」を活⽤
しながら、調査・検討を⾏う。【科技】 

・次期ＳＩＰについて、第６期基本計画
に 基 づ き 、 我 が 国 が ⽬ 指 す 将 来 像
（Society 5.0）の実現に向けて、バッ
クキャストにより検討を進め、2021年
12⽉23⽇のガバニングボードで課題
候補（ターゲット領域）を選定。 

・各課題候補について、⼤学、研究機関、
企業、ベンチャー等から幅広く研究開
発テーマのアイディアを募るため、
2022年１⽉〜２⽉にＲＦＩを実施。 

・2022年度、次期ＳＩＰの具体化に向け
て、ＰＤ候補を選定し、課題候補につ
いてＦＳを実施。研究開発計画の⽴案
を実施。（再掲）【科技、関係府省】 

・2023年度から次期ＳＩＰを開始（期間：
2023年度〜2027年度）。（再掲）【科技、
関係府省】 

〇ＳＩＰ第2期の各課題については、成
果の社会実装に向けて、社会実装の体
制構築を含めた研究開発を推進する
とともに、事業終了後には追跡調査及
び追跡評価を⾏い、成果の社会実装の
実現状況を確認する。【科技】 

・ＳＩＰ第２期の12課題は、開始から４
年⽬となり、各課題で研究内容の成
果、社会実装に向けた体制整備の進捗
を確認。 

・ＳＩＰ第１期について追跡調査WGを
設置し、2022年度に実施する追跡評価
の試⾏を実施。 

・ＳＩＰ第２期は引き続き推進するとと
もに、2022年度で終了することから、
その成果を踏まえ関係府省等におい
て社会実装に向けた取組を実施。（再
掲）【科技】 

・2022年度にＷＧを設置し、ＳＩＰ第１
期の追跡評価を実施。【科技】 

○官⺠研究開発投資拡⼤プログラム（Ｐ
ＲＩＳＭ）について、統合戦略や統合
イノベーション戦略推進会議が策定
する各種分野別戦略等を踏まえ、ＣＳ
ＴＩが各府省庁の施策を誘導し、事業
の加速等を⾏うことにより、官⺠の研
究開発投資の拡⼤や社会実装の促進
に向け引き続き推進する。【科技】 

・ＣＳＴＩが策定した各種戦略等を踏ま
え、ＡＩ技術、インフラ・防災技術、
バイオ技術、量⼦技術領域に重点化し
配分を⾏っており、2021年度において
は、これら４領域の32施策に追加配分
を実施。 

・今後もＣＳＴＩが策定する⼜は改正し
た各種戦略等を踏まえ、各府省の事業
の加速等により、官⺠の研究開発投資
の拡⼤を⽬指す。【科技】 

〇国が実施する各事業において、引き続
き、先進的な技術を積極的に導⼊し、
先進技術の実社会での活⽤の後押し、
事業のより効率的・効果的な実施、さ
らには、社会変⾰の推進を図る。【科
技、全府省】 

・各府省の事業について、事業のイノベ
ーション化を促すなど、2021年度政府
事業のイノベーション化を実施。 

・先進技術の国内外での社会実装等の促
進に向け、イノベーション化推進に係
る情報の集約・分析等を実施。 

・各府省協⼒の下で、イノベーション化
に係る情報の集約・分析等を引き続き
⾏い、先進技術の国内外での社会実装
等を推進。【科技、全府省】 

・政府事業等のイノベーション化の取組
の更なる推進、ＣＳＴＩと連携。【全府
省】 

・政府の研究開発プロジェクトや投資の
成果を防衛分野に活⽤すべく関係府
省と緊密に連携。【防】 
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④ 知的財産・標準の国際的・戦略的な活⽤による社会課題の解決・国際市場の獲得等の推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○諸外国の知財・標準活⽤の動向を把握

し、我が国における標準の戦略的・国
際的な活⽤を推進するため、政府全体
として、司令塔機能及び体制を整備
し、国際標準化をはじめ、標準の活⽤
に係る施策を強化・加速化する。2021
年度から、社会課題の解決や国際市場
の獲得等の点で重要な分野等におい
て、研究開発プロジェクト等を通じ
て、フォーラム標準・デファクト標準・
デジュール標準の適切な使い分けを
含め、官⺠で標準の戦略的・国際的な
活⽤を重点的かつ個別具体的に推進
する。【知財、科技、総、経、関係府省】 

・「統合イノベーション戦略推進会議」に
設置した「標準活⽤推進タスクフォー
ス」の下で、関係府省連携で重点的に
取り組むべき施策の検討を推進。 

・関係府省による重要施策の加速化⽀援
について、体制を整備して実施。 

・スマートシティ、スマート農業等の分
野について、国際標準の戦略的活⽤の
推進に必要な海外政府・企業動向や国
際市場環境等の調査分析を実施。 

・国際標準の戦略的活⽤について、スマ
ートシティ、Beyond 5Ｇ、グリーン成
⻑及びスマート農業等をはじめ、必要
な分野を包括的に特定・整理し、国際
動向等を踏まえ対応する仕組みを整
備して、関係府省連携で推進。【知財、
科技、総、農、経、国、関係府省】 

・2021年度に引き続き、関係府省による
重要施策の加速化⽀援、国際標準の戦
略的活⽤の推進に必要な調査分析及
び⽅策の検討を実施。【知財、科技、総、
農、経、国、関係府省】 

○標準の戦略的・国際的な活⽤に関し
て、2020年度から、官⺠連携体制を整
備し、官⺠の意識改⾰や産業界での活
動の幅広い底上げ、⼈材の強化等を推
進するとともに、政府の研究開発プロ
ジェクトや規制・制度等との連携等も
通じて、標準の活⽤に係る企業⾏動の
変容を促す環境を整備する。また、政
府系機関等が協働して、⺠間企業等に
よる実践的な活動を⽀援する、プラッ
トフォーム体制を整備する。【知財、科
技、総、経、関係府省】   

・企業が経営戦略として国際競争戦略と
ともに国際標準戦略を⾃律的に推進
すること促す仕組みについて検討。 

・⺠間企業等による国際標準戦略の推進
に係る実践的な活動を⽀援する、プラ
ットフォーム体制を整備。 

・国際標準の戦略的活⽤に係る企業⾏動
の変容を促す環境の整備を推進。【知
財、科技、関係府省】 

・科学技術・イノベーション政策等の重
要分野における政府の研究開発事業
において、社会実装と国際競争⼒強化
を確保するため、社会実装戦略、国際
競争戦略、国際標準戦略の明確な提⽰
と、その達成に向けた取組への企業経
営層のコミットメントを求める事業
運営、フォローアップ等の仕組みを導
⼊し、企業による国際標準の戦略的な
活⽤を担保する仕組みの浸透を図る。
これにより、⺠間企業において経営層
の意識改⾰を伴う経営上の位置付け
及び⼈材基盤の強化（社内⼈材の地
位・キャリアパスの向上、外部⼈材の
活⽤等）が図られ、産業界全体で推進
されるよう、官⺠連携体制の構築を進
める構築。まずはカーボンニュートラ
ル、通信（Beyond 5G）等の分野にお
いて取組を推進。【知財、科技、関係府
省】 

・経済安全保障の観点も踏まえ、関係府
省が連携して我が国として国際標準
の戦略的な活⽤を推進すべき重要な
産業・技術分野等として、量⼦技術、
通信、半導体等を全体的に⽰し、関係
府省が分担して対応する体制の整備
を図る。【知財、科技、総、経、関係府
省】 

・⽀援プラットフォームによる⺠間の国
際標準戦略活動に対するサービス提
供を試⾏的に実施。【知財】 

〇我が国の質の⾼いものづくりやサー
ビスの源泉となる知的基盤などの整
備やプラットフォーム化について、
2025年度を⽬指して推進し、国⺠⽣活
や社会課題の解決に向けた社会経済
活動を幅広く⽀える。【経】 

・2021年５⽉に社会情勢を踏まえ重点
化・加速化すべき施策等を盛り込んだ
第３期知的基盤整備計画を策定・公
表。 

・第３期知的基盤整備計画に基づく、整
備状況のフォローアップのため、審議
会を開催し議論を実施。 

・2025年度の中間フォローアップに向け
て、第３期知的基盤整備計画に基づき
施策を着実に実施するとともに、社会
情勢の変化や国家的・国際的な課題の
解決に資するべく、毎年度フォローア
ップを⾏い、必要に応じて計画の⾒直
し等を実施。【経】 
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⑤ 科学技術外交の戦略的な推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇先端重要分野における戦略的な⼆国

間、多国間のwin-winの協⼒・連携や、
成果の社会実装も⾒据えた産学国際
共同研究等に対する⽀援の抜本的強
化、「STI for SDGs」活動の国際展開等
の促進を通じて、科学技術外交の戦略
的な展開を図る。【科技、外、⽂】 

・ＳＩＣＯＲＰにおいては、2021年度は
⽔素技術に関する研究等の公募を開
始するなど、先進国及び開発途上国と
の国際共同研究を推進。 

・2021年７⽉に科学技術外交推進会議第
３回会合、また、2022年３⽉に第４回
会合を開催し、科学技術外交をめぐる
現状と主要課題を踏まえ、テーマ別に
議論を深化。その中で、2021年12⽉の
東京栄養サミット2021等に向けて、地
球の健康を念頭に⾷料システムの転
換等に関する提⾔とＳＴＩショーケ
ースを発表。さらに、本提⾔のエッセ
ンスについては共同声明に盛り込み、
東京栄養サミット2021の際に、各国・
地域の科学技術顧問らと共同声明を
発出。 

・⽶国、スペイン、英国、ノルウェー、
ＥＵ、イスラエル、カナダとの間でそ
れぞれ科学技術協⼒協定に基づく合
同委員会を実施し、先端重要分野を含
む科学技術分野の協⼒促進を議論。 

・2021年４⽉の⽇⽶⾸脳会談で「⽇⽶競
争⼒・強靱性（コア）パートナーシッ
プ」に基づき、例えば量⼦分野では６
⽉の⽇⽶科学技術協⼒合同実務級委
員会において⽂部科学省とＤＯＥの
間で量⼦技術に係る事業取決めに署
名するなど協⼒を推進。 

・量⼦分野については、2021年２⽉の「量
⼦技術イノベーション拠点」発⾜後初
となる国際シンポジウムを2021年12
⽉に開催するなど、⽇⽶欧を中⼼とし
た国際連携を推進。 

・ムーンショット型研究開発制度につい
ては、第６回⽇ＥＵ科学技術協⼒合同
委員会において、制度概要と⼆つの新
⽬標を説明、新⽬標に関するＰＭ公募
を周知するとともに、⼟壌分野での連
携推進を表明。環境、農業関連の⽬標
とＥＵの⼟壌ミッションとの間でシ
ンポジウムを実施。 

・⽇ＥＵ定期⾸脳協議等の共同声明にお
いても、Horizon Europeのミッション
とムーンショット型研究開発制度の
協⼒強化を確認。 

・「STI for SDGs」活動として世界銀⾏及
び国連開発計画への拠出により、ケニ
ア政府へのロードマップ作成や、開発
途上国８か国のＳＤＧｓに資するＳ
ＴＩによる事業化検討を⾏う⽇本企
業への⽀援を実施。 

・STI for SDGsプラットフォーム構築の
調査として、開発途上国等のＳＤＧｓ
について課題を把握するための⼿法
を開発・公開。 

・ＳＡＴＲＥＰＳでは、我が国の優れた

・科学技術の国際展開に関する検討を踏
まえ、国際的に活発に⾏われている国
際共同公募による先端研究⽀援に、我
が国が積極的に参画し戦略的に推進
するため、各種研究開発事業において
国際共同研究を強⼒に推進。【⽂】 

・外交政策の中で我が国が強みとする科
学技術をどう活⽤していくかの具体
的な⽅針について、「科学技術外交推
進会議」での議論を踏まえながら、関
係府省の協⼒を得つつ検討、具現化。
【外、関係府省】 

・引き続き、「⽇⽶競争⼒・強靱性（コア）
パートナーシップ」に基づき、ＡＩ、
量⼦、宇宙、バイオテクノロジー、健
康・医療等の重要分野における協⼒を
推進。【科技、宇宙、外、⽂、関係府省】 

・量⼦分野については、国際シンポジウ
ム等を契機とした共同研究・⼈的交流
を推進。【科技、⽂、関係府省】 

・ムーンショット型研究開発制度につい
ては、これまでの国際連携の実績を踏
まえ、Horizon Europeとの連携及び欧
⽶諸国との研究協⼒体制強化を検討。
【科技、⽂、農、関係府省】 

・⼈材交流や共同研究を含む幅広い連携
促進のため、⽇ＥＵ間におけるより相
互主義的な協⼒の可能性について検
討。【科技、総、外、⽂、農、経】 

・世界銀⾏への拠出を通じて、ケニア政
府向けに農家によるFintech（フィンテ
ック）活⽤のためのロードマップ作成
を⽀援するとともに、国連開発計画へ
の拠出を通じて、開発途上国における
社会課題解決へ向けたＳＴＩによる
事業化検討を⾏う⽇本企業の⽀援を
継続。【科技】 

・前年度まで検討した、STI for SDGsプ
ラットフォーム構築の調査の結果得
られた分析⼿法の普及・展開を図る。
【科技】 

・ＳＡＴＲＥＰＳについては、これまで
の成果を踏まえ、ＳＤＧｓの達成や社
会実装に向けて、新興国・発展途上国
との協⼒を戦略的に実施。【外、⽂】 
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科学技術とＯＤＡとの連携により、環
境・エネルギー、⽣物資源、防災、感
染症分野の国際共同研究を推進。 

〇研究活動の国際化、オープン化に伴
い、利益相反、責務相反、科学技術情
報等の流出等の懸念が顕在化しつつ
ある状況を踏まえ、基礎研究と応⽤開
発の違いに配慮しつつ、また、国際共
同研究の重要性も考慮に⼊れながら、
政府としての対応⽅針を検討し、2021
年に競争的研究費の公募や外国企業
との連携に係る指針等必要となるガ
イドライン等の整備を進める。特に研
究者が有すべき研究の健全性・公正性
（研究インテグリティ）の⾃律的確保
を⽀援すべく、国内外の研究コミュニ
ティとも連携して、2021年早期に、政
府としての対応の⽅向性を定める。こ
れらのガイドライン等については、各
研究機関や研究資⾦配分機関等の取
組状況を踏まえ、必要に応じて⾒直
す。（再掲）【科技、⽂、経、関係府省】 

・各⼤学・研究機関等に「研究インテグ
リティの確保に係る対応⽅針」の周
知・連絡を実施。 

・研究者、所属機関等へ研究インテグリ
ティの確保に係る対応に関する説明
会を実施。 

・競争的研究費の適正な執⾏に関する共
通的なガイドラインを改定し、周知・
連絡を実施。 

・関連機関に対しガイドライン改定に関
する説明会を実施。 

・研究インテグリティに係る調査・分析
を実施。 

・研究インテグリティ確保のためのモデ
ルとなる体制・規程等の調査研究を実
施。 

・2021年度に決定した政府⽅針に基づ
き、研究者、⼤学・研究機関等、研究
資⾦配分機関等で進められている取
組状況を調査し、フォローアップを実
施するとともに、アカデミアと政府の
連携を強化。また、2023年に我が国が
Ｇ７議⻑国となることを⾒据え、安全
な国際研究協⼒を促すための研究セ
キュリティ・インテグリティの原則の
作成等について、Ｇ７での議論に我が
国が積極的に貢献。（再掲）【科技、⽂、
経、関係府省】 

・研究者、所属機関等へ研究インテグリ
ティの確保に係る対応に関する説明
会・セミナーを引き続き開催。（再掲）
【科技、⽂、経、関係府省】 

・2021年度の調査研究の結果を踏まえモ
デルとなる体制・規程等を⼤学・研究
機関等へ周知・連絡。（再掲）【⽂】 

〇科学技術・イノベーションに関する国
際的な合意形成や枠組み・ルール形成
等に我が国が主体的に関与しながら、
主導的役割を担えるよう、関係する国
際機関等の邦⼈職員ポストや国際会
議議⻑職の確保・拡充、候補⼈材の戦
略的育成、関係府省の職員や専⾨家等
の積極的な派遣を図る。【科技、外、⽂、
経、関係府省】           

・共同議⻑である内閣官房・外務省をは
じめとした16の関係府省の構成員か
らなる関係省庁連絡会議を2022年３
⽉までの間に３回実施し､国際機関の
トップを含む重要な幹部ポスト獲得
のために政府全体で取り組む体制を
構築。 

・国連関係機関で勤務する邦⼈職員数は
現在の最新値で918名、うち88名が幹
部ポストに就任。これは過去最⾼⽔準
の数値。 

・引き続き、「国際機関幹部ポスト獲得等
に戦略的に取り組むための関係省庁
連絡会議」を維持・活⽤し、国際機関
において、邦⼈がトップを含む重要な
幹部ポストを獲得できるよう、また、
優秀な⼈材を積極的に輩出できるよ
う、⻑期的な視野に⽴ち、候補者擁⽴
等に関する府省横断的な総合調整及
び官⺠の⼈材の派遣や⼈材育成を効
果的に⾏うための体制を政府全体で
整備。【科技、外、関係府省】 

・邦⼈がトップを含む重要な幹部ポスト
を獲得できるよう､その候補となり得
る各国際機関における邦⼈職員の増
加・昇進を､「2025年までに国連関係機
関の邦⼈職員を1,000⼈とする」とい
う政府⽬標も念頭に置きながら推進。
【科技、外、関係府省】 

〇科学技術外交に関する我が国として
の戦略の下、省庁横断での連携体制の
強化とともに、在外公館の科学技術担
当や国⽴研究開発法⼈等の海外事務
所を核とした情報収集・発信の体制を
強化することや、Ｇ７等の国際場裡に
おいてSociety 5.0の実現に向けた取組
等について積極的な情報発信を⾏う
など、科学技術外交の戦略的な展開を
⽀える基盤の強化を図る。【科技、外、
⽂、経、関係府省】 

・2021年７⽉に科学技術外交推進会議第
３回会合、また、2022年３⽉に第４回
会合を開催し、科学技術外交をめぐる
現状と主要課題を踏まえ、テーマ別に
議論を深化。その中で、2021年12⽉の
東京栄養サミット2021等に向けて、地
球の健康を念頭に⾷料システムの転
換等に関する提⾔とＳＴＩショーケ
ースを取りまとめ、公表。さらに、本
提⾔のエッセンスについては共同声
明に盛り込み、東京栄養サミット2021
の際に、各国・地域の科学技術顧問ら
と共同声明を発出。主要科学技術先進
国の在外公館科学技術担当官会議を
関係府省の出席を得て開催し在外公
館の更なる活⽤につき議論。 

・⽶国、スペイン、英国、ノルウェー、
ＥＵ、イスラエル、カナダとの間でそ
れぞれ科学技術協⼒協定に基づく合

・外交政策の中で我が国が強みとする科
学技術をどう活⽤していくかの具体
的な⽅針について、「科学技術外交推
進会議」の議論を踏まえながら、関係
府省の協⼒を得つつ検討、具現化。科
学技術⼒の基盤強化に関する提⾔を
取りまとめ、また主要公館を対象とし
た科学技術担当官会議や科学技術外
交セミナーを随時開催。【外、関係府
省】 

・ＳＴＤＮの活性化とともに、国際会議
等を通じた、我が国の科学技術政策や
科学技術活動の発信を強化。【科技、
外、関係府省】 

・2023年に我が国がＧ７議⻑国となるこ
とを⾒据え、研究データインフラの相
互運⽤性の向上や研究データの共有
を促すオープンサイエンスの取組や、
安全な国際研究協⼒を促すための研
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同委員会を実施し、先端重要分野を含
む科学技術分野の協⼒促進を議論。 

・ＦＭＳＴＡＮ会合において、COVID-
19に対する我が国の国際的な取組の
ほか、ＳＴＳフォーラム（科学技術と
⼈類の未来に関する国際フォーラム）
や東京栄養サミット2021の情報等を
発信。 

・ＩＮＧＳＡ国際会議に外務⼤⾂次席科
学 技 術 顧 問 が パ ネ リ ス ト 登 壇 。
COVID-19に対する我が国の国際的
な取組（ＣＯＶＡＸファシリティ⽀
援、ラスト・ワンマイル⽀援等の政府
の取組、ＪＳＴやＡＭＥＤによる⾮医
療分野の取組等）を発信。 

・国内の最新の科学技術関連動向をまと
め、ＳＴＤＮ関係者へ毎⽇配信。 

・⽶国・ＥＵ等主要国との⼆国間、Ｇ７・
Ｇ20等多国間の科学技術・イノベーシ
ョン分野での国際対応に際して、関係
府省間で緊密に連携して対応。 

・2023年に我が国がＧ７議⻑国となるこ
とを⾒据え、我が国がＥＵとともに主
導してきたオープンサイエンスの議
論において、インフラの相互運⽤性の
向上等に向けて検討。また、Ｇ７で研
究セキュリティ・インテグリティの共
通の原則等を検討。 

究セキュリティ・インテグリティの原
則の作成等について、我が国がＧ７で
の議論に積極的に貢献。【科技、関係府
省】 

 

〇海外の研究資⾦配分機関等との連携
を通じた国際共同研究や、魅⼒ある研
究拠点の形成、学⽣・研究者等の国際
交流、世界⽔準の待遇や研究環境の実
現、⼤学、研究機関、研究資⾦配分機
関等の国際化を戦略的に進め、我が国
が中核に位置付けられる国際研究ネ
ットワークを構築し、世界の優秀な⼈
材を引き付ける。【健康医療、科技、総、
⽂、厚、農、経】 

・ＳＩＣＯＲＰ等、海外の研究資⾦配分
機関との連携による国際共同研究を
実施中。 

・国際頭脳循環に参⼊する若⼿研究者の
新たな流動モード促進のため、研究者
の⻑期渡航を⾒据えた、数週間〜数か
⽉程度の海外渡航等の⽀援の試⾏的
取組の検討を実施。 

・COVID-19の影響下においても、国際
共同研究や研究者・⻘少年交流等の科
学技術・学術の国際展開に関する取組
について、対⾯のみならずオンライン
の活⽤等も通じて、着実に実⾏中。 

・アジア・太平洋総合研究センターにお
いて、成⻑が著しいアジア・太平洋地
域の政治・経済・社会・⽂化的観点を
含めた相互理解の促進、科学技術協⼒
加速の基盤整備のため、調査研究、情
報発信、交流推進活動を実⾏中。 

・⾼い研究実績と国際ネットワークを有
するトップレベル研究者が率いる研
究チームの国際共同研究を強⼒に⽀
援するため、新種⽬「国際先導研究」
を創設し、2021年度補正予算を措置。 

・戦略的創造研究推進事業において、
2021年度にＡＮＲとの国際共同公募
を実施。 

・ＷＰＩにおいて、国際頭脳循環を進め
るため、2022年度予算において、拠点
を新たに３件形成するための予算を
計上するとともに、引き続き、ノウハ
ウの横展開や世界⽔準の待遇・研究環

・海外の研究資⾦配分機関等との連携を
深め、ウィズコロナ・ポストコロナに
おける情勢の変化を踏まえて、国際共
同公募による国際共同研究を推進。ま
た、国内向け事業の国際化も推進。
【⽂】 

・国際頭脳循環に参⼊する若⼿研究者の
新たな流動モード促進のため、研究者
の⻑期渡航を⾒据えた、数週間〜数か
⽉程度の海外渡航等の⽀援の試⾏的
取組を実施。【⽂】 

・COVID-19等、海外との往来が困難な
状況の下においても、学術における国
際交流を着実に実施するため、オンラ
インも活⽤した取組を推進。研究分野
や世界各国の研究⼒の状況、相⼿国の
ニーズ等の特性にも留意しつつ、研究
者や⻘少年の戦略的な派遣と受⼊れ
等の国際交流事業を推進。【⽂】 

・引き続き、アジア・太平洋総合研究セ
ンターの活発で透明性の⾼い活動を
通じて、アジア・太平洋地域における
科学技術分野の連携・協⼒を拡⼤・深
化。【⽂】 

・国際先導研究の創設を契機とする国際
頭脳循環の推進をはじめとする我が
国の研究の国際化に資する科研費改
⾰を推進するため、応募動向を踏ま
え、必要な取組等について検討。【⽂】 

・引き続き、戦略的創造研究推進事業等
の公募型研究事業において、共同公募
等の国際共同研究に係るファンディ
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境等の実現により、国際頭脳循環に資
する国際的な融合研究拠点を形成す
る取組を⽀援。 

・成果の横展開を⽬的とした、スーパー
グローバル⼤学創成⽀援事業及び⼤
学の世界展開⼒強化事業の採択校以
外も加盟する「⼤学の国際化促進フォ
ーラム」の発⾜（会員数：127⼤学・機
関）。 

・研究資⾦配分機関において、審査プロ
セス等における海外研究者の参画や
海外ネットワークを活かした情報収
集・共有等、運営の国際化に向けた取
組を実施。 

・⼤学の世界展開⼒強化事業の新規公募
として、2021年度は、⽇中韓のトライ
アングル事業「キャンパス・アジア」
の第３モードとして、新たにＡＳＥＡ
Ｎの⼤学を加えた教育交流プログラ
ムを構築。 

・ジョイント・ディグリーについては、
⼀層の活⽤を促すべく、所要の⾒直し
のための関係法令改正を実施。 

・Ｇ20のクリーンエネルギー技術分野の
トップ研究機関のリーダーが参加す
る国際会合（ＲＤ20）を開催。 

・我が国研究機関等が、先進的な技術・
研究資源を有する諸外国の研究機関
等と連携することによる、⾰新的なク
リーンエネルギー技術の国際的な共
同研究開発を実施。 

・⽶国と連携した国際共同研究に関し
て、新規課題を採択し、研究開発を実
施中。 

・ＥＵと連携した国際共同研究に関して
は、研究開発を継続実施中。 

ング⼿法の導⼊を推進。【⽂】 
・ＷＰＩにおいて、COVID-19の拡⼤に

より停滞した国際頭脳循環を活性化
するため、新ミッションの下、2022年
度に整備する新規拠点も含め、国際頭
脳循環のハブ拠点形成を計画的・継続
的に推進。【⽂】 

・2024年度からの⾃律的運営組織への発
展に向けた「⼤学の国際化促進フォー
ラム」において主導する19プロジェク
トの更なる推進、会員数の拡⼤、シン
ポジウム等の開催による情報発信の
強化。【⽂】 

・国際的な研究動向の取⼊れや国内の研
究の新陳代謝を促進するよう、研究イ
ンテグリティの確保等にも留意しつ
つ、研究資⾦配分機関の運営の国際化
を推進。【科技、⽂】 

・2022年度の新規公募として、新たにイ
ンド、英国、オーストラリアの⼤学と
の質保証を伴った教育交流プログラ
ムを実施。【⽂】 

・ジョイント・ディグリーについては、
関係法令改正を踏まえ、ガイドライン
等により新たな制度の周知に努める。
【⽂】 

・ＲＤ20を継続的に開催。また、クリー
ンエネルギー分野における⾰新的技
術の国際共同研究開発事業を継続的
に実施。【経】 

・ＩＣＴ分野における研究開発成果の国
際標準化や実⽤化を加速し、イノベー
ションの創出や国際競争⼒の強化に
資するため、戦略的パートナーである
国・地域との国際共同研究をより⼀層
強⼒に推進。【総】 

〇先端重要分野における国際協⼒取決
め数や被引⽤数Top１％論⽂中の国際
共著論⽂数といった指標の集計⽅法
について2021年度までに検討する。
【科技、関係府省】 

・ロジックモデルを⽤いて「科学技術外
交の戦略的な推進」のコンセプトを明
確化し、「科学技術外交の戦略的な推
進」の進捗状況を判断するために必要
なインプットとアウトプットを計測
する指標を検討。 

・検討した指標により、第６期基本計画
「科学技術外交の戦略的な推進」のモ
ニタリング・評価を試⾏的に実施。【科
技、関係府省】 
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２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究⼒の強化 
【⼤⽬標】 
・ 多様性や卓越性を持った「知」を創出し続ける、世界最⾼⽔準の研究⼒を取り戻す 

 
【現状データ】（参考指標） 
・ 国際的に注⽬される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参画割合：274領域、30%（2013年〜2018

年）124 
・ 特許に引⽤される論⽂数：パテントファミリーに引⽤されている論⽂数 72,642本（2015年〜2017年の３

年移動平均）125 126 
・ ⽇本の被引⽤数Top10％補正論⽂数、総論⽂数に占める割合：6,832本、8.2%（整数カウント、2017年〜

2019年の３年移動平均）127 
 
（１）多様で卓越した研究を⽣み出す環境の再構築 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

知のフロンティアを開拓する多様で卓越した研究成果を⽣み出すため、研究者が、⼀⼈ひとりに内在する
多様性に富む問題意識に基づき、その能⼒をいかんなく発揮し、課題解決へのあくなき挑戦を続けられる環
境の実現を⽬指す。 

このためには、まず優秀な若者が、将来の活躍の展望を描ける状況の下で、「知」の担い⼿として、博⼠
後期課程に進学するというキャリアパスを充実させる。具体的には、優秀な若⼿研究者が、時代の要請に応
じた「知」のグローバルリーダーとして誇りを持ち、研究に打ち込む時間を⼗分に確保しながら、⾃らの⼈
⽣を賭けるに値する価値を⾒出し、独⽴した研究者となるための挑戦に踏み出せるキャリアシステムを再
構築する。将来的には、希望する全ての優秀な博⼠⼈材が、アカデミア、産業界、⾏政等の様々な分野にお
いて正規の職を得て、リーダーとして活躍する展望が描ける環境を整備する。 

この実現に向けては、アカデミアと産業界の双⽅の努⼒が求められる。すなわち、産業界は、課題を⾃ら
設定しその解決を達成する、⾼度な問題解決能⼒を⾝に付けた博⼠⼈材が、その能⼒が発揮できる環境があ
れば、産業界等においても、イノベーションの創出に向け、やりがいを持って活躍できるということを認識
することが必要である。同時に、アカデミアは⼤学院教育改⾰を推進し、社会に対して、Society 5.0を⽀え
るにふさわしい博⼠⼈材を輩出していくことに責任を持ち、社会から信頼を持って迎えられるようにする
必要がある。その際、博⼠後期課程学⽣を安価な研究労働⼒とみなすような慣習が刷新され、「研究者」と
しても適切に扱うとともに、次代の社会を牽引する⼈材として育成する。あわせて、博⼠課程修了後の社会
的活躍が担当教員の社会的な評価となる環境を実現していく。こうした環境の下で、優秀な学⽣・若者が、
博⼠の道を選択し、アカデミアと産業界双⽅の⼈材の厚みと卓越性の向上を図る。 

また、研究の卓越性を⾼めるため、厚みのある基礎研究・学術研究の振興とともに、多様な「知」の活発
な交流が必要である。個々の研究者が、腰を据えて研究に取り組む時間が確保され、⾃らの専⾨分野に閉じ

                                                       
124 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「サイエンスマップ2018」（2020年11⽉） 
125 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2021」（2021年８⽉） 
126 パテントファミリーに引⽤されている論⽂シェア：6.9%、論⽂数に占めるパテントファミリーに引⽤されている論⽂数の割合：3.4%（いず

れも2015年〜2017年の３年移動平均）（出典：⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2021」（2021年８⽉）） 
127 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2021」（2021年８⽉） 
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こもることなく、多様な主体と知的交流を図り、刺激を受けることにより、卓越性が⾼く独創的な研究成果
を創出する環境の実現を⽬指す。 

このため、多くの研究者が、海外の異なる研究⽂化・環境の下で研さん・経験を積めるようにし、研究者
としてのキャリアのステップアップと、海外研究者との国際研究ネットワークの構築を図る。あわせて、世
界中から意欲ある優秀な研究者を引き付ける魅⼒的な研究拠点を形成し、トップレベルの研究者をオンラ
インを含めて迎え⼊れる。これらのネットワークを活⽤した国際共同研究を推進することにより、互いに刺
激し合い、これまでにない新たな発想が次々と⽣まれる環境を整備する。 

さらに、研究のダイバーシティの確保やジェンダード・イノベーション128創出に向け、指導的⽴場も含め
⼥性研究者の更なる活躍を進めるとともに、⾃然科学系の博⼠後期課程への⼥性の進学率が低い状況を打
破することで、我が国における潜在的な知の担い⼿を増やしていく。 

また、「知」の創出に向けた取組の中核となる基礎研究・学術研究を強⼒に推進する。その際、研究者へ
の切れ⽬ない⽀援を実現するなど、知の創出と活⽤を最⼤化するための競争的研究費改⾰を進める。 

また、新しい価値観や社会の在り⽅を探究・提⽰することなどを⽬指す⼈⽂・社会科学について、総合的・
計画的に振興するとともに、⾃然科学の知と連携・協働を促進し、分野の垣根を超えた「総合知」の創出を
進める。我が国のアカデミアの総体が、分野の壁を乗り越えるとともに、社会の課題に向き合い、グローバ
ルにも切磋琢磨しながら、より卓越した知を創出し続けていく。 
 
【⽬標】 
・ 優秀な若者が、アカデミア、産業界、⾏政など様々な分野において活躍できる展望が描ける環境の中、

経済的な⼼配をすることなく、⾃らの⼈⽣を賭けるに値するとして、誇りを持ち博⼠後期課程に進学
し、挑戦に踏み出す。 

・ 基礎研究・学術研究から多様で卓越した研究成果の創出と蓄積が進むとともに、これを可能とする研究
者に対する切れ⽬ない⽀援が実現する。 

・ ダイバーシティが確保された環境の下、個々の研究者が、腰を据えて研究に取り組む時間が確保され、
⾃らの専⾨分野に閉じこもることなく、多様な主体と活発な知的交流を図り、海外研さん・海外経験の
機会も通じて、刺激を受けることにより、創発的な研究が進み、より卓越性の⾼い研究成果が創出され
る。 

・ ⼈⽂・社会科学の厚みのある研究が進み、多様な知が創出されるとともに、国内外や地域の抱える複雑
化する諸問題の解決に向けて、⾃然科学の知と融合した「総合知」を創出・活⽤することが定着する。 

 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ ⽣活費相当額程度を受給する博⼠後期課程学⽣：優秀な博⼠後期課程学⽣の処遇向上に向けて、2025

                                                       
128 科学や技術に性差の視点を取り込むことによって創出されるイノベーション。 
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年度までに、⽣活費相当額を受給する博⼠後期課程学⽣を従来の３倍に増加129 130（修⼠課程からの進
学者数の約７割に相当）。また、将来的に、希望する優秀な博⼠後期課程学⽣全てが⽣活費相当額を受
給。 

・ 産業界による理⼯系博⼠号取得者の採⽤者数：年当たりの採⽤者数について、2025年度までに約1,000
名増加（2018年実績値は、理⼯系博⼠号取得者4,570⼈中1,151⼈131）。 

・ 40歳未満の⼤学本務教員の数：我が国の研究⼒強化の観点から、基本計画期間中に１割増加132し、将来
的に、⼤学本務教員に占める40歳未満の教員の割合が３割以上になることを⽬指す。 

・ 研究⼤学（卓越した成果を創出している海外⼤学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社会実
装を機能強化の中核とする「重点⽀援③」の国⽴⼤学）における、35〜39歳の⼤学本務教員数に占める
テニュア教員及びテニュアトラック教員の割合133：基本計画期間中に、2019年における割合の１割増
以上134 135 

・ ⼤学における⼥性研究者の新規採⽤割合136：2025年度までに、理学系20％、⼯学系15％、農学系30％、
医学・⻭学・薬学系合わせて30％、⼈⽂科学系45％、社会科学系30％ 

・ ⼤学教員のうち、教授等（学⻑、副学⻑、教授）に占める⼥性割合137：早期に20％、2025年度までに
23％（2021年度時点、18.2％138） 

・ ⼤学等教員の職務に占める学内事務等の割合：2025年度までに半減（2017年度時点、18％139） 
 
【現状データ】（参考指標） 
・ 総論⽂数に占める被引⽤数Top10％補正論⽂数の割合：8.2%（2017年〜2019年）140 
                                                       
129 2019年度⽂部科学省先導的⼤学改⾰推進委託事業「博⼠課程学⽣の経済的⽀援状況に係る調査研究」（2020年３⽉）によれば、2018年度実

績値は博⼠後期課程在籍学⽣の10.1%。上記の数値⽬標の実現は、博⼠後期課程学⽣全体の約３割が⽣活費相当額を受給することに相当。
本計画において、博⼠後期課程学⽣が受給する⽣活費相当額は年間180万円以上としている。ただし、⼤学ファンドの運⽤益の活⽤やそれに
先駆けた博⼠後期課程学⽣への⽀援を強化する取組のほか、競争的研究費等からのＲＡ経費の⽀出等により、⽇本学術振興会ＤＣ並みの年
間240万円程度の受給者を⼤幅に拡充するとともに、我が国の博⼠後期課程を世界⽔準のものとし、優秀な学⽣を海外からも引き付ける観点
から、⽣活費相当額の⾒直しや、世界⽔準の待遇を可能とする仕組みについて検討する。 

130 ⽂部科学省の推計値によると、2021年度における⽣活費相当額を受給する博⼠後期課程学⽣数は約15,000⼈。 
131 理⼯系博⼠号取得者4,739⼈中1,176⼈（2021年度実績）。 
132 ⽂部科学省「2019年度学校教員統計調査」によれば、2019年度における40歳未満の⼤学本務教員の数は41,072⼈、⼤学本務教員に占める

40歳未満の教員の割合は22.1％。 
133 各⼤学や分野ごとに研究者の置かれた状況や当該割合がそれぞれ異なっていることに留意が必要であり、各⼤学において、それぞれの状況

を踏まえ⽬標の達成を⽬指していくことが重要である。特に保健分野は医・⻭学系の⼤学院において医療職の社会⼈院⽣等が在学してお
り、修了年齢が⾼くなる傾向がある。また、附属病院等に所属する医師や⻭科医師等の医療職の教員が含まれており、当該教員は診療業務
や病院運営等において、⼤学部局と病院内を異動したり、連携する病院・診療所等へ派遣されたりするなど流動性が⾼い。これらのために
「任期付き」で運⽤されているケースが多い点等を考慮する必要がある。 
このほか、研究者によっては出産や育児等による研究中断期間があることに配慮し、⽬標の達成を⽬指していくことが重要である。 

134 ⽂部科学省の調査によれば、2019年度における重点⽀援③の国⽴⼤学における35歳〜39歳の⼤学本務教員数に占めるテニュア教員及びテ
ニュアトラック教員の割合は44.8%。当該割合の１割増は、全体としては49.3%に相当する。 

135 ⽂部科学省の調査によれば、2021年度における実績値は45.6%である。 
136 理学系16.2％、⼯学系13.0％、農学系18.8％、医学・⻭学・薬学系合わせて25.7％、⼈⽂科学系39.0％、社会科学系27.5％（2019年度） 
137 分野別・職階別に⽬標を設定することについては、各⼤学や研究科が分野や機関の特性に応じ、戦略的に⽬標を設定・公開・検証していく

ことが求められる。 
138 ⽂部科学省「2021年度学校基本調査」より算出。 
139 ⽂部科学省「⼤学等におけるフルタイム換算データに関する調査」 
140 整数カウントにより算出。2017-2019年の総論⽂数に占める被引⽤数Top10%補正論⽂数の割合。⽂部科学省科学技術・学術政策研究所

「科学技術指標2021」（2021年８⽉）を基に算出。 
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・ 総論⽂数及びその国際シェア：82,934本、5.1%（2017年〜2019年（３年平均））141 
・ 国際的に注⽬される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参画割合（再掲）：274領域、30%（2013

年〜2018年）142 
・ ⼈⼝当たりの博⼠号取得者数：⼈⼝100万⼈当たり120⼈（2018年度）143 
・ 若⼿研究者（40歳未満の⼤学本務教員）の数と全体に占める割合：41,072⼈、22.1％（2019年度）144 
・ ⺠間企業を含めた全研究者に占める⼥性研究者の割合：17.5％（2020年度）145 
・ ⼤学本務教員に占める⼥性研究者の割合：26.4％（2021年度）146 
・ 博⼠後期課程在籍者に占める⼥性の割合（分野別）：理学系21％、⼯学系19％、農学系36％、医・⻭・薬

学系合わせて31％、⼈⽂科学系53％、社会科学系37％（2021年度）147 
 
① 博⼠後期課程学⽣の処遇向上とキャリアパスの拡⼤ 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○博⼠後期課程学⽣の処遇向上とキャ

リアパスの拡⼤に関しては、様々な⽀
援を必要とする学⽣の分析・フォロー
アップを継続的に進めるとともに、産
業界の協⼒も得ながら、様々な政策資
源を総動員して⼀体的に取り組む。特
別研究員（ＤＣ）制度の充実、⽇本学
⽣⽀援機構奨学⾦（業績優秀者返還免
除）や各⼤学の⼤学院⽣に対する授業
料減免による継続的な⽀援、⼤学ファ
ンドの運⽤益の活⽤やそれに先駆け
た博⼠後期課程学⽣への⽀援を強化
する取組などを進める。あわせて、競
争的研究費や共同研究費からの博⼠
後期課程学⽣に対するリサーチアシ
スタント（ＲＡ）としての適切な⽔準
での給与⽀給を推進すべく、各事業及
び⼤学等において、ＲＡ等の雇⽤・謝
⾦に係るＲＡ経費の⽀出のルールを
策定し、2021年度から順次実施する。
 【科技、⽂、関係府省】 

・引き続き博⼠後期課程学⽣の経済状況
の把握等に向けて、「⼤学院における
教育改⾰の実態把握・分析等に関する
調査研究（2021年度調査）」を実施。 

・ＣＳＴＩにおいて「世界と伍する研究
⼤学専⾨調査会」を12回にわたり開
催。世界と伍する研究⼤学の在り⽅に
ついて、2021年７⽉27⽇の第７回会議
で中間まとめ、2022年１⽉19⽇の第12
回会議で最終まとめが⽰され、2022年
２⽉１⽇にＣＳＴＩ本会議で決定。
「国際卓越研究⼤学の研究及び研究
成果の活⽤のための体制の強化に関
する法律」が第208回国会で成⽴。 

・2021年８⽉に「世界と伍する研究⼤学
の実現に向けた⼤学ファンドの資⾦
運⽤の基本的考え⽅」をＣＳＴＩにお
いて決定。また、2021年度補正予算に
おいて政府出資⾦6,111億円を確保す
るとともに、2022年度財政投融資計画
額において約4.9兆円を計上し、10兆
円規模の⼤学ファンドへの拡充を実
施。2021年度中に運⽤を開始。 

・⼤学ファンドの運⽤益の活⽤に先駆け
た博⼠後期課程学⽣への⽀援強化策
として、創発的研究推進基⾦に追加で
400億円（2021年度第１次補正予算）
を計上。 

・「次世代研究者挑戦的研究プログラム」
においては、2021年度に59件の⽀援プ
ロジェクトを採択し、合計約6,000⼈
の博⼠後期課程学⽣に対して⽀援を
開始。 

・今後も隔年度を⽬安に同様の調査を実
施。【⽂】 

・国際卓越研究⼤学法に基づき、⼤学フ
ァンドの⽀援対象となる⼤学を2022
年度中に公募を開始し、2024年度か
ら、国際卓越研究⼤学に対して、⼤学
ファンドによる助成実施を⽬指す。ま
た、国際卓越研究⼤学を⽬指す国⽴⼤
学が、そのために必要となる、経営⽅
針を定める合議体の設置を可能とす
るための国⽴⼤学法⼈法の改正案の
次期通常国会への提出を⽬指す。【科
技、⽂】 

・2021年度中に運⽤を開始し、2022年度
財政投融資計画額に計上した約4.9兆
円も含め、ＪＳＴで適切に運⽤。【科
技、⽂】 

・2021年度から抜本的に拡充した博⼠課
程学⽣⽀援を着実に実施。【科技、⽂】 

・博⼠課程学⽣⽀援事業の採択⼤学にお
ける、ＲＡ経費の⽀給状況、⼤学ファ
ンドへの移⾏後における将来的な⽀
援の⾃⾛化に向けた⾒通しを毎年度
把握した上で、必要に応じて更なる取
組を促すなど、ＲＡ経費の適正⽀給へ
の対応の加速を促進。【⽂】 

・引き続き、ＤＣ⽀援を推進し必要な改
善を図る。【⽂】 

                                                       
141 整数カウントにより算出。⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2021」（2021年８⽉）を基に算出。 
142 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「サイエンスマップ2018」（2020年11⽉） 
143 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2021」（2021年８⽉） 
144 2019年度学校教員統計調査より算出。 
145 総務省「2021年科学技術研究調査結果」（2021年12⽉） 
146 ⽂部科学省「2021年度学校基本調査」より算出。 
147 ⽂部科学省「2021年度学校基本調査」より算出。 
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・「創発的研究⽀援事業」においては、第
１回公募で採択した研究課題の研究
計画に対応し、研究をＲＡとして⽀え
る博⼠課程学⽣等に対する追加⽀援
を開始。 

・2022年度から、ＤＣ採⽤期間中に博⼠
号を取得した研究者への⽀援を充実。 

〇⼤学が戦略的に確保する優秀な博⼠
後期課程学⽣に対し、在学中の⽣活か
ら修了後のポストの獲得まで両⽅を
⼀体的に⽀援する、⼤学フェローシッ
プ創設事業を2021年度に開始し、所属
機関を通じた経済的⽀援を促進する。
【⽂】 

・「科学技術イノベーション創出に向け
た⼤学フェローシップ創設事業」にお
いては、2021年度から47⼤学・合計約
1,000⼈の博⼠後期課程学⽣に対して
⽀援を開始。 

・2022年度は更に⽀援⼈数を拡充し、「科
学技術イノベーション創出に向けた
⼤学フェローシップ創設事業」を通じ
て合計約2,000⼈の博⼠後期課程学⽣
を⽀援予定。【⽂】 

〇博⼠の学位審査の透明性・公平性を確
保するとともに、博⼠後期課程学⽣の
修了後のポストや社会的活躍の結果
等が⼤学や担当教員評価としても活
⽤されるような⽅策を「⼤学⽀援フォ
ーラムＰＥＡＫＳ148」等の場で検討
し、指導教員は博⼠後期課程学⽣を次
世代の研究者等として育成していく
ことが責務であり、それが⾃⾝の評価
に還元されるという抜本的な意識改
⾰を促す。【科技、⽂】 

・教員評価への将来的な活⽤も視野に⼊
れた⼤学ＩＲシステム教学版の試⾏
版をＰＥＡＫＳメンバーが開発。 

・指導教員の研究者等育成への貢献に関
する評価について、ＩＲの活⽤を図り
つつ、引き続きその実現⽅策について
検討。【科技、⽂】 

〇産業界と⼤学が連携して⼤学院教育
を⾏い、博⼠後期課程において研究⼒
に裏打ちされた実践⼒を養成する⻑
期有給インターンシップを2021年度
より実施するとともに、産学連携活動
への参画を促進し、博⼠後期課程在学
中に産業界での多様な活躍の可能性
について模索する機会を増加させる。
あわせて、企業と⼤学による優秀な若
⼿研究者の発掘（マッチング）の仕組
みを創設し、博⼠号取得者の企業での
採⽤等を促進することで、産業界等で
の博⼠の活躍のキャリアパスを拡⼤
していく。【⽂、経】 

・ジョブ型研究インターンシップを推進
するための⼤学と企業から構成され
る「ジョブ型研究インターンシップ推
進協議会」を設⽴し、博⼠後期課程学
⽣ の ⻑ 期 有 給 イ ン タ ー ン シ ッ プ を
2022年１⽉から実施中。 

・優秀な若⼿研究者の発掘に向けて「官
⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業」に
おいて、以下を採択。 

 第２回 共同研究16件、マッチングサ
ポート17件 

 第３回 共同研究36件、マッチングサ
ポート105件 

・「産業界における博⼠⼈材の活躍実態
調査」において、産業界、⼤学、博⼠
⼈材へのアンケート調査及びヒアリ
ングを実施し、産業界における博⼠⼈
材の活躍実態や活躍促進に係る課題、
それを踏まえた今後の⽅策等につい
て報告書を取りまとめ。 

・ジョブ型研究インターンシップに参加
する学⽣の増加に向けた取組を実施。
【⽂】 

・引き続き「官⺠による若⼿研究者発掘
⽀援事業」において優秀な若⼿研究者
を発掘。【経】 

・博⼠⼈材の活⽤促進に取り組む企業に
対してインセンティブが働く仕組み
の構築を検討。若⼿研究者の有望な研
究シーズを活⽤したイノベーション
創出や若⼿研究者の⼈材流動化の促
進のため、⼤学・⾼専等の若⼿研究者
の研究シーズの掘り起こし、スタート
アップとのマッチングや共同研究を
通じた事業化（博⼠課程学⽣の企業へ
のインターンシップ含む）の⽀援を実
施。【科技、⽂、経】 

〇博⼠号取得者の国家公務員や産業界
等における国内外の採⽤、職務、処遇
等の状況について、実態やニーズの調
査結果と好事例の横展開を2021年度
より⾏うとともに、今後の国家公務員
における博⼠号取得者の専⾨的知識
や研究経験を踏まえた待遇改善につ
いて検討を進め、早急に結論を得る。
【内閣⼈事局、⼈、科技、⽂、経、全
省庁】 

・国家公務員における博⼠号取得者の専
⾨的知識や研究経験を踏まえた待遇
改善について、主担当府省を中⼼とし
てヒアリング等を実施するとともに、
各府省において博⼠号取得者の職域
やキャリアパスの現状を把握。 

・「産業界における博⼠⼈材の活躍実態
調査」において、産業界、⼤学、博⼠
⼈材へのアンケート調査及びヒアリ
ングを実施し、産業界における博⼠⼈

・国家公務員における博⼠号取得者の専
⾨的知識や研究経験を踏まえた待遇
改善について早急に結論を得て、実施
可能な⽅策については、2023年度から
実施するとともに、博⼠号取得者の活
躍にもつながる⼈事制度の周知等を
⾏い、各府省において博⼠号取得者に
ふさわしい職域やキャリアパスにつ
いて検討。【内閣⼈事局、科技、⽂、経、
⼈、全府省】 

                                                       
148 ⼤学における経営課題や解決策等について議論し、イノベーションの創出につながる好事例の⽔平展開、規制緩和等の検討、⼤学経営層の

育成を進めることを⽬的として2019年度に創設された、⼤学関係者、産業界及び政府によるフォーラム。 
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材の活躍実態や活躍促進に係る課題、
それを踏まえた今後の⽅策等につい
て報告書を取りまとめ。 

・博⼠⼈材の活⽤促進に取り組む企業に
対してインセンティブが働く仕組み
の構築を検討。【科技、⽂、経】 

 
② ⼤学等において若⼿研究者が活躍できる環境の整備 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○外部資⾦を活⽤した若⼿研究者への

ポスト提供、テニュアトラック制の活
⽤促進・基準の明確化を進める。また、
シニア研究者に対する年俸制やクロ
スアポイントメント制度の活⽤、外部
資⾦による任期付き雇⽤への転換の
促進などを通じて、組織全体で若⼿研
究者のポストの確保と、若⼿の育成・
活躍促進を後押しし、持続可能な研究
体制を構築する取組を促進する。この
ため、2021年度に、これらの取組の優
良事例等を盛り込んだ⼈事給与マネ
ジメント改⾰ガイドラインの追補版
を作成する。また、各⼤学が⾃らの戦
略に基づき、重点的に強化すべきと考
える学問分野の博⼠後期課程へ、より
多くの学⽣が進学できるような改⾰
が積極的に実施されるよう定員の再
配分（定員の振替、教育研究組織の改
組）等に取り組むことを促進する。
【⽂】 

・雇⽤財源に外部資⾦（競争的研究費、
共同研究費、寄附⾦等）を活⽤するこ
とで捻出された学内財源を若⼿ポス
ト増設や研究⽀援体制の整備等に充
てる取組や、シニア研究者に対する年
俸制やクロスアポイントメント制度
の活⽤、外部資⾦による任期付き雇⽤
への転換の促進等を通じて、組織全体
で若⼿研究者のポストの確保と、若⼿
の育成・活躍促進を後押しし、持続可
能な研究体制を構築する取組の優良
事例を盛り込んだ、国⽴⼤学法⼈等⼈
事給与マネジメント改⾰に関するガ
イドライン（追補版）を作成し、2021
年12⽉21⽇に公表149。 

・第４期中期⽬標期間からは、地⽅創⽣、
Society 5.0、ＳＤＧｓ等への貢献を通
じた各⼤学のミッション実現を加速
するための組織設置や体制構築とい
った活動基盤の形成を強⼒に推進す
るため、意欲的な教育研究組織の整備
を⾏う⼤学に対し、国⽴⼤学法⼈運営
費交付⾦による重点⽀援を実施。 

・基本計画における「2021年度に、これ
らの取組の優良事例等を盛り込んだ
⼈事給与マネジメント改⾰ガイドラ
インの追補版を作成する」に対して
は、2021年12⽉21⽇に国⽴⼤学法⼈等
⼈事給与マネジメント改⾰に関する
ガイドライン（追補版）を公表したこ
とで対応済み。【⽂】 

・引き続き、各⼤学が⾃らの戦略に基づ
き教育研究組織の改組等に取り組む
ことを促進するため、国⽴⼤学法⼈運
営費交付⾦の重点的な配分を実施。
【⽂】 

〇2021年度より、⼤学・国⽴研究開発法
⼈等において競争的研究費や企業の
共同研究費から、研究に携わる者の⼈
件費の⽀出を⾏うとともに、それによ
って、確保された財源から、組織のマ
ネジメントにより若⼿研究者の安定
的なポストの創出を⾏うことを促進
する。あわせて、優秀な研究者に世界
⽔準の待遇を実現すべく、外部資⾦を
獲得して給与⽔準を引き上げる仕組
み（混合給与）を2021年度より促進す
る。【科技、⽂、関係省庁】 

・外部資⾦の獲得額に連動した業績給を
設定するなどの雇⽤財源に外部資⾦
（競争的研究費、共同研究費、寄附⾦
等）を活⽤することで捻出された学内
財源の有効活⽤に関する取組の優良
事例を盛り込んだ、国⽴⼤学法⼈等⼈
事給与マネジメント改⾰に関するガ
イドライン（追補版）を作成し、2021
年12⽉21⽇に公表。 

・さらに、2022年度国⽴⼤学法⼈運営費
交付⾦の配分において、雇⽤財源に外
部資⾦（競争的研究費、共同研究費、
寄附⾦等）を活⽤することで標準を上
回る⾼額給与の⽀給を可能にする給
与制度の実施状況を反映。 

・基本計画における「優秀な研究者に世
界⽔準の待遇を実現すべく、外部資⾦
を獲得して給与⽔準を引き上げる仕
組み（混合給与）を2021年度より促進
する」に対しては、2021年12⽉21⽇に
国⽴⼤学法⼈等⼈事給与マネジメン
ト改⾰に関するガイドライン（追補
版）を公表するとともに、2022年度国
⽴⼤学法⼈運営費交付⾦の配分にお
いて、雇⽤財源に外部資⾦を活⽤する
ことで標準を上回る⾼額給与の⽀給
を可能にする給与制度の実施状況を
反映したことで対応済み。【科技、⽂、
関係府省】 

〇ＵＲＡ等のマネジメント⼈材、エンジ
ニア（⼤学等におけるあらゆる分野の
研究をサポートする技術職員を含む）
といった⾼度な専⾨職⼈材等が⼀体
となったチーム型研究体制を構築す
べく、これらが魅⼒的な職となるよ
う、専⾨職としての質の担保と処遇の
改善に関する取組を2021年度中に実
施する。これにより、博⼠⼈材を含め
て、専⾨職⼈材の流動性、キャリアパ

・ＵＲＡ等については、ＵＲＡ等のマネ
ジメント⼈材に必要とされる知識の
体系的な専⾨研修受講の機会提供や、
実務能⼒を踏まえた客観的な質保証
（認定）を⾏う認定機関の運営⽀援を
2021年度に開始。 

・雇⽤財源に外部資⾦（競争的研究費、
共同研究費、寄附⾦等）を活⽤するこ
とで捻出された学内財源を若⼿ポス
ト増設や研究⽀援体制の整備等に充

・引き続き、ＵＲＡ等の質保証を⾏う認
定機関の運営⽀援を着実に実施。【⽂】 

・国⽴⼤学法⼈等⼈事給与マネジメント
改⾰に関するガイドライン（追補版）
の周知を通じて、研究⽀援体制の整備
の観点からＵＲＡといった研究⽀援
⼈材の確保や処遇の改善に関する優
良事例についての情報発信を実施。
【⽂】 

・⼤学全体として、研究設備・機器群を

                                                       
149 本⽂中で45事例を取り上げるとともに、全ての取組事例を「⼈事給与マネジメント改⾰の取組事例集」として追補版に添付。（339事例を掲

載） 
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スの充実を実現し、あわせて育成・確
保を⾏う。【⽂】 

てる取組の優良事例を盛り込んだ、国
⽴⼤学法⼈等⼈事給与マネジメント
改⾰に関するガイドライン（追補版）
を作成し、2021年12⽉21⽇に公表。同
ガイドライン（追補版）では、研究⽀
援体制の整備の観点からＵＲＡとい
った研究⽀援⼈材の確保や処遇の改
善に関する優良事例を公表。 

・エンジニア（⼤学等におけるあらゆる
分野の研究をサポートする技術職員
を含む。）については、コアファシリテ
ィ構築⽀援プログラム等を通じて組
織的な育成・確保を推進。 

戦略的に導⼊・更新・共⽤する組織体
制等の強化（コアファシリティ構築⽀
援プログラム）を通じた優れたエンジ
ニア（⼤学等におけるあらゆる分野の
研 究 を サ ポ ー ト す る 技 術 職 員 を 含
む。）の育成・確保を推進。【⽂】 

・2022年３⽉策定の「研究設備・機器の
共⽤推進に向けたガイドライン」にお
いても、エンジニアの多様なキャリア
パスの実現を推進。【⽂】 

〇博⼠課程修了者の雇⽤状況、処遇等の
追跡調査を基本計画期間中も定期的
に⾏うとともに、各⼤学においても、
博⼠課程修了者の就職・活躍状況を修
了後も継続して把握し、就職状況の詳
細をインターネット等で公表する。
【科技、⽂】 

・博⼠課程の前段階である修⼠課程修了
予定者に対し、博⼠課程への進学予定
や経済状況、キャリア意識等の調査を
実施し、報告書として2021年６⽉に公
表。この調査において、博⼠課程にお
ける処遇改善や研究環境改善の必要
性等が改めて⽰され、これらを踏まえ
博⼠課程学⽣⽀援策を展開。 

・博⼠課程修了者に対し、雇⽤状況、処
遇等の追跡調査を実施し、第４次報告
書として2022年１⽉に公表。その内容
は、中央教育審議会⼤学院部会（第104
回）の資料の中で使⽤。 

・博⼠課程在籍者の経済状況、キャリア
意識等の調査を実施。【⽂】 

・国としてポストドクターの雇⽤状況、
進路等の調査を実施。【⽂】 

・博⼠課程の前段階である修⼠課程修了
予定者に対し、博⼠課程への進学予定
や経済状況、キャリア意識等の調査を
実施した結果（2021年度分）を公表。
【⽂】 

・博⼠課程修了者の雇⽤状況、処遇等の
追跡調査、俯瞰的分析を継続的に実
施。【⽂】 

・博⼠課程修了者の雇⽤状況、処遇等に
関する海外との⽐較分析調査を実施。
【⽂】 

 
③ ⼥性研究者の活躍促進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○学内保育施設の設置、働き⽅改⾰の推

進、産休期の研究者がいる場合におけ
るポスドクの追加雇⽤、管理職の業績
評価におけるダイバーシティへの配
慮に係る項⽬の設定等、男性・⼥性研
究者双⽅が育児・介護と研究を両⽴す
るための環境整備やサポート制度等
の充実を進める。その⼀環として、
2021年度中に、若⼿研究者向け⽀援事
業の公募要領における年齢制限等に
おいて、産前産後休業や育児休業の期
間を考慮する旨を明記する150。また、
⼤学等において若⼿教員採⽤の際の
年齢制限についても同様の措置を図
るなど、産前産後休業や育児休業等を
取った研究者への配慮を促進する。
【⼦⼦、⽂、厚、経、関係府省】 

・「ダイバーシティ研究環境実現イニシ
アティブ」事業等、出産・育児等のラ
イフイベントと研究を両⽴するため
の環境整備やサポート制度等の充実
を進める事業を実施。 

・「Society 5.0の実現に向けた教育・⼈材
育成に関する政策パッケージ」におい
て、「ライフイベントと両⽴できる研
究環境の整備と理⼯系⼈材としての
⼥性活躍促進」として、公的研究費の
若⼿研究者向け⽀援事業の公募要領
における年齢制限等において、出産・
育児の期間を考慮する取組の促進を
位置付け。 

・引き続き、男性・⼥性研究者双⽅が育
児・介護と研究を両⽴するための環境
整備やサポート制度等の充実を進め
る事業を推進。【⽂】 

・「Society 5.0の実現に向けた教育・⼈材
育成に関する政策パッケージ」に基づ
き、「ライフイベントと両⽴できる研
究環境の整備と理⼯系⼈材としての
⼥性活躍促進」を加速するため、競争
的研究費の若⼿研究者向け⽀援事業
の公募要領における年齢制限等にお
いてライフイベントに配慮する趣旨
の関係府省申合せ等の策定を検討。
【科技、⽂、関係府省】 

〇⼤学、公的研究機関において、「⼥性の
職業⽣活における活躍の推進に関す
る法律」も活⽤し、各事業主が、各分
野における博⼠後期課程在籍者数に
占める⼥性割合（理学系20％、⼯学系
19％、農学系36％、医・⻭・薬学系合

・第５次男⼥共同参画基本計画の計画実
⾏・監視専⾨調査会において、科学技
術分野における⼥性の活躍促進につ
いて、現状と政府の取組、今後の課題
等について審議。 

・引き続き、男⼥共同参画会議において、
重要な事項については毎年審議を⾏
うとともに、第５次男⼥共同参画基本
計画期間の中間年（2023年）に、全成
果⽬標の達成状況についてフォロー
アップ及び点検・評価を実施し、その

                                                       
150 例えば創発的研究⽀援事業では、応募要件を原則、博⼠号取得後から15年以内としつつ、出産・育児により研究専念できない期間があった

者については、博⼠号取得後20年以内としている。 
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わせて31％、⼈⽂科学系53％、社会科
学系37％（2020年度））や機関の特性
等に応じ、採⽤割合や指導的⽴場への
登⽤割合などについて、戦略的な数値
⽬標設定や公表等を⾏う。【男⼥、⽂、
関係府省】 

際、成果⽬標に関連する取組について
もフォローアップを実施。【男⼥】 

〇国⽴⼤学における、⼥性研究者等多様
な⼈材による教員組織の構築に向け
た取組や⼥⼦⽣徒の理⼯系学部への
進学を促進する取組等を学⻑のマネ
ジメント実績として評価し、運営費交
付⾦の配分に反映する。また、私⽴⼤
学等経常費補助⾦において、⼥性研究
者をはじめ⼦育て世代の研究者を⽀
援することとしており、柔軟な勤務体
制の構築等、⼥性研究者への⽀援を⾏
う私⽴⼤学等の取組を⽀援する。【⽂】 

・国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦の配分の仕
組みを検討し、第４期中期⽬標期間に
おいては、各国⽴⼤学が⾃らのミッシ
ョンに基づき⾃律的・戦略的な経営を
進め、社会変⾰や地域の課題解決を主
導するための取組を運営費交付⾦に
より⽀援する仕組みを構築。 

・私⽴⼤学等経常費補助⾦においては、
⼥性研究者をはじめ⼦育て世代の研
究者のための環境整備を促進するた
め、保育⽀援体制の整備やライフサイ
クルに対応した研究環境の整備を進
める⼤学を⽀援（2021年度予算）。 

・⼥性研究者等多様な⼈材による教員組
織の構築に向けた取組や⼥⼦⽣徒の
理⼯系学部への進学を促進する取組
等も含め、各国⽴⼤学が⾃らのミッシ
ョンの実現・加速化に向けた取組を⽀
援。【⽂】 

・引き続き、私⽴⼤学等経常費補助⾦に
おいて、⼥性研究者をはじめ⼦育て世
代の研究者のための環境整備を促進
するため、保育⽀援体制の整備やライ
フサイクルに対応した研究環境の整
備を進める⼤学を⽀援。【⽂】 

〇中⾼⽣、保護者、教員等に対し理⼯系
の魅⼒を伝える活動や、理⼯系を中⼼
とした修⼠課程・博⼠課程学⽣の⼥性
割合を増加させるための活動におい
て、⼥性研究者のキャリアパスやロー
ルモデルの提⽰を推進する。⼥性の理
⼯系への進学を促進するため、2021年
度以降、更なる拡充を図る。【男⼥、⽂】 

・「⼥⼦中⾼⽣の理系進路選択⽀援プロ
グラム」（2021年度：17機関）におい
て、⼥⼦中⾼⽣の理⼯系への進学を促
進する取組を実施。 

・2021年７⽉、オンラインシンポジウム
「進路で⼈⽣どう変わる？理系で広
がる私の未来2021」を実施。 

・2021年４⽉、⽂部科学省所管の独⽴⾏
政法⼈教職員⽀援機構のＨＰに本啓
発資料「男⼥共同参画の視点を取り込
んだ理数系教科の授業づくり」を掲
載。 

・2021年６⽉、⽂部科学省より、本啓発
資料について⾔及した、全国の都道府
県教育委員会向け通知を発出。 

・⼥⼦中⾼⽣の理⼯系への進学を促進す
る取組を引き続き実施するとともに、
⼥性研究者の活躍促進と中・⾼等学校
との連携強化を⼀体的に推進。【⽂】 

・2022年度も同様のオンラインシンポジ
ウムを実施するとともに、学校へのロ
ールモデルの派遣を検討するなど、理
⼯系の魅⼒を伝える活動をより⼀層
多層的に実施予定。【男⼥、科技、⽂】 

・引き続き、教職員⽀援機構のＨＰへの
掲載を継続するとともに、より教育現
場で利⽤しやすいものとするため新
たに動画教材を作成するなどにより、
周知・普及を推進。【男⼥、⽂】 

・2023年度からの産業界と⼀体となった
社会的ムーブメントの醸成のための
情報発信やイベントの開催、理数系等
の学びを活かして活躍しているロー
ルモデルの提⽰、⼥性が理系を選択し
ない要因の⼤規模調査及び要因分析
の効果的な実施に向けた検討を実施。
【男⼥、科技、⽂、経】 

 
④ 基礎研究・学術研究の振興 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇学術研究による多様な知の創出・拡⼤

に向け、基盤的経費をはじめとした機
関の裁量で使⽤できる財源の確保・充
実を図るとともに、研究者のキャリア
に応じた独創的、挑戦的な研究課題を
⽀援する科学研究費助成事業（科研
費）について、若⼿研究者⽀援、新興・
融合研究や国際化の⼀層の推進、審査
区分の⾒直しなど制度改善を不断に
進めつつ、新規採択率30％を⽬指し、
確保・充実を図る。【⽂】 

・国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦について、
2022年度予算では１兆786億円を計上
し、国⽴⼤学の基盤的経費を確保。 

・私⽴⼤学等経常費補助⾦においては、
2022年度予算では2,975億円を計上す
るとともに、教育の質の向上を促進す
るためにメリハリある資⾦配分を実
施。また「Society 5.0」の実現や地⽅創
⽣の推進等、我が国が取り組む課題を
踏まえ、⾃らの特⾊を活かして改⾰に
取り組む⼤学等を重点的に⽀援。 

・2021年度補正予算及び2022年度予算
において科研費を拡充。国際先導研究
の創設を契機とする我が国の研究の

・引き続き、国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦
や私⽴⼤学等経常費補助⾦等の基盤
的経費の確保を図る。【⽂】 

・国際先導研究の創設を契機とする我が
国の研究の国際化に資する科研費改
⾰を推進するとともに、優秀な若⼿研
究者の育成やそのステップアップを
含む若⼿⽀援と、新興・融合研究を推
進。【⽂】 
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国際化に資する科研費改⾰を推進す
るとともに、優秀な若⼿研究者の育成
や、そのステップアップを含む若⼿⽀
援の充実と、新興・融合研究の強化等
を図るための予算を計上。 

〇戦略的創造研究推進事業151について
は、2021年度以降、若⼿への重点⽀援
と優れた研究者への切れ⽬ない⽀援
を推進するとともに、⼈⽂・社会科学
を含めた幅広い分野の研究者の結集
と融合により、ポストコロナ時代を⾒
据えた基礎研究を推進する。また、新
興・融合領域への挑戦、海外挑戦の促
進、国際共同研究の強化へ向け充実・
改善を⾏う。【⽂】 

・戦略的創造研究推進事業において、
2021年度の公募において、若⼿からシ
ニアまでの切れ⽬ない⽀援に向け若
⼿向けの「さきがけ」だけでなく、中
堅・シニア向けの「ＣＲＥＳＴ」にお
いても新規研究領域数を拡⼤して公
募を実施。 

・⼈⽂・社会科学分野を含めた新興・融
合領域の開拓につながる研究領域を
設定し、2021年度に公募を実施。2022
年度においても、⼈⽂・社会科学と⾃
然科学の融合を推進する戦略⽬標を
設定し、2022年３⽉に決定・公表。 

・精緻なエビデンスに基づいた戦略⽬標
を策定するため、科研費・ＮＳＦ等の
採択課題に基づく分析や有識者から
のヒアリング等を踏まえて、新興・融
合領域の潮流を把握する取組を実施。 

・引き続き、若⼿への重点⽀援と優れた
研究者への切れ⽬ない⽀援を推進し、
戦略的創造研究推進事業において、新
興・融合領域の開拓につながる戦略⽬
標、研究領域を設定し、⼈⽂・社会科
学と⾃然科学の融合に資する基礎研
究を推進。【⽂】 

・2023年度以降の戦略⽬標の策定の際
には、e-CSTI等の活⽤も検討しつつ、
精緻なエビデンスに基づき分析した
新興・融合領域の潮流を活⽤するなど
により、策定プロセスを改善。【⽂】 

〇若⼿研究者を中⼼とした、独⽴前後の
研究者に対し、⾃らの野⼼的な構想に
思い切って専念できる環境を⻑期的
に提供することで、短期的な成果主義
から脱却し、破壊的イノベーションを
もたらし得る成果の創出を⽬指す創
発的研究⽀援事業を着実に推進する
とともに、定常化も⾒据えた事業の充
実を図る。【⽂】 

・創発的研究⽀援事業について、2021年
度までに実施した２回の公募で計511
件を採択し研究を開始するとともに、
2021年度補正予算によりＲＡ⽀援の
充実のための予算を計上し研究の加
速を実施。また、2022年５⽉から３回
⽬の公募を実施。 

・当該事業での研究環境改善に係る仕組
みの効果検証及び他の研究費事業の
⾒直しを踏まえ、定常化も⾒据えた事
業の充実を図りつつ、研究者に対する
安定的な⽀援を推進。【⽂】 

〇⼤規模プロジェクトや競争的研究費
の評価に際し、研究において、当初想
定されていなかった成果やスピンア
ウトを創出していることや、挑戦的な
取組を継続していること等をより積
極的に評価する。その際、多様な視点
を⼊れる観点から、過度な負担になら
ない範囲で若⼿研究者が審査に参画
する仕組みも導⼊する。【⽂】 

・挑戦的な取組であるという趣旨の下、
課題を採択している⽂部科学省の未
来社会創造事業においては、ステージ
ゲート評価を導⼊しつつ、研究開発を
推進中。 

・未来社会創造事業において、引き続き、
ステージゲート評価等を実施し、効果
的に挑戦的な取組を推進。【⽂】 

〇世界の学術フロンティアを先導する
⼤型プロジェクトや先端的な⼤型施
設・設備等の整備・活⽤を推進する。
【⽂】 

・年次計画に基づき、各事業の評価・進
捗管理を実施。 

・次世代放射光施設について、官⺠地域
パートナーシップによる役割分担に
従い、2019年度から整備を開始。基本
建屋⼯事進捗率は約99％（2022年１⽉
末時点）。2021年12⽉より基本建屋へ
の加速器搬⼊を開始。 

・SPring-8・ＳＡＣＬＡ・J-PARCは、特
定先端⼤型研究施設として産学官の
研究者が幅広く利⽤。 

・SPring-8について、2021年度補正予算
においてデータセンターやデータイ
ンフラの整備費⽤を措置。⼤容量デー

・年次計画に基づく厳格な評価・進捗管
理を実施しながら、世界の学術フロン
ティアを先導する⼤型プロジェクト
を戦略的・計画的に推進。【⽂】 

・次世代放射光施設について、官⺠地域
パートナーシップによる役割分担に
従い、2023年度の稼働を⽬指し着実に
整備を推進。【⽂】 

・SPring-8・ＳＡＣＬＡ・J-PARCをはじ
めとする量⼦ビーム施設について、着
実な共⽤を進めるとともに、施設間連
携やリモート化・スマート化に向けた
取組を推進。【⽂】 

・SPring-8について、データセンターや

                                                       
151 国が定めた戦略⽬標の下、組織・分野の枠を越えた時限的な研究体制（ネットワーク型研究所）を構築し、イノベーションの源泉となる基

礎研究を戦略的に推進する事業。 
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タ解析基盤の整備やデータ共有に向
けた取組等を推進中。 

データインフラの整備、データ共有に
向けた取組等を着実に推進。【⽂】 

・SPring-8のみならずJ-PARC等の他の
⼤型研究施設についても、データセン
ター整備やデータ共有に向けた取組
等について検討。【⽂】 

〇⼤学の研究ポテンシャルを最⼤限活
⽤し、効果的・効率的に共同利⽤・共
同研究を推進する共同利⽤・共同研究
拠点について、ネットワーク化を促進
するための制度改正152 を踏まえ、国
⽴⼤学は、2022年度より始まる第４期
中期⽬標期間において、学術の発展や
研究の多様化に応じた柔軟な組織編
成を通じ、異分野融合や新分野の創
成、社会課題の解決等に資する活動を
推進する。【⽂】 

・国⽴⼤学について、第４期中期⽬標期
間における共同利⽤・共同研究拠点を
認定（2022年４⽉時点：78拠点）する
とともに、結果を公表。 

・国⽴⼤学について、共同利⽤・共同研
究拠点を核とした学術の発展や研究
の多様化に応じた柔軟な組織編成を
通じて、異分野融合や新分野の創成、
社会課題の解決等に資する活動を推
進し、⼤学全体の研究⼒強化を⼀層加
速。【⽂】 

〇個々の⼤学等では運⽤が困難な⼤規
模施設・設備、データや貴重資料等を
全国の研究者に提供し、我が国の⼤学
の教育研究を⽀える⼤学共同利⽤機
関法⼈153については、各⼤学共同利⽤
機関の教育研究活動の検証の結果を
踏まえ、2022年度から始まる第４期中
期⽬標期間に向けて、当該中期⽬標の
設定や組織の⾒直し等に反映するこ
とにより機能の強化を図る。【⽂】 

・第４期中期⽬標期間の開始に向け、各
⼤学共同利⽤機関の検証結果等を踏
まえた組織・業務の⾒直し等に基づ
き、中期⽬標・中期計画の策定に向け
検討し、2021年度中に中期⽬標の提⽰
及び中期計画の認可を実施。 

・第４期中期⽬標・中期計画に基づく各
法⼈の研究⼒の向上及び共同利⽤・共
同研究活動の充実等に向けた取組を
推進するとともに、⼤学共同利⽤機関
法⼈及び総合研究⼤学院⼤学により
新たに創設された「⼤学共同利⽤研究
教育アライアンス」における、法⼈の
枠組みを超えた研究⼒の強化及び⼈
材育成の充実等を推進。【⽂】 

〇我が国の研究⼒を多⾓的に分析・評価
するため、researchmap154等を活⽤し
つつ効率的に研究者に関する多様な
情報を把握・解析する。さらに、海外
動向も踏まえ、従来の論⽂数や被引⽤
度といったものに加えて、イノベーシ
ョンの創出、新領域開拓、多様性への
貢献等、新たな指標の開発を2022年中
に⾏い、その⾼度化と継続的なモニタ
リングを実施する。【科技、⽂、経】 

・海外事例の調査を実施し、動向の把握・
整理を進めるとともに、有識者との意
⾒交換を⾏い、新たな指標として収
集・分析対象とする候補を整理。 

・新たな指標候補について、試⾏的に収
集・分析しつつ、研究⼒の多⾓的な分
析・評価への実装を検討し、2022年中
に指標の開発を実施。【科技、⽂、経】 

 
⑤ 国際共同研究・国際頭脳循環の推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇⽶国、ＥＵ等の⾼い科学技術⽔準の先

進国との間で、国際共同研究を⾏うと
ともに、インド、ケニア等の新興国及
び途上国とのＳＤＧｓを軸とした科
学技術協⼒を進め、中⻑期的な視野を
含めて、科学技術の発展、⼈材育成、
地球規模課題解決等に貢献する。【科
技、⽂、関係府省】  

・ＳＩＣＯＲＰにおいては、2021年度は
⽔素技術に関する研究等の公募を開
始するなど、先進国及び開発途上国と
の国際共同研究を推進。 

・ＳＡＴＲＥＰＳでは、我が国の優れた
科学技術とＯＤＡとの連携により、環
境・エネルギー、⽣物資源、防災、感
染症分野の国際共同研究を推進。 

・科学技術の国際展開に関する検討結果
を踏まえ、国際的に活発に⾏われてい
る国際共同公募による先端研究⽀援
に、我が国が積極的に参画し戦略的に
推進するため、各種研究開発事業にお
いて国際共同研究を強⼒に推進。【⽂】 

・ＳＡＴＲＥＰＳについては、これまで
の成果を踏まえ、ＳＤＧｓの達成や社
会実装に向けて、新興国・発展途上国
との協⼒を戦略的に実施。【科技、⽂、

                                                       
152 2020年12⽉23⽇付けで「共同利⽤・共同研究拠点及び国際共同利⽤・共同研究拠点の認定等に関する規程」（2015年７⽉31⽇⽂部科学省告

⽰第百三⼗三号）を⼀部改正。 
153 ⼈間⽂化研究機構、⾃然科学研究機構、⾼エネルギー加速器研究機構、情報・システム研究機構の４法⼈。 
154 ＪＳＴが運営する⽇本の研究者総覧データベース。研究者が⾃⾝の経歴や研究業績等の情報を登録することで、研究者の情報発信、コミュ

ニケーション促進や、研究情報の⼀元管理、事務負担の軽減に資する。システムの研究開発を国⽴情報学研究所が実施。 
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関係府省】 

〇我が国の学⽣や若⼿研究者等の海外
研さん・海外経験の機会の拡充、諸外
国からの優秀な研究者の招へい、外国
⼈研究者等の雇⽤促進に向けて、その
ための⽀援策と環境整備（ポストの国
際公募・採⽤⽅法の国際化、国際⽔準
の給与・待遇の措置、家族も含めた⽣
活⽀援、国際的な事務体制の整備、国
際的な研究拠点形成等）を含む科学技
術の国際展開に関する戦略を2021年
度までに策定し、順次施策に取り組
む。また、国際頭脳循環に関する実態
把握と課題の分析に基づく数値⽬標
を2022年度までに検討する。【科技、
⽂】 

・「科学技術の国際展開の戦略的推進に
向けて」（2021年６⽉30⽇、第11期科
学技術・学術審議会国際戦略委員会）
を踏まえ、第11期科学技術・学術審議
会国際戦略委員会（第４回）において
「科学技術の国際展開に関する戦略」
取りまとめ（2022年３⽉30⽇）。 

・数値⽬標の検討について、内閣府と⽂
部科学省で検討中。 

・ＳＩＣＯＲＰ等、海外の研究資⾦配分
機関との連携による国際共同研究を
実施中。 

・国際頭脳循環に参⼊する若⼿研究者の
新たな流動モード促進のため、研究者
の⻑期渡航を⾒据えた、数週間〜数か
⽉程度の海外渡航等の⽀援の試⾏的
取組の検討を実施。 

・COVID-19の影響下においても、国際
共同研究や研究者・⻘少年交流等の科
学技術・学術の国際展開に関する取組
について、対⾯のみならずオンライン
の活⽤等も通じて、着実に実⾏中。 

・アジア・太平洋総合研究センターにお
いて、成⻑が著しいアジア・太平洋地
域の政治・経済・社会・⽂化的観点を
含めた相互理解の促進、科学技術協⼒
加速の基盤整備のため、調査研究、情
報発信、交流推進活動を実⾏中。 

・「科学技術の国際展開に関する戦略」
（2022年３⽉30⽇、第11期科学技術・
学術審議会国際戦略委員会）を踏ま
え、移籍渡航型の「新たな流動モード」
の促進や、ＷＰＩやその先進的な取組
の横展開による国際的な研究拠点形
成の計画的・継続的な推進、国際共同
研究の強⼒な推進等を通じ、国際頭脳
循環を活性化。【⽂】 

・引き続き、2022年度中に、国際頭脳循
環に関する実態把握と課題の分析に
基づく数値⽬標を検討。【科技、⽂】 

・海外の研究資⾦配分機関等との連携を
深め、ウィズコロナ・ポストコロナに
おける情勢の変化を踏まえて、国際共
同公募による国際共同研究を推進。ま
た、国内向け事業の国際化も推進。（再
掲）【⽂】 

・国際頭脳循環に参⼊する若⼿研究者の
新たな流動モード促進のため、研究者
の⻑期渡航を⾒据えた、数週間〜数か
⽉程度の海外渡航等の⽀援の試⾏敵
取組を実施。（再掲）【⽂】 

・COVID-19等、海外との往来が困難な
状況の下においても、学術における国
際交流を着実に実施するため、オンラ
インも活⽤した取組を推進。研究分野
や世界各国の研究⼒の状況、相⼿国の
ニーズ等の特性にも留意しつつ、研究
者や⻘少年の戦略的な派遣と受⼊れ
等の国際交流事業を推進。（再掲）【⽂】 

・引き続きアジア・太平洋総合研究セン
ターの活発で透明性の⾼い活動を通
じて、アジア・太平洋地域における科
学技術分野の連携・協⼒を拡⼤・深化。
（再掲）【⽂】 

〇海外の研究資⾦配分機関等との連携
を通じた国際共同研究や、魅⼒ある研
究拠点の形成、学⽣・研究者等の国際
交流、世界⽔準の待遇や研究環境の実
現、⼤学、研究機関、研究資⾦配分機
関等の国際化を戦略的に進め、我が国
が中核に位置付けられる国際研究ネ
ットワークを構築し、世界の優秀な⼈
材を引き付ける。（再掲）【 健 康 医
療、科技、総、⽂、厚、農、経】   

・ＳＩＣＯＲＰ等、海外の研究資⾦配分
機関との連携による国際共同研究を
実施中。 

・国際頭脳循環に参⼊する若⼿研究者の
新たな流動モード促進のため、研究者
の⻑期渡航を⾒据えた、数週間〜数か
⽉程度の海外渡航等の⽀援の試⾏的
取組の検討を実施。 

・COVID-19の影響下においても、国際
共同研究や研究者・⻘少年交流等の科
学技術・学術の国際展開に関する取組
について、対⾯のみならずオンライン
の活⽤等も通じて、着実に実⾏中。 

・アジア・太平洋総合研究センターにお
いて、成⻑が著しいアジア・太平洋地
域の政治・経済・社会・⽂化的観点を
含めた相互理解の促進、科学技術協⼒
加速の基盤整備のため、調査研究、情
報発信、交流推進活動を実⾏中。 

・⾼い研究実績と国際ネットワークを有

・海外の研究資⾦配分機関等との連携を
深め、ウィズコロナ・ポストコロナに
おける情勢の変化を踏まえて、国際共
同公募による国際共同研究を推進。ま
た、国内向け事業の国際化も推進。（再
掲）【⽂】 

・国際頭脳循環に参⼊する若⼿研究者の
新たな流動モード促進のため、研究者
の⻑期渡航を⾒据えた、数週間〜数か
⽉程度の海外渡航等の⽀援の試⾏的
取組を実施。（再掲）【⽂】 

・COVID-19等、海外との往来が困難な
状況の下においても、学術における国
際交流を着実に実施するため、オンラ
インも活⽤した取組を推進。研究分野
や世界各国の研究⼒の状況、相⼿国の
ニーズ等の特性にも留意しつつ、研究
者や⻘少年の戦略的な派遣と受⼊れ
等の国際交流事業を推進。（再掲）【⽂】 

・引き続きアジア・太平洋総合研究セン
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するトップレベル研究者が率いる研
究チームの国際共同研究を強⼒に⽀
援するため、新種⽬「国際先導研究」
を創設し、2021年度補正予算を措置。 

・戦略的創造研究推進事業において、
2021年度にＡＮＲとの国際共同公募
を実施。 

・ＷＰＩにおいて、国際頭脳循環を進め
るため、2022年度予算において、拠点
を新たに３件形成するための予算を
計上するとともに、引き続き、ノウハ
ウの横展開や世界⽔準の待遇・研究環
境等の実現により、国際頭脳循環に資
する国際的な融合研究拠点を形成す
る取組を⽀援。 

・成果の横展開を⽬的とした、スーパー
グローバル⼤学創成⽀援事業及び⼤
学の世界展開⼒強化事業の採択校以
外も加盟する「⼤学の国際化促進フォ
ーラム」の発⾜（会員数：127⼤学・機
関）。 

・研究資⾦配分機関において、審査プロ
セス等における海外研究者の参画や
海外ネットワークを活かした情報収
集・共有等、運営の国際化に向けた取
組を実施。 

・⼤学の世界展開⼒強化事業の新規公募
として、2021年度は、⽇中韓のトライ
アングル事業「キャンパス・アジア」
の第３モードとして、新たにＡＳＥＡ
Ｎの⼤学を加えた教育交流プログラ
ムを構築。 

・ジョイント・ディグリーについては、
⼀層の活⽤を促すべく、所要の⾒直し
のための関係法令改正を実施。 

・Ｇ20のクリーンエネルギー技術分野の
トップ研究機関のリーダーが参加す
る国際会合（ＲＤ20）を開催。 

・我が国研究機関等が、先進的な技術・
研究資源を有する諸外国の研究機関
等と連携することによる、⾰新的なク
リーンエネルギー技術の国際的な共
同研究開発を実施。 

・⽶国と連携した国際共同研究に関し
て、新規課題を採択し、研究開発を実
施中。 

・ＥＵと連携した国際共同研究に関して
は、研究開発を継続実施中。 

ターの活発で透明性の⾼い活動を通
じて、アジア・太平洋地域における科
学技術分野の連携・協⼒を拡⼤・深化。
（再掲）【⽂】 

・国際先導研究の創設を契機とする国際
頭脳循環の推進をはじめとする我が
国の研究の国際化に資する科研費改
⾰を推進。【⽂】 

・引き続き、戦略的創造研究推進事業等
の公募型研究事業において、共同公募
等の国際共同研究に係るファンディ
ング⼿法の導⼊を推進。（再掲）【⽂】 

・ＷＰＩにおいて、COVID-19の拡⼤に
より停滞した国際頭脳循環を活性化
するため、新ミッションの下、2022年
度に整備する新規拠点も含め、国際頭
脳循環のハブ拠点形成を計画的・継続
的に推進。（再掲）【⽂】 

・2024年度からの⾃律的運営組織への発
展に向けた「⼤学の国際化促進フォー
ラム」において主導する19プロジェク
トの更なる推進、会員数の拡⼤、シン
ポジウム等の開催による情報発信の
強化。（再掲）【⽂】 

・国際的な研究動向の取⼊れや国内の研
究の新陳代謝を促進するよう、研究イ
ンテグリティの確保等にも留意しつ
つ、研究資⾦配分機関の運営の国際化
を推進。（再掲）【科技、⽂】 

・2022年度の新規公募として、新たにイ
ンド、英国、オーストラリアの⼤学と
の質保証を伴った教育交流プログラ
ムを実施。（再掲）【⽂】 

・ジョイント・ディグリーについては、
関係法令改正を踏まえ、ガイドライン
等により新たな制度の周知に努める。
（再掲）【⽂】 

・ＲＤ20を継続的に開催。また、クリー
ンエネルギー分野における⾰新的技
術の国際共同研究開発事業を継続的
に実施。（再掲）【経】 

・ＩＣＴ分野における研究開発成果の国
際標準化や実⽤化を加速し、イノベー
ションの創出や国際競争⼒の強化に
資するため、戦略的パートナーである
国・地域との国際共同研究をより⼀層
強⼒に推進。（再掲）【総】 

 
⑥ 研究時間の確保 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇ＵＲＡ等のマネジメント⼈材、エンジ

ニア（⼤学等におけるあらゆる分野の
研究をサポートする技術職員を含む）
といった⾼度な専⾨職⼈材等が⼀体
となったチーム型研究体制を構築す
べく、これらが魅⼒的な職となるよ
う、専⾨職としての質の担保と処遇の

・ＵＲＡ等については、ＵＲＡ等のマネ
ジメント⼈材に必要とされる知識の
体系的な専⾨研修受講の機会提供や、
実務能⼒を踏まえた客観的な質保証
（認定）を⾏う認定機関の運営⽀援を
2021年度に開始。 

・雇⽤財源に外部資⾦（競争的研究費、

・引き続き、ＵＲＡ等の質保証を⾏う認
定機関の運営⽀援を着実に実施。【⽂】 

・国⽴⼤学法⼈等⼈事給与マネジメント
改⾰に関するガイドライン（追補版）
の周知を通じて、研究⽀援体制の整備
の観点からＵＲＡといった研究⽀援
⼈材の確保や処遇の改善に関する優
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改善に関する取組を2021年度中に実
施する。これにより、博⼠⼈材を含め
て、専⾨職⼈材の流動性、キャリアパ
スの充実を実現し、あわせて育成・確
保を⾏う。（再掲）【⽂】 

共同研究費、寄附⾦等）を活⽤するこ
とで捻出された学内財源を若⼿ポス
ト増設や研究⽀援体制の整備等に充
てる取組の優良事例を盛り込んだ、国
⽴⼤学法⼈等⼈事給与マネジメント
改⾰に関するガイドライン（追補版）
を作成し、2021年12⽉21⽇に公表。同
ガイドライン（追補版）では、研究⽀
援体制の整備の観点からＵＲＡとい
った研究⽀援⼈材の確保や処遇の改
善に関する優良事例を公表。 

・エンジニア（⼤学等におけるあらゆる
分野の研究をサポートする技術職員
を含む。）については、コアファシリテ
ィ構築⽀援プログラム等を通じて組
織的な育成・確保を推進。 

良事例についての情報発信を⾏った
ことで対応済み。【⽂】 

・⼤学全体として、研究設備・機器群を
戦略的に導⼊・更新・共⽤する組織体
制等の強化（コアファシリティ構築⽀
援プログラム）を通じた優れたエンジ
ニア（⼤学等におけるあらゆる分野の
研 究 を サ ポ ー ト す る 技 術 職 員 を 含
む。）の育成・確保を推進。【⽂】 

・2022年３⽉策定の「研究設備・機器の
共⽤推進に向けたガイドライン」にお
いても、エンジニアの多様なキャリア
パスの実現を推進。（再掲）【⽂】 

・⼤学ファンドや「地域中核・特⾊ある
研究⼤学総合振興パッケージ」をはじ
めとする⼤学等に対する⽀援策との
連携も⾒据え、研究設備・機器の共⽤、
研究データの管理・利活⽤の推進、Ｕ
ＲＡや⽀援職員の活⽤促進等、研究者
が⼀層⾃由に最先端の研究に打ち込
める研究環境を実現する⽅策につい
て2022年度中に検討。【科技、⽂】 

〇⼤学のスマートラボラトリ化や、研究
時間の確保に資する⺠間事業者のサ
ービスの普及、⼤学運営業務の効率化
に関する好事例の横展開、国⽴⼤学に
おける事務処理の簡素化、デジタル化
等を2021年度より促進する。【⽂】 

・研究時間の確保に資する⺠間事業者の
サービスについて、認定制度を通し
て、その普及を促進すべく、利活⽤促
進のための調査を実施。 

・引き続き、研究時間の確保に資する⺠
間事業者のサービスについて、認定制
度を通して、その普及を促進。【⽂】 

〇競争的研究費について、現場の意⾒を
踏まえつつ、各種事務⼿続に係るルー
ルの⼀本化、簡素化・デジタル化・迅
速化を図り、2021年度から実施する。
【科技、⽂、関係府省】 

・競争的研究費について、各種事務⼿続
に関する関係府省申合せを踏まえ、ル
ールの⼀本化、簡素化・デジタル化・
迅速化に係る取組を推進。 

・2021年度から実施している競争的研究
費の各種事務⼿続に関する関係府省
申合せについて、フォローアップを実
施。【科技、⽂、関係府省】 

 
⑦ ⼈⽂・社会科学の振興と総合知の創出 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○⼈⽂・社会科学分野の学術研究を⽀え

る⼤学の枠を超えた共同利⽤・共同研
究体制の強化・充実を図るとともに、
科研費等による内在的動機に基づく
⼈⽂・社会科学研究の推進により、多
層的・多⾓的な知の蓄積を図る。【⽂】 

・国⽴⼤学について、第４期中期⽬標期
間における共同利⽤・共同研究拠点を
認定（2022年４⽉時点：78拠点）する
とともに、結果を公表。 

・第４期中期⽬標期間の開始に向け、各
⼤学共同利⽤機関の検証結果等を踏
まえた組織・業務の⾒直し等に基づ
き、中期⽬標・中期計画の策定に向け
検討。2021年度中に中期⽬標を提⽰、
中期計画を認可。 

・2021年度補正予算及び2022年度予算
において科研費を拡充。国際先導研究
の創設を契機とする我が国の研究の
国際化に資する科研費改⾰を推進す
るとともに、優秀な若⼿研究者の育成
や、そのステップアップを含む若⼿⽀
援の充実と、新興・融合研究の強化等
を図るための予算を計上。 

・国⽴⼤学について、共同利⽤・共同研
究拠点を核とした学術の発展や研究
の多様化に応じた柔軟な組織編成を
通じて、異分野融合や新分野の創成、
社会課題の解決等に資する活動を推
進し、⼤学全体の研究⼒強化を⼀層加
速。（再掲）【⽂】 

・第４期中期⽬標・中期計画に基づく各
法⼈の研究⼒の向上及び共同利⽤・共
同研究活動の充実等に向けた取組を
推進するとともに、⼤学共同利⽤機関
法⼈及び総合研究⼤学院⼤学により
新たに創設された「⼤学共同利⽤研究
教育アライアンス」における、法⼈の
枠組みを超えた研究⼒の強化及び⼈
材育成の充実等を推進。（再掲）【⽂】 

・科研費については、引き続き⼈⽂・社
会科学を含む全ての分野にわたる「学
術研究」を⽀援。【⽂】 

〇未来社会が直⾯するであろう諸問題
に関し、⼈⽂・社会科学系研究者が中

・「課題設定による先導的⼈⽂学・社会科
学研究推進事業」において、2021年度

・未来社会が直⾯するであろう諸問題に
関し、⼈⽂・社会科学系研究者が中⼼
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⼼となって研究課題に取り組む研究
⽀援の仕組みを2021年度中に創設し
推進する。その際、若⼿研究者の活躍
が促進されるような措置をあわせて
検討する。【⽂】 

から、未来社会が直⾯するであろう諸
問題に関し、⼈⽂・社会科学系研究者
が中⼼となって研究課題に取り組む
プログラムを実施。なお、公募要領に
おいて、研究実施体制が年齢等に関し
て多様性をもっているとともに、世代
間の協働等にも配慮して構築されて
いるかを審査の観点として記載。 

となって研究課題に取り組むプログ
ラムを2022年度も引き続き推進。【⽂】 

〇⼈⽂・社会科学の研究データの共有・
利活⽤を促進するデータプラットフ
ォームについて、2022年度までに我が
国における⼈⽂・社会科学分野の研究
データを⼀元的に検索できるシステ
ム等の基盤を整備するとともに、それ
らの進捗等を踏まえた2023年度以降
の⽅向性を定め、その⽅針に基づき⼈
⽂・社会科学のデータプラットフォー
ムの更なる強化に取り組む。また、研
究データの管理・利活⽤機能など、図
書館のデジタル転換等を通じた⽀援
機能の強化を⾏うために、2022年度ま
でに、その⽅向性を定める。【⽂】 

・⼈⽂・社会科学分野のデータ共有・利
活⽤、権利関係等に関するガイドライ
ンを策定しつつ⼈⽂・社会科学に関す
る５拠点の有するデータを⼀元的に
検索できる総合データカタログの運
⽤を開始。また、オンライン分析ツー
ルを開発。 

・科学技術・学術審議会に検討部会を設
置し、必要な検討を開始。 

・⼈⽂・社会科学分野のデータ共有・利
活⽤、権利関係等に関するガイドライ
ンを周知するとともに、総合データカ
タログの運⽤等やオンライン分析ツ
ールを稼働。また、⼈⽂・社会科学の
データプラットフォームの在り⽅を
検討。【⽂】 

・検討部会において、図書館のデジタル
転換等の取組等の⽅向性を2022年度
中に定めるための審議を実施。【⽂】 

〇「総合知」の創出・活⽤を促進するた
め、公募型の戦略研究の事業において
は、2021年度から、⼈⽂・社会科学を
含めた「総合知」の活⽤を主眼とした
⽬標設定を積極的に検討し、研究を推
進する。また、「総合知」の創出の積極
的な推進に向けて、世界最先端の国際
的研究拠点において、⾼次の分野融合
による「総合知」の創出も構想の対象
に含むこととする。【科技、⽂】 

  

・戦略的創造研究推進事業において、「総
合知」に関連した研究領域を設定し、
戦略的に基礎研究を推進。2022年度の
戦略⽬標についても、⼈⽂・社会科学
も含めた「総合知」に基づく新興・融
合領域の開拓に向け、戦略⽬標を2022
年３⽉に決定・公表。 

・引き続き、戦略的創造研究推進事業に
おいて、⼈⽂・社会科学を含めた積極
的な異分野連携による「総合知」の活
⽤を⽬指した基礎研究を戦略的に推
進。また、未来社会創造事業において、
経済・社会的にインパクトのある出⼝
を⾒据えて、技術的にチャレンジング
な⽬標を設定し、テーマに応じて⼈
⽂・社会系の研究者を巻き込みつつ、
ＰＯＣを⽬指した研究開発を推進。
【⽂】 

〇関係省庁の政策課題を踏まえ、⼈⽂・
社会科学分野の研究者と⾏政官が政
策研究・分析を協働して⾏う取組を
2021年度から更に強化する。また、未
来社会を⾒据え、⼈⽂・社会科学系の
研究者が、社会の様々なステークホル
ダーとともに、総合知により取り組む
べき課題を共創する取組を⽀援する。
こうした取組を通じて、社会の諸問題
解決に挑戦する⼈的ネットワークを
強化する。【⽂】 

・⼈⽂・社会科学分野の研究者と⾏政官
が協働するプログラムを2021年度に
実施。 

・2020年度から、未来社会を⾒据え、⼈
⽂・社会科学系の研究者が社会の様々
なステークホルダーとともに総合知
により取り組むべき三つのテーマの
下、共創する事業を実施。社会課題等
のテーマを設定したワークショップ
等を開催。 

・⼈⽂・社会科学分野の研究者と⾏政官
が協働するプログラムを2022年度も
継続。【⽂】 

・三つのテーマを横断するワークショッ
プ等の開催を通じて、社会的課題の解
決や未来社会の構想に向けた⼈⽂・社
会科学の知の在り⽅の変容を推進。
【⽂】 

〇⼈⽂・社会科学の知と⾃然科学の知の
融合による⼈間や社会の総合的理解
と課題解決に貢献する「総合知」に関
して、基本的な考え⽅や、戦略的に推
進する⽅策について2021年度中に取
りまとめる。あわせて、⼈⽂・社会科
学や総合知に関連する指標について
2022年度までに検討を⾏い、2023年度
以降モニタリングを実施する。【科技、
⽂】 

・2021年度に「総合知」の基本的考え⽅
を整理し、戦略的に推進する⽅策を
「場」、「⼈材育成」、「⼈材活⽤（評
価）」、「問」の観点でまとめ、先⾏的な
活⽤事例や相乗効果の期待される施
策例等を加えて、中間取りまとめを策
定。 

・「総合知」に関する内閣府・⽂部科学省
との意⾒交換を踏まえ、第６期基本計
画中に実施するＮＩＳＴＥＰ定点調
査に、関連する質問を盛り込んだ。初
年度となる2021年度調査を2021年11
⽉〜2022年２⽉にかけて実施。 

・「総合知」の基本的考え⽅や先⾏的に進
められている「総合知」に関わる取組、
活⽤事例を社会に発信し、総合知を活
⽤する「場」の構築を推進。また、「総
合知」に関連する指標について検討。
【科技】 

・「総合知」に関する調査対象者の意識の
変化をモニタリングすべく、同⼀の質
問項⽬による年に⼀度の調査を2025
年度まで継続。（再掲）【⽂】 

〇上述の「総合知」に関する⽅策も踏ま ・2021年度より、中央教育審議会⼤学分 ・引き続き⼈⽂・社会科学系の⼤学院教
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え、社会のニーズに沿ったキャリアパ
スの開拓を進めつつ、⼤学院教育改⾰
を通じた⼈⽂・社会科学系の⼈材育成
の促進策を検討し、2022年度までに、
その⽅向性を定める。【科技、⽂】 

科会⼤学院部会において、⼈⽂・社会
科学系のキャリアパスも踏まえた⼤
学院教育の在り⽅について検討。 

育の在り⽅についての検討を進め、
2022年度までにその⽅向性を取りま
とめつつ、必要な施策を検討。【科技、
⽂】 

 
⑧ 競争的研究費制度の⼀体的改⾰ 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
○プロジェクト評価結果の共有、⼈的交

流、情報共有の場の設定等によるコミ
ュニケーションの活発化、研究者や研
究成果を推薦する仕組みの構築等の
研究資⾦配分機関間の連携強化に向
けた取組を2021年度より加速する。
【科技、⽂、経、関係府省】 

・ＪＳＴにおいては、2021年10⽉よりＪ
ＳＰＳとの相互出向による⼈事交流
を開始。 

・ＪＳＴにおいては、ＪＳＰＳとの間で
プロジェクト評価結果の共有による連
携を実施中。研究者を推薦する仕組み
の構築に向けて調整中。 

・経済産業省・⽂部科学省・ＮＥＤＯ・
ＪＳＴの実務担当者による情報共有
や連携⽅針を検討する会合を実施（計
５回）。2021年度はＮＥＤＯ、ＪＳＴ
事業の評価会等に出席するアドバイ
ザーを相互に委嘱し、課題の情報共有
を開始し、ＪＳＴ事業の事後評価報告
書をＮＥＤＯ事業の審査において加
味するなどの事業間連携を実施。 

・優れた研究成果がイノベーションの創
出に⾄るまでシームレスに研究費が
つながるよう、ＪＳＰＳの科研費とＪ
ＳＴの戦略的創造研究推進事業につ
いて連携⽅策を検討し、法⼈間の⼈事
交流や成果情報を共有する仕組みを
構築。 

・プロジェクト評価結果や事業に採択さ
れた研究者情報の共有、機関間の⼈事
交流の推進、他機関のプロジェクト評
価への参画や研究者を推薦する仕組
みの構築により研究資⾦配分機関間
の連携を強化。【⽂、経】 

・引き続き、ＮＥＤＯ・ＪＳＴ間の事業
間連携強化に向けた取組を実施する
とともに、実務者会合等を通じ連携を
強化。【⽂、経】 

・引き続き、ＪＳＰＳの科研費とＪＳＴ
の戦略的創造研究推進事業について、
法⼈間の交流の仕組みを推進し、優れ
た基礎研究への⽀援を着実に実施。
【⽂、経】 

〇競争的研究費について、現場の意⾒を
踏まえつつ、各種事務⼿続に係るルー
ルの⼀本化、簡素化・デジタル化・迅
速化を図り、2021年度から実施する。
（再掲）【科技、⽂、関係府省】 

・競争的研究費について、各種事務⼿続
に関する関係府省申合せを踏まえ、ル
ールの⼀本化、簡素化・デジタル化・
迅速化に係る取組を推進。 

・2021年度から実施している競争的研
究費の各種事務⼿続に関する関係府
省申合せについて、フォローアップを
実施。（再掲）【科技、⽂、関係府省】 

〇競争的研究費における間接経費の扱
いについて、直接経費に対する割合等
を含めたルールの⼀本化、使途報告、
証拠書類の簡素化について検討を⾏
い、2022年度から実施する。【科技、
⽂、関係省庁】   

・競争的研究費における間接経費の扱い
について、直接経費に対する割合等を
含めたルールの⼀本化、使途報告、証
拠書類の簡素化を図るため、関係府省
申合せを2021年10⽉に改正。 

・競争的研究費における間接経費の扱い
について、直接経費に対する割合等を
含めたルールの⼀本化、使途報告、証
拠書類の簡素化を図るための取組を
2022年度以降実施する事業から適⽤。
【科技、⽂、関係府省】 

〇基礎研究⼒の強化に向けた、研究に対
する切れ⽬ない⽀援を実現するため
の取組を、具体的な実⾏プランに基づ
き、2021年度より加速する。科研費や
戦略的創造研究推進事業に関しては、
若⼿⽀援充実に加え、実⼒ある中堅以
上の研究者が安定的かつ⼗分に研究
費を確保できるための取組（配分や審
査の⾒直し等）の強化、新興・融合研
究の促進等を図る。基礎研究の成果を
産業界へつなぐ事業に関しては、学術
的価値を評価する体制及び産業界と
のマッチング⽀援をはじめ研究フェ
ーズに応じた柔軟な⽀援体制の強化
を図る。【⽂】 

・優れた研究成果からイノベーションの
創出に⾄るまでシームレスに研究費
がつながるよう、科研費と戦略的創造
研究推進事業について連携⽅策を検
討し、法⼈間の⼈事交流や成果情報を
共有する仕組みを構築。 

・戦略的創造研究推進事業については、
2021年度の公募において、若⼿からシ
ニアまでの切れ⽬ない⽀援に向け、若
⼿向けの「さきがけ」だけでなく、中
堅・シニア向けの「ＣＲＥＳＴ」にお
いても新規研究領域数を拡⼤して公
募を実施。 

・⽂部科学省において、論⽂動向等の分
析のほか、有識者へのヒアリング等を

・引き続き、科研費と戦略的創造研究推
進事業について、法⼈間の交流の仕組
みを推進し、優れた基礎研究への⽀援
を着実に実施。科研費や戦略的創造研
究推進事業において新興・融合領域や
国際的な活動への⽀援を強化。【⽂】 

・2023年度以降の戦略⽬標の策定の際
には、e-CSTI等の活⽤も検討しつつ、
精緻なエビデンスに基づき分析した
新興・融合領域の潮流を活⽤するなど
により、策定プロセスを改善。【⽂】 

・国際先導研究の創設を契機とする国際
頭脳循環の推進をはじめとする我が
国の研究の国際化に資する科研費改
⾰を推進。【⽂】 
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通じて、科学的価値や経済・社会的イ
ンパクト等、多⾓的な観点から議論
し、⼈⽂・社会科学分野も含めた積極
的な異分野連携による「総合知」の活
⽤を⽬指した戦略⽬標を策定。 

・精緻なエビデンスに基づいた戦略⽬標
を策定するため、科研費・ＮＳＦ等の
採択課題に基づく分析や有識者から
のヒアリング等を踏まえて、新興・融
合領域の潮流を把握する取組を実施。 

・2021年度補正予算及び2022年度予算
において科研費を拡充。国際先導研究
の創設を契機とする我が国の研究の
国際化に資する科研費改⾰を推進す
るとともに、優秀な若⼿研究者の育成
や、そのステップアップを含む若⼿⽀
援の充実と、新興・融合研究の強化等
を図るための予算を計上。 

〇e-CSTIを活⽤した研究開発成果の⾒
える化・分析に加え、社会課題の解決
に向けた次の重点領域の特定・研究実
施という新たな政策サイクルの構築
に取り組む等、2021年度中に重点領域
の設定を試⾏する。また、世界的な研
究開発の動向の変化も踏まえた検討
を可能とするため、定期的なフォロー
アップが可能な仕組みとして構築す
る。【科技、⽂、関係府省】 

・重要科学技術領域の探索・特定に資す
るよう、被引⽤数Top10％論⽂数等の
推移や特許への引⽤状況、分野融合度
等を分析できる全分野の論⽂マップ
を作成するとともに、個別分野（リチ
ウム電池・量⼦）を例として分析を実
施。分析⼿法の評価のためのワークシ
ョップを開催し、有識者による評価と
改善の⽅向性に関する議論を実施。  

・重点領域の特定に向けた試⾏的な取組
として、次期ＳＩＰにおける研究開発
テーマの特定のために本分析ツール
の活⽤を開始。 

・有識者による分析の妥当性、新たな分
析の⽅向性等に関する議論を整理す
るとともに、特許等の論⽂以外のアウ
トプットデータを活⽤した分析や他
の分野における分析について検討。ま
た、次期ＳＩＰの検討への活⽤等、政
策検討への活⽤を推進。（再掲）【科
技、関係府省】 
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（２）新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進） 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

社会全体のデジタル化や世界的なオープンサイエンスの潮流を捉えた研究そのもののＤＸを通じて、よ
り付加価値の⾼い研究成果を創出し、我が国が存在感を発揮することを⽬指す。特に新型コロナウイルス感
染症の研究においても、論⽂のオープンアクセス化やプレプリントの活⽤が更に拡⼤する中、研究プロセス
全般で⽣まれるデータについて、戦略性を持って適切な共有と利活⽤を図るとともに、それによりインパク
トの⾼い研究成果を創出していくための研究基盤の実現が求められる。 

このため、まず、データの共有・利活⽤については、研究の現場において、⾼品質な研究データが取得さ
れ、これら研究データの横断的検索を可能にするプラットフォームの下で、⾃由な研究と多様性を尊重しつ
つ、オープン・アンド・クローズ戦略に基づいた研究データの管理・利活⽤を進める環境を整備する。特に
データの信頼性が確保される仕組みが不可⽋となる。また、これらに基づく、最先端のデータ駆動型研究、
ＡＩ駆動型研究の実施を促進するとともに、これらの新たな研究⼿法を⽀える情報科学技術の研究を進め
る。 

同時に、ネットワーク、データインフラや計算資源について、世界最⾼⽔準の研究基盤の形成・維持を図
り、産学を問わず広く利活⽤を進める。また、⼤型研究施設や⼤学、国⽴研究開発法⼈等の共⽤施設・設備
について、遠隔から活⽤するリモート研究や、実験の⾃動化等を実現するスマートラボの普及を推進する。
これにより、時間や距離の制約を超えて、研究を遂⾏できるようになることから、研究者の負担を⼤きく低
減することが期待される。また、これらの研究インフラについて、データ利活⽤の仕組みの整備を含め、全
ての研究者に開かれた研究設備・機器等の活⽤を実現し、研究者が⼀層⾃由に最先端の研究に打ち込める環
境が実現する。 

以上の質の⾼い研究データの適切な管理・利活⽤や、ＡＩを含めた積極的なデータサイエンスの活⽤、そ
して先進的なインフラ環境の整備は、単に研究プロセスの効率化だけではなく、研究の探索範囲の劇的な拡
⼤、新たな仮説の発⾒や提⽰といった研究者の知的活動そのものにも踏み込んだプロセスを変⾰し、従前、
個⼈の勘や経験に頼っていた活動の⼀部が代替されていくことになる。これにより、データを⽤いたインパ
クトの⾼い研究成果の創出につなげるほか、研究者の貴重な時間を、研究ビジョンの構想や仮説の設定な
ど、より付加価値の⾼い知的活動へと充当させていく。同時に、グローバルな視点からも、オープンサイエ
ンスの発展に貢献する。 

さらに、このような研究活動の変⾰や我が国全体の雇⽤慣⾏の変化によって、研究者の在り⽅も変わる⾯
があり、既に世界各地では⾒られる、シチズンサイエンスとしての市⺠の研究参加や研究者のフリーランス
化など、多様な主体が研究活動に参画し活躍できる環境が我が国でも実現し、研究者とそれ以外の者が、信
頼感を醸成しながら、知の共有と融合を進め、新たな形での価値創造を実現する環境整備を図っていく。 
 
【⽬標】 

・ オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研究データの管理・利活⽤、世界最⾼⽔準のネットワーク・
計算資源の整備、設備・機器の共⽤・スマート化等により、研究者が必要な知識や研究資源に効果的に
アクセスすることが可能となり、データ駆動型研究等の⾼付加価値な研究が加速されるとともに、市⺠
等の多様な主体が参画した研究活動が⾏われる。 
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【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
機関リポジトリを有する全ての⼤学・⼤学共同利⽤機関法⼈・国⽴研究開発法⼈において、2025年までに、
データポリシーの策定率が100％になる155。公募型の研究資⾦156の新規公募分において、2023年度までに、
データマネジメントプラン（ＤＭＰ）及びこれと連動したメタデータの付与を⾏う仕組みの導⼊率が100％
になる157。 

 
【現状データ】（参考指標） 
・ 国⽴研究開発法⼈における研究データポリシーの策定法⼈数：24法⼈・機関（2020年度） 
・ 競争的研究費制度におけるデータマネジメントプラン（ＤＭＰ）の導⼊済み府省・機関数：９省・機関

（2021年度） 
・ 国内における機関リポジトリの構築数：838個（2021年度） 
・ 研究データ公開の経験のある研究者割合：44.7%（2020年度） 
・ プレプリント公開の経験のある研究者割合：20.4%（2020年度） 
・ ＨＰＣＩ提供可能資源量：年間35.4ペタflops（2021年度） 
・ 研究設備・機器の共⽤化の割合：産学連携に取り組む国⽴⼤学65機関において、取得価額500万円以上で

研究⽬的の設備のうち、共⽤化対象の資産件数は全体の約17％。（2020年度） 
 
① 信頼性のある研究データの適切な管理・利活⽤促進のための環境整備 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇研究データの管理・利活⽤のための我

が国の中核的なプラットフォームと
して2020年度に本格運⽤を開始した
研 究 デ ー タ 基 盤 シ ス テ ム （ NII 
Research Data Cloud）の普及・広報と
必要な改良を引き続き進める。また、
公的資⾦により得られた研究データ
について、産学官における幅広い利活
⽤を図るため、2023年度までに体系的
なメタデータ158の付与を進め、同年度
以降、研究データ基盤システム上でこ
れらのメタデータを検索可能な体制
を構築する。さらに、メタデータをＥ
ＢＰＭに活⽤するため、e-Radの改修
に合わせて、相互運⽤性を確保する。
研究データ基盤システムについて、持
続的な運営体制の確保に向け2022年
度までに⽅策を検討する。【科技、⽂、
関係府省】 

・2020年度に研究データ基盤システムの
本格運⽤開始後、関係機関への周知等
や、必要な改良について、ユーザーニ
ーズを踏まえながら仕様検討を推進。 

・研究データ基盤システムの持続的な運
営体制の確保に向けた⽅策について、
関係機関内で検討中。 

・メタデータをＥＢＰＭに活⽤するた
め、e-Radの改修に合わせて、データ連
携内容を検討。 

・研究データの管理・利活⽤のための我
が国の中核的なプラットフォームと
して本格運⽤を開始した研究データ
基盤システムの普及・広報と必要な改
良を引き続き実施。【科技、⽂、関係府
省】 

・持続的な運営体制の確保に向けた⽅策
について、引き続き関係機関間で調整
を進め、2022年度中に⼀定の結論を得
る。【科技、⽂、関係府省】 

・e-Radでの実績報告時にメタデータの
件数を登録するなどの改修を実施。
【科技】 

・先進的データマネジメントの推進に向
けたロードマップを策定し、「公的資
⾦による研究データの管理・利活⽤に
関する基本的な考え⽅」における取組
を具体化・周知。【科技】 

                                                       
155 国⽴⼤学：21機関、⼤学共同利⽤機関法⼈：１法⼈・機関、国⽴研究開発法⼈：24法⼈・機関（2021年度） 
156 「府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について」（https://www.e-rad.go.jp/dl_file/particulars_e-rad.pdf）において、システムの対象

として規定される公募型の研究資⾦。 
157 ＤＭＰ及びこれと連動したメタデータ付与を⾏う仕組みを導⼊した制度は57％（2021年度末時点での競争的研究費制度122件のうち69制度

（⼀部導⼊済み 51制度を含む））。 
158 体系的なメタデータとは、統⼀した様式により研究データの概要を⽰したデータであり、研究データの名称や説明、管理者、保管場所、共

有・公開の有無等の情報を含む。「公的資⾦による研究データの管理・利活⽤に関する基本的な考え⽅」において、メタデータの共通項⽬を
定めている。 
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〇公的資⾦により得られた研究データ
の機関における管理・利活⽤を図るた
め、⼤学、⼤学共同利⽤機関法⼈、国
⽴研究開発法⼈等の研究開発を⾏う
機関は、データポリシーの策定を⾏う
とともに、機関リポジトリへの研究デ
ータの収載を進める159。あわせて、研
究データ基盤システム上で検索可能
とするため、研究データへのメタデー
タの付与を進める。【科技、⽂、関係府
省】    

・⼤学等関係機関が集まる会議等におい
て、機関内での検討を進められるよう
周知。 

・研究データ基盤システムにて、メタデ
ータ付与の負荷を削減すべく、ＤＭＰ
の作成⽀援機能の実装を関係機関に
おいて検討。 

・引き続き周知等により機関内での検
討、機関リポジトリへの研究データ収
載を促すとともに、先⾏事例や課題点
等の横展開を促進。【科技、⽂、関係府
省】 

・⼤学ファンドや「地域中核・特⾊ある
研究⼤学総合振興パッケージ」をはじ
めとする⼤学等に対する⽀援策との
連携も⾒据え、研究設備・機器の共⽤、
研究データの管理・利活⽤の推進、Ｕ
ＲＡや⽀援職員の活⽤促進等、研究者
が⼀層⾃由に最先端の研究に打ち込
める研究環境を実現する⽅策につい
て2022年度中に検討。（再掲）【科技、
⽂】 

〇公募型の研究資⾦の全ての新規公募
分について、研究データの管理・利活
⽤を図るため、データマネジメントプ
ラン（ＤＭＰ）及びこれと連動したメ
タデータの付与を⾏う仕組みを2023
年度までに導⼊する。次期ＳＩＰにお
いても同様に、ＤＭＰの策定とメタデ
ータの付与を実施することとする。 

【科技、⽂、関係府省】 

・ムーンショット型研究開発制度におけ
る先進的データマネジメントの実施
を促進し、ＤＭＰの作成等を順次開
始。また、ムーンショット型研究開発
制度におけるメタデータ説明書を作
成し公開。 

・「次期ＳＩＰの基本的な枠組み」にて先
進的なデータマネジメントの導⼊に
ついて記載。 

・データ利活⽤の促進に向け、2021年６
⽉、10⽉及び2022年３⽉に健康・医療
データ利活⽤基盤協議会を開催。同意
書、審査体制及び第三者利活⽤システ
ム等の整備について議論。 

・公募型の研究資⾦を所管する関係府省
において、ＤＭＰ及びこれと連動した
メタデータの付与を⾏う仕組みの導
⼊の検討を推進。また、研究データ基
盤システム上でメタデータを検索可
能とするためのシステム連携を検討。 

・ムーンショット型研究開発制度におけ
る先進的データマネジメントの実施
を引き続き促進し、ＤＭＰの作成やメ
タデータの付与を推進。【科技】 

・次期ＳＩＰにおいて、先進的なデータ
マネジメントの導⼊を推進し、ＦＳも
含め、制度に反映。【科技】 

・ＡＭＥＤが⽀援した研究開発のデータ
を産学官の研究開発で活⽤するため、
ＡＭＥＤのデータ利活⽤プラットフ
ォームを⽤いてゲノム情報の利活⽤
を2022年度中に開始。また、企業によ
るデータ利活⽤や複数の研究間での
データ利活⽤ができるよう、研究参加
者の同意の在り⽅を関係府省・関係機
関が連携して整理し、2022年度からこ
れに基づく運⽤を開始。【健康医療、
⽂、厚、経】 

・公募型の研究資⾦におけるＤＭＰ及び
これと連動したメタデータの付与を
⾏う仕組みの導⼊を引き続き推進。
【科技、⽂、関係府省】 

〇研究データ基盤システムと内閣府が
実施する研究開発課題（ＳＩＰ等）で
構築する分野ごとデータ連携基盤と
の間で、相互にデータの利活⽤を図る
ための仕組みを2023年度中に構築す
る。【科技、⽂】 

・研究データ基盤システムと分野ごとデ
ータ連携基盤との連携項⽬及び仕様
を検討し、インターフェース構築に着
⼿。 

・研究データ基盤システムと分野ごとデ
ータ連携基盤との連携を2022年度中
に構築。【科技、⽂】 

〇研究者の研究データ管理・利活⽤を促
進するため、例えば、データ・キュレ
ーター、図書館職員、ＵＲＡ、研究の
第⼀線から退いたシニア⼈材、企業等
において研究関連業務に携わってき
た⼈材、⾃らの研究活動に資する場合
にはポスドク等の参画や、図書館のデ
ジタル転換等の取組について、2022年
度までにその⽅向性を定める。【科技、
⽂、関係府省】 

・科学技術・学術審議会に検討部会を設
置し、必要な検討を開始。 

・検討部会において、図書館のデジタル
転換等の取組等の⽅向性を2022年度
中に定めるための審議を実施。【科技、
⽂、関係府省】 

・関係府省で連携し、研究データ管理・
利活⽤のための効果的な⽀援体制の
在り⽅を検討。【科技、⽂、関係府省】 

〇⾃由で開かれた研究活動を尊重し、我
が国と価値観を共有する国・地域・国

・Ｇ７では、我が国とＥＵが共同議⻑を
つとめるオープンサイエンスＷＧの

・我が国がＧ７議⻑国を務める2023年に
向け、具体的な成果物を⾒据えてＧ７

                                                       
159 研究開発を⾏う機関のうち、機関リポジトリを持たない機関については、JAIRO Cloudや分野別リポジトリの活⽤等、可能な範囲での対応

を⾏うこととする。 
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際機関等（ＥＵ、Ｇ７、ＯＥＣＤ等）
との間で、研究データの管理・利活⽤
に関する連携を進める。我が国の研究
データ基盤システムとこれに相当す
る取組との国際連携を図り、研究デー
タの管理・利活⽤に関する国際的な相
互運⽤性を⾼めることにより、本計画
期間中に、グローバルプラットフォー
ムの構築を⽬指す。【科技、⽂】 

下にサブＷＧを設置し、研究データ基
盤システムの相互運⽤性や、オープン
サイエンス推進のためのアセスメン
ト・評価・インセンティブ等の在り⽅
を検討。 

・ＥＵのＥＯＳＣと我が国の研究データ
基盤システム間での相互運⽤性の実
現に向けた検討を実施するなど、グロ
ーバルプラットフォームの構築に向
けた検討を推進。 

・2021年11⽉のユネスコ総会にて「オー
プンサイエンスに関する勧告」が採択
されるなど、オープンサイエンスの推
進に向けてユネスコ・ＯＥＣＤ等の関
係各国との連携を推進。 

各国における基盤システムとの相互
運⽤性の検討をはじめ、オープンサイ
エンス推進のためのアセスメント・評
価・インセンティブの在り⽅の検討を
継続。【科技、⽂】 

・ＥＵのＥＯＳＣと我が国の研究データ
基盤システム間での相互運⽤性の実
現に向けた検討を引き続き実施する
とともに、⽶国等、他国との連携の実
現可能性を検討。【科技、⽂】 

〇研究データの管理・利活⽤に関する取
組を更に促す観点から、2022年まで
に、これらの取組の状況を、研究者、
プログラム、機関等の評価体系に導⼊
する。【科技、関係府省】 

・関係府省にて研究者、プログラム、機
関等の評価体系への導⼊を検討。 

・⽂部科学省では、法⼈の中⻑期⽬標改
定時期であった、ＪＳＴ及びＪＡＥＡ
の中⻑期⽬標に、データポリシーの策
定等について記載。また、科学技術・
学術審議会研究計画・評価分科会で実
施される研究開発課題の事前評価、中
間評価、事後評価の様式において、研
究データの管理・利活⽤に関する取組
の記載を求めるとともに、有効性の観
点による評価項⽬の例として「研究デ
ータの管理（保存・共有・公開）等に
係る取組」を追加。 

・ムーンショット型研究開発制度等にお
ける事例を引き続き収集し、研究デー
タの管理・利活⽤に関する取組の状況
を研究者、プログラム、機関等の評価
体系へ導⼊。【科技、関係府省】 

 
② 研究ＤＸを⽀えるインフラ整備と⾼付加価値な研究の加速 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇2022年度に、我が国の⼤学、研究機関

等の学術情報基盤として、全国をつな
ぐ超⾼速・⼤容量ネットワーク（ＳＩ
ＮＥＴ）を増強し、これを研究データ
基盤システムと⼀体的に運⽤するこ
とで、最先端の研究教育環境を提供す
る。また、引き続きこれらの学術情報
基盤を⽀える技術の研究開発を推進
する。さらに、2021年度までに、学術
情報基盤としての役割のみならず、⼤
学等の知を⽣かせる我が国の社会基
盤インフラとして、⺠間と連携しつつ
利活⽤できる環境整備の⽅策を検討
する。 

【科技、⽂】 

・次世代学術研究プラットフォームへの
移⾏を実施。 

・社会基盤インフラとしての利⽤⽅策に
ついて、関係機関と検討。 

・2022年４⽉よりＳＩＮＥＴと研究デー
タ基盤の⼀体的整備・運⽤を開始し、
より安定した次世代学術研究プラッ
トフォームとして最先端の研究・教育
環境を提供するとともに、引き続きそ
の⾼度化や必要な技術の研究開発を
推進。【⽂】 

・社会基盤インフラとしての利⽤⽅策に
ついて、引き続き、関係機関と検討を
実施。【科技、⽂】 

〇スパコン計算資源については、2021年
よりスーパーコンピュータ「富岳」の
本格的な共⽤を進めるとともに、国内
の⼤学、国⽴研究開発法⼈等のスパコ
ン計算資源について、全国の研究者の
多様なニーズに応える安定的な計算
基盤として増強する。加えて、次世代
の計算資源について、我が国が強みを
有する技術に留意しつつ、産学官で検
討を⾏い、2021年度までに、その⽅向
性を定める。この検討の結果を踏ま

・スーパーコンピュータ「富岳」を着実
に運⽤することで学術界・産業界にお
ける幅広い活⽤を促進しつつ、特に早
期の成果創出が求められる課題や、政
策的に重要⼜は緊急な課題も新規に
複数採択。 

・2021年７⽉より、関連技術の動向及び
利⽤ニーズの変化等を踏まえ、我が国
として独⾃に開発・維持するべき技術
の検討等をしつつ、次世代の計算資源
の在り⽅に関する検討を⾏う有識者

・スーパーコンピュータ「富岳」を活⽤
し、Society 5.0の実現に資する研究開
発や、防災・減災対策等国⺠の安全安
⼼に資する研究や、次世代コンピュー
ティング分野の研究を加速するなど、
我が国が直⾯する社会的・科学的課題
に対し機動的に対応できるよう、成果
創出を加速する研究開発、利⽤環境整
備を促進。【⽂、関係府省】 

・2022年度中に、ポスト「富岳」を⾒据
えた次世代計算基盤に関する具体的
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え、必要な取組を実施する。【⽂、関係
府省】 

会議を設置し、検討を実施。2022年３
⽉にその⽅向性を取りまとめ。 

性能・機能の検討や要素技術開発等の
調査研究を開始。【⽂】 

〇研究設備・機器については、2021年度
までに、国が研究設備・機器の共⽤化
のためのガイドライン等を策定する。
なお、汎⽤性があり、⼀定規模以上の
研究設備・機器については原則共⽤と
する。また、2022年度から、⼤学等が、
研究設備・機器の組織内外への共⽤⽅
針を策定・公表する。また、研究機関
は、各研究費の申請に際し、組織全体
の最適なマネジメントの観点から⾮
効率な研究設備・機器の整備が⾏われ
ていないか精査する。これらにより、
組織的な研究設備の導⼊・更新・活⽤
の仕組み（コアファシリティ化）を確
⽴する。既に整備済みの国内有数の研
究施設・設備については、施設・設備
間の連携を促進するとともに、2021年
度中に、全国各地からの利⽤ニーズや
問合せにワンストップで対応する体
制の構築に着⼿し、2025年度までに完
了する。さらに、現在、官⺠共同の仕
組みで建設が進められている次世代
放射光施設の着実な整備や活⽤を推
進するとともに、⼤型研究施設や⼤
学、国⽴研究開発法⼈等の共⽤施設・
設備について、リモート化・スマート
化を含めた計画的整備を⾏う。【科技、
⽂、関係府省】 

・2021年度末までに「研究設備・機器の
共⽤推進に向けたガイドライン」を策
定すべく、有識者会議等で検討を実
施。 

・研究設備・機器群を戦略的に導⼊・更
新・活⽤の仕組みを構築するための事
業（コアファシリティ構築⽀援プログ
ラム）を実施。 

・全国各地からの利⽤ニーズや問合せに
ワンストップで対応する体制を構築
するための事業（先端研究設備プラッ
トフォームプログラム）を実施。 

・次世代放射光施設について、官⺠地域
パートナーシップによる役割分担に
従い、2019年度から整備を開始。基本
建屋⼯事進捗率は約99％（2022年１⽉
末時点）。2021年12⽉より基本建屋へ
の加速器搬⼊を開始。 

・SPring-8・ＳＡＣＬＡ・J-PARCは、特
定先端⼤型研究施設として産学官の
研究者が幅広く利⽤。 

・SPring-8については、2021年度補正予
算においてデータセンターやデータ
インフラの整備費⽤を措置。⼤容量デ
ータ解析基盤の整備やデータ共有に
向けた取組等を推進中。 

・2022年３⽉策定の「研究設備・機器の
共⽤推進に向けたガイドライン」につ
いて、⼤学等への周知を⾏うととも
に、e-CSTI・e-Rad等を活⽤した研究
設備・機器に関するエビデンスの充実
等を進め、共⽤化に関する取組を推
進。また、研究設備・機器の共⽤と連
携した研究データの共有・利活⽤の取
組を推進。【科技、⽂】 

・組織的な研究設備の導⼊・更新・活⽤
の仕組み（コアファシリティ化）の確
⽴を推進。【⽂】 

・全国各地からの利⽤ニーズや問合せに
ワンストップで対応する体制の構築
を推進。【⽂】 

・次世代放射光施設について、官⺠地域
パートナーシップによる役割分担に
従い、2023年度の稼働を⽬指し着実に
整備を推進。（再掲）【⽂】 

・SPring-8・ＳＡＣＬＡ・J-PARCをはじ
めとする量⼦ビーム施設について、着
実な共⽤を進めるとともに、施設間連
携やリモート化・スマート化に向けた
取組を推進。（再掲）【⽂】 

・SPring-8については、データセンター
やデータインフラの整備、データ共有
に向けた取組等を着実に推進。（再掲）
【⽂】 

・SPring-8のみならずJ-PARC等の他の
⼤型研究施設についても、データセン
ター整備やデータ共有に向けた取組
等について検討を実施。（再掲）【⽂】 

〇データ駆動型の研究を進めるため、
2023年度までに、マテリアル分野にお
いて、良質なデータが創出・共⽤化さ
れるプラットフォームを整備し、試験
運⽤を開始する。また同様に、ライフ
サイエンス分野においても、データ駆
動型研究の基盤となるゲノム・データ
をはじめとした情報基盤や⽣物遺伝
資源等の戦略的・体系的な整備を推進
する。さらに、環境・エネルギー分野、
海洋・防災分野等についてもデータ駆
動型研究の振興に向けた環境整備を
図る。加えて、プレプリントを含む⽂
献など、研究成果に係る情報を広く利
⽤できる環境の整備を推進するとと
もに、これらを⽀える基盤分野（ＯＳ、
プログラミング、セキュリティ、デー
タベース等）を含めた数理・情報科学
技術に係る研究を加速する。【⽂、経、
関係府省】 

        

＜研究データ利活⽤のエコシステム構
築＞ 

・マテリアル分野、ライフサイエンス分
野、地球環境分野をはじめとする多様
な分野において、分野・機関を越えて
研究データを管理・利活⽤するための
全国的な研究データ基盤の構築に向
けて2022年度予算に新規事業を計上。
また、各分野においては、それぞれの
状況に応じた取組を強化。 

＜マテリアルＤＸプラットフォーム＞ 
・2021年度より、全国の⼤学等の先端設

備共⽤ネットワークを基盤に、ＮＩＭ
Ｓを中⼼とした全国的なマテリアル
データ創出・収集体制を構築。データ
収集・利活⽤に必須となる”データ構
造化”への対応を優先的に進める共⽤
設備について、翻訳プログラムやテン
プレート作成作業を2021年度内に終
了。2022年度から作成作業を本格化す
るとともに、作成したプログラム・テ
ンプレートのデータ構造化システム
への実装等を実施。 

・2021年度補正予算において、⾼品質か
つ⼤量のデータを創出可能な先端共

・2023年度に向けて、各分野における研
究データの戦略的な創出・統合・利活
⽤や、それらの活動を⽀えるデジタル
インフラ（スパコン等）や先端共⽤設
備群、⼤型研究施設の⾼度化・弾⼒化
の進展・拡充等、研究ＤＸの更なる発
展に向けた取組を検討。【⽂】 

＜研究データ利活⽤のエコシステム構
築＞ 

・分野・機関を越えて研究データを管理・
利活⽤するための体制を2022年度中
に形成し、2025年度までに全国的研究
データ基盤を実装。【⽂】 

＜マテリアルＤＸプラットフォーム＞ 
・マテリアル分野のデータ駆動型研究の

推進に向け、良質なデータを取得可能
な共⽤施設・設備の更なる整備や、デ
ータ収集・管理体制の強化、ＡＩ解析
基盤の強化等を進め、2023年度から全
国でのマテリアルデータ共⽤の試⾏
的実施及びＡＩ解析基盤の活⽤を開
始。【⽂】 

・マテリアル分野のデータ駆動型研究に
ついて、ＮＩＭＳの磁⽯、⾼分⼦の領
域をはじめとするデータを基軸とし
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⽤設備の整備及び、ＮＩＭＳにおいて
全国から収集したマテリアルデータ
をＡＩ解析するためのシステム構築
に必要な経費を計上。 

・全国でデータ駆動型の研究成果創出を
先導する取組を推進するため、2022度
予算において、ＮＩＭＳのデータ駆動
型の研究者と全国の実験系の研究者
の共同研究を推進するために必要な
経費を計上。 

＜マテリアル製造プロセス＞ 
・良質なマテリアルデータ創出・蓄積・

利活⽤のための基盤整備を開始。 
・製造プロセスデータを⼀気通貫で収

集・活⽤することができる「マテリア
ル・プロセスイノベーションプラット
フォーム」を産業技術総合研究所地域
センター３か所に整備。 

＜ライフサイエンス＞ 
・ナショナルバイオリソースプロジェク

トにより、実験⽤の動物・植物・微⽣
物等の⽣物遺伝資源（バイオリソー
ス）の収集・保存・提供に係る体制整
備及び所在情報等の整備を実施160。 

＜⽣物資源データ＞ 
・ＮＩＴＥが保有する微⽣物等を対象に

ゲノム・データ、代謝データ等を解析
し、⽣物資源データプラットフォーム
の拡充を検討。また、研究機関等から
⽣物遺伝資源の寄託を受けるプロセ
スと、企業等に⽣物遺伝資源を分譲す
るためのプロセスを対象に、⾃動化設
備の導⼊を検討。 

＜ゲノム＞ 
・全ゲノム解析等実⾏計画において収集

されるゲノム情報及びオミックス情
報や臨床情報をもとに、産官学の関係
者が幅広く研究・創薬等に利活⽤でき
るようなゲノム・データ基盤の体制整
備を推進。2021年度に、がん領域9,900
症例、難病領域3,000症例の全ゲノム
解析を実施。 

＜脱炭素等の観点での材料開発＞ 
・⽂部科学省において、2021年度より、

産学の機関を超えた連携の下、カーボ
ンニュートラルやSociety 5.0の実現等
に向け、従来の試⾏錯誤型の研究⼿法
にマテリアルデータ活⽤を効果的に
組み合わせた⾰新材料開発課題の検
討を開始。2022年度予算において、当
該研究開発の本格実施に必要な経費
を計上。 

＜環境・エネルギー分野＞ 
・地球環境ビッグデータ（地球観測デー

タ・気候変動予測データ等）を蓄積・
統合解析するＤＩＡＳの⻑期的・安定

た産学連携等の先導的取組の更なる
展開を図る。【⽂】 

・産業界におけるデータ流通の取組とア
カデミアのデータ収集・利活⽤の連携
についての更なる検討を通じ、アカデ
ミアのみならず産業界も含めたデー
タ共有・利活⽤に向けた取組を推進。
【科技、⽂、経】 

＜マテリアル製造プロセス＞ 
・我が国の素材産業の競争⼒の源泉であ

り重要な「製造プロセス」の更なる⾼
度化に向け、機能性化学品や超⾼信頼
性セラミックスの性能向上に資する
ＡＩモデル・シミュレーション等を活
⽤したプロセスインフォマティクス
の基盤技術開発を推進。【経】 

・「マテリアル・プロセスイノベーション
プラットフォーム」の本格運⽤を開始
し、中⼩・ベンチャーを含む産業界の
データ駆動型研究開発を推進。【経】 

＜ライフサイエンス＞ 
・データ駆動型研究を中⼼とした我が国

のライフサイエンス研究の発展のた
め、⽣物遺伝資源等の利活⽤促進に向
けた付加価値向上や保存技術等の開
発を含めた戦略的・体系的な整備を推
進。【⽂】 

＜⽣物資源データ＞ 
・ＮＩＴＥにおいて、⽣物遺伝資源の収

集及び取扱いプロセスの⾃動化を進
め、効率的なゲノム・データ、代謝デ
ータ等のデータ取得を図るとともに、
他機関とも連携し、⽣物遺伝資源関連
ビッグデータ利活⽤プラットフォー
ムの拡充を進めることで、多様な微⽣
物や関連データの利活⽤を促進し、バ
イオものづくりの推進に貢献。【経】 

＜ゲノム＞ 
・「全ゲノム解析等実⾏計画」を速やかに

改定し、がん・難病に関して既存の医
療では診断困難若しくは根治の可能
性が低いものの、全ゲノム解析等を⽤
いることにより、より精度の⾼い診
断・治療に係る効果が⾒込まれる患者
を対象に、2022年度から集中的に全ゲ
ノム解析等を⾏い、英国等での10万ゲ
ノム規模の取組を⽬指す。この取組を
通じ、全ゲノム解析等の解析結果をよ
り早期に⽇常診療へ導⼊していくと
ともに、新たな個別化医療の提供を実
現。さらに、我が国の強みとなる詳細
な経時的臨床情報の収集や、全ゲノム
解析と併せたマルチオミックス解析
の実施といった戦略的なデータの蓄
積を進め、蓄積されたデータを⽤いた
研究・創薬等を推進し、がん・難病等

                                                       
160 ナショナルバイオリソースプロジェクトの拠点から提供された⽣物遺伝資源を⽤いて創出された成果論⽂数は、第１期（2002年）より毎年

増加しており、2021年度には約2,900報に迫る⾒込み。 
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的運⽤を確⽴し、地球環境ビッグデー
タの利⽤拡⼤等を推進。 

＜海洋分野＞ 
・海洋分野においては、無⼈観測技術の

⾼度化について、現在議論している経
済安全保障への貢献も念頭に、基礎的
な研究開発を実施中。 

・我が国に豊富にあるものの、活⽤の進
んでいない海洋⽣物ビッグデータに
ついて、その活⽤技術の⾼度化を図る
ため、2021年度より委託事業を開始
（正規採択２件、ＦＳ３件）。 

・巨⼤地震の事前察知に⼤変重要とされ
る「ゆっくり滑り（スロースリップ）」
をリアルタイムに観測するため、「紀
伊⽔道沖」、「⾼知沖」、「⽇向灘」の３
箇所での観測装置設置に向け、まずは
「紀伊⽔道沖」に設置予定の観測装置
開発に着⼿。 

＜地震・⽕⼭等の防災・減災＞ 
・地震・⽕⼭等に係る研究においては、

これまでも観測データの共有化等を
進めているところであるが、今後、よ
り⼀層データを利活⽤した研究を推
進することが必要。 

＜数理科学＞ 
・数理・融合研究に関する国際頭脳循環

のハブ機能の構築を⽬指し、「アジア
太平洋数理・融合研究戦略検討会 報
告書」161を取りまとめ。 

＜⼈⽂・社会科学分野＞ 
・⼈⽂・社会科学分野のデータ共有・利

活⽤、権利関係等に関するガイドライ
ンを策定。 

・⼈⽂・社会科学に関する５拠点の有す
るデータのメタデータの⾃動収集や
⼀括検索機能を備えた総合データカ
タログについて本格運⽤を開始。 

・オーダーメイド集計・分析システムを
開発。 

の克服に向け、必要な体制を整備。【健
康医療、厚】 

＜脱炭素等の観点での材料開発＞ 
・我が国研究開発⼒と産業競争⼒強化の

観点からデータやＡＩを⽤いた予測
ツールの活⽤及びデータマネジメン
トの知⾒を府省横断で展開を図ると
ともに、脱炭素や資源制約克服等に資
するデータ駆動型研究開発を本格的
に推進。【科技、⽂、経】 

＜環境・エネルギー分野＞ 
・気候変動下での防災・減災対策に向け

て、気候変動対策のインキュベーショ
ン機能を担うデータプラットフォー
ムであるＤＩＡＳの⻑期的・安定的な
運⽤、治⽔対策、サステナブルファイ
ナンス等に向けた科学的知⾒（気候変
動予測データ、ハザード予測データ）
の創出及びその利活⽤までを想定し
た研究開発を⼀体的に実施。【⽂】 

＜海洋分野＞ 
・広⼤な海域における無⼈観測技術の⾼

度化に向け、海及び空の無⼈機の連携
や、ＡＵＶの充電・⼤容量データ通信
を可能とする深海ターミナル、複数Ａ
ＵＶの同時制御システム等を活⽤す
ることにより、次世代の観測体制シス
テムを構築。【⽂】 

・海底にセンシング⽤光ファイバケーブ
ル、海上・海中に複数の⾃⽴型観測ロ
ボットを展開し、双⽅を連携した観測
網を開発。海⾯から海底まで鉛直かつ
⾯的にリアルタイムに観測するシス
テムを構築することで、海洋環境の常
時観測・監視を実現する海洋環境スマ
ートセンシング技術を開発。【⽂】 

・7,000m以深ＡＵＶ・ＲＯＶの開発等を
ＪＡＭＳＴＥＣ中⻑期⽬標に基づい
て実施。【⽂】 

・スロースリップをはじめとした海底地
殻変動の観測装置を地球深部探査船
「ちきゅう」によって紀伊⽔道沖に設
置するとともに、⾼知沖・⽇向灘沖に
設置する装置の開発を推進。【⽂】 

＜地震・⽕⼭等の防災・減災＞ 
・地震・⽕⼭等に係る膨⼤な観測データ

等を利活⽤した研究をより⼀層推進
するとともに、その基盤となる南海ト
ラフ海底地震津波観測網の整備等を
引き続き推進し、当該観測網等から得
られるデータの共有化を進めるなど、
防災・減災分野における研究ＤＸや発
災時の被害の低減に資する情報プロ
ダクツの創出等に向けた更なる環境
整備を図る。【⽂】 

＜数理科学＞ 

                                                       
161 2021年7⽉16⽇ ⽂部科学省研究振興局アジア太平洋数理・融合研究戦略検討会 
（https://www.mext.go.jp/a_menu/mathematicalsciences/report.html） 
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・数理科学を活⽤したイノベーションに
資するための、数理的⾼度⼈材との国
際頭脳循環を促進。【⽂】 

＜⼈⽂・社会科学分野＞ 
・⼈⽂・社会科学分野における総合デー

タカタログの運⽤等を引き続き推進。
【⽂】 

〇2020年度に実施した試⾏的取組をベ
ースとして、ＤＸによる研究活動の変
化等に関する新たな分析⼿法・指標の
開発を⾏い、2021年度以降、その⾼度
化とモニタリングを実施する。【⽂】 

・研究データ公開と論⽂のオープンアク
セスに関する実態調査を実施し、経年
での⽐較を実施162。 

・英国の競争的資⾦成果データベースを
通じ、英国におけるプレプリントやデ
ータ公開の状況の調査を実施163 164。 

・国内外の研究データの公開・共⽤やプ
レプリントサーバ利⽤状況等のオー
プンサイエンスに係る実態調査を引
き続き実施。【⽂】 

・⼈社系のＳＳＲＮ（オープンアクセス
⽤オンラインレポジトリ）等に調査対
象を変え、主要プレプリントサーバに
関するデータ収集・分析と指標の検討
に係る実態調査を深化。【⽂】 

 
③ 研究ＤＸが開拓する新しい研究コミュニティ・環境の醸成 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇地⽅公共団体、ＮＰＯやＮＧＯ、中⼩・

スタートアップ、フリーランス型の研
究者、更には市⺠参加など、多様な主
体と共創しながら、知の創出・融合と
いった研究活動を促進する。また、例
えば、研究者単独では実現できない、
多くのサンプルの収集や、科学実験の
実施など多くの市⺠の参画（１万⼈規
模、2022年度までの着⼿を想定）を⾒
込むシチズンサイエンスの研究プロ
ジェクトの⽴ち上げなど、産学官の関
係者のボトムアップ型の取組として、
多様な主体の参画を促す環境整備を、
新たな科学技術・イノベーション政策
形成プロセスとして実践する【科技、
⽂】 

・ＪＳＴではサイエンスアゴラや地域に
おける連携企画、ＣＨＡＮＣＥ等を通
じ、多様な主体との対話・協働（共創）
の場を創出。知の創出・融合等を通じ
た研究活動の推進や社会における科
学技術リテラシーの向上に寄与。 

・ＪＳＴでは科学技術・イノベーション
を活⽤して社会課題を解決する地域
における優れた取組を表彰する「STI 
for SDGs」アワードや情報発信を通
じ、好事例の可視化や他地域への⽔平
展開を促進。 

・ＪＳＴサイエンスポータルにおいて科
学技術・イノベーション⽩書や⼤阪・
関⻄万博との連携記事やＳＤＧｓに
関連する記事を発信。 

・ＪＳＴが主催したサイエンスアゴラ
2021において、「みんなで作って考え
よう「１万⼈のシチズンサイエンス」
プロジェクト」というセッションが開
催され、多様な主体が関わるシチズン
サイエンスの実現に向けた検討を実
施。 

・多様な主体の共創の取組を加速し、サ
イエンスアゴラや地域における連携
企画等の場を通じ知の創出・融合とい
った研究活動や科学技術リテラシー
の向上を促進。【科技、⽂】 

 
  

                                                       
162 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「研究データ公開と論⽂のオープンアクセスに関する実態調査2020」

https://doi.org/10.15108/rm316 
163 ⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「英国における公的資⾦研究成果の試⾏的分析 ：多様な観点からの研究成果の実態把握」  

https://doi.org/10.15108/dp203 
164 このほか、主要なプレプリントサーバのうち、物理・情報系のarXivは過去に調査済みのため、バイオ系のbioRxivについて調査を実施（⽂

部科学省科学技術・学術政策研究所「プレプリントとジャーナル論⽂の差異：bioRxiv を⽤いた試⾏」https://doi.org/10.15108/dp200）。 
また、bioRxivを対象にプレプリントとジャーナルの間の外形的・内容的差異に関して調査を実施（⽂部科学省科学技術・学術政策研究所
「bioRxivに着⽬したプレプリントの分析」https://doi.org/10.15108/dp197）。 
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（３）⼤学改⾰の促進と戦略的経営に向けた機能拡張 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

不確実性の⾼い社会を豊かな知識基盤を活⽤することで乗り切るため、今後、全ての⼤学が同⼀のあるべ
き姿を⽬指すのではなく、個々の強みを伸ばし、各⼤学にふさわしいミッションを明確化することで、多様
な⼤学群の形成を⽬指す。これにより、⼈々は⼤学が提供する教育研究の内容や環境などの付加価値そのも
ので⼤学を選択することが可能となり、⼤学が、多様な価値観に基づく個⼈の⾃⼰実現を後押しし、⼈々の
⼈⽣や⽣活を豊かにするとともに、時代の変化や組織・個⼈のニーズに合わせて⼈材が⾃由に流動すること
で、⼤学発の新たな社会変⾰を次々と起こしていく。同時に、多様化する⼤学の中で、世界と伍する研究⼤
学のより⼀層の成⻑が促進され、卓越した研究⼒の強化の実現を⽬指す。 

このため、特に国⽴⼤学については、その独⾃性とポテンシャルをより発揮できる環境を実現するため、
運営費交付⾦を配分する国との関係を中⼼に置いたガバナンスから、国だけでなく、学⽣や卒業⽣、研究
者、産業界、地域をはじめとする多くのステークホルダーに対する説明と結果責任を果たすようなガバナン
スへと⼤胆に転換し、⼤学が国のパートナーとして⾃らの裁量を拡⼤し、社会と常に対話を⾏う環境を実現
する。これにより、国や地域の知の基盤としての⾼度な教育研究のみならず、⾃らが持つ知的資産を最⼤限
に活⽤した新たな価値創造サービスを担うなどの機能の拡張を図る。 

その際、世界と伍する研究⼤学と地⽅創⽣のハブになる⼤学165では、そのミッションの違いから、関係す
るステークホルダーや財政構造、国との関係や最適な経営システムも必然的に相違している。特に前者で
は、強靱なガバナンス体制を実現するための⼤胆な⼤学改⾰が⾏われ、世界レベルの研究環境や給与⽔準を
実現するための⺠間資⾦の⼤幅な拡⼤、新たに創設する⼤学ファンドによる⽀援、⼤学の⾃主的な基⾦の充
実などによって、堅固な財政基盤の形成を図る。 

他⽅、地⽅創⽣のハブを担うべき⼤学では、地域産業を⽀える社会⼈の受⼊れの拡⼤、最新の知識・技術
の活⽤や異分野との⼈材のマッチングによるイノベーションの創出、地域産業における⽣産性向上の⽀援、
若⼿研究者が経験を積むことができるポストの確保・環境整備といった取組を進め、これにより、地域や企
業から投資を呼び込み、地域と⼤学の発展につなげるエコシステムの形成を図る。また、複数の国公私⽴⼤
学や研究所で連携するような活動を進める。 
国⽴研究開発法⼈については、それぞれのミッション・特性に応じてその責務を果たすとともに、外部機関
との積極的な連携・協⼒により、⺠間資⾦や寄附⾦なども含め多様な財源を確保し、財政基盤を強化しつ
つ、研究開発成果の最⼤化を着実に実施する。 
 
【⽬標】 

・ 多様で個性的な⼤学群が、個⼈の⾃⼰実現を後押しし、⼈々の⼈⽣や⽣活を豊かにするとともに、卓越
した研究⼒を含めた知識基盤が、新たな社会変⾰を牽引する。 

 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・⼤学等及び国⽴研究開発法⼈における⺠間企業からの共同研究の受⼊額：2025年度までに、対2018年度

⽐で約7割増加（再掲） 
・国⽴⼤学法⼈の寄附⾦収⼊増加率：2021年度から2025年度までに、年平均５％の増加 

 

                                                       
165 ⼈⼝減少や雇⽤創出、デジタル⼈材の育成等、地⽅の課題解決をリードする⼤学。 
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【現状データ】（参考指標） 
・ 国⽴⼤学法⼈の2007年〜2019年度の寄附⾦収⼊増加率の年平均：1.5％ 
・ ⼤学等及び国⽴研究開発法⼈における⺠間企業からの共同研究の受⼊額：1,062億円（2020年度） 
・ 主要⼤学における2005年度〜2020年度の経常⽀出の成⻑率（病院経費除く）：東京⼤学（1.7%）、京都⼤

学（1.9%）、⼤阪⼤学（1.8％）、東北⼤学（0.9％）、参考：スタンフォード⼤学（6.1%） 
 
① 国⽴⼤学法⼈の真の経営体への転換 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇第４期中期⽬標期間に向けて、規制に

よる事前管理型から、事後チェック型
を基本思想とし、社会変⾰の駆動⼒と
して成⻑し続ける戦略的な組織とし
て真の経営体に転換すべく、中期⽬標
の在り⽅の⾒直しを⾏う。また、国に
よる法⼈評価について、毎年度の年度
評価を廃⽌し、原則として6年間を通
じた業務実績を評価するよう制度の
⾒直しを⾏う。あわせて、各国⽴⼤学
法⼈が公表する「国⽴⼤学法⼈ガバナ
ンス・コード166」への適合状況等の報
告について確認を⾏い、各国⽴⼤学法
⼈が⼤学経営の状況や意思決定の仕
組みについて透明性を確保し、関係者
への説明責任を果たすようにする。
【⽂】 

・2022年２⽉に有識者会議を開催し、「国
⽴⼤学法⼈ガバナンス・コード」につ
いて、2021年の法改正を踏まえた⾒直
しについて議論。その後、2021年度内
に⾒直し内容（法⼈の⻑の選考過程・
選考理由や学⻑選考・監察会議の委員
の選任⽅法の公表等）について各国⽴
⼤学法⼈に対して周知。 

・引き続き、各国⽴⼤学法⼈における適
合状況等の確認を実施するとともに、
制度改正等に合わせて適宜ガバナン
ス・コードの⾒直しを図る。【⽂】 

 
② 戦略的経営を⽀援する規制緩和 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇学⻑選考会議への学⻑の関与の排除

や学⻑選考会議の持つ牽制機能の明
確化を図るとともに、国⽴⼤学法⼈の
学⽣定員の変更や組織の再編⼿続の
簡素化、優秀な留学⽣の確保のための
定員管理や授業料設定の弾⼒化を、第
４期中期⽬標期間より実施する。【⽂】 

・授業料設定の柔軟化については、「世界
と伍する研究⼤学の実現に向けた制
度改正等のための検討会議」の制度改
正に向けた論点整理（2021年12⽉24
⽇）において、「授業料⽔準についての
国の⼀定の関与が必要とされる現⾏
の制度趣旨を踏まえてなお、授業料の
上限を弾⼒化する理由があるか、経済
条件により教育機会に制限がかかる
懸念があることをどう考えるかとい
った留意事項を踏まえ、引き続き授業
料設定の柔軟化の在り⽅について検
討することが求められる」とされたこ
とを受けて、検討を実施。 

・「世界と伍する研究⼤学の実現に向け
た制度改正等のための検討会議」の制
度改正に向けた論点整理（2021年12⽉
24⽇）を踏まえた国⽴⼤学法⼈法の改
正の検討と合わせて引き続き検討を
実施。【⽂】 

〇2025年度までに、⼤学への寄附税制に
係る優遇措置を拡⼤し、⼤学の⾃主財
源の拡⼤を促進する 【科技、⽂】 

・改正内容の周知・広報によって制度の
適⽤を促すとともに、実績を把握。 

・今後、改正後の寄附制度の活⽤状況に
より改正の効果を定量的に検証。【科
技、⽂】 

〇第４期中期⽬標期間に向けて、多様な
ステークホルダーの⽬線からも理解
しやすいよう国⽴⼤学法⼈会計基準
を⾒直すとともに、国⽴⼤学法⼈が⾃
ら獲得した多様な財源を戦略的に積

・会計基準等の改訂に関する有識者会議
での検討を踏まえ、損益均衡会計の廃
⽌、損益計算書におけるフルコスト情
報の⼀元的開⽰など、産業界からも理
解しやすい財務諸表等に向けた諸改

・2021年度中に必要な取組を実⾏し、当
初の⽬標は達成したと判断。⼤学ファ
ンドに関する国⽴⼤学法⼈法の改正
等に対応し、会計基準の改訂を検討。
【⽂】 

                                                       
166 国⽴⼤学法⼈が経営の透明性を⾼め、教育・研究・社会貢献機能を強化し、社会の変化に応じた役割を果たし続けていくために、⾃らの経

営を律しつつ、その機能を更なる⾼みへと進めるための基本原則となる規範。 
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み⽴てる仕組みの創設や、次期中期⽬
標期間に繰り越しができるよう⽬的
積⽴⾦の⾒直しを⾏う。【⽂】 

訂を実施。 
・⽬的積⽴⾦を含む繰り越しに関連する

制度の在り⽅について検討し、施設設
備の取替更新のための資⾦を国⽴⼤
学法⼈⾃らの意思で積み⽴てること
が可能な仕組みである「減価償却引当
特定資産」を、第４期中期⽬標期間の
開始年度から導⼊。 

〇第４期中期⽬標期間に向けて、国⽴⼤
学による債券発⾏の対象事業及び償
還期間の更なる拡⼤・延⻑や償還財源
の多様化、公的研究費の間接経費の使
途の柔軟化（中⻑期積⽴・設備更新へ
の活⽤等）に向けた検討を進めるな
ど、安定的な財務運営を可能とする。
【科技、⽂】 

・国⽴⼤学法⼈による債券発⾏の対象事
業及び償還期間の拡⼤については、
「世界と伍する研究⼤学の実現に向
けた制度改正等のための検討会議」の
制度改正に向けた論点整理（2021年12
⽉24⽇）において、「対象への投資効果
が将来にわたって裨益するものであ
り、多額のイニシャルコストが必要と
なるなど、⻑期借り⼊れや債券発⾏を
⾏う必要性が⼗分に説明可能となる
ようなものについて、引き続き情報収
集を進め、実際の制度改正に反映でき
るかどうかを検討することが求めら
れる」とされたことを受けて、検討を
実施。 

・「世界と伍する研究⼤学の実現に向け
た制度改正等のための検討会議」の制
度改正に向けた論点整理（2021年12⽉
24⽇）を踏まえた国⽴⼤学法⼈法の改
正の検討と合わせて引き続き検討を
実施。（再掲）【⽂】 

〇⼤学関係者、産業界及び政府による
「⼤学⽀援フォーラムＰＥＡＫＳ」に
おいて、⼤学における経営課題や解決
策等について具体的に議論し、イノベ
ーションの創出につながる好事例の
⽔平展開、規制緩和等の検討、⼤学経
営層の育成を進めるとともに、政府は
現場からの規制緩和等の提案につい
て迅速に検討し、必要な政策を実⾏す
る。【科技、⽂、経】 

・⼤学ファンド創設に伴い、世界と伍す
る研究⼤学の活動を展開する上での
隘路及び解決策や、多様な⾃⼰財源を
増やすための具体策やそれらを実現
するための課題等、必要な制度改⾰等
について議論するワーキンググルー
プをＰＥＡＫＳにおいて設置。取りま
とめた議論内容をＣＳＴＩ「世界と伍
する研究⼤学専⾨調査会」に報告。ま
た、国内外の⼤学経営に関する理解を
深め、産学官の⼈材ネットワークを形
成することを⽬的として、イェール⼤
学と共同で開発した研修プログラム
を実施。産学官からの幅広い受講があ
り、産学官関係者の知⾒集積とグロー
バル⼈的ネットワークを構築。 

・引き続き、⼤学関係者、産業界及び政
府による「⼤学⽀援フォーラムＰＥＡ
ＫＳ」において、⼤学における経営課
題や解決策等について具体的に議論
し、イノベーションの創出につながる
好事例の⽔平展開、規制緩和等の検
討、⼤学経営層の育成を実施。特に、
世界と伍する研究⼤学の実現に向け
た年３％事業規模成⻑を達成するた
めの具体的⽅策やそのような⼤学成
⻑モデルを⽀える学内外の⼤学経営
⼈材の確保・育成の在り⽅についての
検討を実施。【科技、⽂、経】 

 
③ 10兆円規模の⼤学ファンドの創設 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇我が国の⼤学の国際競争⼒の低下や

財政基盤の脆弱化といった現状を打
破し、イノベーション・エコシステム
の中核となるべき⼤学が、社会ニーズ
に合った⼈材の輩出、世界レベルの研
究成果の創出、社会変⾰を先導する⼤
学発スタートアップの創出といった
役割をより⼀層果たしていくため、こ
れまでにない⼿法により世界レベル
の研究基盤の構築のための⼤胆な投
資を実⾏する。具体的には、10兆円規
模のファンドを早期に実現し、その運
⽤益を活⽤することにより、世界に⽐
肩するレベルの研究開発を⾏う⼤学
の共⽤施設やデータ連携基盤の整備、
若⼿⼈材育成等を⻑期かつ安定的に

・ＣＳＴＩにおいて「世界と伍する研究
⼤学専⾨調査会」を12回にわたり開
催。世界と伍する研究⼤学の在り⽅に
ついて、2021年７⽉27⽇の第７回会議
で中間まとめ、2022年１⽉19⽇の第12
回会議で最終まとめが⽰され、2022年
２⽉１⽇にＣＳＴＩ本会議で決定。
「国際卓越研究⼤学の研究及び研究
成果の活⽤のための体制の強化に関
する法律」が第208回国会で成⽴。 

・2021年８⽉に「世界と伍する研究⼤学
の実現に向けた⼤学ファンドの資⾦
運⽤の基本的考え⽅」をＣＳＴＩにお
いて決定。また、2021年度補正予算に
おいて政府出資⾦6,111億円を確保す
るとともに、2022年度財政投融資計画

・国際卓越研究⼤学法に基づき、⼤学フ
ァンドの⽀援対象となる⼤学を2022
年度中に公募を開始し、2024年度か
ら、国際卓越研究⼤学に対して、⼤学
ファンドによる助成実施を⽬指す。ま
た、国際卓越研究⼤学を⽬指す国⽴⼤
学が、そのために必要となる、経営⽅
針を定める合議体の設置を可能とす
るための国⽴⼤学法⼈法の改正案の
次期通常国会への提出を⽬指す。（再
掲）【科技、⽂】 

・2021年度中に運⽤を開始し、2022年度
財政投融資計画額に計上した約4.9兆
円も含め、ＪＳＴで適切に運⽤を実
施。【科技、⽂】 
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⽀援することで、我が国のイノベーシ
ョン・エコシステムを構築する167。本
ファンドへの参画にあたっては、⾃律
した経営、責任あるガバナンスなど、
⼤学改⾰へのコミットやファンドへ
の資⾦拠出を求めるとともに、関連す
る既存事業の⾒直しを図る。また、将
来的には参画⼤学が⾃らの資⾦で基
⾦を運⽤することを⽬指す観点から、
外部資⾦獲得増加や、その⼀部を基⾦
へ積み⽴てる等の仕組みを導⼊する。
【科技、⽂】 

額において約4.9兆円を計上し、10兆
円規模の⼤学ファンドへの拡充を図
った。2021年度中に運⽤を開始。 

 
④ ⼤学の基盤を⽀える公的資⾦とガバナンスの多様化 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇2021年度における国⽴⼤学法⼈運営

費交付⾦の配分について、研究や教育
等の成果指標に基づく配分について
その規模を拡⼤し、よりメリハリのあ
る配分とする。また、第４期中期⽬標
期間に向けて、ワールドクラスの研究
⼤学や地⽅創⽣のハブとなる⼤学と
いった⼤学ごとのミッションも踏ま
えつつ、共通の成果指標についてe-
CSTI等も活⽤し更に客観的・定量的
なものとなるよう厳選して⾒直すな
ど、新たな国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦
の配分ルールを導⼊して、毎年度評価
しメリハリある配分を実施する。【⽂】 

・第４期中期⽬標期間開始にあたり、国
⽴⼤学法⼈運営費交付⾦「成果を中⼼
とする実績状況に基づく配分」におい
て評価を⾏うグループ分けを⼤学の
規模や組織体制の観点から⾒直すこ
とにより、より公正な競争環境を整備
するとともに、アウトカム重視の指標
への⾒直しを実施。 

・2022年度においては、配分率の変動幅
を2021年度から±５％（指定国⽴⼤学
については±10％）引上げ、メリハリ
のある配分を実施。 

・第４期中期⽬標期間において、引き続
き、「成果を中⼼とする実績状況に基
づく配分」を活⽤して、毎年度評価し
メリハリある配分を着実に実施。【⽂】 

〇国⽴⼤学について、戦略的経営を実現
する学⻑の選考⽅法や執⾏をチェッ
クする仕組み、⾮国家公務員型の給与
体系による世界トップクラスの研究
者を招へいできる給与・評価制度の導
⼊、学⽣定員や授業料の⾃律的な管
理・決定、戦略的経営を促す新たな財
務・会計システム、固有の国の管理・
評価の仕組みの導⼊など、ワールドク
ラスの研究⼤学を実現するための新
たな法的枠組みを2021年度中に検討
し、結論を得る。【科技、⽂】 

・ＣＳＴＩにおいて「世界と伍する研究
⼤学専⾨調査会」を12回にわたり開催
し、世界と伍する研究⼤学の在り⽅に
ついて、2021年７⽉27⽇の第７回会議
で中間まとめ、2022年１⽉19⽇の第12
回会議で最終まとめが⽰され、2022年
２⽉１⽇にＣＳＴＩ本会議で決定。
「国際卓越研究⼤学の研究及び研究
成果の活⽤のための体制の強化に関
する法律」が第208回国会で成⽴。 

・国際卓越研究⼤学法に基づき、⼤学フ
ァンドの⽀援対象となる⼤学を2022
年度中に公募を開始し、2024年度か
ら、国際卓越研究⼤学に対して、⼤学
ファンドによる助成実施を⽬指す。ま
た、国際卓越研究⼤学を⽬指す国⽴⼤
学が、そのために必要となる、経営⽅
針を定める合議体の設置を可能とす
るための国⽴⼤学法⼈法の改正案の
次期通常国会への提出を⽬指す。（再
掲）【科技、⽂】 

〇国⽴⼤学法⼈の戦略的経営を⽀える
上で⽋かせない職員について、⾼度な
専⾨スキルや能⼒に応じた専⾨職を
配置するなど、公務員準拠や年功序列
によらない給与制度を導⼊するため、
国は、国⽴⼤学法⼈職員の給与⽔準の
検証の在り⽅について検討する。ま
た、国⽴⼤学法⼈は、こうした経営を
⽀える職員のキャリア形成や専⾨性
の強化等を進める上で、他⼤学のみな
らず、国や企業等との対等な⼈事交流
や⼤学マネジメントのデジタル化を

・基本計画における「国は、国⽴⼤学法
⼈職員の給与⽔準の検証の在り⽅に
ついて検討する」に対しては、2021年
６⽉に実施した、各国⽴⼤学法⼈の事
務・技術職員の給与⽔準（2020年度）
の妥当性の検証・公表に際して、⽂部
科学⼤⾂の検証結果の記載の在り⽅
を従来のものから抜本的に⾒直した
ことによって対応済み。 

― 

                                                       
167 世界の主要⼤学のファンドは、ハーバード⼤（約4.5兆円）、イェール⼤（約3.3兆円）、スタンフォード⼤（約3.1兆円）等、⽶国⼤学合計

（約65兆円）。そのほか、ケンブリッジ⼤（約1.0兆円）、オックスフォード⼤（約8,200億円）。 
※各⼤学は2019年の数値、⽶国⼤学合計は2017年の数値。 
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積極的に進める。【科技、⽂】 

〇国⽴⼤学法⼈等（国⽴⼤学法⼈、⼤学
共同利⽤機関法⼈及び国⽴⾼等専⾨
学校を指す。以下同じ。）の施設につい
ては、キャンパス全体が有機的に連携
し、あらゆる分野、あらゆる場⾯で、
あらゆるプレーヤーが共創できる拠
点「イノベーション・コモンズ168」の
実現を⽬指す。こうした視点も盛り込
んで国が国⽴⼤学法⼈等の全体の施
設整備計画を策定し、継続的な⽀援を
⾏うとともに、国⽴⼤学法⼈等が⾃ら
⾏う戦略的な施設整備や施設マネジ
メント等も通じて、計画的・重点的な
施設整備を進める。【⽂】 

・「第５次国⽴⼤学法⼈等施設整備５か
年計画」（2021年３⽉31⽇ ⽂部科学⼤
⾂決定）に基づき、2021年度より、各
国⽴⼤学法⼈等が実施する「イノベー
ション・コモンズ」の実現に向けた施
設整備を着実に推進中。 

・2021年10⽉に設置した「国⽴⼤学法⼈
等の施設整備の推進に関する調査研
究協⼒者会議」において、各⼤学にお
ける「イノベーション・コモンズ」の
実現に向けて、先導的な取組事例を踏
まえて、現状・課題等を整理するとと
もに、国の⽀援策を含めた、更なる推
進⽅策を検討中。 

・「第５次国⽴⼤学法⼈等施設整備５か
年計画」（2021年３⽉31⽇ ⽂部科学⼤
⾂決定）に基づき、各国⽴⼤学法⼈等
が実施する「イノベーション・コモン
ズ」の実現に向けた施設整備を着実に
推進するため、国⽴⼤学法⼈等施設整
備費補助⾦や多様な財源の活⽤等に
よる施設整備や、⼤学等に対する施設
整備の企画段階からの⽀援を実施。
【⽂】 

○私⽴⼤学については、建学の精神及び
私学の特⾊を⽣かした質の⾼い教育
研究等に取り組むことができるよう、
私学助成等について、国は⼀層のメリ
ハリのある配分を⾏う。【⽂】 

・私⽴⼤学等経常費補助⾦において、ア
ウトカム指標を含む教育の質に係る
客観的指標等を通じたメリハリある
資⾦配分により、教育の質の向上を促
進。また、⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の進
⾏や社会経済のグローバル化を背景
に、「Society 5.0」の実現や地⽅創⽣の
推進等、我が国が取り組む課題を踏ま
え、⾃らの特⾊を活かして改⾰に取り
組む⼤学等を重点的に⽀援（2021年度
予算）。 

・引き続き、私⽴⼤学等経常費補助⾦に
おいて、アウトカム指標を含む教育の
質に係る客観的指標等を通じたメリ
ハリある資⾦配分により、教育の質の
向上を促進。また、⼈⼝減少・少⼦⾼
齢化の進⾏や社会経済のグローバル
化を背景に、「Society 5.0」の実現や地
⽅創⽣の推進等、我が国が取り組む課
題を踏まえ、⾃らの特⾊を活かして改
⾰に取り組む⼤学等を重点的に⽀援。
【⽂】 

〇⼤学の投資対象としての価値向上や
学内リソースの効果的な配分のため、
⼤学が持つ研究シーズや⼈材などの
リ ソ ー ス を 可 視 化 す る ⼤ 学 Ｉ Ｒ
（Institutional Research）システムの
導⼊を、「⼤学⽀援フォーラムＰＥＡ
ＫＳ」等の活動を通じて推進し、企業
のニーズとのマッチングや戦略的な
⼤学経営基盤の構築を進める。【科技、
⽂】 

・ＰＥＡＫＳに設置された⼤学ＩＲワー
キンググループにおいて、ＩＲ財務
版、教学版の試⾏版を開発。 

・ＰＥＡＫＳワーキンググループメンバ
ーの各⼤学で実施された、⼤学経営層
と部局間のＩＲによる情報共有等の
好事例を、ワーキンググループにおい
て共有。各⼤学におけるＩＲを活⽤す
る領域が広がり、ＩＲシステムのＰＥ
ＡＫＳ内における横展開、普及を実
施。 

・産業界、⼤学関係者から構成されるＰ
ＥＡＫＳの場、⼈材・⼈脈、情報・知
⾒等を活⽤し、⼤学において産学連携
に従事する者と企業におけるＲ＆Ｄ
部⾨、知財戦略、産学連携の担当者を
対象に、新たな価値創造を志向した産
学連携活動のきっかけを提供するこ
とを⽬的に、セミナー及びマッチング
イベントを開催。主にカーボンニュー
トラルやＤＸに関⼼のある企業より
多数のセミナー受講があり、企業側か
らの⾼い関⼼度、満⾜度を獲得。 

・⼤学ＩＲシステムについて、⼤学経営
基盤構築への活⽤等、好事例のＰＥＡ
ＫＳ等における横展開を通して、引き
続き普及を図る。【科技、⽂】 

・企業ニーズとのマッチングのための機
能について、引き続き検討するととも
に、その好事例について、ＰＥＡＫＳ
等における横展開を通して、普及を図
る。【科技、⽂】 

○⼤学の研究⼒強化を図るため、2021年
度から、⽂部科学省における組織・体
制の⾒直し・強化を進め、第６期基本
計画期間中を通じて、国公私⽴⼤学の

・「世界トップレベル研究拠点プログラ
ム」や「共創の場形成⽀援プログラム」
等の関連施策を含む「地域中核・特⾊
あ る 研 究 ⼤ 学 総 合 振 興 パ ッ ケ ー ジ

・意欲のある多様な⼤学が、それぞれの
強みや特⾊を⼗分に発揮し、地域の経
済社会の発展や国内外における課題
の解決、また、特⾊ある研究の国際展

                                                       
168 イノベーション・コモンズとは、教育、研究、産学連携、地域連携等の様々な分野・場⾯において、学⽣、研究者、産業界、⾃治体等の

様々なプレーヤーが対⾯やオンラインを通じ⾃由に集い、交流し、共創することで、新たな価値を創造できるキャンパスのこと。 
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研究⼈材、資⾦、環境等に係る施策を
戦略的かつ総合的に推進する。【⽂】 

（2022年2⽉１⽇ＣＳＴＩ決定）」を策
定。 

・⼤学の研究⼒強化を図るため、2021年
度から、⽂部科学省における組織・体
制の⾒直し・強化を進め、2021年10⽉
１⽇付けで、研究振興局に⼤学研究⼒
強化室を設置。また、同年10⽉13⽇に、
科学技術・学術審議会の下に「⼤学研
究⼒強化委員会」を設置し、科学技術・
イノベーションの源泉となる⼤学等
の研究⼒強化を図るため、⼤学等にお
ける科学技術に関する研究開発に関
する重要事項について、幅広い観点か
ら調査検討を実施。 

開を図っていくことができるよう、
「地域中核・特⾊ある研究⼤学総合振
興パッケージ」の改定を順次図りつ
つ、地域の特性・ニーズを踏まえた⼈
材育成や、特定分野における世界レベ
ルの研究を⾏う⼤学づくり、産学官連
携による「共創の場」等の魅⼒ある拠
点形成や連携推進、地域の課題解決に
貢献する⼤学への⽀援を強化し、最新
のデジタル技術も活⽤しながら、強み
や特⾊を伸ばす戦略的経営を後押し
するなど、必要な⽀援等について検討
【科技、⽂】 

・引き続き、本委員会での議論を、我が
国全体の⼤学の研究⼒の強化に活⽤。
【⽂】 

 
⑤ 国⽴研究開発法⼈の機能・財政基盤の強化 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇国は、国⽴研究開発法⼈がその責務を

果たし、研究開発成果の最⼤化に向け
て、効果的かつ効率的に業務運営・マ
ネジメントを⾏えるよう、各法⼈等の
意⾒も踏まえつつ、運⽤事項の改善に
努める。また、国⽴研究開発法⼈が、
⺠間企業との共同研究の推進等、財政
基盤の強化に取り組めるよう必要な
取組を推進する。さらに、特定国⽴研
究開発法⼈は、世界最⾼⽔準の研究開
発成果を創出し、イノベーションシス
テムを強⼒に駆動する中核機関とし
ての役割を果たす。【科技、関係府省】 

・国⽴研究開発法⼈の⾃⼰資⾦調達に関
する調査報告書を⽂部科学省のホー
ムページで公開。 

・国⽴研究開発法⼈発ベンチャーに関す
る調査を実施するとともに、オープン
イノベーションの取組や課題に関す
るシンポジウムを開催。 

・更なる価値向上を⽬指すための産業技
術総合研究所の在り⽅について、経済
産業省産業構造審議会産業技術環境
分科会研究開発・イノベーション⼩委
員会研究開発改⾰ワーキンググルー
プにおいて議論が⾏われ、2022年３⽉
に最終取りまとめを公表。 

・国⽴研究開発法⼈に期待される産業連
携機能の調査結果や、特例随意契約制
度や成果活⽤等⽀援法⼈への出資等、
既存の制度における各法⼈の実績や
意⾒等を踏まえ、運⽤事項の改善、⺠
間企業との共同研究の推進、財政基盤
の強化について検討。【科技、関係府
省】 

・イノベーション・エコシステムの構築
に向けて、国⽴研究開発法⼈が果たす
べき役割等を議論するシンポジウム
を開催。【科技】 

・最終取りまとめを踏まえ、⺠間資⾦獲
得の推進に向けて、成果活⽤等⽀援法
⼈の設⽴、獲得した⺠間資⾦を財源と
した研究者のグループ及び個⼈への
インセンティブ制度の創設等に取り
組む。【経】 
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３．⼀⼈ひとりの多様な幸せ（well-being）と課題への挑戦を実現する教育・⼈材育成 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

Society 5.0時代において重要な、⾃ら課題を発⾒し解決⼿法を模索する、探究的な活動を通じて⾝につく
能⼒・資質を磨き⾼めることにより、多様な幸せを追求し、課題に⽴ち向かう⼈材を育成することを⽬指
す。 

このため、初等中等教育の段階から、児童・⽣徒の⾃発的な「なぜ？」「どうして？」を引き出し、好奇
⼼に基づいた学びを実現する。これは、⼈類の繁栄を⽀えてきた科学研究のプロセスそのものであり、こう
した取組こそが、試⾏錯誤しながら課題に⽴ち向かう「探究⼒」を育成する学びそのものである。 

この過程で、地域の⼈的資源等を活⽤し、学校教育と社会との連携を進めていく。例えば、最前線の研究
者や起業家の教育現場への参画を促進し、「⼀流」や「本物」に触れる機会の拡⼤を通じて、⽣徒の好奇⼼
を⾼める。科学技術・イノベーション政策と教育政策の連携により、その効果をより⼀層⾼めることが可能
であり、政策的な連携を戦略的に進める。あわせて、教育分野におけるＤＸやデジタルツールの活⽤を通じ
て、⽣徒⼀⼈ひとりへの個別最適で協働的な教育機会の提供と、教育現場の教師の過剰な負担の軽減を実現
する。その際、理想論や理念を単純に教育現場に押し付けるべきではなく、業務内容の⾒直しや地域社会と
の協⼒など、産業界や家庭を含め、社会全体で学びを⽀える。 

また、⾼等教育段階においては、多様で個性的な知識基盤としての⼤学群の整備とともに、⾼等専⾨学校
の教育の⾼度化によって、個⼈の多様なニーズに応じた学びを提供し、⼈々の⼈⽣や⽣活を豊かなものにし
ていく。特にイノベーションの創出の観点から、今後の予測不可能な時代においては、いわゆる⽂系や理系
という区分を超え、複眼的に物事を捉え、課題解決をしていくスキルが重要となり、これを⾝に付ける教育
課程、教育⼿法を積極的に取り⼊れた学びをより⼀層活発化する。 

さらに、社会⼈の学び直しの機会の拡充や個⼈の兼業、副業、転職等の後押しにより、意欲と能⼒を持っ
た⼈材の流動性を⾼め、社会全体としての「知」の循環を促進し、新たな価値の創造につなげる。社会⼈と
なってからも、個⼈の能⼒が最⼤限発揮されるよう、複線型のキャリアパスの中で、希望する者が、多様で
質の⾼いリカレント教育を受けることが可能な環境を実現する。 
 
【⼤⽬標】 
・ ⽇本全体をSociety 5.0へと転換するため、多様な幸せを追求し、課題に⽴ち向かう⼈材を育成する 
 
【⽬標】 
・ 社会の多様な主体の参画の下、好奇⼼に基づいた学びにより、探究⼒が強化される。 
・ 個⼈が「やりたいこと」を⾒出し、それに向かって能⼒・資質を絶えず磨いていく。 
 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ ⼩中学校段階における算数・数学・理科が「楽しい」と思う児童・⽣徒の割合につき、2025年度までに、

国際的に遜⾊のない⽔準169を視野にその割合の増を⽬指す。 
・ 2022年度までに、⼤学・専⾨学校等でのリカレント教育の社会⼈受講者数を100万⼈とする。 

                                                       
169 ⽂部科学省「国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ2019）のポイント」によれば、算数・数学・理科が「楽しい」と思う児童・⽣徒の

割合の国際平均は、⼩学校算数84％、中学校数学70％、⼩学校理科86％、中学校理科81％であり、⽇本は⼩学校理科のみ国際平均以上に達
している。 
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【現状データ】（参考指標） 
・ 算数・数学・理科が「楽しい」と思う児童・⽣徒の割合：算数（⼩学校）77％、数学（中学校）56％、理

科（⼩学校）92％、理科（中学校）70％（いずれも2019年）170 
・ 社会のために役⽴つことをしたいと思う若者の割合：70.8％（2019年度）171 
・ 時間外勤務時間が80時間を超える教職員の割合：⼩学校6.8％、中学校18.4％、⾼校9.6％（いずれも2021

年６⽉）172 
・ 学校におけるＩＣＴ環境整備の状況：普通教室の⼤型掲⽰装置整備率71.6％、統合型校務⽀援システム整

備率73.5％、学習者⽤デジタル教科書整備率6.2％（いずれも2021年３⽉）173 
・ 教育訓練休暇制度の導⼊割合：8.9％（2020年度）174 
・ キャリアコンサルタントの数：60,562⼈（2022年３⽉末）175 
 
① ＳＴＥＡＭ教育の推進による探究⼒の育成強化 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇ＳＴＥＡＭ教育を推進するため、2022

年度から年次進⾏で全⾯実施される
⾼等学校新学習指導要領に基づき、
「理数探究」や「総合的な探究の時間」
等における問題発⾒・課題解決的な学
習活動の充実を図る。また、スーパー
サイエンスハイスクール（ＳＳＨ）に
おいて、科学技術⼈材育成システム改
⾰を先導するような卓越した研究開
発を進めるとともに、ＳＳＨのこれま
での研究開発の成果の普及・展開に向
けて、2022年度を⽬途に⼀定の実績を
有する⾼校等を認定する制度を新た
に創設し、その普及を図ることなどに
より、ＳＴＥＡＭ教育を通じた⽣徒の
探究⼒の育成に資する取組を充実・強
化する。【⽂】 

・⾼等学校各教科等指導主事連絡協議会
等の関係会議において周知。 

・ＳＳＨ指定校（2022年度：217校）にお
いて、先進的な理数系教育に取り組
み、科学技術⼈材育成システム改⾰を
先導するような卓越した研究開発を
推進。 

・ＳＳＨ事業において⼀定の実績を有す
る⾼校等を認定する制度である「認定
枠」を設け、2022年度から制度の運⽤
を開始。 

・新しい時代の⾼等学校教育改⾰に向け
た制度改正を2021年度に実施。特に、
⾼校⽣の約７割が通う普通科におい
て、「普通科改⾰」として新しい学科の
設置を可能とし、特⾊・魅⼒ある教科
等横断的な学びを、国内外の関係機関
等との連携を通して実現することを
推進。 

・2022年度予算において、専⾨性の⾼い
教科指導を通じて教育の更なる質の
向上を図るとともに、学校における働
き⽅改⾰を実現するため、⼩学校⾼学
年における教科担任制を推進するた
めの経費を計上。 

・教科担任制の推進を図るための教員免
許制度の改正を2022年度に実施予定。 

・引き続き、更なる教科担任制の推進の
ための教員免許制度の在り⽅につい
て中央教育審議会において検討中。 

・引き続き、⾼等学校新学習指導要領の
周知を実施。【⽂】 

・卓越した取組を⾏う実績ある指定校を
はじめＳＳＨ指定校への⽀援を充実
させるとともに、ＳＳＨ指定校と域内
の学校や⼤学、企業等との連携が円滑
になるよう、教育委員会等におけるコ
ーディネーターの配置や専⾨⼈材の
派遣等を国が⽀援。【⽂】 

・「認定枠」を活⽤しながら、ＳＳＨのこ
れまでの研究開発の成果の普及・展開
を進め、ＳＴＥＡＭ教育を通じた⽣徒
の探究⼒の育成に資する取組を推進。
【⽂】 

・普通科改⾰や探究・ＳＴＥＡＭを、国
内外の機関と連携し充実させるため
のコーディネート⼈材の配置を含め
た指導体制を充実。また、コーディネ
ート⼈材を育成するための情報共有
等を⾏うことができる場を構築。【⽂】 

・引き続き、⼩学校⾼学年の専科指導の
充実のために必要な定数改善を推進。
【⽂】 

・教員免許制度の在り⽅について中央教
育審議会において検討、結論を得次第
速やかに実施。【⽂】 

                                                       
170 ⽂部科学省「国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ2019）のポイント」 
171 内閣府「⼦供・若者の意識に関する調査（2019年度）」 
172 ⽂部科学省「2021年度教育委員会における学校の働き⽅改⾰のための取組状況調査」。数値は回答した教育委員会における各時間帯の⼈数

割合をそれぞれ算出し、それを⾜しあげた上で、回答教育委員会数で割ったもの。集計⽅法や対象とする時間・職員等は各教育委員会によ
って異なり、調査年度に詳細な勤務実態を把握できていた教育委員会のみのデータであるため、あくまでも参考値。 

173 ⽂部科学省「2020年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査」 
174 厚⽣労働省「2020年度能⼒開発基本調査（企業調査）」 
175 厚⽣労働省「2022年３⽉末都道府県別登録者数」 
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〇広く我が国の初等中等教育で利活⽤
可能なＳＴＥＡＭライブラリーの整
備を加速する。あわせて、初等中等教
育段階で利活⽤可能な教育コンテン
ツについて、モデルプランの提⽰や全
国への周知を進める。また、初等中等
教育機関のみならず、社会全体でＳＴ
ＥＡＭ教育を推進できるよう、2021年
度に、ＣＯＣＮが構築するプラットフ
ォームと連携し、全国に分散する⼈材
や知⾒、コンテンツの横展開や連携を
促進する。加えて、最先端の研究内容
を題材とした初等中等教育の教育コ
ンテンツ作成を図るため、公的資⾦に
より実施している研究の中で、児童・
⽣徒の知的好奇⼼を刺激し、題材とし
て適切な研究内容について、その教材
化の⽅策を2021年度までに検討し、結
論を得る。【科技、⽂、経】 

・ＣＳＴＩの下に教育・⼈材育成WGを
設置し、ＳＴＥＡＭ教育の推進に向け
た具体策について議論を重ね、2022年
４⽉に「Society 5.0の実現に向けた教
育・⼈材育成に関する政策パッケー
ジ」を策定。 

・ＳＴＥＡＭ学習コンテンツを、2020年
度中に63テーマ、2021年度中に70テー
マ開発。コンテンツをオンラインで掲
載 す る Ｓ Ｔ Ｅ Ａ Ｍ ラ イ ブ ラ リ ー を
2021年３⽉に無償で公開。その後、機
能の拡充等を⾏った上で2022年３⽉
にサイトリニューアルを実施。 

・企業や⼤学等による、⼩中⾼校⽣のた
めの探究・ＳＴＥＡＭ教育への参画状
況や既存のコンテンツを活かしなが
ら、ワンストップになり得るプラット
フォームの在り⽅について、デジタル
庁が実施する教育における広域なデ
ジタルコンテンツの利活⽤環境の整
備に合わせて効率的・効果的な⽅法を
検討。また、ＪＳＴサイエンスポータ
ルのコンテンツ拡充を含むＳＴＥＡ
Ｍ機能強化とともに、各府省等が所有
するＳＴＥＡＭコンテンツやイベン
ト情報等を掲載したデータベースを
⼀覧できるプラットフォームについ
て⼿法を含め検討し、企業や⼤学、研
究機関等と学校・⼦供をつなぐ探究・
ＳＴＥＡＭ・アントレプレナーシップ
教育のためのプラットフォームの新
たな構築を⽬指す。また、様々なコン
テンツをつなぎ、⽇々の授業や教科書
とＳＴＥＡＭコンテンツ・教科等横断
的な学びとを往還する環境等を実現
する学習指導要領コードの活⽤促進
を図る。【科技、デジ、⽂、経】 

・ＳＴＥＡＭライブラリーのコンテンツ
の拡充の仕組み構築を検討するとと
もに、ライブラリーの⼀層の活⽤普及
を図る。【科技、⽂、経】 

・ＳＴＥＡＭ教育の推進に当たり、産業
界・企業等との具体の連携⽅策につい
て検討するため、全国に分散する⼈材
や知⾒、コンテンツの横展開や連携を
促進するとしているＣＯＣＮが設⽴
したＰＬＩＪ等の⺠間団体と連携し
たプロジェクトチームを発⾜し、具体
策を検討。【科技、⽂、経】 

・研究者や研究機関が研究活動の内容を
⼦供たちにＳＮＳ等を通じてわかり
やすく説明し、理⼯系の学びの⾯⽩さ
を伝えるため、研究者の負担増になら
ないよう配慮しつつ、競争的研究費を
受けた研究者や所属する研究機関が
研究活動の成果をデジタルも活⽤し
ながら、⼦供たちにアウトリーチする
ためのインセンティブ付与の在り⽅
を検討。その際、公的資⾦を活⽤して
研究している研究者の社会的責任や
アウトリーチ活動によるメリットに
ついても広報。【科技、⽂、関係府省】 

・全国の科学館や「対話・協働の場」等
におけるサイエンスに触れる場（リア
ル・オンライン）の提供により、ＳＴ
ＥＡＭ教育の地域展開等を検討。【⽂】 

・国⽴⾼専が地域社会と連携し、⼩中学
⽣を対象としたオンラインによる早
期専⾨教育と、近隣⾼専での早期エン
ジニアリング教育を組み合わせ、早期
ＳＴＥＡＭ教育を実践。【⽂】 

〇突出した意欲・能⼒を有する児童・⽣
徒の能⼒を⼤きく伸ばし、「出る杭」を

・ＣＳＴＩの下に教育・⼈材育成ＷＧを
設置し、特異な才能のある⼦供に対す

・特定分野において特異な才能のある⼦
供に関する検討を進め、その検討結果
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伸ばすため、⼤学・⺠間団体等が実施
する合同合宿・研究発表会など学校外
での学びの機会や、国際科学コンテス
トの⽀援など国内外の⽣徒が切磋琢
磨し能⼒を伸⻑する機会の充実等を
図る。【⽂】 
 

る教育環境の充実について議論を重
ね、2022年４⽉に、「Society 5.0の実現
に向けた教育・⼈材育成に関する政策
パッケージ」を策定。 

・突出した意欲・能⼒のある者の能⼒を
伸ばしていくため、初等中等教育段階
の児童・⽣徒等を対象に、特別な教育
プログラム等を実施する⼤学等を⽀
援。 

・国内外の⽣徒が切磋琢磨し能⼒を伸⻑
する機会の充実のため、国際科学コン
テストの⽀援等を実施。 

に基づき、社会、学校、保護者におけ
る特異な才能のある⼦供に対する理
解や認知のための取組を進めるとと
もに、特異な才能を持つ⼦供たちが学
校外プログラムへの参加を含めた指
導・⽀援の在り⽅に関する実証的な研
究等を推進。【⽂、経】 

・引き続き、突出した意欲・能⼒のある
者の能⼒を伸ばしていくため、初等中
等教育段階の児童・⽣徒等を対象に、
探究・ＳＴＥＡＭ・アントレプレナー
シップを含む特別な教育プログラム
等を実施する⼤学等を⽀援。【⽂】 

・実施機関数を拡充させるとともに、教
育委員会等の関係者と連携し、希望者
のアクセス機会を確保。【科技、⽂】 

・引き続き、国内外の⽣徒が切磋琢磨し
能⼒を伸⻑する機会の充実を図る。
【⽂】 

・⼤学や⺠間団体等による幅広い年齢層
を対象とした科学技術コンテストや
研究発表会の実施を⽀援するととも
に、可能な範囲で対象年齢の参加枠の
拡⼤を検討。【科技、⽂、経】 

・⺠間企業の寄付を通じて意欲ある学⽣
の留学促進を⾏う「トビタテ！留学Ｊ
ＡＰＡＮ」を発展的に推進。【⽂】 

〇社会に開かれた教育の観点から、最新
のテクノロジーの動向も踏まえつつ、
Society 5.0の実現に向けた取組の加速
に向け、ＳＴＥＡＭ教育を通じた児
童・⽣徒・学⽣の探究⼒の育成や、そ
の重要性に関する社会全体の理解の
促進等について、ＣＳＴＩに検討の場
を設置し、中央教育審議会の委員の参
画を得つつ、2021年度から調査・検討
を⾏うとともに、その検討結果につい
て科学技術・イノベーション政策や教
育政策へのフィードバックを⾏う。
【科技、⽂】 

・中央教育審議会に加え産業構造審議会
の委員の参画も得て、ＣＳＴＩの下に
教育・⼈材育成ＷＧを設置し、議論を
重ね、2022年４⽉に「Society 5.0の実
現に向けた教育・⼈材育成に関する政
策パッケージ」を策定。 

・学校環境が⼦供たちや学びの多様化等
に必ずしも対応できていない状況等
を踏まえ、新しい時代の学びを実現す
るための学校施設の在り⽅について
有識者会議において検討。  

・Society 5.0の実現に向けた教育・⼈材
育成に関する政策パッケージのロー
ドマップの実施状況について、ＣＳＴ
Ｉ等でフォローアップを実施。【科技、
⽂、経】 

・学校環境について、ＩＣＴの整備と合
わせ、多様な学習内容・⽅法や教科等
横断の学び等に柔軟に対応できる空
間に転換するなど、新しい時代の学び
を実現する教育環境向上と⽼朽化対
策を⼀体的に推進し、施設の計画的・
効率的整備を促進。【⽂】 

・2022年度に重点化すべき整備の⽅向性
を提⽰し、学校施設整備指針を改訂す
るとともに、好事例の収集・発信や専
⾨家による相談体制等の機能を備え
たプラットフォームの構築・運⽤等を
実施。また、⻑寿命化改修等を通じ必
要な⽀援を講ずるとともに、教育委員
会と⾸⻑部局との横断的な検討・実⾏
体制の構築に向けた取組を実施。【⽂】 

 
② 外部⼈材・資源の学びへの参画・活⽤ 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇地域の⼤学や技術系ベンチャー企業

等と連携を図りながら、⾼校⽣が研究
活動に実際に触れる機会を創出する
など、地⽅創⽣に資する教育・⼈材育
成エコシステムの事例を2021年内に
取りまとめ、全国に普及展開すること
により、取組の促進を図る。【⽂】 

・「地域との協働による⾼等学校教育改
⾰推進事業」において、関係機関等と
連携・協働した教育活動に関する先⾏
事例の創出を実施。2019年度指定51校
については、全国サミットで発表し、
事例の横展開を実施。 

・「地域との協働による⾼等学校教育改
⾰推進事業」において、関係機関等と
連携・協働した教育活動に関する先⾏
事例の創出及び事例の横展開を引き
続き実施。【⽂】 
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〇社会に開かれた多様な学校教育を実
現していくため、例えば、博⼠号取得
者や優れた知識経験等を有する⺠間
企業経験者等を迎え⼊れることがで
きるよう、2020年度中に改訂する特別
免許状の授与に係る教育職員検定等
に関する指針について、2021年度以
降、地⽅公共団体等に周知を図ること
などを通じて、特別⾮常勤講師制度や
特別免許状の活⽤等を更に促進する。
【⽂】 

・2021年５⽉に「特別免許状の授与に係
る教育職員検定等に関する指針」を改
訂し、地⽅公共団体等に周知。 

・2022年３⽉に当該指針の改定を踏まえ
た積極的な取組について再周知。 

・2022年４⽉に各都道府県・指定都市教
育委員会に対して教師不⾜への対応
のための特別免許状等の積極的な活
⽤について周知。 

・当該指針を踏まえ、都道府県教育委員
会が積極的に特別免許状の授与が⾏
えるよう引き続き促進。【⽂】 

・教員免許制度の在り⽅について中央教
育審議会において検討、結論を得次第
速やかに実施。【⽂】 

〇2021年度に、⼤学の⼊学者選抜や企業
の就職採⽤試験の際に、探究的な活動
を通じて⾝につく能⼒・資質等 の評
価を適切に活⽤しているグッドプラ
クティスを調査し、積極的に横展開を
進める。また、2022年度より、こうし
た取組を実施している⼤学や企業の
件数（⼜は割合）等について集計し、
公表する。【科技、⽂、経】 

・⼤学のアドミッションオフィスやベン
チャー企業等へのヒアリングを実施
し、2021年度中に事例集を策定。 

・2022年度には各⼤学等へ事例を展開予
定。【科技、⽂】 

・2022年度より、こうした取組を実施し
ている⼤学の件数（⼜は割合）につい
て集計し、公表。【科技、⽂】 

 
③ 教育分野におけるＤＸの推進 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇「ＧＩＧＡスクール構想」に基づく１

⼈１台端末の実現に合わせて、教育現
場におけるＩＣＴ⼈材の配置を促進
する。【⽂】 

 

・交付希望があった全国の783⾃治体に
対して、⾃治体の希望に応じてＧＩＧ
Ａスクールサポーター配置に係る経
費を交付（2022年３⽉）。 

・全国で約3,200⼈をＧＩＧＡスクール
サポーターとして配置（2022年３⽉）。 

・「ＩＣＴ活⽤教育アドバイザー事業」に
おいて、各教育委員会等からの個別の
問合せ（901件）に対して、有識者（Ｉ
ＣＴ活⽤教育アドバイザー）による、
１⼈１台端末等の学校ＩＣＴ環境の
運⽤⽀援・活⽤⽀援を実施した（2022
年３⽉）。 

・ＩＣＴ⽀援員について、全国で約3,500
⼈を配置（2021年３⽉）。 

・学校教育法施⾏規則に名称と職務内容
を規定（2021年８⽉）。 

・学校における１⼈１台端末の運⽤⽀援
を発展させ、組織的な⽀援体制を整備
するため、⾃治体等における「ＧＩＧ
Ａスクール運営⽀援センター」の整備
を⽀援。【⽂】 

・１⼈１台端末等の学校ＩＣＴ環境の活
⽤に関する課題は、各教育委員会・学
校等の実情により異なることを踏ま
え、各教育委員会・学校等からの依頼
に対し、有識者（ＩＣＴ活⽤教育アド
バイザー）による⽀援を継続。【⽂】 

・ＩＣＴ⽀援員については、ＧＩＧＡス
クール運営⽀援センターとも連携し
ながら、引き続き積極的な配置を促
進。【⽂】 

〇⽇々の学習等によって⽣じる教育デ
ータを⽤いて、個々の児童・⽣徒が⾃
らの学習の振り返り等を⾏ったり、教
員が個別最適な学習指導や⽣徒指導
を⾏ったり、教授法・学習法などの新
たな知⾒の創出や国・⾃治体における
政策の企画⽴案に反映したりするこ
とができるよう、「教育データ標準」
（第２版）を2021年度内に公表する。
【⽂】 

・2021年12⽉に、これまでの制度に基づ
き学校において普遍的に活⽤されて
きた主体情報を中⼼に定義し、「教育
データ標準」（第２版）として公表。 

・2022年度内に、必要な項⽬を精査・検
討した上で、学習内容等の内容情報
や、児童⽣徒の⽣活や学習活動、教職
員の指導等の活動情報を定義し、「教
育データ標準」（第３版）として取りま
とめ、公表。【⽂】 

〇2022年度までに、教員の業務負担の軽
減を可能とする統合型校務⽀援シス
テムの導⼊を完了する。【⽂】 

・2018年度から地⽅財政措置により、全
ての⾃治体で統合型校務⽀援システ
ムの導⼊が可能となるよう、国として
措置。 

・全国の公⽴学校のうち、⾃治体での統
合型校務⽀援システムの導⼊は、2017
年度（2018年３⽉時点）は52.5％、2020

・2022年度内に、教員の業務負担の軽減
を可能とする統合型校務⽀援システ
ムの全国的な導⼊を完了予定。【⽂】 

・ＧＩＧＡスクール構想により、１⼈１
台端末を整備したことにより、校務で
のＩＣＴ機器やシステムの利⽤の状
況が変化してきていることを踏まえ、
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年度（2021年３⽉時点)は73.5％と、着
実に増加。 

「ＧＩＧＡスクール構想の下での校
務の情報化の在り⽅に関する専⾨家
会議」を2021年12⽉に⽴ち上げ、今後
の校務の情報化の在り⽅を検討。【⽂】 

 
④ ⼈材流動性の促進とキャリアチェンジやキャリアアップに向けた学びの強化 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇⾼校⽣が、地域課題やグローバルな社

会課題の解決に向けて、産業界や⼤
学、国際機関等と連携・協働した学び
を実現する機会を拡充し、⾃分の将来
に向けて積極的な⾏動を起こせるよ
う、地域の産業界や国内外の⼤学、国
際機関との連携・協働システムを2023
年度までに全国に整備する。【⽂】   

・関係機関等と連携・協働したネットワ
ーク等を創出する事業を実施し、「地
域との協働による⾼等学校教育改⾰
推進事業」においてはコンソーシアム
を65拠点、「ＷＷＬコンソーシアム構
築⽀援事業」においてはＡＬネットワ
ークを28拠点、「マイスター・ハイスク
ール事業」においては産業界等と専⾨
⾼校が⼀体となった事業推進体制を
12拠点創出。 

・産業界や⼤学等の関係機関や、他の学
校とのネットワークを構築するため
の事業を実施し、全国的なフォーラム
の開催等を通して学校間での連携を
促進するとともに、取組の横展開を実
施。 

・⽂部科学省が実施している「地域との
協働による⾼等学校教育改⾰推進事
業」、「ＷＷＬコンソーシアム構築⽀援
事業」、「マイスター・ハイスクール事
業」において関係機関等と連携・協働
した教育活動に関する先⾏事例の創
出を引き続き実施。【⽂】 

〇2019年度から運⽤を開始した職業情
報提供サイト（「⽇本版O-NET」）と、
⼤学等における社会⼈向けプログラ
ムを紹介するサイト（「マナパス」）と
の機能⾯での連携に2021年度内に着
⼿する。あわせて、2022年度までに、
これら⼆つのサイトの機能強化を⾏
う。また、キャリアコンサルタントの
専⾨性の向上と更なる普及を図る。こ
れらの取組を通じ、個⼈がキャリアア
ップやキャリアチェンジに踏み出し
やすい環境を整備する。【⽂、厚】 
 

・2022年度中に「⽇本版O-NET」と、⼤
学等における社会⼈向けプログラム
を紹介するサイト（「マナパス」）との
機能⾯での連携を実施予定。 

・「マナパス」においては、既に⼀部の正
規課程・履修証明プログラムにおいて
「⽇本版O-NET」の職業情報との情報
連携を実施。 

・「⽇本版O-NET」について、2021年度
に引き続き、2022年度においてもハロ
ーワークインターネットサービスと
の連携強化を実施予定。 

・新たに「外国⼈⽀援のためのキャリア
コンサルタント向け研修」及び「中⾼
年齢者⽀援のためのキャリアコンサ
ルタント向け研修」を開発し、2022年
１⽉より提供を開始。 

・今後、「⽇本版O-NET」について、求
職者や企業のニーズを踏まえて利便
性の向上を図る予定。【厚】 

・引き続き、オンライン研修の充実等に
よりキャリアコンサルタントの専⾨
性の向上を推進。【厚】 

〇技術⼠制度について、関係府省が連携
し、産業界等での活⽤促進・普及拡⼤
に取り組むとともに、国際的通⽤性の
確保、若⼿⼈材の参⼊促進、技術⼠の
資質・能⼒の向上に向けて、必要な制
度の⾒直しを⾏う。【⽂、関係府省】 

・技術⼠登録簿の登録事項に、技術⼠の
資質向上の取組状況を追加するため
の省令改正を実施。 

・⽇豪間におけるエンジニア資格の相互
承認枠組み⽂書の更新・延⻑。 

・若⼿技術者や修習技術者に対して、資
質能⼒開発⽀援をするため、ＩＰＤシ
ステム導⼊に向けて検討。【⽂】 

〇イノベーションの創出に関わるマネ
ジメント⼈材をはじめとした多様な
イノベーション⼈材の層の厚みを増
すとともに、⼈材流動性を⾼めること
で質の向上を図るため、イノベーショ
ン⼈材の育成と活躍の場を創出する。
そのため、これまでの⼈材育成に関す
る議論の蓄積も踏まえ、2023年度まで
にイノベーション⼈材育成環境の整
備に関する実態調査やベストプラク
ティスの周知等に取り組む。（再掲）

・「産業界における博⼠⼈材の活躍実態
調査」において、産業界、⼤学、博⼠
⼈材へのアンケート調査及びヒアリ
ングを実施し、産業界における博⼠⼈
材の活躍実態や活躍促進に係る課題、
それを踏まえた今後の⽅策等につい
て報告書を取りまとめ。 

・博⼠⼈材の活⽤促進に取り組む企業に
対してインセンティブが働く仕組み
の構築を検討。【経】 

・若⼿研究者の有望な研究シーズを活⽤
したイノベーション創出や若⼿研究
者の⼈材流動化の促進のため、⼤学・
⾼専等の若⼿研究者の研究シーズの
掘り起こし、スタートアップとのマッ
チングや共同研究を通じた事業化（博
⼠課程学⽣の企業へのインターンシ
ップ含む）の⽀援を実施。【経】 
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【経】 
〇⼤学等と企業の間で研究⼈材の流動

性の向上に向け、それぞれの機関にお
けるクロスアポイントメント制度や
兼業等の活⽤、利益相反等のリスクマ
ネジメントの実施、組織ルールの緩和
等の促進に向けて産学官連携ガイド
ラインの周知を図る。【⽂、経】    

・経済産業省と⽂部科学省が連携し、「産
学官連携による共同研究強化のため
のガイドライン【追補版】」におけるク
ロスアポイントメント制度等⼈材の
循環に係る具体的な⼿法や事例を解
説するセミナーを2021年２⽉に開催
するとともに、2022年３⽉にはそれら
を盛り込んだＦＡＱを公開し、関係者
へ周知を実施。 

・⼤学や企業等の理解が深まるよう、引
き続きクロスアポイントメント制度
や兼業等の活⽤、利益相反等のリスク
マネジメントの実施、組織ルールの緩
和等の促進に向けて産学官連携ガイ
ドラインの周知を実施。【⽂、経】 

 
⑤ 学び続けることを社会や企業が促進する環境・⽂化の醸成 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇2023年度までに、リカレント教育の社

会⼈受講者数のほか、その教育効果や
社会への影響を評価できる指標を開
発する。【科技、⽂ 、厚、経】 

・リカレント教育に係る委託事業の取組
内容や成果を踏まえるとともに、教育
界、産業界等の意⾒を踏まえ関係府省
と連携して検討中。 

・2022年度も引き続き、関係府省と連携
して検討を実施。【科技、⽂ 、厚、経】 

〇いくつになっても学び直しを⾏うこ
とで、個⼈が能⼒を最⼤限発揮できる
環境を整備する観点から、雇⽤がジョ
ブ型に移⾏する動きも踏まえながら、
働き⽅改⾰の後押しも得た個⼈の学
びの継続に資するよう、教育訓練休暇
制度の活⽤促進や、企業における従業
員のリカレント教育の導⼊を促進す
るため、2021年度から関係府省庁が合
同で具体的な取組について検討し、そ
の結果を取りまとめる。【科技、⽂、厚、
経】 

・内閣府、⽂部科学省、厚⽣労働省、経
済産業省による関係省庁連絡会議（課
⻑級会合）を設置し、３回開催し、関
係府省が⾏うリカレント教育関係施
策について取りまとめ。 

・教育未来創造会議の動向を踏まえつ
つ、今後も関係府省で連携し各施策を
着実に実施。【科技、⽂、厚、経】 

○社員の学び直しに対し、サバティカル
休暇の付与や経済的⽀援等を⾏う企
業について、⼈材育成のリーディング
カンパニーとして評価し、企業イメー
ジの向上等につなげる⽅策を導⼊す
る。【経】 

・「「イノベーション創出」のためのリカ
レント教育に関する調査」において、
産業界へのアンケート調査、産業界及
び⼤学へのヒアリング等を実施し、リ
カレント教育に積極的に取り組む企
業及び⼤学の事例集を作成するとと
もに、課題の所在や今後の⽅策等を取
りまとめ。 

・リカレント教育に取り組む企業に対し
てインセンティブが働く仕組みの構
築を検討。【経】 

○博⼠⼈材の産業界へのキャリアパス
の拡⼤と、企業⼈材の学び直しの双⽅
に寄与するような企業と⼤学の共同
研究・共同教育を加速させる取組を⾏
う。【経】 

・「産業界における博⼠⼈材の活躍実態
調査」及び「「イノベーション創出」の
ためのリカレント教育に関する調査」
において、産業界、⼤学等へのアンケ
ート調査及びヒアリング等を実施し、
実態を明らかにするとともに、課題の
所在や今後の⽅策等を取りまとめ。 

・博⼠⼈材の産業界へのキャリアパスを
広げるため、博⼠課程在籍時に、産業
界で働く際に求められる基礎素養や、
ＰＢＬ・インターンを含めた実践教育
を学ぶプログラムの充実・強化のため
の新たな⽀援策の確保を検討。【経】 

・⼤学・⾼専等に産学連携による⼈材育
成のための講座等を設置する企業を
⽀援。【経】 

 
⑥ ⼤学・⾼等専⾨学校における多様なカリキュラム、プログラムの提供 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇様々な価値観に基づく個⼈の⾃⼰実

現を後押しする個性豊かな⼤学群を
整備する。具体的には、⾼等教育にお
いて、その享受者として最も重要なス
テークホルダー、⼤学の構成員である
学⽣を、⼤学の発展に⻑期的に利害を

・ガバナンス・コードへの適合状況等の
報告について確認を⾏い、各法⼈によ
る学⽣が享受した教育成果を⽰す情
報の公表を促進。 

・引き続き、ガバナンス・コードへの適
合状況等の報告について確認を⾏い、
各法⼈による学⽣が享受した教育成
果を⽰す情報の公表を促進。【⽂】 
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共有する者と位置づけ、国⽴⼤学法⼈
に対しては、ガバナンス・コードにお
いて学⽣がどのような教育成果を享
受することができたのかを⽰す情報
の公表を求めるとともに、各⼤学は、
学⽣の満⾜度や卒業後、学⽣の能⼒が
社会でどのように評価されているか
などの⻑期的な視点も含めて調査・分
析・検証し、その結果を教育課程や⼊
学者選抜につなげるのみならず、学⽣
が適切な⼤学選択を⾏えるよう、⽐較
可能な形で情報公開を充実させるこ
とで、学⽣や学⽣になり得る国⺠への
教育に関する説明と結果責任を果た
す。【科技、⽂】 

〇学部・研究科などの枠を超えて教育課
程を設置できる学位プログラム制度
や、ダブルメジャー等の学位取得が可
能な制度について積極的な活⽤を促
す。あわせて、⼤学教育における⽂理
を横断したリベラルアーツ教育の幅
広い実現を図るため、当該制度を活⽤
して全学的な共通教育から⼤学院教
育までを通じて広さと深さを両⽴す
る新しいタイプの教育プログラム（レ
イトスペシャライゼーションプログ
ラム等）を複数構築する。【⽂】 

・2020年度に「知識集約型社会を⽀える
⼈材育成事業」において採択した６件
の取組に対し、フォローアップの⼀環
として2021年度に委員現地視察を実
施。 

・「知識集約型社会を⽀える⼈材育成事
業」に採択された⼤学の取組につい
て、フォローアップ等を引き続き実
施。【⽂】 

・2022年度には「知識集約型社会を⽀え
る⼈材育成事業」に採択された取組に
対する中間評価を実施予定。【⽂】 

〇2022年度からの国⽴⼤学法⼈の第4期
中期⽬標期間に合わせ、地域課題や⼤
学の強みなどに基づくリカレント教
育を経営の柱とする⼤学を、積極的に
評価する。あわせて、地域の産業界の
ニーズ情報が集積している、産学連携
本部、地域連携本部等の組織の窓⼝機
能と、地域の産業界等のニーズに対応
したリカレント教育、⼈材育成プログ
ラムとの連携についても、積極的に促
進するとともに、プログラムの設計や
広報等、コーディネーターとしての役
割を担う専⾨⼈材を確保する。【⽂、
経】 

・2022年度国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦
「成果を中⼼とする実績状況に基づ
く配分」において、2021年度に引き続
き評価項⽬の⼀つとして、社会⼈学⽣
⽐率の評価を実施。 

・2021年度に「イノベーション創出」の
ためのリカレント教育に関する調査」
を実施し、産業界や⼤学等へのアンケ
ート調査及びヒアリング調査等によ
り、リカレント教育に係る専⾨⼈材を
確保するために必要な取組について
検討。 

・第４期中期⽬標期間に⼊るにあたり、
⼤幅な仕組みの⾒直しを⾏ったため、
この仕組みを活⽤して評価配分を着
実に実施。【⽂】 

・産学連携による⼈材育成のための講座
等を設置する企業への⽀援を通じて、
⼤学等がリカレント教育を実施する
場合の専⾨⼈材の確保を促進。【経】 

〇リカレント教育・⼈材育成の機能を、
各⼤学が外部機関と連携して戦略的
に実施することを促進するため、全て
の国⽴⼤学法⼈が研修・講習等を実施
する事業者への出資を⾏うことを可
能とする等の環境整備を⾏う。【⽂】 

・制度改正の内容を周知し、各国⽴⼤学
法⼈における同制度を活⽤した事業
の実施を促進し、当初の⽬標は達成。 

・今後も引き続き、事業の実施を促進。
【⽂】 

〇ＭＯＯＣを含めた多様なデジタルコ
ンテンツを活⽤し、社会⼈等を対象に
したリカレント教育のプログラムを
拡充する。このため、特に社会⼈のリ
カレント教育に有効と考えられる講
座の認定や体系化等、⼤学等へのイン
センティブ設計を⾏う。また、対⾯と
オンラインのハイブリッド化など、多
様な学修者が学び合うことができる、
ニューノーマルにおける⼤学教育を
実現するための仕組みの構築等につ
いて、⼤学設置基準の弾⼒化も含め検

・中央教育審議会⼤学分科会質保証シス
テム部会において、⼤学設置基準をは
じめとした⼤学の質保証システムの
在り⽅について議論をし、2021年度内
に取りまとめ。 

・⼤学分科会質保証システム部会での取
りまとめを踏まえ、必要な制度の改正
等に着⼿。【⽂、経】 
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討を⾏い、2021年度末を⽬途に⼀定の
結論を出す。【⽂、経】 

○⾼等専⾨学校について、実践的技術者
育成に向けた教育の⾼度化を図るた
め、企業の第⼀線で活躍する者が教員
として教育へ参画することを促進す
るとともに、2021年度から介護・医⼯、
マテリアルに加え、防災・減災・防疫
など、幅広い知識・技術が求められる
社会課題に対し、ＡＩと他分野を融合
して課題解決につなげる⼈材育成体
制を構築する。【⽂】 

・2021年度は介護・医⼯、マテリアルに
加え、防災・減災・防疫について幅広
い知識・技術が求められる社会課題に
対し、ＡＩと他分野を融合して課題解
決につなげる⼈材育成を⾏うため、沖
縄⼯業⾼等専⾨学校及び岐⾩⼯業⾼
等専⾨学校を拠点とした取組を開始。 

・これまでの取組を継続しつつ、半導体
やカーボンニュートラルのように、デ
ジタル・グリーン等の成⻑分野におけ
る⼈材育成機能を強化し、専⾨分野と
ＡＩを融合した課題解決を実社会で
実施できる⼈材を育成。【⽂】 

 
⑦ 市⺠参画など多様な主体の参画による知の共創と科学技術コミュニケーションの強化 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇2021年度より、新型コロナウイルス感

染症による社会事象や社会変⾰等を
踏まえた科学技術リテラシーやリス
クリテラシーの取組、科学館や博物館
等における⼀般社会の意⾒収集や市
⺠による政策過程への参画の取組、Ｉ
ｏＴやＡＩなどSociety 5.0の実現に不
可⽋な最先端技術も活⽤した年齢、性
別、⾝体能⼒、価値観等の違いを乗り
越える対話・協働活動の取組など、多
層的な科学技術コミュニケーション
を強化する。【科技、⽂】 

・⽇本科学未来館において、ＩｏＴやＡ
Ｉ等の最先端技術も活⽤した年齢、性
別、⾝体能⼒、価値観等の違いを乗り
越える対話・協働活動のための展⽰⼿
法開発（ＡＩスーツケースを含むセン
シングシステム等）の構築に着⼿。 

・Society 5.0の具体像を体感できる科学
コミュニケーション基盤として、Ｉｏ
ＴやＡＩ等の最先端技術も活⽤した
年齢、性別、⾝体能⼒、価値観等の違
いを乗り越える対話・協働活動のため
の展⽰⼿法（センシングシステム等）
開発の構築を継続。【科技、⽂】 

〇科学技術リテラシーやリスクリテラ
シーの取組、共創による研究活動を促
進するためには、多様な主体をつなぐ
役割を担う⼈材として、科学技術コミ
ュニケーターによる能動的な活動が
不可⽋であり、国は、こうした取組に
対して⽀援を⾏う。【⽂】  

・⽇本科学未来館において、COVID-19
対策をテーマにした科学技術リテラ
シーやリスクリテラシーの向上に資
する情報発信、科学技術基本法改正等
を踏まえた共創による研究活動の促
進に貢献する科学コミュニケーター
の育成やオープンラボ、常設展⽰等を
活⽤した市⺠による政策形成、共創に
よる研究活動の促進に貢献。 

・ＪＳＴサイエンスポータルにおいて科
学技術リテラシーやリスクリテラシ
ーの向上に資する取組の発信等を実
施。 

・COVID-19における社会事象を踏まえ
た科学技術リテラシーやリスクリテ
ラシーの向上に資する取組や、科学技
術基本法改正等を踏まえた共創によ
る研究活動の促進に貢献する科学コ
ミュニケーターの育成を継続。【⽂】 

○地⽅公共団体、ＮＰＯやＮＧＯ、中⼩・
スタートアップ、フリーランス型の研
究者、更には市⺠参加など、多様な主
体と共創しながら、知の創出・融合と
いった研究活動を促進する。また、例
えば、研究者単独では実現できない、
多くのサンプルの収集や、科学実験の
実施など多くの市⺠の参画（１万⼈規
模、2022年度までの着⼿を想定）を⾒
込むシチズンサイエンスの研究プロ
ジェクトの⽴ち上げなど、産学官の関
係者のボトムアップ型の取組として、
多様な主体の参画を促す環境整備を、
新たな科学技術・イノベーション政策
形成プロセスとして実践する。（再掲）
【科技、⽂】 

・サイエンスアゴラや地域における連携
企画、ＣＨＡＮＣＥ等を通じ、多様な
主体との対話・協働（共創）の場を創
出。知の創出・融合等を通じた研究活
動の推進や社会における科学技術リ
テラシーの向上に寄与。 

・科学技術・イノベーションを活⽤して
社会課題を解決する地域における優
れた取組を表彰する「STI for SDGs」
アワードや情報発信を通じ、好事例の
可視化や他地域への⽔平展開を促進。 

・ＪＳＴサイエンスポータルにおいて科
学技術・イノベーション⽩書や⼤阪・
関⻄万博との連携記事やＳＤＧｓに
関連する記事を発信。 

・多様な主体の共創の取組を加速し、サ
イエンスアゴラや地域における連携
企画等の場を通じ、知の創出・融合と
いった研究活動や科学技術リテラシ
ーの向上を促進。（再掲）【科技、⽂】 
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４．官⺠連携による分野別戦略の推進 
これまでに、基盤技術分野として、ＡＩ技術、バイオテクノロジー、量⼦技術、マテリアル、また、応⽤分

野として環境エネルギー、安全・安⼼、健康・医療、宇宙、海洋、⾷料・農林⽔産業についての分野別戦略を
策定してきた。これらの戦略に基づき、第６期基本計画期間中、以下の点に留意するとともに、ＳＩＰやムー
ンショット型研究開発制度など関係事業と連携しつつ、社会実装や研究開発を着実に実施する。また、分野別
戦略は、定量分析や専⾨家の知⾒（エキスパートジャッジ）等を踏まえ、機動的に策定、⾒直し等を⾏う。 

なお、環境エネルギー分野については第２章１．（２）に、安全・安⼼分野については第２章１．（３）に既
述されているので、当該部分を参照のこと。 
 
（戦略的に取り組むべき基盤技術） 
（１） ＡＩ技術 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

⼈⼯知能（ＡＩ）の利活⽤が広く社会
の中で進展してきており、⽶国、中国を
はじめとした諸外国ではＡＩに関する
国家戦略を策定し、世界をリードすべく
しのぎを削っている。こうした中、ＡＩ
が社会に多⼤なる便益をもたらす⼀⽅
で、その影響⼒が⼤きいことを踏まえ、
適切な開発と社会実装を推進していく
ことが必要である。 

このため、第６期基本計画期間中は、
「ＡＩ戦略2019」に掲げた教育改⾰、研
究体制の再構築、社会実装、データ関連
基盤整備、倫理等に関する具体⽬標を実
現すべく、関係府省庁等での各取組を進
めていく。また、深層学習の原理解明に
よる次世代の機械学習アルゴリズム、同
時通訳等の⾼度な⾃然⾔語処理、医療や
ものづくり分野等への適⽤に重要な信
頼性の⾼いＡＩ等の諸外国に伍する先
端的な研究開発や⼈材・研究環境・デー
タの確保・強化など、戦略の進捗状況や
ＡＩの社会実装の進展等を踏まえた不
断の⾒直しを⾏い、国⺠⼀⼈ひとりがＡ
Ｉの具体的な便益を実感できるよう、戦
略を推進していく。 

・「ＡＩ戦略2019」のフォローアップを踏
まえて更新した「ＡＩ戦略2021」に基
づき、各施策を推進中。主な成果は下
記。 

（教育改⾰） 
- 「数理・データサイエンス・ＡＩ教

育プログラム認定制度」へ賛同・協
⼒する企業等を掲載するＨＰ「数
理・データサイエンス・ＡＩ教育プ
ログラム⽀援サイト」を2021年７⽉
に開設。賛同・協⼒企業数66社（2022
年５⽉２⽇時点）。 

- 「数理・データサイエンス・ＡＩ教
育プログラム認定制度」の応⽤基礎
レベルの教育プログラムを認定す
る制度に関する実施要綱を作成し
パブリックコメントを実施。2022年
３⽉より公募を開始。 

- リテラシーレベル及び応⽤基礎レ
ベルの数理・データサイエンス・Ａ
Ｉ教育の普及・展開や、当該教育分
野を牽引するエキスパート層の育
成において、中⼼的役割を担う拠点
⼤学を選定。 

- 政府職員を対象としたＡＩ教育プ
ログラムコンテンツを作成し、デジ
タル庁の情報システム統⼀研修の
中に「ＡＩリテラシー」コースとし
て新設し、2022年１⽉より受講運⽤
を開始。 

（研究開発） 
-（１．（１）④参照） 

（社会実装等） 
- 2021年６⽉に包括的データ戦略を策

定。 
- 新たなＳＢＩＲ制度の運⽤に向け、

スタートアップ等に⽀出可能な補
助⾦等に係る⽀出⽬標額を定める
「2021年度特定新技術補助⾦等の
⽀出の⽬標等に関する⽅針」、政策
ニーズに基づき国が研究開発課題
を設定して交付する補助⾦等の公

・「ＡＩ戦略2022」に基づき、各施策を推
進。主な取組は下記。 

（差し迫った危機への対処） 
- 気象、地震動、洪⽔・⼟砂災害の予

測システム等の構築に向けた研究
開発の推進。【⽂】 

- ＯＥＣＭを活⽤した健全な⽣態系
の回復及び連結促進に向けた、⽣物
多様性の「⾒える化」。【環】 

- ⼈と共に進化する説明可能なＡＩ
システムの研究開発。【経】 

- ＡＩの品質評価・管理⼿法の確⽴に
向けた「機械学習品質マネジメント
ガイドライン」 の⾼度化、測定テス
トベッドの構築。【経】 

- 装備品等の研究開発におけるＤＸ
の推進。【防】 

（社会実装の推進） 
- 産業データ流通を促進する秘匿化

分散処理技術の開発。【経】 
- ⽇本語関連のデータセットや⼤規

模⾔語モデル等の収集、構築。【総】 
- エッジ環境のＩｏＴデータを共有

せず実空間の分野横断的な⾏動リ
スク予測を可能にする分散連合型
のマルチモーダル・クロスモーダル
ＡＩ技術の研究開発。【総】 

- 産総研等における⾼度ＡＩ⼈材育
成の強化。（計算資源や模擬環境等
を活⽤した若⼿ＡＩ⼈材の教育機
会の創出、海外⼈材派遣・受⼊制度
の強化）【経】 

- 全ゲノム解析等に加えて、オミック
ス情報や臨床情報も活⽤したＡＩ
での解析による、創薬ターゲット等
の創出。【厚】 

- 我が国の防衛に資するＡＩ技術の
適⽤に関する研究の推進。【防】 

（教育改⾰） 
- 「数理・データサイエンス・ＡＩ教

育プログラム認定制度」へ賛同・協
⼒する企業数の拡充。【経】 
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募・執⾏に関する統⼀的なルール等
を盛り込んだ「指定補助⾦等の交付
等に関する指針」を2021年６⽉に閣
議決定。ＳＢＩＲ制度による研究開
発成果の社会実装等の取組を推進。 

- 政府におけるＡＩ導⼊・活⽤の阻害
要因を把握するため、政府43機関を
対象としたアンケート及びヒアリ
ングを実施。阻害要因の本質的問題
の分析を実施。その結果は「⼈間中
⼼のＡＩ社会原則会議」の場で公開
するとともに、関係の議論に活⽤。 

・ＡＩ戦略実⾏会議の下に「新ＡＩ戦略
検討会議」を設置し、社会実装の充実
に向けた新たな⽬標設定とともに、パ
ンデミックや⼤規模災害等といった
⾮⽇常への対処に関する取組の具体
化として、2022年４⽉に「ＡＩ戦略
2022」を策定。 

- 「数理・データサイエンス・ＡＩ教
育プログラム認定制度」のリテラシ
ーレベルと応⽤基礎レベルにおけ
る教育プログラムの認定及び選定。
【科技、⽂、経】 

-（１．（１）⑤参照） 
（研究開発） 

-（１．（１）④参照） 
（その他） 

- ＳＢＩＲ制度を活⽤した研究開発
型スタートアップ等への予算の⽀
出機会の増⼤、社会ニーズや政策課
題に基づく研究開発等。【科技】 

 
（２）バイオテクノロジー 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

バイオエコノミーの推進は、新型コロ
ナウイルス感染症収束に向けた対応、⾷
料、医薬品等の戦略的なサプライチェー
ンの構築、環境負荷の低減等に貢献する
とともに、我が国経済の迅速な回復にも
資するものであり、その重要性は⼀層⾼
まっている。 

こうした認識の下、第６期基本計画期
間中は、「バイオ戦略2019」を具体化・更
新した「バイオ戦略2020（基盤的施策）」
及び「バイオ戦略2020（市場領域施策確
定版）」に基づき、⾼機能バイオ素材、持
続的⼀次⽣産システム、バイオ医薬品・
再⽣医療等関連産業等の９つの市場領
域について、2030年時点の市場規模⽬標
を設定した市場領域ロードマップに盛
り込まれた取組を着実に実施していく。
具体的には、各分野に応じて、バイオデ
ータ連携・利活⽤ガイドラインの策定及
びガイドラインに基づく取組の推進、グ
ローバルバイオコミュニティ・地域バイ
オコミュニティの形成と投資促進、グロ
ーバルバイオコミュニティにおけるバ
イオ製造実証・⼈材育成拠点機能の整備
等を進めていく。      

・2021年６⽉に我が国初となる４件の地
域バイオコミュニティを認定したほ
か、2022年４⽉に東京圏と関⻄圏のグ
ローバルバイオコミュニティを認定。 

・バイオコミュニティの中核となるバイ
オ製造実証について、2021年８⽉、新
たに東京圏の拠点整備を⾏う事業者
を決定し、バイオ製造基盤技術の開発
や製造実証を実施。 

・航空分野における脱炭素化の取組に寄
与するＳＡＦの商⽤化に向け、製造技
術確⽴に向けた技術開発及び実証事
業を実施。また、「航空機運航分野にお
けるＣＯ2削減に関する検討会」を設置
し、2030年時点で本邦エアラインによ
る燃料使⽤量の10％をＳＡＦに置き
換える⽬標を含め、ＳＡＦの普及促進
に向けた⽅策を⽰した⼯程表を2021
年12⽉に策定。 

・コントロール群については、2020年度
から引き続き、コントロール群構築に
向けた全ゲノム解析を推進しており、
⽬標症例数28,000の解析を2021年度
中には完了するなど、ゲノム・データ
基盤の構築を推進。 

・健康・医療データ利活⽤の促進に向け、
2021年６⽉、10⽉に健康・医療データ
利活⽤基盤協議会を開催。同意書、審
査体制及び第三者利活⽤システム等
の整備について議論。 

・ＳＩＰスマートバイオ産業・農業基盤
技術において、2023年３⽉までスマー
トフードチェーンプラットフォーム、
「⾷」に関わる「開発」、「⽣産」、「加
⼯・流通」、「販売・消費」、「資源循環」
の各ステージを最適化する研究開発

・⼤学改⾰やスタートアップ・エコシス
テム拠点都市の形成をはじめ、バイオ
コミュニティと各種施策との連携を
本格化させるため、2022年度末までに
「バイオコミュニティ成⻑施策パッ
ケージ（仮称）」を取りまとめ。【科技、
関係府省】 

・バイオ製造実証拠点の整備・利活⽤を
加速し、バイオ製造基盤技術の開発や
スケールアップ実証、⼈材育成を推
進。さらに、社会実装や⼈材育成、デ
ータ連携・利活⽤、インキュベーショ
ン等について、バイオ分野の特性を踏
まえた好事例の創出を図るため、2022
年度から、バイオコミュニティを実証
の場とした取組を順次展開。【科技、
経、関係府省】 

・⼈材・投資の呼び込みや情報発信の強
化に資するよう、バイオコミュニティ
間の連携を促進するため、産学官の関
係者からなる「バイオコミュニティ官
⺠連携プラットフォーム（仮称）」につ
いて、2022年度に基本設計を⾏い、
2023年度に構築。【科技、関係府省】 

・市場領域ロードマップの更新に際し、
経済安全保障の観点からも検討し、我
が国の技術の戦略的不可⽋性を考慮
した持続可能で強靱なバリューチェ
ーンを設計。【科技、健康医療、経】 

・バイオものづくりやＳＡＦの視点も含
め、事業者や国⺠が仕事のやり⽅、⾃
分の強み、⽣活スタイルを炭素中⽴型
に転換していくための具体的な道筋
を⽰す「クリーンエネルギー戦略」を
策定。【経、関係府省】 

・バイオ技術により機能強化された⽔素
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を実施中。 
・2021年12⽉にバイオデータ連携・利活

⽤に関するガイドライン中間取りま
とめを公表し、それに基づき、最終取
りまとめに向けて実証中。 

・2021年７⽉、12⽉にワクチン開発・⽣
産体制強化関係閣僚会議を開催し、関
係府省の連携体制を確⽴。また、2021
年度第１次補正予算において5,000億
円規模の予算を確保し、「ワクチン開
発・⽣産体制強化戦略」に基づく取組
を準備中。 

・⼤規模コホートの⼀つである⼦どもの
健康と環境に関する全国調査（エコチ
ル調査）について、遺伝⼦解析に係る
参加者同意に関する⼿続等を実施中。
これまでの成果として235編の論⽂を
公表。 

細菌（ＣＯ2を取り込みプラスチックや
燃料を⽣産。）等の微⽣物の活⽤も念
頭に、⾰新的な素材や燃料をはじめ、
バイオ技術の研究開発や社会実装を
推進。【経】 

・合成⽣物学を活⽤した異分野事業者と
の共同開発を加速し、バイオものづく
りの中核を担う微⽣物設計プラット
フォーム事業者を育成するとともに、
産業界のニーズを踏まえた基盤技術
開発、拠点形成及び⼈材育成、⽣物遺
伝資源関連ビッグデータ利活⽤プラ
ットフォームを充実・強化。【⽂、経】 

・カーボンニュートラル社会の実現に貢
献するバイオ⽣産の⾰新に向けて、⼤
学等において異分野の研究者等をつ
なぎ、全体をデザインしながら統合的
な研究開発を⾏うための体制の整備
や幅広い新規技術の掘り起こしを⾏
うなど、アカデミアにおける基礎研究
及び⼈材育成に係る取組を、産業界と
も連携しながら⼀層促進。【⽂】  

・現⾏の技術開発、実証事業への⽀援に
加え、グリーンイノベーション基⾦／
ＣＯ2等を⽤いた燃料製造技術開発事
業において、ＳＡＦの⼤量⽣産が可能
となる技術を⽀援予定。また、⼯程表
の取組を着実に実施し、ＳＡＦの導⼊
を加速していくため、2022年４⽉に
「持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）の導
⼊促進に向けた官⺠協議会」を⽴ち上
げ、課題やその解決策を官⺠で議論・
共有しつつ、国産ＳＡＦの研究開発・
製造やサプライチェーンの構築等を
推進。【経、国】 

・ＡＭＥＤが⽀援した研究開発のデータ
を産学官の研究開発で活⽤するため、
ＡＭＥＤに構築するデータ利活⽤プ
ラットフォームを⽤いて、ゲノム情報
の利活⽤を2022年度中に開始。また、
企業によるデータ利活⽤や複数の研
究間でのデータの利活⽤ができるよ
う、研究参加者の同意の在り⽅を関係
府省・関係機関と連携して整理し、
2022年度から順次適⽤。【健康医療、
⽂、厚、経】  

・「全ゲノム解析等実⾏計画」を速やかに
改定し、2022年度から集中的にがん・
難病に関する全ゲノム解析等を⾏い、
英国等での10万ゲノム規模の取組を
⽬指すとともに、産官学が幅広く分
析・利活⽤できる体制を整備。さらに、
⽇本⼈のゲノム情報に加えてオミッ
クス情報や臨床情報の解析における
ＡＩの活⽤のほか、創薬ターゲット等
を探索するＡＩプラットフォームを
活⽤し、これらの成果の速やかな患者
還元を進める。【健康医療、厚】 

・３⼤バイオバンクであるＴＭＭ計画、
ＢＢＪ及びＮＣＢＮの成果を連携・発
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展させ、⼀体的に利活⽤できる⼤規模
ゲノム・データ基盤の構築を推進。【健
康医療、⽂、厚】 

・気候変動や脱炭素、⾷料不⾜、輸出促
進等の社会課題に貢献できる有⽤品
種・⽣産⽅式を開発するため、「みどり
の⾷料システム戦略」に基づき、ＡＩ
等を活⽤したスマート⾷料⽣産基盤
の充実・強化を図る。【科技、農】 

・バイオデータ連携基盤の構築を⽬指
し、ＳＩＰ等の研究開発プロジェクト
を活⽤した実証を進め、2022年度中に
「バイオデータ連携・利活⽤に関する
ガイドライン（仮称）」を策定。並⾏し
て、2022年度末頃までにデジタル⽥園
都市国家構想へのバイオ戦略として
の貢献の在り⽅を具体化。【科技】 

・バイオコミュニティを異分野融合の場
として、量⼦など他分野の拠点との関
係構築に着⼿するほか、経済安全保障
の視点も加味しながら、基本的価値観
を共有する国との間で、バイオコミュ
ニティの活動を軸に拠点間交流を促
進。【科技、関係府省】 

・バイオ戦略のフォローアップモデルを
確⽴し、2023年度までの試⾏を経て、
他分野への波及を図り、異分野融合に
資する基盤を構築。【科技】 

・「ワクチン開発・⽣産体制強化戦略」
（2021年６⽉１⽇閣議決定）に基づ
き、今後のパンデミックに備えて、安
全で有効なワクチンを開発・開発する
ため、ＡＭＥＤに措置された基⾦等に
より、新たな創薬⼿法による産学官の
出⼝を⾒据えた研究開発⽀援、世界ト
ップレベルの研究開発拠点形成、デュ
アルユースのワクチン製造拠点の整
備等の取組を、2022年秋までに順次開
始。これらの取組を、関係府省・機関
が密接に連携して⾏うため、2022年３
⽉にＡＭＥＤに設⽴したＳＣＡＲＤ
Ａにおいて、国内外の情報収集・分析
を⾏い、ワクチン研究開発の全体を俯
瞰して⽀援の⽅向性を決定。【健康医
療、外、⽂、厚、経】 

・⼦どもの健康と環境に関する全国調査
（エコチル調査）については、2022年
度中に遺伝⼦解析を開始するほか、13
歳以降の調査実施に向けた基本計画
等を作成。これらの取組により、化学
物質が⼦どもの健康に与える影響等
の解明を進める。【環】 

 
（３）量⼦技術 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

量⼦技術は、我が国及び世界の社会、
経済、産業、安全保障に⼤きな変⾰をも
たらす可能性を秘めた⾰新的な技術で

・⽶欧中を中⼼に諸外国では、量⼦技術
を将来の経済・社会の変⾰をもたらす
国家戦略上の重要技術と位置付け、国

戦略の⾒直しを踏まえ、 
- 新産業／スタートアップ企業の創

出・活性化等の量⼦産業の強化【科
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ある。近年、欧⽶や中国をはじめとする
諸外国では、各国が巨額の投資と⼤型の
研究開発に取り組むなど、将来の覇権を
かけた国家間・企業間競争が激化してお
り、我が国においても量⼦技術の研究開
発や社会実装に向けた戦略的な取組が
求められている。 

このため、第６期基本計画期間中は、
「量⼦技術イノベーション戦略」に基づ
き、量⼦コンピュータ、量⼦計測・セン
シング、量⼦通信・暗号等をはじめとす
る主要技術に関する研究開発の抜本的
強化、量⼦技術イノベ―ション拠点の形
成、国際協⼒の促進、戦略的な知的財産
マネジメントと国際標準化、優秀な⼈材
の育成に加え、既存技術と組み合わせる
ことによる短中期での実⽤化も含めた、
量⼦技術の産業・社会での利活⽤の促進
等、基礎基盤的な研究開発から社会実装
に⾄る幅広い取組を、我が国の産学官の
総⼒を結集して強⼒に推進する。   

家戦略の策定や研究開発投資の拡充、
拠点形成等の戦略的取組を急速に展
開。 

・我が国が量⼦技術の発展において諸外
国に伍しつつ、将来の国の成⻑や国及
び国⺠の安全・安⼼を確保するため
に、量⼦技術が拓く将来の社会像を明
確に設定した上で、国全体を俯瞰し、
2020年１⽉に「量⼦技術イノベーショ
ン戦略」を策定。 

・同戦略に基づき、2021年２⽉に基礎研
究から社会実装まで産学官連携によ
り⼀気通貫で実施する「量⼦技術イノ
ベーション拠点」が発⾜。 

・2021年９⽉には、国内主要企業が主体
となり、「量⼦技術による新産業創出
協議会」が設⽴し、戦略を踏まえた産
学官の動きが本格化。 

・他⽅、コロナ禍によるＤＸ化の進展、
カーボンニュートラル実現、国際競争
の更なる激化等、ここ数年の急激な環
境変化に対応するため、量⼦技術を活
⽤し、社会全体のトランスフォーメー
ションを実現するための新たな戦略
として、「量⼦未来社会ビジョン」を
2022年４⽉に策定。 

技、総、⽂、経】 
- 量⼦コンピュータ・量⼦通信の利⽤

環境整備、活⽤促進【科技、総、⽂、
経】 

- 産業競争⼒の基盤となる研究開発
／⼈材育成の充実【総、⽂、経】 

など、取組を加速・強化。 
①量⼦技術の社会実装に向けて、国産量

⼦コンピュータ、量⼦ソフトウェアの
研究開発の充実・加速を図るととも
に、量⼦計測・センシング技術の研究
開発を推進。また、量⼦技術を⽀える
優れた若⼿研究者・技術者や、他分野
連携・アウトリーチ活動等による幅広
い量⼦⼈材育成を推進。【科技、総、⽂、
経】 

②グローバルな量⼦暗号通信網の構築
に向けた量⼦通信・暗号、量⼦状態を
維持したまま通信を可能とする量⼦
インターネット実現に向けた要素技
術等の研究開発及び量⼦暗号通信ネ
ットワークの広域テストベッドの整
備・拡張に取り組み、実利⽤を想定し
た実証等を実施することにより、社会
実装の早期実現を推進。 
- グローバル量⼦暗号通信網構築の

ための研究開発【総】 
- 衛星通信における量⼦暗号技術の

研究開発【総】 
- グローバル量⼦暗号通信網構築の

ための衛星量⼦暗号通信の研究開
発【総】 

③量⼦技術イノベーション拠点の体制
の強化／拡⼤、産学官連携・国際連携
等の機能の充実や拠点間連携、情報発
信の強化を図る。 
- 産業競争⼒を強化するための新た

な拠点を追加。【科技、総、⽂、経】 
- 最先端の研究者が集い、我が国の量

⼦拠点を代表するヘッドクォータ
ー機能（世界に伍する最先端研究、
国内外への情報発信、複数拠点の連
携等）を強化。【科技、⽂】 

- 産業化を⽀援し、グローバル連携を
促進する拠点を産総研に創設し、技
術・知⾒・ネットワーク等にアクセ
ス可能な環境を構築。【経】 

- 量⼦技術イノベーション拠点と連
携して社会課題の解決を⽬指した
取組の推進。量⼦技術によるマテリ
アルズ・インフォマティクスを活⽤
した脱炭素社会のための⾰新的な
触媒技術等に係る技術開発・実証。
【⽂、環】 

- 将来の計算機・通信システムを⾒据
えて、量⼦コンピュータ・量⼦暗号
通信の知財・標準化を推進するとと
もに、官⺠が⼀体となった体制の整
備や⺠間の標準化活動の⽀援も含
めた国際的なルールづくりを主導
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していく体制や仕組みの構築。【知
財、科技、総、経】 

 
（４）マテリアル 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

マテリアルは、我が国の科学技術・イ
ノベーションを⽀える基盤技術である
とともに、リチウムイオン電池や⻘⾊発
光ダイオードなど、これまで数多くのイ
ノベーションを⽣み出し、世界の経済・
社会を⽀えてきた。⼀⽅、近年、マテリ
アルを巡る国際競争が熾烈になり、従
来、我が国がこの分野で有していた強み
が失われつつある中、残された「強み」
を⽣かしつつ、戦略的な取組を強化する
必要がある。 

このため、第６期基本計画期間中は、
「マテリアル⾰新⼒強化戦略」に基づ
き、国内に多様な研究者や企業が数多く
存在し、世界最⾼レベルの研究開発基盤
を有している強みを⽣かし、産学官関係
者の共通ビジョンの下、産学官共創によ
る迅速な社会実装、データ駆動型研究開
発基盤の整備と物事の本質の追求によ
る新たな価値の創出、⼈材育成等の持続
発展性の確保等、戦略に掲げられた取組
を強⼒に推進する。 

・2021年度より、全国の⼤学等の先端設
備共⽤ネットワークを基盤に、ＮＩＭ
Ｓを中⼼とした全国的なマテリアル
データ創出・収集体制を構築。データ
収集・利活⽤に必須となる”データ構
造化”への対応を優先的に進める共⽤
設備について、翻訳プログラムやテン
プレート作成作業を2021年度内に終
了。2022年度から作成作業を本格化す
るとともに、作成したプログラム・テ
ンプレートのデータ構造化システム
への実装等を実施。 

・2021年度補正予算において、⾼品質か
つ⼤量のデータを創出可能な先端共
⽤設備の整備及び、ＮＩＭＳにおいて
全国から収集したマテリアルデータ
をＡＩ解析するためのシステム構築
に必要な経費を計上。 

・全国でデータ駆動型の研究成果創出を
先導する取組を推進するため、2022年
度予算において、ＮＩＭＳのデータ駆
動型の研究者と全国の実験系の研究
者の共同研究を推進するために必要
な経費を計上。 

・⽂部科学省において、2021年度より、
産学の機関を超えた連携の下、カーボ
ンニュートラルやSociety 5.0の実現等
に向け、従来の試⾏錯誤型の研究⼿法
にマテリアルデータ活⽤を効果的に
組み合わせた⾰新材料開発課題の検
討を開始。2022年度予算において、当
該研究開発の本格実施に必要な経費
を計上。 

・「航空機エンジン向け材料開発・評価シ
ステム基盤整備事業（2021年度５億円
内数）」、「アルミニウム素材⾼度資源
循環システム構築事業（2021年度３億
円）」において、研究開発事業を開始。 

・グリーンイノベーション基⾦において
蓄電池・モーターについて⾼性能化、
省資源化等の技術開発に着⼿。 

・製造プロセスデータを⼀気通貫で収
集・活⽤することができる「マテリア
ル・プロセスイノベーションプラット
フォーム」を産業技術総合研究所地域
センター３か所に整備。 

・「先端計算科学等を活⽤した新規機能
性材料合成・製造プロセス開発事業」
（新規22億円）を2022年度に開始。 

・第６回 マテ リアル戦 略有 識者会議
（2021年６⽉）において、マテリアル
⾰新⼒強化戦略を踏まえ、特に重点的
に取り組むべき五つのテーマを選定。 

・マテリアル分野のデータ駆動型研究の
推進に向け、良質なデータを取得可能
な共⽤施設・設備の更なる整備や、デ
ータ収集・管理体制の強化、ＡＩ解析
基盤の強化等を進め、2023年度から全
国でのマテリアルデータ共⽤の試⾏
的実施及びＡＩ解析基盤の活⽤を開
始。（再掲）【⽂】 

・マテリアル分野のデータ駆動型研究に
ついて、ＮＩＭＳの磁⽯、⾼分⼦等の
領域をはじめとするデータを基軸と
した産学連携等の先導的取組の更な
る展開を図る。（再掲）【⽂】 

・産業界におけるデータ流通の取組とア
カデミアのデータ収集・利活⽤の連携
についての更なる検討を通じ、アカデ
ミアのみならず産業界も含めたデー
タ共有・利活⽤に向けた取組を推進。
（再掲）【科技、⽂、経】 

・我が国研究開発⼒と産業競争⼒強化の
観点からデータやＡＩを⽤いた予測
ツールの活⽤及びデータマネジメン
トの知⾒を府省横断で展開を図ると
ともに、脱炭素や資源制約克服等の解
決に資するデータ駆動型研究開発を
本格的に推進。（再掲）【科技、⽂、経】 

・合⾦開発の迅速化につながるデータ駆
動型の⾰新的合⾦探索⼿法やアルミ
スクラップを⾃動⾞の⾞体等にも使
⽤可能な素材へとアップグレードす
る基盤技術開発等の研究開発事業に
ついて、継続⽀援。【経】 

・グリーンイノベーション基⾦（次世代
蓄電池・次世代モーターの開発）にお
いて、最⼤2030年度まで技術開発・実
証を⽀援。【経】 

・「マテリアル・プロセスイノベーション
プラットフォーム」の本格運⽤を開始
し、中⼩・ベンチャーを含む産業界の
データ駆動型研究開発を推進。（再掲）
【経】 

・我が国の素材産業の競争⼒の源泉であ
り重要な「製造プロセス」について、
いわゆる６Ｇ向け電⼦機器や⾼性能
半導体製造に必要となる超⾼性能セ
ラミックス等の性能向上に資する基
盤技術開発を推進。【経】 

・引き続き、重点テーマについてフォロ
ーアップを実施するとともに、特に重
要なデータ駆動型研究開発の推進に
関しては、我が国研究開発⼒と産業競
争⼒強化の観点からデータやＡＩ解
析ツールの活⽤及びデータマネジメ
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・第７回 マテ リアル戦 略有 識者会議
（2022年２⽉）において、五つの重点
テーマが着実に進められていること
を確認。 

ントの知⾒を府省横断で展開を図る
ための検討体制を構築。【科技、⽂、経】 

 
（戦略的に取り組むべき応⽤分野） 
（５）健康・医療 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

第４次産業⾰命176のただ中、世界的に
医療分野や⽣命科学分野で研究開発が
進み、こうした分野でのイノベーション
が加速することで、疾患メカニズムの解
明や新たな診断・治療⽅法の開発、ＡＩ
やビッグデータ等の利活⽤による創薬
等の研究開発、個⼈の状態に合わせた個
別化医療・精密医療等が進展していくこ
とが⾒込まれている。 

このような状況変化等を背景に、第６
期基本計画期間中は、2020年度から2024
年度を対象期間とする第２期の「健康・
医療戦略」及び「医療分野研究開発推進
計画」等に基づき、医療分野の研究開発
の推進として、ＡＭＥＤによる⽀援を中
核として、他の資⾦配分機関、インハウ
ス研究機関、⺠間企業とも連携しつつ、
医療分野の基礎から実⽤化まで⼀貫し
た研究開発を⼀体的に推進する。特に喫
緊の課題として、国産の新型コロナウイ
ルス感染症のワクチン・治療薬等を早期
に実⽤化できるよう、研究開発への⽀援
を集中的に⾏う。また、医療分野の研究
開発の環境整備として、橋渡し研究⽀援
拠点や臨床研究中核病院における体制
や仕組みの整備、⽣物統計家などの専⾨
⼈材及びレギュラトリーサイエンスの
専⾨家の育成・確保、研究開発における
レギュラトリーサイエンスの普及・充実
等を推進する。さらに、新産業創出及び
国際展開として、公的保険外のヘルスケ
ア産業の促進等のための健康経営の推
進、地域・職域連携の推進、個⼈の健康
づくりへの取組促進などを⾏うととも
に、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（ＵＨＣ）の達成への貢献を視野に、ア
ジア健康構想及びアフリカ健康構想の
下、各国の⾃律的な産業振興と裾野の広
い健康・医療分野への貢献を⽬指し、我
が国の健康・医療関連産業の国際展開を
推進する。 

・第２期医療分野研究開発推進計画に基
づき、モダリティ（技術・⼿法）等を
軸とした六つの統合プロジェクト（医
薬品、医療機器・ヘルスケア、再⽣・
細胞医療・遺伝⼦治療、ゲノム・デー
タ基盤、疾患基礎研究、シーズ開発・
研究基盤）等を推進。 

・健康・医療分野におけるムーンショッ
ト型開発事業については、５⼈のプロ
ジェクトマネージャーによる研究開
発が2021年度から開始。⽇⽶共同声明
を踏まえた「がんムーンショット」を
含む新規プロジェクトの推進のため、
健康・医療戦略推進専⾨調査会の検討
を踏まえて研究開発構想を改定。 

・COVID-19によるパンデミックを契機
として、2021年６⽉に、政府が⼀体と
なって⻑期継続的に取り組む国家戦
略として「ワクチン開発・⽣産体制強
化戦略」を閣議決定。同戦略に基づき、
ワクチンの研究開発や製造を前進さ
せるための取組を実施。 

・関係府省の所管するインハウス研究機
関が⾏う医療分野のインハウス研究
については、健康・医療戦略推進事務
局、関係府省、インハウス研究機関及
びＡＭＥＤの間で情報共有・連携を恒
常的に確保する仕組みとして、連絡調
整会議を設置・開催。 

・医療分野の研究開発の環境整備とし
て、橋渡し研究⽀援拠点や臨床研究中
核病院における体制や仕組みの整備、
⽣物統計家等の専⾨⼈材及びレギュ
ラトリーサイエンスの専⾨家の育成・
確保、研究開発におけるレギュラトリ
ーサイエンスの普及・充実等を推進。 

・国⺠の健康寿命の延伸や世界最⾼⽔準
の医療の提供のため、ＡＭＥＤにおい
て、ＡＭＥＤが⽀援した研究開発から
得られたデータの利活⽤プラットフ
ォームとして、産学の研究開発におい
て品質管理されたデータを安全・安⼼
かつ効率的に利活⽤するための仕組
みについて検討。 

・健康・医療新産業協議会を設置し、公

＜医療分野の研究開発の推進＞  
・他の資⾦配分機関、インハウス研究機

関、⺠間企業とも連携しつつ、ＡＭＥ
Ｄによる⽀援を中核として、医療分野
の基礎から実⽤化まで⼀貫した研究
開発を⼀体的に推進。また、基⾦や政
府出資を活⽤して中⻑期の研究開発
を推進。【健康医療、ＡＭＥＤ室、総、
⽂、厚、経】  

・2040年までに、主要な疾患を予防・克
服し、100歳まで健康不安なく⼈⽣を
楽しむためのサステナブルな医療・介
護システムを実現するための挑戦的
な研究開発を引き続き推進するとと
もに、⽇⽶共同声明を踏まえた「がん
ムーンショット」を含む新規プロジェ
クトを2022年度中に開始。【科技、健康
医療、ＡＭＥＤ室、⽂、厚、経】 

・「ワクチン開発・⽣産体制強化戦略」
（2021年６⽉１⽇閣議決定）に基づ
き、今後のパンデミックに備えて、安
全で有効なワクチンを研究・開発する
ため、ＡＭＥＤに措置された基⾦等に
より、新たな創薬⼿法による産学官の
出⼝を⾒据えた研究開発⽀援、世界ト
ップレベルの研究開発拠点形成、創薬
ベンチャーの育成、デュアルユースの
ワクチン製造拠点の整備等の取組を、
2022年秋までに順次開始。これらの取
組を、関係府省・機関が密接に連携し
て⾏うため、2022年３⽉にＡＭＥＤに
設⽴したＳＣＡＲＤＡにおいて、国内
外の情報収集・分析を⾏い、ワクチン
研究開発の全体を俯瞰して⽀援の⽅
向性を決定。【健康医療、⽂、厚、経】 

・感染症有事対応の抜本的な強化とし
て、ＡＭＥＤにおいて新型コロナウイ
ルス感染症や新興・再興感染症に対す
る有効な治療薬等に関する研究開発
を⽀援。【⽂、厚】 

＜医療分野の研究開発の環境整備等＞  
・これまでの検討で整理された課題を踏

まえ、我が国における臨床研究拠点と
しての国⽴⾼度専⾨医療研究センタ
ーの組織の在り⽅について早急に検

                                                       
176 第4次産業⾰命とは、18世紀末以降の⽔⼒や蒸気機関による⼯場の機械化である第1次産業⾰命、20世紀初頭の分業に基づく電⼒を⽤いた⼤

量⽣産である第2次産業⾰命、1970年代初頭からの電⼦⼯学や情報技術を⽤いた⼀層のオートメーション化である第３次産業⾰命に続く、Ｉ
ｏＴ、ビッグデータやＡＩのようないくつかのコアとなる技術⾰新。 
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的保険外のヘルスケア産業の促進等
のための健康経営の推進、地域・職域
連携の推進、個⼈の健康づくりへの取
組促進等について検討・推進。 

・健康・医療産業等国際展開協議会を設
置し、アジア健康構想及びアフリカ健
康構想の下、各国の⾃律的な産業振興
と裾野の広い健康・医療分野への貢献
を⽬指し、我が国の健康・医療関連産
業の国際展開を推進。 

・喫緊の課題としてのCOVID-19に対し
ては、健康・医療戦略推進本部の下で、
COVID-19に係る研究開発等の関係
府省の⽀援施策を取りまとめ、関連す
る研究開発等を⽀援。 

討。【健康医療、厚】 
・⽣物統計家等の専⾨⼈材及びレギュラ

トリーサイエンスの専⾨家の育成・確
保等を推進するとともに、研究者に対
してレギュラトリーサイエンスや知
財等の実⽤化に必要な教育を推進。
【⽂、厚、経】  

・我が国の臨床研究に対する国⺠の信頼
の更なる向上と研究の推進を図るた
め、臨床研究法を適切に運⽤し、その
施⾏状況等を踏まえ、必要に応じて⾒
直しを実施。【厚】  

・研究開発成果を効率的に薬事承認につ
なげられるように、ＰＭＤＡのレギュ
ラトリーサイエンス戦略相談制度や
優先的な治験相談制度等の必要な運
⽤改善を⾏い、⾰新的な医薬品等の迅
速な実⽤化を図る。【厚】  

・国際的な規制調和を前提とした医薬品
等の品質、有効性及び安全性に関する
研究の⽀援、審査ガイドラインの整
備、審査員に対する専⾨的知識の向上
等を通じて、研究開発におけるレギュ
ラトリーサイエンスを普及・充実。
【厚】  

・ＡＭＥＤが⽀援した研究開発のデータ
を産学官の研究開発で活⽤するため、
ＡＭＥＤに構築するデータ利活⽤プ
ラットフォームを⽤いて、ゲノム情報
の利活⽤を2022年度中に開始。また、
企業によるデータ利活⽤や複数の研
究間でのデータの利活⽤ができるよ
う、研究参加者の同意の在り⽅を関係
府省・関係機関連携して整理し、2022
年度から順次適⽤。【健康医療、⽂、厚、
経】 

＜新産業創出及び国際展開＞  
・公的保険外のヘルスケア産業の促進等

のため、健康経営の推進、地域・職域
連携の推進、個⼈の健康づくりへの取
組促進等を実施。また、適正なヘルス
ケアサービス提供のための環境整備
として、ヘルスケアサービスの品質評
価の取組、公的保険サービスと公的保
険外サービスの連携等に取り組む。
【総、厚、経】  

・官⺠ファンド等による資⾦⽀援や、ワ
ンストップ窓⼝による情報発信、コン
サル⽀援や⽀援機関とのネットワー
ク⽀援等の取組を推進し、健康・医療
分野の新産業創出に向けたイノベー
ション・エコシステムを強化。【ＲＥＶ
ＩＣ室、⽂、厚、経】  

・ＵＨＣの達成への貢献を視野に、アジ
ア健康構想及びアフリカ健康構想の
下、各国の⾃律的な産業振興と裾野の
広い健康・医療分野への貢献を⽬指
し、我が国の健康・医療関連産業の国
際展開を推進。対象分野については、
医療・介護のみならず、裾野の広いヘ
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ルスケアサービスを含む全体をパッ
ケージとして展開。 【健康医療、総、
法、外、財、⽂、厚、農、経、国】 

＜ゲノム＞ 
・「全ゲノム解析等実⾏計画」を速やか

に改定し、がん・難病に関して既存の
医療では診断困難若しくは根治の可
能性が低いものの、全ゲノム解析等を
⽤いることにより、より精度の⾼い診
断・治療に係る効果が⾒込まれる患者
を対象に、2022年度から集中的に全ゲ
ノム解析等を⾏い、英国等での10万ゲ
ノム規模の取組を⽬指す。この取組を
通じ、全ゲノム解析等の解析結果をよ
り早期に⽇常診療へ導⼊していくと
ともに、新たな個別化医療の提供を実
現。さらに、我が国の強みとなる詳細
な経時的臨床情報の収集や、全ゲノム
解析と併せたマルチオミックス解析
の実施といった戦略的なデータの蓄
積を進め、蓄積されたデータを⽤いた
研究・創薬等を推進し、がん・難病等
の克服に向け、必要な体制を整備。【健
康医療、厚】 

 
（６）宇宙 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

今⽇、測位・通信・観測等の宇宙シス
テムは、我が国の安全保障や経済・社会
活動を⽀えるとともに、Society 5.0の実
現に向けた基盤としても、重要性が⾼ま
っている。こうした中、宇宙活動は官⺠
共創の時代を迎え、広範な分野で宇宙利
⽤による産業の活性化が図られてきて
いる。また、宇宙探査の進展により、⼈
類の活動領域が地球軌道を越えて⽉⾯、
深宇宙へと拡⼤しつつある中、「はやぶ
さ２」による⼩惑星からのサンプル回収
の成功は、我が国の科学技術の⽔準の⾼
さを世界に⽰し、その⼒に対する国⺠の
期待を⾼めた。宇宙は科学技術のフロン
ティア及び経済成⻑の推進⼒として、更
にその重要性を増しており、我が国にお
けるイノベーションの創出の⾯でも⼤
きな推進⼒になり得る。 

こうした認識の下、第６期基本計画期
間中は、「宇宙基本計画」に基づき、産学
官の連携の下、準天頂衛星システムや情
報収集衛星等の開発・整備、災害対策・
国⼟強靱化や地球規模課題の解決に貢
献する衛星開発、アルテミス計画による
⽉⾯探査に向けた研究開発、宇宙科学・
探査の推進、基幹ロケットの開発・⾼度
化、将来宇宙輸送システムの検討、各省
連携による戦略的な衛星開発・実証の推
進、衛星データ利⽤の拡⼤・⾼度化、ス
ペースデブリ対策や宇宙交通管理を含
む将来の宇宙活動のルール形成、宇宙活

・情報収集衛星について、2021年度には
新たにデータ中継衛星１号機の運⽤
を開始するなど、10機体制の確⽴に向
けた開発・整備を着実に実施中。 

・準天頂衛星システム４機体制の運⽤を
着実に実施。７機体制の構築に向け、
５〜７号機及び関連地上設備を開発・
整備。 

・多頻度での情報収集を⾏うため、⺠間
の⼩型衛星コンステレーションの利
⽤を開始。 

・準天頂システムによる災害・危機管理
通報サービス及び衛星安否確認サー
ビスの整備・運⽤を着実に実施。 

・静⽌気象衛星ひまわり８号・９号によ
り着実な観測を継続。また、次期静⽌
気象衛星について、最新技術の調査等
を実施し、製造・打上げ・運⽤に向け
て検討中。 

・GOSAT-GWの設計や製作、試験を着
実に推進。2023年度の打上げに向け、
必要な開発を進⾏中。また、将来の観
測ミッション構想の検討を開始し、衛
星データによる排出量推計技術等の
国際標準化に向け、モンゴルでのＣ 
Ｏ2・メタンについて本技術の検証に着
⼿し、更にその成果を中央アジア等の
国々展開を推進するための活動を実
施。 

・電離圏や磁気圏、太陽活動を観測、分
析し、24時間365⽇の有⼈運転による

宇宙基本計画及び宇宙基本計画⼯程表
に基づき、以下を含む施策を通じて、宇
宙開発利⽤を推進。 
（１）宇宙安全保障の確保 
・情報収集衛星の10機体制の確⽴、準天

頂衛星システムについて、持続測位が
可能となる７機体制の2023年度⽬途
の構築に向けた衛星等の開発・整備を
着実に実施するとともに、⺠間の⼩型
衛星コンステレーション等の活⽤を
推進し、衛星データ利⽤の即時性及び
各種事象への即応性の向上を図る。ま
た、準天頂衛星システムについては、
より⾼度な持続測位実現に向け、２〜
４号機後継機以降の機能・性能やシス
テム構成について検討し、技術開発を
実施。あわせて、電⼦基準点網の安定
的な運⽤・⾼度化等による⾼品質なデ
ータ提供等を着実に実現。【宇宙、関係
府省】 

（２）災害対策・国⼟強靱化や地球規模
課題の解決への貢献 

・夜間や悪天候でも⾼頻度観測が可能な
⼩型のレーダー衛星コンステレーシ
ョンを2025年までに構築すべく、国内
事業者から衛星データを購⼊し、関係
府省による利⽤実証を⾏い、衛星配備
を加速。また、低軌道衛星間光通信、
軌道上⾃律制御技術及び広帯域電磁
波受信技術等の重要基盤技術につい
て、我が国が先⾏して獲得するための
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動を⽀える⼈材基盤の強化等を推進し
ていく。 

宇宙天気予報を実施。また、「宇宙天気
予報の⾼度化の在り⽅に関する検討
会」を開催し、宇宙天気現象による社
会インフラへの影響とその対処の在
り⽅等を検討。 

・⽉周回有⼈拠点（ゲートウェイ）への
輸送（HTV-X）や有⼈滞在に係る技術、
⽉⾯の移動⼿段（有⼈与圧ローバ）の
開発を推進し、2020年代後半を⽬途に
⽇本⼈による⽉⾯着陸の実現を⽬指
すとともに、ＳＬＩＭや⽉極域探査機
の開発を推進中。 

・2022年１⽉、⽶国政府として、国際宇
宙ステーション（ＩＳＳ）運⽤期間を
延⻑する旨を発表。これを受け、各極
（⽇、欧、加、露）において、延⻑期
間における参加継続を検討中。 

・宇宙太陽光発電の研究開発を着実に実
施。 

・ＭＭＸ探査機を2024年度に打ち上げる
ために、着実に開発中。 

・Ｈ３ロケットについて、LE-9エンジン
の試験等に取り組み、ロケットの早期
完成に向けて開発中。抜本的な低コス
ト化等を⽬指した⾰新的な将来宇宙
輸送システムの研究開発のため、政策
ニーズや市場動向を⾒据えたロード
マップの策定に向けた検討を経て中
間取りまとめを策定し、オープンイノ
ベーションによる産学官共創体制に
よる研究開発を推進中。 

・有⼈サブオービタル⾶⾏について、「サ
ブオービタル⾶⾏に関する官⺠協議
会」（共同事務局：内閣府・国⼟交通省、
2019年６⽉設置）において、必要な環
境整備に関する専⾨的な議論を実施。 

・Beyond 5G 次世代⼩型衛星コンステ
レーション向け電波・光ハイブリッド
通信技術の研究開発を実施。 

・⺠間事業者とも連携しつつ、2025年度
以降のデブリ除去技術実証を⽬指し
て必要な開発を推進中。軌道上サービ
スに関し、ＣＯＰＵＯＳ法律⼩委員会
第61会期における議題13宇宙交通管
理に関するステートメントの中で、内
閣府主催の「宇宙空間の安定的利⽤の
確保に関する国際シンポジウム」等に
触れつつ、我が国の取組を紹介。 

取組を実施。さらに、衛星データ利⽤
の即時性及び各種事象への即応性の
向上を図るための取組を実施。【宇宙、
関係府省】 

・災害発⽣後迅速にできるだけ多くの適
切な⼈⼯衛星に観測依頼を⾏い、⼊⼿
したデータを解析して関係機関等に
提供するシステムの速やかな実⽤化
（各種防災計画や要領等への記載に
向けた検討を含む。）及び⾼度化に向
け、必要な開発等を推進。【宇宙、関係
府省】 

・線状降⽔帯等の予測精度向上に向け、
⼤気の３次元観測機能など最新の観
測技術を導⼊した次期静⽌気象衛星
を、2023年度を⽬途に製造に着⼿し、
2029年度の運⽤開始を⽬指す。【宇宙、
関係府省】 

・GOSAT-GWの2023年度の打上げを⽬
指すとともに、将来の観測ミッション
構想の策定を推進。衛星データによる
排出量推計技術等の国際標準化に向
け、海外での検証と展開を推進。【宇
宙、関係府省】 

（３）宇宙科学・探査による新たな知の
創造 

・アルテミス計画による⽉⾯探査につい
て、ゲートウェイへの輸送や有⼈滞在
に係る技術、移動⼿段（有⼈与圧ロー
バ）の開発を推進し、2020年代後半を
⽬途に⽇本⼈による⽉⾯着陸の実現
を⽬指す。【宇宙、関係府省】 

・アルテミス計画の実証の場として期待
される国際宇宙ステーション（ＩＳ
Ｓ）について、⺠間事業者の参画拡⼤
等の観点から、その延⻑について引き
続き検討。【宇宙、関係府省】 

・⼈類初の⽕星圏からのサンプルリター
ンのため、2024年度のＭＭＸ探査機打
上げに向けて開発を進⾏。【宇宙、関係
府省】 

（４）宇宙を推進⼒とする経済成⻑とイ
ノベーションの実現 

・衛星の空中発射や有⼈サブオービタル
⾶⾏について、実証や事業に必要な制
度環境整備を進め、⽶国等との連携も
視野に⼊れながら、宇宙港の整備等に
よるアジアにおける宇宙ビジネスの
中核拠点化を⽬指す。【宇宙、関係府
省】 

（５）産業・科学技術基盤をはじめとす
る宇宙活動を⽀える総合的な基
盤の強化 

・我が国の宇宙活動の⾃⽴性の確保に向
けて、Ｈ３ロケットの国際競争⼒強化
に向けた研究開発や⺠間の⼩型ロケ
ットの事業化⽀援等を推進し、宇宙輸
送能⼒の拡⼤に取り組む。将来宇宙輸
送システムについて、抜本的な低コス
ト化等の実現に向けて、国際的な市場
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動向を踏まえつつ、官⺠共創で研究開
発及び環境整備を推進。【宇宙、関係府
省】 

・低軌道衛星間光通信等の次世代⼩型衛
星コンステレーション向け重要基盤
技術について、できる限り早期に実証
衛星を打ち上げることを念頭に、我が
国が先⾏して獲得するための取組を
実施。あわせて、量⼦暗号技術等の宇
宙ネットワーク基盤技術の研究開発
を推進。【宇宙、関係府省】 

・スペースデブリ対策について、2025年
度以降のデブリ除去実証に向け、事業
者と開発を進⾏。軌道利⽤のルール作
りに関する中⻑期的な⽅針に基づき、
国内のルール作りや国際規範の形成
に資する優良事例提供等を実施。【宇
宙、関係府省】 

・宇宙天気予報について、ＡＩを⽤いた
予測技術の研究開発により⾼精度化
を進めるとともに、予報業務等を確実
に実施するための専⾨組織によるハ
ブ拠点形成に取り組む。【宇宙、関係府
省】 

・マイクロ波⽅式やレーザー⽅式による
宇宙太陽光発電の研究開発を実施。
【宇宙、関係府省】 

・⼈材育成の促進。【宇宙、関係府省】 
 
（７）海洋 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

四⽅を海に囲まれ、世界有数の広⼤な
管轄海域177を有する我が国には、領⼟・
領海の保全と国⺠の安全を確保すべく
海を守り、経済社会の存⽴・成⻑の基盤
として海を⽣かし、貴重な⼈類の存⽴基
盤として海を⼦孫に継承していくこと
が求められている。また、海洋の⽣物資
源や⽣態系の保全、エネルギー・鉱物資
源確保、地球温暖化や海洋プラスチック
ごみなどの地球規模課題への対応、地
震・津波・⽕⼭等の脅威への対策、北極
域の持続的な利活⽤、海洋産業の競争⼒
強化等において、海洋に関する科学的知
⾒の収集・活⽤は不可⽋である。2021年
からの「国連持続可能な開発のための海
洋科学の10年」では、我が国の強みであ
る科学技術の⼒をもって世界に貢献し
ていくことが求められている。 

このため、第６期基本計画期間中は、
「海洋基本計画」に基づき、海洋に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進する。
特に海洋観測は海洋科学技術の最重要
基盤であり、ＭＤＡの能⼒強化や、カー

・「海洋基本計画」に基づき、海洋に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進。 

・地球規模課題への対応としては、例え
ば海洋プラスチックごみ対策につい
ては、世界各地で⾏われている海洋表
層⽔中のマイクロプラスチックのモ
ニタリングのデータを収集・⼀元化す
るためのデータベースシステムの在
り⽅を検討し、要件定義を実施。また、
海洋プラスチックごみの有害性・リス
ク評価に向けた⼿法を検討。さらに、
海洋流出が懸念されるマイクロビー
ズ等から、再⽣可能資源等を由来とす
る海洋⽣分解性素材等への転換・社会
実装化の⽀援を実施。 

・海域地震・津波・⽕⼭の対策に向けて、
観測データの取得や発⽣メカニズム
の研究等を実施。「ゆっくり滑り（スロ
ースリップ）」の観測が巨⼤地震の事
前察知に重要であることを解明。 

・ＭＤＡの能⼒を強化し、我が国の広⼤
な排他的経済⽔域を最⼤限利⽤する
ために不可⽋な海洋観測技術の⾼度

・海洋分野における観測・研究への市⺠
参加を進め、知の融合により⼈間や社
会の総合的理解と課題解決に貢献す
る「総合知」の創出を推進。【⽂】 

・世界各地で⾏われている海洋表層⽔中
のマイクロプラスチックのモニタリ
ングのデータを収集・⼀元化するため
のデータベースシステムの設計・開発
を実施。また、海洋プラスチックごみ
の有害性・リスク評価⼿法等の検討を
実施。「脱炭素社会を⽀えるプラスチ
ック等資源循環システム構築実証事
業」により、再⽣可能資源等を由来と
する海洋⽣分解性素材等への転換・社
会実装化を⽀援。「プラスチック有効
利⽤⾼度化事業」により、海洋⽣分解
性プラスチック開発・導⼊普及に向け
て、将来的に求められる⽤途や需要に
応えるための新たな技術・素材の開発
及び海洋⽣分解性プラスチックの国
際標準化提案に向けた研究開発を推
進。【科技、⽂、経、環】 

・「ゆっくり滑り（スロースリップ）」を

                                                       
177 我が国の領海（内⽔を含む。）及び排他的経済⽔域の⾯積は世界第６位、各国の海外領⼟の持つ海域も当該国のものとすると世界第８位と

される。 
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ボンニュートラル実現に向けた広⼤な
海洋環境の把握能⼒を⾼めるため、氷海
域、深海部、海底下を含む海洋の調査・
観測技術の向上を⽬指し、研究船の他、
ＲＯＶやＡＵＶ、海底光ファイバケーブ
ル、無⼈観測艇等の観測技術の開発を進
めていく。さらに、データや情報の処理・
共⽤・利活⽤の⾼度化を進めるため、デ
ータ・計算共⽤基盤の構築・強化による
観測データの徹底的な活⽤を図るとと
も に 、 海 洋 観 測 の Internet of 
Laboratory178の実現により、海洋分野に
おけるデータ駆動型研究を推進するこ
とを通じて、⼈類全体の財産である海洋
の価値創出を⽬指す。 

これらを進めるために、産学官連携を
強⼒に推進し、海洋分野のイノベーショ
ンの創出を⽬指す。      

化・効率化に向けて、有⼈観測に加え、
無⼈観測技術の⾼度化について、基礎
的な研究開発を実施。 

・ＳＩＰ第２期の「⾰新的深海資源調査
技術」 においては、海洋資源調査技術
の開発・実証の取組を進め、深海ター
ミナルの海域試験の実施や複数機運
⽤技術の開発等を含むＡＵＶの技術
開発を推進。 

・ＭＤＡの能⼒強化の⼀環として、地図
上に様々な海洋情報を重ね合わせて
表⽰できる「海洋状況表⽰システム」
の掲載情報の充実化を⾏うとともに、
海洋情報の連携を進めるためＡＰＩ
を公開。また、データ連携に関する官
⺠フォーラムを開催。 

・2022年３⽉に、北極域研究船の建造に
着⼿。また、ArCSⅡにおいて、北極域
研究の若⼿⼈材育成や、先住⺠との連
携を進めるための新規プログラムを
開始し、研究者の受け⼊れや現地派遣
枠を拡充。さらに、ＡＳＭ３の共同声
明においても、観測データの空⽩域で
ある北極域での国際連携観測を進め
るべきと指摘されていることを踏ま
え、2026年度に就航予定の北極域研究
船による観測を各国と連携して実施
するため、北極圏国をはじめとする
国々の研究者との議論を開始。 

・洋上⾵⼒発電の導⼊促進に向け、海洋
再⽣可能エネルギー発電設備の整備
に係る海域の利⽤の促進に関する法
律に基づき、５か所を促進区域に指定
し、うち４か所で事業者を選定。その
ほか、７か所を有望な区域、10か所を
⼀定の準備段階に進んでいる区域と
整理。 

・浮体式洋上⾵⼒発電施設のコスト低減
に向けて、浮体式洋上⾵⼒発電施設の
浮体構造や係留索の遠隔検査及びモ
ニタリングについての実態調査や実
現可能性の検討を実施。 

・海洋エネルギーの⼀つである潮流発電
について、我が国において潮流発電機
を実際に設置し、気象の影響を受けな
い発電実績を確認。 

・2021年10⽉にグリーンイノベーショ
ン基⾦「次世代船舶の開発」プロジェ
クトのテーマ・実施者を選定し、⽔素
燃料船、アンモニア燃料船等に係る技
術開発・実証を開始。 

・技術のトップランナーを中核として他
産業を含めた連携を促進しつつ、我が
国海事産業の国際競争⼒と船舶輸送
能⼒の強化を図るため、「海事産業集
約連携促進技術開発⽀援事業」におい

はじめとする海底地殻変動をリアル
タイムに観測するため、南海トラフに
おける観測装置の展開を推進。【⽂】 

・広⼤な海域における無⼈観測技術の⾼
度化に向け、7,000m以深ＡＵＶ・ＲＯ
Ｖ等の個別の機器開発を進めるとと
もに、海及び空の無⼈機の連携や、海
底光ファイバケーブル等を活⽤する
ことにより、次世代の観測体制システ
ムを構築。（再掲）【⽂】 

・ＳＩＰ第２期の「⾰新的深海資源調査
技術」において、海洋資源調査技術の
開発・実証の取組、及び複数機運⽤技
術、深海ターミナル技術等を含むＡＵ
Ｖの技術開発をはじめ、海洋観測技術
等に関する更なる研究開発を推進。
【科技】 

・「海洋状況表⽰システム」の更なる活⽤
を⾒据えた機能強化を実施。また、海
洋情報の充実を加速度的に⾼めるた
め、政府機関のみならず、地⽅公共団
体・⺠間・外国の機関等が保有するシ
ステムとの連携を強化。さらに、デー
タの流通と利活⽤を促進するため、Ａ
ＰＩ連携や必要なデータの標準化等
の環境整備を推進。【⽂、国】 

・我が国が有する膨⼤な海洋ビッグデー
タについて、ＤＩＡＳやスーパーコン
ピュータ等による解析・利活⽤を推進
し、気候・気象予測の更なる⾼度化や
海洋⽣態系の保全・利活⽤等の社会課
題解決に貢献。【⽂】 

・北極域の国際研究プラットフォームと
なる北極域研究船を確実に建造（2024
年度に進⽔、2026年度に就航予定。）す
るとともに、就航後の国際連携観測に
向けた議論を加速。また、拡充した研
究者の派遣・受⼊れや、先住⺠との連
携を着実に実施。これらの取組を通じ
て北極域の科学的知⾒を世界に提供
し、資源や北極海航路等に係るルール
メイキングに貢献。【⽂】 

・引き続き、再エネ海域利⽤法に基づき
区域指定や公募審査等を⾏い、国内の
着実な案件形成を推進。【経、国】 

・引き続き、浮体式洋上⾵⼒発電施設の
浮体構造や係留索の遠隔検査及びモ
ニタリング⼿法等を検討。【国】 

・潮流発電の実⽤化・普及に向けて、⻑
期運転や低コスト化に向けた技術課
題解消やビジネスモデルの構築に向
けた実証事業を推進。（再掲）【環】 

・引き続き、グリーンイノベーション基
⾦を活⽤し、⽔素燃料船、アンモニア
燃料船等に係る技術開発・実証を着実
に実施。【国】 

                                                       
178 種々の機器やデータ等が⼤容量のデータ通信を可能とするネットワークインフラでリアルタイムにつながり、場所を問わずシームレスに研

究活動を⾏える仕組みのこと。 
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て、船舶の低・脱炭素化等に向けた技
術開発を⽀援。 

・ＦＰＳＯ向けの電気系統の統合制御設
備や、海底パイプラインのメンテナン
ス⽤のＡＵＶに係る技術開発の⽀援
等を⾏い、海事産業における海洋開発
分野への市場進出を推進。 

・2021年６⽉に開催されたＩＭＯのＭＥ
ＰＣ76において、世界の⼤型外航船へ
の新たなＣＯ2排出規制となる「ＥＥＸ
Ｉ・ＣＩＩ格付け制度」の導⼊に関す
る海洋汚染防⽌条約の改正案が採択
され、当該規制は、2023年１⽉より開
始。また、2021年10⽉には我が国とし
て「国際海運2050年カーボンニュート
ラル」を⽬指すことを発表し、同年11
⽉に開催されたＭＥＰＣ77において、
ＩＭＯにおけるＧＨＧ削減戦略の改
定に関して「国際海運2050年カーボン
ニュートラル」を新たな⽬標として掲
げることを、⽶英等と共同で提案。 

・内航海運分野については、2021年４⽉
より「内航カーボンニュートラル推進
に向けた検討会」を⽴ち上げ、内航海
運を取り巻く状況や取り組むべき施
策の⽅向性等についての検討を⾏い、
同年12⽉に船舶における「更なる省エ
ネの追求」、及び代替燃料の活⽤等に
向けた「先進的な取組の⽀援」の⼆つ
を柱として掲げた「とりまとめ」を公
表。 

・港湾において⽔素・燃料アンモニア等
の受⼊環境の整備や、港湾オペレーシ
ョン・港湾⽴地産業の脱炭素化を図る
ＣＮＰの形成に向けて、2021年12⽉
に、各港湾管理者が国の⽅針に基づき
ＣＮＰ形成計画を策定するためのマ
ニュアルを公表。 

・引き続き、「海事産業集約連携促進技術
開発⽀援事業」において、船舶の低・
脱炭素化等に向けた技術開発を⽀援。
【国】 

・引き続き、洋上⾵⼒発電分野を含む海
洋開発分野の技術開発⽀援を進める
とともに、環境整備等を⾏い、海事産
業における海洋開発分野への市場進
出を推進。【国】 

・「2050年国際海運カーボンニュートラ
ル」を⽬指す我が国として、ＩＭＯ に
よる温室効果ガス削減⽬標の野⼼的
な⾒直しや、その達成⼿法の⼀つとし
て、規制的⼿法に加えて、経済的なイ
ンセンティブにより国際海運の脱炭
素化を強く促進する経済的⼿法の導
⼊等、ＩＭＯを通じた省エネ・脱炭素
化を⼀層加速させるための国際ルー
ル作りを主導。さらに、「国際海運2050
年カーボンニュートラルに向けた官
⺠協議会」を⽴ち上げ、関係者間の情
報交換を適切に実施することで、ゼロ
エミッション船の開発、ＩＭＯにおけ
る国際議論の主導、海事産業等の低・
脱炭素化に向けた投資の拡⼤、ＬＮ
Ｇ、⽔素、アンモニア等を燃料とする
ガス燃料船の船員の確保・育成等の幅
広い取組を官⺠で連携して計画的に
実施。【国】 

・内航海運分野については、引き続き省
エネ船の普及に向けた⽀援や船舶の
省エネ性能の⾒える化の促進等を⾏
うとともに、荷主等とも連携しつつ、
省エネ・省ＣＯ2を更に⾼度化した連携
型省エネ船の開発・普及等を推進。さ
らに、代替燃料の活⽤等、カーボンニ
ュートラルの推進に向けた開発や実
証等の取組を推進。【国】 

・引き続き、全国でＣＮＰ形成を推進す
るため、⽔素等を⽤いた新技術を港湾
に導⼊する実証事業を実施し、技術上
の基準等について検討するとともに、
低炭素型の荷役機械の導⼊やブルー
カーボン⽣態系を活⽤するための「ブ
ルーカーボン・オフセット・クレジッ
ト制度」の構築等を推進。【国】 

 
（８）⾷料・農林⽔産業 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

今⽇、科学技術の⼒の活⽤により、我
が国の豊かな⾷と環境を守り発展させ
るとともに、拡⼤する海外需要の獲得に
よる輸出拡⼤等に向け、農林⽔産業の国
際競争⼒の強化を図ることが求められ
ている。特に、農業従事者の多様なニー
ズへの対応を図るため、担い⼿がデータ
をフル活⽤し、スマート農業技術を導⼊
した⾰新的農業を実践することで、⽣産

・「みどりの⾷料システム戦略」の実現に
向け、2022年度予算では、「みどりの⾷
料システム戦略推進総合対策」、「みど
りの⾷料システム戦略実現技術開発・
実証事業」等の各種取組を後押しする
ための予算を新たに確保。 

・「スマート農業推進総合パッケージ」に
基づき、「スマート農業」を推進し、⽣
産現場の課題を解決していくため、ス

・「みどりの⾷料システム戦略」に基づ
き、中⻑期的な観点から、調達から消
費までの各段階の取組とカーボンニュ
ートラル等の環境負荷低減のイノベー
ションを推進し、雇⽤の拡⼤、地域所
得の向上及び豊かな⾷⽣活の実現を⽬
指す。我が国を取り巻く社会・経済や
政策の情勢、研究開発の動向を踏まえ、
「農林⽔産研究イノベーション戦略
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性を⾶躍的に向上させ、所得向上に貢献
することが必要である。 

このため、第６期基本計画期間中は、
「⾷料・農業・農村基本計画179」に基づ
き、農林⽔産省において「農林⽔産研究
イノベーション戦略」を毎年度策定し、
農林⽔産業以外の多様な分野との連携
により、スマート農林⽔産業政策、環境
政策、バイオ政策等を推進する。その中
で、我が国発のスマート農業技術・シス
テムを⽣かした⽣産拠点をアジア太平
洋地域等に展開することで、我が国の農
業のブランド⼒向上、⾷品ロス削減等に
貢献する。また、林業・⽔産業において
も、現場へのＩＣＴ、ＡＩ、ロボット技
術等の新技術実装を着実に進める。さら
に、「農林⽔産業・地域の活⼒創造プラン
180」に基づき、2021年５⽉までに策定す
る「みどりの⾷料システム戦略」におい
て、2050年に⽬指す姿を⽰した上で、⾷
料・農林⽔産業の⽣産⼒向上と持続性の
両⽴をイノベーションで実現する。 

マート農業の導⼊効果を分析すると
ともに、導⼊コスト低減等のための農
業⽀援サービスの育成・普及、実践環
境の整備、学習機会の充実等に総合的
に取組中。 

・スマート農業を現場で実証し、社会実
装を加速させていく「スマート農業実
証プロジェクト」を2019年度から開始
し、これまで全国202地区において実
施。 

・⽣産部分だけでなく、加⼯・流通・消
費に⾄るデータ連携を可能にするス
マートフードチェーンの研究開発等
を推進。 

・新技術の開発から普及に⾄る取組を効
果的に進め、林業現場への導⼊を加速
化することを⽬的とした「林業イノベ
ーション現場実装推進プログラム」に
基づき取組を進⾏中。 

・漁業者や企業、研究機関、⾏政等の関
係者が、共通認識を持って連携しなが
ら、⽔産現場への新技術の実装を加速
化することを⽬的とした「⽔産新技術
の現場実装推進プログラム」に基づき
取組を進⾏中。 

・ムーンショット⽬標５「2050年まで
に、未利⽤の⽣物機能等のフル活⽤に
より、地球規模でムリ・ムダのない持
続的な⾷料供給産業を創出」の実現に
向け、研究内容の充実化・加速化を実
施中。 

・2021年６⽉に「農林⽔産研究イノベー
ション戦略2021」を策定し、スマート
農林⽔産業政策、環境政策、バイオ政
策の各種施策を推進。 

2022」に基づき、取組を強化。【農、関
係府省】 

・具体的には、環境負荷低減等の要請に
対応しつつ、健康⾯からのニーズにも
応える⾷の安定供給を実現するため、
スマート農林⽔産業、カーボンニュー
トラル・資源循環、持続可能で健康な
⾷等に関する取組を強化。【農、関係府
省】 

（１）スマート農林⽔産業の早期実装 
・現場の課題解決や気候変動やニーズの

変化に対応するため、超省⼒・省資源
型スマート農林⽔産業技術を開発。
【農、関係府省】 

・多様な現場実態に即した導⼊コストの
低減に向け、スマート化に合わせた産
地全体の栽培体系の転換や、シェアリ
ング等の新たな農業⽀援サービスの育
成・普及等を通じて、社会実装を加速
化する技術導⼊システムを構築。【農、
関係府省】 

・スマート農林⽔産業を担う幅広い⼈材
を育成するため、実証プロジェクトで
培われた⼈材やノウハウを活⽤すると
ともに、教育・研修の充実等を促進。
【農、関係府省】 

（２）2050年カーボンニュートラル達成
への貢献と資源循環の追求 

・カーボンニュートラルや資源循環利⽤
等に対する農林⽔産分野の潜在⼒を発
揮するため、吸収源技術、排出削減技
術、資源循環技術といった、社会的要
請に貢献度の⾼い技術の重点的な開
発・実⽤化を図る。【農、関係府省】 

・技術導⼊に対する取組意欲を喚起し、
国内外での効果を早期に発現するた
め、国際連携の体制整備・情報発信及
びアジアモンスーン地域における技術
の応⽤促進並びに市場メカニズム（ク
レジット取引、ＥＳＧ投資等）との連
結を図る。【農、関係府省】 

・⽣産⼒の向上と持続性の両⽴のための
品種開発⼒の抜本的な強化に向け、遺
伝資源の収集・管理、育種ビッグデー
タの構築、育種⽀援サービスを組み合
わせた「育種ハイウェイ」を構築。【農、
関係府省】 

（３）持続可能で健康な⾷の実現 
・環境負荷低減等の要請に対応しつつ、

健康⾯からもニーズの⾼い国産⾷材の
安定供給を実現するため、持続性と⾼
い健康機能性の発現の双⽅を実現する
⽣産システムを構築。【農、関係府省】 

・国産品ニーズの創出のための健康効果
を含む我が国の多様な⾷材の価値を消
費者へ伝えられるよう、健康に関する

                                                       
179 2020年3⽉31⽇閣議決定 
180 2013年12⽉10⽇農林⽔産業・地域の活⼒創造本部（本部⻑：内閣総理⼤⾂）決定（2020年12⽉15⽇改訂） 
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体系的な国産⾷材情報を蓄積・提供す
るとともに、環境調和性、健康機能性
等の情報を⾷の総合的価値として、⾷
材とともに消費者に伝達するシステム
を構築。【農、関係府省】 
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５．知と価値の創出のための資⾦循環の活性化 
【あるべき姿とその実現に向けた⽅向性】 

Society 5.0の実現に向け、サイバー空間とフィジカル空間を融合し、新たな価値を創出することが可能と
なるよう、質の⾼い多種多様なデータによるデジタルツインをサイバー空間に構築し、それを基にＡＩを積
極的に⽤いながらフィジカル空間を変化させ、その結果をサイバー空間へ再現するという、常に変化し続け
るダイナミックな好循環を⽣み出す社会へと変⾰することを⽬指す。 

Society 5.0を実現するための知の創出と経済的・社会的な価値の創出に向けた活動に対する投資（経団連
等の試算181では、2030年までの15年間で必要な累積投資総額は844兆円。）とともに、それによるビジネス
の拡⼤に向けて、多⽤な財源を活⽤しながら、官⺠による投資を⼤幅に拡充することを⽬指す。 

このため、政府の科学技術関係予算の着実な確保、産学共同研究の推進、そして、世界と伍するファンド
の創設などを通じて、基礎研究への⼗分な投資を確保するとともに、官⺠が連携・協⼒して、国家的重要課
題への対応を強化する。 

政府は、これらに加え、研究開発税制、ＳＢＩＲ制度、政府事業等のイノベーション化、研究成果の公共
調達の促進等の政策ツールを総動員して、⺠間投資を誘発する環境を整備するとともに、持続可能性をビジ
ネスの根幹に据えるイノベーション経営を推進する。 
 
【⽬標】 
・ 諸外国がポストコロナ時代を⾒据えて⼤規模な研究開発投資を計画する中、我が国として、諸外国との

熾烈な国家間競争を勝ち抜くため、⼤胆な規模の政府研究開発投資を確保する。 
・ また、⺠間の研究開発投資の誘発に努める。 
 
【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標） 
・ 2021年度より2025年度までの、政府研究開発投資182の総額の規模：約30兆円183 
・ 2021年度より2025年度までの、官⺠合わせた研究開発投資の総額：約120兆円184（政府投資が呼び⽔と

なり⺠間投資が促進される相乗効果や我が国の政府負担研究費割合の⽔準等を勘案） 
 
【現状データ】（参考指標） 
・ 官⺠の研究開発費総額：対ＧＤＰ⽐４％の⽬標に対して3.59％（2020年度）185 
・ 第５期基本計画期間中における「科学技術関係予算」：約26.1兆円（グリーンイノベーション基⾦事業及

び10兆円規模の⼤学ファンドを含む場合：28.6兆円）（2022年２⽉時点）186 
・ 国⽴⼤学法⼈、研究開発法⼈、⼤学共同利⽤機関法⼈における研究費の予算執⾏額の合計：約6,000億円

（2019年度）187 
                                                       
181 経団連・東京⼤学・ＧＰＩＦの共同報告書「ＥＳＧ投資の進化、Society 5.0の実現、そしてＳＤＧｓの達成へ」（2020年３⽉26⽇） 
182 ⼤学ファンドの創設をはじめ、科学技術・イノベーション政策への投資財源の多様化が進んでいることを勘案し、ＯＥＣＤフラスカティマ

ニュアルの動向等を注視しながら、第６期基本計画期間中の研究開発投資の適切な把握⽅法について適宜検討を⾏う。 
183 約12.4兆円（2021年度予算から2022年度当初予算までの合計）（出典：内閣府「科学技術関係予算」） 
184 参考：19兆2,365億円【2020年度】（出典：総務省「2021年科学技術研究調査結果」（2021年12⽉）） 
185 総務省「2021年科学技術研究調査結果」（2021年12⽉） 
186 経済・財政再⽣計画との整合性を確保しつつ、対ＧＤＰ⽐１％との⽬標を置き、期間中のＧＤＰ名⽬成⻑率を平均3.3％という前提で試算

した場合に約26兆円を⽬指すとしている。 
187 e-CSTIにおいて把握した全119機関のうち118機関から収集した26歳〜70歳の研究者分は6,025億円（2019年度）。 
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・ 企業の能⼒開発投資を含む⽇本の無形資産投資（名⽬額）：51.4兆円（2018年）188 
・ ＥＳＧ投資：⽇本の投資残⾼ 約514兆円（2021年度）189 
・ インパクト投資：⽇本の投資残⾼ 約1兆3,204億円（2020年度）190 
 
① 官⺠投資の拡充 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇科学技術・イノベーション政策の恒常

的な質の向上及び財政の持続可能性
に⼗分に留意しつつ、第６期基本計画
の期間中、政府科学技術関係予算を拡
充する。【科技、関係府省】 
 

・諸外国においては科学技術・イノベー
ションに対する投資を⼤幅に増やす
状況となっており、我が国が、諸外国
との熾烈な国家間競争を勝ち抜くた
め、⼤胆な規模の政府研究開発投資を
確保することが政権の重要課題に設
定。 

・⼀⽅で、研究の⽣産性や科学技術・イ
ノベーション政策の質の向上に取り
組むことも重要。 

・2021年度当初予算、2021年度補正予
算、2022年度予算等を合算すると、約
12.4兆円となっており、第６期基本計
画期間中の２年⽬として必要な予算
を確保。 

・内閣府と関係府省が連携し、e-CSTI等
を活⽤することで科学技術・イノベー
ション政策の質の向上を図りつつ、財
政の持続可能性に⼗分に留意しなが
ら、政府の科学技術関係予算の拡充に
努める。【科技、関係府省】 

〇世界に⽐肩するレベルの研究開発を
⾏う⼤学の、共⽤施設やデータ連携基
盤の整備、若⼿⼈材育成等を推進する
ため、10兆円規模のファンドを早期に
実現し、その運⽤益を活⽤することに
より、世界レベルの研究基盤を構築す
る。【科技、⽂】       

・ＣＳＴＩにおいて「世界と伍する研究
⼤学専⾨調査会」を12回にわたり開
催。世界と伍する研究⼤学の在り⽅に
ついて、2021年７⽉27⽇の第７回会議
で中間まとめ、2022年１⽉19⽇の第12
回会議で最終まとめが⽰され、2022年
２⽉１⽇にＣＳＴＩ本会議で決定。
「国際卓越研究⼤学の研究及び研究
成果の活⽤のための体制の強化に関
する法律」が第208回国会で成⽴。 

・国際卓越研究⼤学法に基づき、⼤学フ
ァンドの⽀援対象となる⼤学を2022
年度中に公募を開始し、2024年度か
ら、国際卓越研究⼤学に対して、⼤学
ファンドによる助成実施を⽬指す。ま
た、国際卓越研究⼤学を⽬指す国⽴⼤
学が、そのために必要となる、経営⽅
針を定める合議体の設置を可能とす
るための国⽴⼤学法⼈法の改正案の
次期通常国会への提出を⽬指す。（再
掲）【科技、⽂】 

〇我が国の基礎研究⼒強化の観点から、
国公私⽴⼤学、⼤学共同利⽤機関等の
研究費の傾向を分析し、モニタリング
を実施する。【⽂】 

 

・各種統計を⽤いて研究費の動向のモニ
タリングを実施。 

・「研究⼒の分析に資するデータ標準化
の推進に関するガイドライン」に基づ
いたデータ収集を実施。 

・e-CSTIを活⽤し、研究費と論⽂アウト
プット（⼀⼈当たり論⽂数、⼀⼈当た
り被引⽤回数）との関係について、研
究者単位及び機関ごとの分析を実施。 

・引き続き、各種統計を⽤いて研究費の
動向のモニタリングを実施。【⽂】 

・「研究⼒の分析に資するデータ標準化
の推進に関するガイドライン」に基づ
いたデータ収集を継続。【科技】 

・e-CSTIも活⽤し、研究費と論⽂アウト
プットとの関係性を詳細に分析する
ため、分野別の分析や特許情報等を活
⽤した分析、時系列の分析を実施。【科
技】 

 
② ⺠間投資環境の整備 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 
〇⺠間企業の中⻑期・⾰新的な研究開発

等を促し、研究開発投資の維持・拡⼤
と、それによる知や価値の創出、イノ
ベーションの創出を図るため、研究開

・ＨＰを通じて研究開発税制における改
正内容の周知を実施。 

・⺠間企業の中⻑期・⾰新的な研究開発
投資を促すことで知や価値の創出に
つなげるとともに、オープンイノベー
ションを促進するため、研究開発税制

                                                       
188 独⽴⾏政法⼈経済産業研究所「ＪＩＰデータベース2021」。⽇本の無形資産投資対ＧＤＰ⽐は他国と⽐べて低く、特に経済的競争⼒投資は

低⽔準で推移。 
189 ＮＰＯ法⼈⽇本サステナブル投資フォーラム「サステナブル投資残⾼調査2021 結果」（2022年３⽉） 
190 ＧＳＧ国内諮問委員会「⽇本におけるインパクト投資の現状と課題 2021年度調査報告書」（2022年４⽉） 
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発税制を拡充する。【経、関係府省】 を再考。【経】 
〇知や価値を絶え間なく創出していく

ため、ブランドの構築、経営組織の改
善、教育訓練による⼈材の質の向上、
ソフトウェアやデータベースといっ
た無形資産に対する投資を促す環境
整備に努める。【経】 

・ＨＰを通じて研究開発税制における改
正内容の周知を実施。 

・引き続き、税制上のソフトウェアに関
する改正内容の周知・広報によって制
度の適⽤を促すとともに、改正による
効果の検証に努める。【経】 

〇ＥＳＧ⾦融や、その発展形としてのイ
ンパクトファイナンスなどの推進に
より、社会・経済・環境にポジティブ
なインパクトを追求する⾦融の主流
化に取り組む。特にインパクトファイ
ナンスについて、全ての機関投資家・
⾦融機関等が全てのアセットクラス
においてインパクトファイナンスを
実践することを⽬指し、2021年度中に
⼤⼿⾦融・機関投資家が取り組むため
の促進体制を整備した上で、その次の
段階として、地域⾦融機関や中⼩・個
⼈投資家への取組への波及を促す。
【⾦融、経、環】 

・2021年度は、⼤⼿⾦融・機関投資家が
インパクトファイナンスを実践する
ための促進体制を整備するため、グリ
ーンファイナンスモデル創出事業を
実施。この事業において、環境省が
2020年度に策定した「インパクトファ
イナンスの基本的考え⽅」、「グリーン
から始めるインパクト評価ガイド」及
び国際的な各原則等に適合した⼤⼿
⾦融機関、地域⾦融機関、ファンドを
対象として、普及のための先進的なモ
デル事例の公募等を実施。 

・「インパクトファイナンスの基本的考
え⽅」及び「グリーンから始めるイン
パクト評価ガイド」の普及や、グリー
ンファイナンスモデル事業を通じた
先進的な事例創出に引き続き取り組
み、普及が進んでいないアセットクラ
スにおけるインパクトファイナンス
の実践を促進。【環】 

〇Society 5.0実現に向けた投資の状況を
把握するための指標を2022年度中に
開発する。【科技】 

・Society 5.0実現に向けた投資に関連す
るデータを調査・把握。 

・Society 5.0実現に向けた投資の状況を
把握するため、研究開発投資に加え、
継続的にモニター可能な関連する投
資等のデータを収集。【科技】 
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６．総合科学技術・イノベーション会議の司令塔機能の強化 
 
（１）「総合知」を活⽤する機能の強化と未来に向けた政策の⽴案・情報発信 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

社会課題を解決するためには、従来の
延⻑線上の取組のみならず、新たな価値
観を⽰し、制度的なアプローチをとるこ
とが求められる。新たな技術を社会で活
⽤するにあたり⽣じる制度⾯や倫理⾯、
社会における受容などの課題に対応す
るため、⼈⽂・社会科学も含めた「総合
知」を活⽤できる仕組みを構築する。そ
の際、2030年、更にその先の⽬指すべき
社会像を描き、その社会像からのバック
キャスト的アプローチで政策の体系化
を図るとともに、現状をしっかりと把
握・分析し、未来に向けた新たな政策を
フォーキャスト的なアプローチで⽴案
し、これらを総合してフォーサイト191を
⾏う。 

また、政策⽴案にあたっては、社会と
の多層的な科学技術コミュニケーショ
ンや国⺠をはじめとする多様なセクタ
ーへの情報発信も重要である。トラン
ス・サイエンス192が重視される時代にお
ける「政策のための科学（Science for 
Policy）」の重要性にも鑑み、アカデミア
と政治・⾏政との間で、課題認識や前提
を共有した上で、科学的知⾒に基づく独
⽴かつ的確な助⾔や提⾔が⾏われるこ
とが重要であり、例えば、これらの関係
者間をつなぐ仕組みの構築を検討する。 

・2021年度に「総合知」の基本的考え⽅
を整理し、戦略的に推進する⽅策を
「場」、「⼈材育成」、「⼈材活⽤（評
価）」、「問」の観点でまとめ、先⾏的な
活⽤事例や相乗効果の期待される施
策例等を加えて、中間取りまとめを策
定。 

・第６期基本計画について、フォーサイ
トのアプローチを⽤いて策定。 

・内閣府において、科学技術・イノベー
ション政策に関するＳＮＳを⽤いた
情報発信を 2021年３⽉から開始。
2022年３⽉末までに290件の情報を
発信。 

 

・先⾏的に進められている「総合知」に
関わる取組や、活⽤事例を社会に発信
し、総合知を活⽤する「場」の構築を
推進。また、「総合知」に関連する指標
について検討。（再掲）【科技】 

・ＳＮＳをはじめとする多様なメディア
を通じた情報発信を継続。【科技】 

・各ステークホルダーによるトランス・
サイエンス的構造を持つ問題への対
処法を考えていく取組を⽀援。【科技】 

 

 
（２） エビデンスシステム（e-CSTI）の活⽤による政策⽴案機能強化と政策の実効性の確保 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

科学技術・イノベーション⾏政におい
て、客観的な証拠に基づく政策⽴案を⾏
うＥＢＰＭを徹底し、2023年度までに全
ての関係府省においてエビデンスに基
づく政策⽴案等を⾏う。その際、エビデ
ンスシステム（e-CSTI）を活⽤し、⺠間
投資の呼び⽔となるような政府研究開
発投資のマネジメント、国⽴⼤学・研究
開 発 法 ⼈ に お け る ⾼ 度 な 法 ⼈ 運 営
（EBMgt）をはじめとする各施策、国家
戦略の企画⽴案等のパフォーマンスの
向上を図る。 

・各省におけるＥＢＰＭや各機関におけ
るEBMgtの実施に向け、関係府省や国
⽴⼤学等とe-CSTIデータを共有する
仕組みを構築。 

・分野別の分析や特許情報等を活⽤した
分析の実施等、e-CSTIの分析機能の更
なる⾼度化に努めるとともに、関係府
省や国⽴⼤学・研究開発法⼈等の関係
機関に対する分析機能の共有を⼀層
推進。【科技】 

 
（３） 第６期基本計画に連動した政策評価の実施と統合戦略の策定 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

第６期基本計画において⽰された中 ・第６期基本計画を推進するための年次 ・第６期基本計画の主要指標及び参考指

                                                       
191 変化が激しく、複雑で、不確実な未来に対して様々な情報を組み合わせて考察する活動。 
192 科学に問うことはできるが、科学だけでは答えることができない問題。 
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⻑期的な政策の⽅向性を踏まえ、2013年
度からは年次戦略として統合戦略を策
定し、毎年の状況変化を踏まえその年度
に特に重点を置くべき施策について定
めてきた。 

第６期基本計画期間中においても、毎
年度、特に重点を置くべき施策につい
て、第６期基本計画との関連性を明確に
して年次戦略で⽰していく。その際、第
６期基本計画について、指標を⽤いなが
ら進捗状況の把握、評価を評価専⾨調査
会において継続的に実施し、その結果を
年次戦略や次期基本計画の策定に活⽤
するとともに、必要に応じて第６期基本
計画の⾒直しを⾏うなど、社会情勢等の
変化に対した柔軟な科学技術・イノベー
ション政策を推進していく。このため、
e-CSTIを継続的に機能拡張し、モニタリ
ング指標の収集の⾃動化や府省横断的
に評価を⾏う基盤を2023年度中に稼働
させるとともに、分析⼿法の開発等ＥＢ
ＰＭ⾼度化のための調査研究を⾏い、継
続的に指標の改良・⾒直しをする。   

計画として、統合イノベーション戦略
2021、2022を策定。 

・第６期基本計画の進捗をモニタリング
するための指標を設定し、統合イノベ
ーション戦略においてモニタリング
を実施。 

・評価専⾨調査会において、第６期基本
計画の評価・分析・モニタリングを実
施する上での視点等について整理。第
６期基本計画に記載したテーマのう
ち、「研究環境の再構築」について、調
査・検討を試⾏的に実施。 

標について評価専⾨調査会や統合イ
ノベーション戦略によるモニタリン
グにより基本計画の進捗状況を把握。
【科技】 

・評価専⾨調査会等における意⾒を集約
するなどして、モニタリング指標の収
集に当たっての⽅針を、e-CSTI等の活
⽤も含めて検討。【科技】 

・基本計画の進捗に関する評価・分析・
モニタリングについて、第６期基本計
画に記載した11テーマのうち、６テー
マについて調査・検討を開始。⼿法の
開発に取り組む。【科技】 

 

 
（４） 司令塔機能の実効性確保 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組⽅針 

科学技術・イノベーション政策に関連
が深いＣＳＴＩ、⾼度情報通信ネットワ
ーク社会推進戦略本部、知的財産戦略本
部、健康・医療戦略推進本部、宇宙開発
戦略本部、総合海洋政策本部等の司令塔
会議が進める政策を横断的に調整する
司令塔機能を強化することが求められ
ている。このため、内閣府設置法の改正
により、内閣府に「科学技術・イノベー
ション推進事務局」等を2021年４⽉に設
置することとされた。 

関係司令塔会議や関係府省庁が進め
る科学技術・イノベーション関連政策に
ついて、政策の重複を排し、連携を促進
するなどの調整機能を同事務局が効果
的に働かせる仕組みを早急に構築する。 

また、ＣＳＴＩは、Society 5.0の実現
に向け、上述の司令塔会議や⽇本学術会
議との更なる連携を深めるとともに、関
係府省庁の各審議会等との政策検討の
協⼒関係を強化する。また、⽇本学術会
議に関する我が国の科学者の代表機関
としてより良い役割を発揮するための
今後の具体的な改⾰の進捗を踏まえた
上で、⽇本学術会議に求められる役割等
に応じた新たな連携関係を構築する。  

・2021年４⽉、内閣府に科学技術・イノ
ベーション推進事務局を設置。 

・統合イノベーション戦略推進会議を通
じて関係司令塔会議や関係府省との
連携体制を強化。 

・⽇本学術会議において、「⽇本学術会議
のより良い役割発揮に向けて」を報告
（2021年４⽉22⽇）。 

・有識者議員懇談会の中で「⽇本学術会
議の在り⽅に関する政策討議」を⾏
い、2022年１⽉に取りまとめ。 

・司令塔機能の実効性の確保のため、引
き続き、統合イノベーション戦略推進
会議等を通じた関係司令塔会議や関
係府省との連携を促進。【科技】 

・科学技術・イノベーション推進事務局
による司令塔機能の強化の状況につ
いて検討を加え、必要に応じて、司令
塔機能やその体制について⾒直しを
図る。【科技】 

・「⽇本学術会議の在り⽅に関する政策
討議取りまとめ」を踏まえ、総合的な
検討を進め、2022年夏までに⽅針を取
りまとめることを⽬指す。【内】 
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略称⼀覧 

略称 正式名称 

ＡＩ 人工知能（Artificial Intelligence） 

AI-OCR 人工知能技術を用いた光学文字認識機能 

ＡＬ Advanced Learning 

ＡＭＥＤ 
国立研究開発法人日本医療研究開発機構 

（Japan Agency for Medical Research and Development） 

ＡＮＲ フランス国立研究機構 

ＡＰＩ Application Programming Interface 

ArCSⅡ 
北極域研究加速プロジェクト 

（Arctic Challenge for Sustainability II） 

ＡＲＩＡ 英国高等研究発明局（Advanced Research and Invention Agency） 

ＡＳＣＮ ＡＳＥＡＮスマートシティ・ネットワーク 

ＡＳＥＡＮ 東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations） 

ＡＳＭ３ 第３回北極科学大臣会合（3rd Arctic Science Ministerial） 

ＡＵＶ 自律型無人探査機（Autonomous Underwater Vehicle） 

A-STEP 
研究成果最適展開支援プログラム(Adaptable and Seamless Technology 

transfer Program through targetdriven R&D) 

ＢＢＪ ゲノム研究バイオバンク事業「バイオバンク・ジャパン」 

ＢＥＭＳ Building and Energy Management System 

ＢＩＭ／ＣＩＭ Building / Construction Information Modeling, Management 

BI-Tech 
行動科学の知見と先端技術の融合 

（Behavioral Insights x Technology） 

ＣＣＳ 二酸化炭素回収・貯留（Carbon dioxide Capture and Storage） 

ＣＣＵ 二酸化炭素回収・利用（Carbon dioxide Capture and Utilization） 

ＣＣＵＳ 
二酸化炭素回収・利用・貯留 

（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage） 

ＣＥ サーキュラーエコノミー（Circular Economy） 

ＣＨＡＮＣＥ 
未来社会デザインオープンプラットフォーム 

（CHAllenge-driveN Convergence Engine） 

ＣＩＩ 燃費実績（Carbon Intensity Indicator） 

ＣＮＰ カーボンニュートラルポート 

ＣＯＣＮ 産業競争力懇談会（Council on Competitiveness-Nippon） 

ＣＯＩ センター・オブ・イノベーション（プログラム） 

ＣＯＰＵＯＳ 
国連宇宙空間平和利用委員会 

（The Committee on the Peaceful Uses of Outer Space） 

ＣＯＰ15 生物多様性条約第15回締約国会議 
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（The 15th meeting of the Conference of the Parties to the 

Convention on Biological Diversity） 

ＣＯＰ26 

国連気候変動枠組条約第26回締約国会議 

（The 26th session of the Conference of the Parties to the United 

Nations Framework Convention on Climate Change） 

ＣＯＰ27 

国連気候変動枠組条約第27回締約国会議 

（The 27th session of the Conference of the Parties to the United 

Nations Framework Convention on Climate Change） 

ＣＯＶＡＸ COVID-19 Vaccines Global Access 

COVID-19 新型コロナウイルス感染症 

ＣＰＳ４Ｄ 
防災版サイバーフィジカルシステム 

（Cyber‑Physical Synthesis for Disaster Resilience） 

ＣＲＥＳＴ 戦略的創造研究推進事業 

ＣＳＴＩ 
総合科学技術・イノベーション会議 

（Council for Science, Technology and Innovation） 

ＣＹＮＥＸ 
サイバーセキュリティ統合知的・人材育成基盤 

（Cybersecurity Nexus） 

ＤＡＲＰＡ 
米国国防高等研究計画局 

（Defense Advanced Research Projects Agency） 

ＤＣ 日本学術振興会 特別研究員 

ＤＦＦＴ Data Free Flow with Trust 

ＤＩＡＳ 
データ統合・解析システム 

（Data Integration and Analysis System） 

ＤＭＰ データマネジメントプラン 

ＤＯＥ 米国エネルギー省（United States Department of Energy） 

ＤＳＡ 一般社団法人データ社会推進協議会（Data Society Alliance） 

ＤＸ デジタル・トランスフォーメーション 

EBMgt 証拠に基づく法人運営（Evidence-based Management） 

ＥＢＰＭ 証拠に基づく政策立案（Evidence-based Policy Making） 

ＥＥＸＩ 既存船燃費規制（Energy Efficiency eXisting ship Index） 

ＥＬＳＩ Ethical, Legal and Social Issues 

ＥＭＳ 環境マネジメントシステム（Environmental Management System） 

ＥＯＣ 
国立感染症研究所緊急時対応センター 

（Emergency operations center） 

ＥＯＳＣ European Open Science Cloud 

ＥＳＧ Environment, Social, Governance 

ＥＵ 欧州連合（European Union） 

ＥＶ 電気自動車（Electric Vehicle） 
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e-CSTI 
内閣府エビデンスシステム(Evidence data platform constructed by 

Council for Science, Technology and Innovation) 

e-Rad 
府省共通研究開発管理システム（The Cross-Ministerial Research and 

Development Management System） 

ＦＡ 資金配分機関（Funding Agency） 

ＦＡＱ Frequently Asked Questions 

ＦＣＶ 燃料電池自動車（Fuel Cell Vehicle） 

ＦＩＲＳＴ 
最先端研究開発支援プログラム（Funding Program for World-Leading 

Innovative R&D on Science and Technology） 

ＦＭＳＴＡＮ 
外務省科学技術顧問ネットワーク 

（Foreign Ministries Science and Technology Advisors Network） 

ＦＰＳＯ 
浮体式生産貯蔵積出設備 

（floating production, storage and offloading） 

ＦＳ フィージビリティスタディ（Feasibility Study） 

ＧＡＦＡ Alphabet(Google)、Amazon、Meta(Facebook)、Apple 

ＧＤＰ 国内総生産（Gross Domestic Product） 

ＧＥＯ 地球観測に関する政府間会合（Group on Earth Observations） 

ＧＨＧ 温室効果ガス（Greenhouse Gas） 

GOSAT-GW 
温室効果ガス・水循環観測技術衛星（Global Observing SATellite for 

Greenhous gases and Water cycle） 

ＧＰＩＦ 
年金積立金管理運用独立行政法人 

（Government Pension Investment Fund） 

ＧＳＣＡ グローバル・スマートシティ・アライアンス 

ＧＳＧ The Global Steering Group for Impact Investment 

Ｇ空間（情報） 地理空間情報（Geotechnology） 

ＨＡＰＳ 高高度基盤ステーション（High Altitude Platform Station） 

ＨＥＭＳ Home Energy Management System 

ＨＧＶ 極超音速滑空弾（Hypersonic boost-Glide Vehicle） 

ＨＰ ホームページ（homepage） 

ＨＰＣＩ High Performance Computing Infrastructure 

ＨＴＴＲ 高温工学試験研究炉（High Temperature engineering Test Reactor） 

HTV-X 新型宇宙ステーション補給機 

ＩＣＡ 行政における情報技術の利用に関する国際会議 

ＩＣＴ 情報通信技術（Information and Communications Technology） 

ＩＤ 識別子（Identifier） 

ＩＤＲ４Ｍ 
市町村災害対応統合システム 

（Integrated-System of Disaster Reduction for Municipalities） 

ＩＧＦ Internet Governance Forum 

ＩＭＤ International Institute for Management Development 
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ＩＭＯ 国際海事機関（International Maritime Organization） 

ＩｍＰＡＣＴ 
革新的研究開発推進プログラム（Impulsing PAradigm Change through 

disruptive Technologies Program） 

ＩＥＴＣ 
ＵＮＥＰ国際環境技術センター 

（UNEP International Environmental Technology Centre） 

ＩＮＧＳＡ 
政府に対する科学的助言に関する国際ネットワーク 

（International Network for Government Science Advice） 

ＩｏＴ Internet of Things 

ＩＰＡ 
独立行政法人情報処理推進機構 

（Information-technology Promotion Agency, Japan） 

ＩＰＤ 初期専門能力開発（Initial Professional Development） 

ＩＲ Institutional Research 

ＩＲＥＮＡ 
国際再生可能エネルギー機構 

（International Renewable Energy Agency） 

ＩＳＯ 
国際標準化機構 

（International Organization for Standardization） 

ＩＳＳ 国際宇宙ステーション（International Space Station） 

ＩＴ 情報技術（Information Technology） 

ＩＴＥＲ 
国際熱核融合実験炉 

（International Thermonuclear Experimental Reactor） 

ＪＡＥＡ 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

（Japan Atomic Energy Agency） 

ＪＡＭＳＴＥＣ 
国立研究開発法人海洋研究開発機構 

（Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology） 

ＪＡＳＣＡ 
日ＡＳＥＡＮスマートシティ・ネットワーク官民協議会 

（Japan Association for Smart Cities in ASEAN） 

ＪＩＰ 日本産業生産性（Japan Industrial Productivity） 

ＪＯＩＣ 
オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会 

（Japan Open Innovation Council） 

ＪＳＡ 日本規格協会（Japanese Standards Association） 

ＪＳＰＳ 
独立行政法人日本学術振興会 

（Japan Society for the Promotion of Science） 

ＪＳＴ 
国立研究開発法人科学技術振興機構 

（Japan Science and Technology Agency） 

J-PARC 
大強度陽子加速器施設 

（Japan Proton Accelerator Research Complex） 

ＫＰＩ 重要達成度指標（Key Performance Indicator） 

ＬＥＤ 発光ダイオード（Light-Emitting Diode） 

ＬＮＧ 液化天然ガス（Liquefied Natural Gas） 
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ＬＰ（投資） Limited Partnership 

ＭＤＡ 海洋状況把握（Maritime Domain Awareness） 

ＭＥＰＣ 海洋環境保護委員会（Marine Environment Protection Committee） 

ＭＭＸ 火星衛星探査計画（Martian Moons eXploration） 

ＭＯＯＣ 大規模公開オンライン講座（Massive Open Online Courses） 

ＮＡＲＯ 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

（National Agriculture and Food Research Organization） 

ＮｂＳ 自然を活用した解決策（Nature-based Solutions） 

ＮＣＢＮ ナショナルセンター・バイオバンクネットワーク 

ＮＥＤＯ 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（New Energy and 

Industrial Technology Development Organization） 

ＮＧＯ 非政府組織（Nongovernmental Organization） 

ＮＩＣＴ 
国立研究開発法人情報通信研究機構（National Institute of 

Information and Communications Technology） 

ＮＩＩ 
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所

（National Institute of Informatics） 

ＮＩＭＳ 
国立研究開発法人物質・材料研究機構 

（National Institute for Materials Science） 

ＮＩＳＴＥＰ 
文部科学省科学技術・学術政策研究所 

（National Institute of Science and Technology Policy） 

ＮＩＴＥ 
独立行政法人製品評価技術基盤機構 

（National Institute of Technology and Evaluation） 

ＮＰＯ 特定非営利活動法人（Nonprofit Organization） 

ＮＳＦ 米国国立科学財団（National Science Foundation） 

ＯＥＣＤ 
経済協力開発機構 

（Organisation for Economic Co-operation and Development） 

ＯＥＣＭ 
保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（Other Effective area-

based Conservation Measures） 

ＯＤＡ 政府開発援助（Official Development Assistance） 

ＯＯＤＡ（ループ） ウーダ・ループ（Observe, Orient, Decide and Act） 

ＯＳ Operating System 

ＯＳＳ オープンソース ソフトウェア（Open Source Software） 

O-NET 職業情報ネットワーク（Occupational Information Network） 

ＰＢＬ 問題解決型授業（Problem Based Learning） 

ＰＤ Program Director 

ＰＥＡＫＳ 
大学支援フォーラムＰＥＡＫＳ（Leaders’ Forum on Promoting the 

Evolution of Academia for Knowledge Society） 

ＰＨＥＶ Plug-in Hybrid Electric Vehicle 

ＰＬＡＴＥＡＵ 3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化プロジェクト 
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ＰＬＩＪ 学びのイノベーションプラットフォーム 

Ｐｌｕｓ 
スタートアップ支援機関連携協定 

（Platform for unified support for startups） 

ＰＭ Program Manager 

ＰＭＤＡ 
独立行政法人医薬品医療機器総合機構 

（Pharmaceuticals and Medical Devices Agency） 

ＰＯＣ 概念実証（Proof of Concept） 

ＰＰＡ 電力購入契約（Power Purchase Agreement） 

ＰＲＩＳＭ 
官民研究開発投資拡大プログラム 

（Public/Private R&D Investment Strategic Expansion PrograM） 

ＲＡ リサーチ・アシスタント（Research Assistant） 

ＲＤ20 Research and Development 20 for Clean Energy Technologies 

ＲＦＩ 情報提供依頼（Request for Information） 

ＲＩ 放射性同位体／ラジオアイソトープ（radioisotope） 

ＲＯＶ 遠隔操作型無人探査機（Remotely Operated Vehicle） 

Ｒ＆Ｄ 研究開発（Research and Development） 

ＳＡＣＬＡ 
X線自由電子レーザー施設 

（SPring-8 Angstrom Compact Free Electron Laser） 

ＳＡＦ 持続可能な航空燃料（Sustainable Aviation Fuel） 

ＳＡＲ（衛星） 合成開口レーダー（Synthetic Aperture Radar） 

ＳＡＴＲＥＰＳ 
地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（Science and Technology 

Research Partnership for Sustainable Development） 

ＳＢＩＲ Small Business Innovation Research 

ＳＣＡＲＤＡ 

先進的研究開発戦略センター 

（Strategic Center of Biomedical Advanced Vaccine Research and 

Development for Preparedness and Response） 

ＳＤＧｓ 持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals） 

SHIFT(x) 
スタートアップ向け経営人材支援事業 

（Program for Supporting HR Innovation for Tech-startups & (x)） 

ＳＩＣＯＲＰ 
戦略的国際共同研究プログラム（Strategic International 

Collaborative Research Program） 

ＳＩＮＥＴ 学術情報ネットワーク（Science Information NETwork） 

ＳＩＰ 
戦略的イノベーション創造プログラム 

（Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program） 

ＳＩＰ４Ｄ 
基盤的防災情報流通ネットワーク 

（Shared Information Platform for Disaster Management） 

ＳＬＩＭ 小型月着陸実証機（Smart Lander for Investigating Moon） 

ＳＮＳ Social Networking Service 

SPring-8 大型放射光施設(Super Photon ring-8 GeV) 
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ＳＳＡ 宇宙状況把握（Space Situational Awareness） 

ＳＳＨ スーパーサイエンスハイスクール 

ＳＳＲＮ Social Science Research Network 

ＳＴＡＲＴ 
大学発新産業創出プログラム（Program for Creating STart-ups from 

Advanced Research and Technology） 

ＳＴＤＮ 
科学技術外交ネットワーク 

（Science and Technology Diplomacy Network） 

ＳＴＥＡＭ Science, Technology, Engineering, Arts and Mathematics 

ＳＴＩ 科学技術・イノベーション（Science, Technology and Innovation） 

ＴＩＭＳＳ 
国際数学・理科教育調査 

（Trends in International Mathematics and Science Study） 

ＴＭＭ 東北メディカル・メガバンク（計画） 

ＵＮＥＰ 国連環境計画（United Nations Environment Programme） 

ＵＨＣ ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ 

ＵＲＡ 
リサーチ・アドミニストレーター 

（University Research Administrator） 

ＶＣ Venture Capital 

Ｖ２Ｈ Vehicle to Home 

ＷＧ Working Group 

ＷＰＩ 
世界トップレベル研究拠点プログラム 

（World Premier International Research Center Initiative） 

ＷＷＬ ワールド・ワイド・ラーニング（コンソーシアム構築支援事業） 

ＺＥＢ Net Zero Energy Building 

ＺＥＨ Net Zero Energy House 

３Ｄ ３次元（three dimensions） 

５Ｇ 
第５世代移動通信システム 

（5th Generation Mobile Communication System） 

６Ｇ 
第６世代移動通信システム 

（6th Generation Mobile Communication System） 
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※【 】中において⽤いられる府省の略称は、以下のとおり。 
略称 府省名 

ＮＩＳＣ 

内閣官房 

内閣サイバーセキュリティセンター 

内閣人事局 内閣人事局 

ＩＴ 情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室【廃止】 

経協インフラ 内閣官房副長官補付（経協インフラ担当） 

地理空間 地理空間情報活用推進室 

デジタル市場 デジタル市場競争本部事務局 

万博 国際博覧会推進本部事務局 

内 

内閣府 

大臣官房 

社シス 政策統括官（経済社会システム担当） 

防災 政策統括官（防災担当） 

ＲＥＶＩＣ室 地域経済活性化支援機構担当室 

男女 男女共同参画局 

規制 規制改革推進室 

地創 地方創生推進事務局 

知財 知的財産戦略推進事務局 

科技 科学技術・イノベーション推進事務局 

健康医療 健康・医療戦略推進事務局 

宇宙 宇宙開発戦略推進事務局 

子子 子ども・子育て本部 

海洋 総合海洋政策推進事務局 

ＡＭＥＤ室 日本医療研究開発機構担当室 

公取 公正取引委員会 

警 国家公安委員会 警察庁 

個人 個人情報保護委員会 
金融 金融庁 

デジ デジタル庁 

復 復興庁 

総 総務省 公害等調整委員会 消防庁 

法 法務省 出入国在留管理庁 公安審査委員会 公安調査庁 

外 外務省 

文 文部科学省 スポーツ庁 文化庁 

厚 厚生労働省 中央労働委員会 

農 農林水産省 林野庁 水産庁 

経 経済産業省 資源エネルギー庁 特許庁 中小企業庁 

国 国土交通省 観光庁 気象庁 運輸安全委員会 海上保安庁 

環 環境省 原子力規制委員会 

防 防衛省 防衛装備庁 
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人 人事院 



 




